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進捗管理シートの見方 Ｐ　１

新潟市行政改革プラン2015　改革実施項目一覧

重点改革
項目

取組項目（中項目）
シート
No

改革実施項目名称（細項目） ページ

1
新潟市総合計画（にいがた未来ビジョ
ン）第1次実施計画など主要施策の戦
略的実施

1 第1次実施計画の戦略的実施 Ｐ　３

2 本庁の専門性と政策立案機能の強化 Ｐ　５

3 組織横断的な重点課題の解決に向けた庁内体制づくり Ｐ　７

4 県市調整会議の効果的運用 Ｐ　９

5 区の今後のあり方検討 Ｐ　１１

6
区役所の権限強化、区における総合的な行政運営の推進（本庁機能の整理
を含む） Ｐ　１３

7 新潟らしい教育改革の推進 Ｐ　１５

8
事業立案及び推進にあたっての仕組みの改善（PDCAサイクルに基づき適正
評価できる仕組みによる、組織の統合・再編と業務の見直し、職員・予算など
の経営資源配分

Ｐ　１７

9
選択と集中及び職員年齢構成の平準化を進めるための定員配置計画2015の
推進 Ｐ　１９

10 外部評価をふまえた事業の見直し推進 Ｐ　２１

11 内部事務の効率化・簡素化 Ｐ　２３

12 ICTガバナンスの推進（全体統制の実施による経費削減と品質向上） Ｐ　２５

13 情報システム最適化の推進 Ｐ　２７

14 新潟市民サービス向上システムの継続的改善による市民満足度の向上 Ｐ　２９

15
総合窓口サービスの実現（ICTなどを活用した窓口サービス向上と行政効率
化） Ｐ　３１

16 区長、部長等の成果志向による組織マネジメントの徹底 Ｐ　３３

17
現場からの改善提案・実践の一層の推進強化により、「やろてばにいがた」運
動を発展 Ｐ　３５

再14 新潟市民サービス向上システムの継続的改善による市民満足度の向上 Ｐ　２９

2 防災マネジメント機能の強化 18 業務継続マネジメント（BCM）の推進 Ｐ　３７

19 職員の専門能力の育成 支援 Ｐ　３９

電子自治体の推進

4　戦略的な組織・人
材マネジメントによる

1 組織内部のマネジメント機能の強化

4 窓口サービスの向上

具体的な取組項目（小項目）

Ⅰ

時
代
の
変
化
に
即
応
し
た
行
政
経
営
品
質
の
向
上

1　政策課題の高度
化への対応

2 戦略的都市経営のための対応

2　本市にふさわしい
大都市制度への対応

1 地方分権・都市内分権への対応

3　選択と集中による
経営資源の適正配分

1
予算・組織編成、人員配置での選択
と集中の強化

2
外部評価をふまえた事業の見直し、
内部事務の効率化・簡素化

3

19 職員の専門能力の育成、支援 Ｐ　３９

20 公平で納得度の高い人事評価の実施 Ｐ　４１

21
役職への女性や若手職員の積極的な登用などにより意欲ある職員の能力発
揮を促進 Ｐ　４３

22 勤務実績が適切に反映される給与制度の運用 Ｐ　４５

23
全職員を対象に目的意識と職務に関するアンケート調査の定期的な実施と結
果の活用 Ｐ　４７

24 支えあい、助けあう地域づくりを目指した地域福祉の推進 Ｐ　４９

25
区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどの多様な主体との相互連携
の強化 Ｐ　５１

26 出張所、連絡所、公民館等の活用により「まちづくりセンター」を設置、拡大 Ｐ　５３

27 地域コミュニティへの支援の強化 Ｐ　５５

3
地域活動を支える担い手を創出する
ための場の積極的な提供

28
地域活動の担い手を育む仕組みづくり（住民自治を担う人材の育成、ノウハウ
蓄積） Ｐ　５７

29
文書管理システムの機能を利用した情報公開の推進、行政情報の積極的な
発信、職員研修の充実 Ｐ　５９

30
変化・多様化する利用者ニーズに対応したホームページ等による情報発信の
充実 Ｐ　６１

31
公会計に基づく財務書類を活用し、財務状況（行政コスト、将来負担など）の分
かりやすい開示による市民との共通認識の醸成 Ｐ　６３

32 予算編成過程を含め政策形成段階での情報共有 Ｐ　６５

33 附属機関等における公募委員導入率・女性委員割合の拡大 Ｐ　６７

34 区政運営における市民参画、協働の機会の拡充、行政評価の導入 Ｐ　６９

3
職員の意識改革と協働を実践しやす
い庁内体制の整備

35
協働を実践できる職員の育成、庁内外の連携における情報共有及び協力体
制の構築 Ｐ　７１

36 民間委託・指定管理者制度などPPP手法の導入推進 Ｐ　７３

37 新たな業務等への民間委託導入の検討 Ｐ　７５

38
外郭団体評価の継続実施による団体の経営改善（市と団体の関与の最適化
と、より効率的・効果的な評価方法に改善し実施） Ｐ　７７

2
さらなる民間活力導入推進に向けた
制度整備

39 指定管理者制度施設の外部評価の実施と制度見直しへの反映 Ｐ　７９

3　民間活力の効果
的な活用と制度的検
証

1
民間活力の効果的活用に向けた検
討・実施

地域コミュニティによる主体的なまち
づくりのための支援の強化

Ⅱ

市
民
や
民
間
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
・
連
携
の
深
化

1　区自治協議会、地
域コミュニティ協議
会、ＮＰＯなどとのさら
なる協働の推進

1
区自治協議会、地域コミュニティ協議
会、ＮＰＯなどとの連携・協働によるま
ちづくり・公共サービスの推進

2

2　市民との情報共有
と市民参画の推進

1
市民への情報公開・情報発信、市民
との情報共有の徹底した推進

2 市民参画・協働の充実・拡大

材マネジメントによる
ガバナンスの強化

3 人材マネジメント機能の強化

上



新潟市行政改革プラン2015　改革実施項目一覧

重点改革
項目

取組項目（中項目）
シート
No

改革実施項目名称（細項目） ページ具体的な取組項目（小項目）

40
財政予測計画をふまえ、臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスや市
債の減少目標に配慮した財政運営 Ｐ　８１

再8
事業立案及び推進にあたっての仕組みの改善（PDCAサイクルに基づき適正
評価できる仕組みによる、組織の統合・再編と業務の見直し、職員・予算など
の経営資源配分

Ｐ　１７

再10 外部評価をふまえた事業の見直し推進 Ｐ　２１

41
市ホームページバナー広告や印刷物など各種広告資産の活用やネーミングラ
イツの導入など、さらなる自主財源確保の積極的実施（組織全体として多面的
な検討）

Ｐ　８３

42 市税の効果的、効率的な徴収 Ｐ　８５

43 市債権の適正な管理 Ｐ　８７

3
公会計による財務情報を活用した財
務運営、財産経営の推進と市民に向
けた情報発信

44
総務省の統一的な基準による財務書類を作成・公表するとともに，コスト分析・
ストック分析を行い予算などへ有効活用 Ｐ　９１

4
受益と負担水準の検証と各種使用料
等の負担水準の適正化

45
各種使用料手数料の見直しなど行政サービスの受益と負担の適正化、減免
の適正化 Ｐ　９３

1
将来的なニーズに見合った効率的な
財産経営の推進

46 公共施設の最適化に向けた地域などとの連携による財産経営の推進 Ｐ　９５

47① 計画的な維持保全による公共建築物の長寿命化、維持管理効率化の推進 Ｐ　９７

47② 計画的な維持保全による公共建築物の長寿命化、維持管理効率化の推進 Ｐ　９９

47③ 計画的な維持保全による公共建築物の長寿命化、維持管理効率化の推進 Ｐ　１０１

48①
計画的な維持保全によるインフラ資産（道路・橋梁，公園）の長寿命化、維持
管理効率化の推進

Ｐ　１０３

48②
計画的な維持保全によるインフラ資産（道路・橋梁，公園）の長寿命化、維持
管理効率化の推進

Ｐ　１０５

3 市有財産の有効活用の促進 49 市が保有する財産の精査と売却を含めた有効活用の促進 Ｐ　１０７

50 施設規模の適正化 Ｐ　１０９

51 遊休資産の有効活用 Ｐ　１１１

52 業務効率化に向けた民間委託の検討・実施 Ｐ　１１３

53 患者サービスの充実・職員満足度の向上による患者満足度の維持向上 Ｐ　１１５

54 クオリティインディケータの導入による、医療の質の可視化 Ｐ　１１７

Ｐ　１１９

2
計画的な維持保全による公共施設な
どの長寿命化の推進

1 水道事業の経営改革の取組強化

2 病院事業の経営改革の取組強化

Ⅲ

持
続
可
能
な
財
政
運
営
の
確

1　財政予測計画をふ
まえた持続可能な財
政運営

1
中長期的な収支均衡、事務事業の選
択と集中による計画的な歳出の見直
し

2
市税等の収納率向上と新たな財源確
保の取組

2　ファシリティマネジ
メントの考え方に基づ
いた財産経営の推進

55 収益の確保と適正な費用による経営の健全化 Ｐ　１１９

56 市浄化槽整備事業の推進 Ｐ　１２１

57 下水道への接続推進 Ｐ　１２３

58 自立した経営の確立 Ｐ　１２５

59①
国民健康保険事業
・国民健康保険事業の安定的運営を図る

Ｐ　１２７

59②
介護保険事業
・介護給付の適正化（国保連合会への給付適正化事業の委託内容見直しや、
ケアプランチェック体制の強化等により、給付適正化の取り組みを進める）

Ｐ　１２９

59③
公債管理事業
・効率的な運営による収支の均衡回復

Ｐ　１３１

59④
後期高齢者医療事業
・後期高齢者医療保険料収納率の向上

Ｐ　１３３

59⑤

中央卸売市場事業
・歳入の確保に向け、空地・空室の貸付に取り組む。
・歳出においては、旧市場跡地が売却された場合は、公債費の繰上償還を行
い繰入金の縮減を図る。

Ｐ　１３５

59⑥
と畜事業
・施設管理経費の圧縮、修繕計画の策定による修繕経費の平準化及び効率
化

Ｐ　１３７

59⑦
母子寡婦福祉資金貸付事業
・効率的な運営による収支の均衡回復

Ｐ　１３９

3　地方公営企業など
の経営改革

3 下水道事業の経営改革の取組強化

4

確
立

その他特別会計の経営改革の取組
強化



No.

改革実施項目名称（細項目）
外郭団体評価の継続実施による団体の経営改善（市と団体の関与の最適化
と、より効率的・効果的な評価方法に改善し実施）

現状と課題
（これまでの取組み）

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 3　民間活力の効果的な活用と制度的検証 38

具体的な取組項目（小項目） 1　民間活力の効果的活用に向けた検討・実施

担当課 行政経営課

計画 実績

取組の内容

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

ＰＬＡＮ

ＰＬＡＮ（計画） ・・・現状の実績や将来の予測などをもとにした計画

・改革の目的・考えれる効果

・取組の内容、現状と最終目標を考慮した取組行程、指標（平成27～30年度）

予定通
り
進捗

指
標

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

ＤＯ （実行） ・・・計画に沿った取組を行う
取組を実施し、取組の状況を上半期、年度実績で把握

ＣＨＥＣＫ（評価）・・・計画に沿った取組か評価を行う

【年度評価】取組が計画に沿っているか、年度終了後に点検、評価

ＡＣＴＩＯＮ（改善）・・・進捗が遅れている取組を改善する
【年度評価】進捗が遅れている取組を分析し、次年度に改善

ＣＨＥＣＫ（評価）・・・計画に沿った取組か評価を行う
【計画期間の中間評価】取組が計画に沿っているか、計画期間の中間時点で点検、評価

ＡＣＴＩＯＮ（改善）・・・進捗が遅れている取組を改善する
【改革期間の中間評価】進捗が遅れている取組を分析し、後期の計画に反映



No.

改革実施項目名称（細項目）
外郭団体評価の継続実施による団体の経営改善（市と団体の関与の最適化
と、より効率的・効果的な評価方法に改善し実施）

現状と課題
（これまでの取組み）

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 3　民間活力の効果的な活用と制度的検証 38

具体的な取組項目（小項目） 1　民間活力の効果的活用に向けた検討・実施

担当課 行政経営課

取組の内容

ＰＬＡＮ

ＰＬＡＮ（計画） ・・・現状の実績や将来の予測などをもとにした計画

・改革の目的・考えれる効果

・取組の内容、現状と最終目標を考慮した取組行程、指標（平成27～30年度）

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

改
革
実
施
概
要

指
標

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

課題、今後の方針、改善事項など

ＤＯ （実行） ・・・計画に沿った取組を行う
取組を実施し、取組の状況を上半期、年度実績で把握

ＣＨＥＣＫ（評価）・・・計画に沿った取組か評価を行う

【年度評価】取組が計画に沿っているか、年度終了後に点検、評価

ＡＣＴＩＯＮ（改善）・・・進捗が遅れている取組を改善する
【年度評価】進捗が遅れている取組を分析し、次年度に改善

ＣＨＥＣＫ（評価）・・・計画に沿った取組か評価を行う
【計画期間の評価】取組が計画に沿っているか、計画期間終了後に点検、評価

ＡＣＴＩＯＮ（改善）・・・進捗が遅れている取組を改善する
【改革期間の評価】進捗が遅れている取組を分析し、次の計画に反映



No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

改
革
実
施
概
要

取組の内容

政策調整課

現状と課題
（これまでの取組み）

　新たな総合計画「にいがた未来ビジョン」で目指す将来像を実現するため、平成28年度を目標年度とした2カ年の第1次実
施計画を策定、選択と集中を図りながら「安心政令市にいがた」実現に向けた各施策を重点実施する。

≪事業の最終目標≫
　目指す都市像、取組内容、工程など、庁内外における情報共有を通じて、限られた資源の「選択と集中」を図
り、計画で掲げる指標の達成を目指す。

・計画の取組項目実現に向け「選択と集中」すべき項目を明らかにし、庁内における情報共有を図ることにより
事業の重点化を図る。
・さらに指標等によりPDCAサイクルを機能させ、適宜計画のローリング作業を行いブラッシュアップを図ること
で実効性を高めていく。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　目指す都市像、取組内容、工程など、庁内外における情報共有を通じて、限られた資源の「選択と集中」を図
り、計画で掲げる指標の達成を目指す。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

平成28年度を目標
年度とした第1次実
施計画の策定

選択と集中による計
画の戦略的実施

取組項目（中項目） 1　政策課題の高度化への対応

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

1

具体的な取組項目（小項目）
1　新潟市総合計画（にいがた未来ビジョン）第1次実施計画など主要施策の戦略的
実施

担当課

改革実施項目名称（細項目） 第1次実施計画の戦略的実施

・実施計画に基づく
取組みの戦略的実
施

・計画の戦略的実
施

・平成30年度を目
標年次とする第2次
実施計画の策定

・第１次実施計画に
基づく取組みの推
進

・第2次実施計画
（H29・30年度）の策
定

引き続き、選択と集
中による計画の戦
略的実施

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・進行管理の実施 ・進行管理の実施
・進捗状況を議会報告

指
標

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　第1次実施計画の進行管理を行うとともに、次年度の計画推進事
業を決定するなど、着実な推進を図った。さらに、第1次実施計画
の進捗状況を踏まえ、平成29年度からの第2次実施計画を策定し
た。

　より重点的に取
り組む分野の選択
と、限られた経営
資源の集中を図り
ながら、計画を着
実に推進してい
く。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　総合計画「にいがた未来ビジョン」で目指す将来像を実現するため、重
点的に取り組む分野の選択と、限られた経営資源の集中を図りながら、計
画を着実に推進していく必要がある。

進行管理を行うとともに、
次年度の計画推進事業を決
定し、各取組みの着実な推
進を図った。

進行管理を行い、次年度の
計画推進事業を決定するな
ど着実な推進を図るととも
に、第2次実施計画の策定
につなげた。

重点的に取り組む分野の選択と、限
られた経営資源の集中を図りなが
ら、計画を着実に推進していく必要
がある。

限られた資源の「選択と集中」を図
りながら、計画の着実な推進を図っ
ていく必要がある。

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。
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No.

取組の内容

政策調整課

現状と課題
（これまでの取組み）

　新たな総合計画「にいがた未来ビジョン」で目指す将来像を実現するため、平成28年度を目標年度とした2カ年の第1次実
施計画を策定、選択と集中を図りながら「安心政令市にいがた」実現に向けた各施策を重点実施する。

≪事業の最終目標≫
　目指す都市像、取組内容、工程など、庁内外における情報共有を通じて、限られた資源の「選択と集中」を図
り、計画で掲げる指標の達成を目指す。

・計画の取組項目実現に向け「選択と集中」すべき項目を明らかにし、庁内における情報共有を図ることにより
事業の重点化を図る。
・さらに指標等によりPDCAサイクルを機能させ、適宜計画のローリング作業を行いブラッシュアップを図ること
で実効性を高めていく。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　目指す都市像、取組内容、工程など、庁内外における情報共有を通じて、限られた資源の「選択と集中」を図
り、計画で掲げる指標の達成を目指す。

取組項目（中項目） 1　政策課題の高度化への対応

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

1

具体的な取組項目（小項目）
1　新潟市総合計画（にいがた未来ビジョン）第1次実施計画など主要施策の戦略的
実施

担当課

改革実施項目名称（細項目） 第1次実施計画の戦略的実施

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降
計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　実施計画の進行管理を行うとともに、当該年度の事業内容や次
年度の方向性を踏まえ、計画推進事業を決定するなど、着実な推
進を図った。さらに、平成29年度からの第2次実施計画及び平成31
年度からの第3次実施計画を策定した。

　限られた経営資
源のなかで、重点
的に取り組む分野
の選択と集中を図
りながら、計画を
着実に推進してい
く。課題、今後の方針、改善事項など

　総合計画「にいがた未来ビジョン」で目指す将来像を実現するため、重
点的に取り組む分野の選択と、限られた経営資源の集中を図りながら、計
画を着実に推進していく必要がある。

進行管理を行い、次年度の
計画推進事業を決定するな
ど着実な推進を図るととも
に第3次実施計画の策定に
つなげた。

課題、今後の方針、改善事項など

重点的に取り組む分野の選択と、限
られた経営資源の集中を図りなが
ら、計画を着実に推進していく必要
がある。

重点的に取り組む分野の選択と、限
られた経営資源の集中を図りなが
ら、計画を着実に推進していく必要
がある。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

進行管理を行うとともに、
次年度の計画推進事業を決
定し、各取組みの着実な推
進を図った。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・進行管理の実施
・進捗状況を議会報告

・進行管理の実施
・進捗状況を議会報告

引き続き、選択と集
中による計画の戦
略的実施を行う

指
標

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

平成28年度を目標
年度とした第1次実
施計画の策定

選択と集中による計
画の戦略的実施

・実施計画に基づく
取組みの戦略的実
施

・計画の戦略的実
施

・2020年度を目標
年次とする第３次実
施計画の策定

・第2次実施計画に
基づく取組みの推
進
・第3次実施計画
（2019・2020年度）
の策定

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

引き続き、組織課題の解決に向けた
検討を進め、組織改正に反映させて
いく。

引き続き、組織課題の解決に向けた
検討を進め、組織改正に反映させて
いく。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　重点課題を専門的に取り扱う組織の検討と組織改正を実施で
きた。

　行財政改革や資
源の適正配分等の
観点も踏まえつ
つ、重点課題に対
し先見的かつ戦略
的な視点で政策立
案できる組織整備
を目指す。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

部長との意見交換のほか、個
別の重点課題に対する意見交
換を適宜実施し、必要な組織
改正を実施できた。

部長との意見交換のほか、個
別の重点課題に対する意見交
換を適宜実施し、必要な組織
改正を実施できた。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き重点課題に対する意見交換を行い、解決に検討を進め、先見的
かつ戦略的な視点で政策立案できる本庁組織を整備する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

部長との意見交換を実施。
また、重点課題（福祉及び
保健）については個別の意
見交換を実施。

部長との意見交換を実施。
また、重点課題（こども部
門の創設）については、個
別の意見交換を実施。

・引き続き、重要課
題を専門的に取り
扱う組織の検討を
実施し、必要な組
織改正を実施する

指
標

計画 実績

・下水道部の再編
・重要課題を専門
的に取り扱う組織
（新潟暮らし奨励
課、ニューフードバ
レー推進課、地域
包括ケア推進課な
ど）の設置

・重要課題を専門
的に取り扱う組織
の検討と組織改正

・重点課題を専門
的に取り扱う組織
の検討と組織改正
の実施（広報戦略
課、文化創造推進
課、国際・広域観
光課の新設、医
療・介護連携担当
理事の設置など）

・重要課題を専門
的に取り扱う組織
の検討と組織改正

・重点課題を専門
的に取り扱う組織
の検討と組織改正
の実施（こども未来
部の新設，港湾課
と空港課の統合な
ど）

取組の内容

・重要課題を専門的に取り扱う組織の検討と組織改正

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目） 本庁の専門性と政策立案機能の強化

現状と課題
（これまでの取組み）

　本市にふさわしい大都市制度の実現や超高齢社会に備えた福祉施策の立案などの行政課題に対応するため、専門性
を持つ組織を必要に応じて本庁に設置してきた。また、税部門や下水道部門について、専門性を確保するため、本庁と区
役所の組織再編を行ってきた。
　今後も本庁組織がその専門知識などを生かし、先見的かつ戦略的な視点から本市にふさわしい政策を立案できるよう、
組織の見直しを実施していく必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・政策課題に対応した組織改正の検討と実施

≪事業の最終目標≫
・先見的かつ戦略的な視点で政策立案できる本庁組織の整備

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 1　政策課題の高度化への対応 2

具体的な取組項目（小項目） 2　戦略的都市経営のための対応

担当課 行政経営課
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No.

取組の内容

・重要課題を専門的に取り扱う組織の検討と組織改正

改革実施項目名称（細項目） 本庁の専門性と政策立案機能の強化

現状と課題
（これまでの取組み）

　本市にふさわしい大都市制度の実現や超高齢社会に備えた福祉施策の立案などの行政課題に対応するため、専門性
を持つ組織を必要に応じて本庁に設置してきた。また、税部門や下水道部門について、専門性を確保するため、本庁と区
役所の組織再編を行ってきた。
　今後も本庁組織がその専門知識などを生かし、先見的かつ戦略的な視点から本市にふさわしい政策を立案できるよう、
組織の見直しを実施していく必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・政策課題に対応した組織改正の検討と実施

≪事業の最終目標≫
・先見的かつ戦略的な視点で政策立案できる本庁組織の整備

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 1　政策課題の高度化への対応 2

具体的な取組項目（小項目） 2　戦略的都市経営のための対応

担当課 行政経営課

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B
計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　部長との意見交換のほか、個別の重点課題に対する意見交換
を適宜実施し、必要な組織改正を実施できた。

　集中改革の取組
みに合わせ行財政
改革や資源の適正
配分等の観点も踏
まえつつ、重点課
題に対し先見的か
つ戦略的な視点で
政策立案できる組
織整備を目指す。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き重点課題に対する意見交換を行い、解決に検討を進め、先見的
かつ戦略的な視点で政策立案できる本庁組織を整備する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

部長との意見交換のほか、個
別の重点課題に対する意見交
換を適宜実施し、必要な組織
改正を実施できた。

部長との意見交換のほか、個
別の重点課題に対する意見交
換を適宜実施し、必要な組織
改正を実施できた。

課題、今後の方針、改善事項など

引き続き、組織課題の解決に向けた検討
を進め、組織改正に反映させていく。

引き続き、組織課題の解決に向けた検討
を進め、組織改正に反映させていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

･中央区役所移転に伴い、窓
口サービスに特化した担当課
を新設。手続きのワンストッ
プ化を図った。

介護認定審査会業務の集約
化に向けた取り組みを進め
ている。

・引き続き、重要課
題を専門的に取り
扱う組織の検討を
実施し、必要な組
織改正を実施する

指
標

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・下水道部の再編
・重要課題を専門
的に取り扱う組織
（新潟暮らし奨励
課、ニューフードバ
レー推進課、地域
包括ケア推進課な
ど）の設置

・重要課題を専門
的に取り扱う組織
の検討と組織改正

・重点課題を専門
的に取り扱う組織
の検討と組織改正
の実施（児童相談
所の分課、企業立
地課先端技術室の
設置など）
・効率的な行政運
営に向けた組織改
正実施

・重要課題を専門
的に取り扱う組織
の検討と組織改正

・重点課題を専門
的に取り扱う組織
の検討と組織改正
の実施（集中改革
推進課の設置な
ど）
・効率的な行政運
営に向けた組織改
正実施

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

組織横断的な課題への対応に当たっ
ては、推進本部をはじめ、勉強会や
ワーキンググループなど、必要な手
法により取組みを進める。

組織横断的な課題への対応に当たっ
ては、推進本部をはじめ、勉強会や
ワーキンググループなど、必要な手
法により取組みを進める。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　予定していた推進本部や専門部門を設置したほか、課題解決
のための勉強会やワーキンググループなどを適宜設置し、組織
横断的な課題に対する体制を整えることができた。

　今後も組織横断
的な重要課題解決
に向け、柔軟かつ
機動的な庁内体制
を構築する。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

予定されていた推進本部が
設置され、検討が進められ
た。

予定されていた専門部門が
設置され、検討が進められ
た。

課題、今後の方針、改善事項など

　今後も組織横断的な重要課題解決に向け、柔軟かつ機動的な庁内体制を
構築する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

12次産業化推進本部
(6.12)、サミット開催推進
本部(7.14）、市民協働推
進本部(8.27)を設置

古町地区への行政機能の移
転について、総務課内に専
門部門を設置するととも
に、関係会議の開催や移転
影響調査等を実施

・組織横断的な重
要課題に対する庁
内体制を随時検討
し、整備・推進して
いく

指
標

計画 実績

・番号制度推進本
部の設置
・国家戦略特区推
進本部の設置
・政策改革本部の
設置
・まち・ひと・しごと
創生本部の設置

・12次産業化推進
本部の設置
・その他組織横断
的な重要課題に対
する庁内体制の検
討、整備、推進

12次産業化推進本
部、市民協働推進
本部を設置し、各
種取組を推進

・組織横断的な重
要課題に対する庁
内体制の検討、整
備、推進

古町地区への行政
機能の移転につい
て、総務課内に専
門部門を設置

取組の内容

・組織横断的な重要課題に対する庁内体制の検討、整備及び推進

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目） 組織横断的な重点課題の解決に向けた庁内体制づくり

現状と課題
（これまでの取組み）

　組織横断的な重点課題の解決に向けて、従来型組織の枠にとらわれず、必要な機能を有する柔軟かつ機動的な庁内
体制づくりを行ってきた。庁内関係部署が連携し、様々な視点から課題を検討することにより、実効性の高い解決策を講じ
ることができる一方、複数の部署が関わるため、部所間調整が重要となってくる。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・重要課題解決に向けた柔軟かつ機動的な庁内体制の構築

≪事業の最終目標≫
・庁内関係部署が連携し、実効性の高い解決策を講じることができる庁内推進体制の構築

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 1　政策課題の高度化への対応 3

具体的な取組項目（小項目） 2　戦略的都市経営のための対応

担当課 行政経営課
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No.

取組の内容

・組織横断的な重要課題に対する庁内体制の検討、整備及び推進

改革実施項目名称（細項目） 組織横断的な重点課題の解決に向けた庁内体制づくり

現状と課題
（これまでの取組み）

　組織横断的な重点課題の解決に向けて、従来型組織の枠にとらわれず、必要な機能を有する柔軟かつ機動的な庁内
体制づくりを行ってきた。庁内関係部署が連携し、様々な視点から課題を検討することにより、実効性の高い解決策を講じ
ることができる一方、複数の部署が関わるため、部所間調整が重要となってくる。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・重要課題解決に向けた柔軟かつ機動的な庁内体制の構築

≪事業の最終目標≫
・庁内関係部署が連携し、実効性の高い解決策を講じることができる庁内推進体制の構築

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 1　政策課題の高度化への対応 3

具体的な取組項目（小項目） 2　戦略的都市経営のための対応

担当課 行政経営課

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画期間をとおして、予定していた推進本部や専門部門を設
置したほか、課題解決のための勉強会やワーキンググループな
どを適宜設置し、組織横断的な課題に対する体制を整えること
ができた。

　今後も、組織横
断的な重要課題解
決に向け、柔軟か
つ機動的な庁内体
制を構築する。

課題、今後の方針、改善事項など

　今後も組織横断的な重要課題解決に向け、柔軟かつ機動的な庁内体制を
構築する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

予定されていたワーキング
が設置され、検討が進めら
れた。

予定されていたワーキング
が設置され、検討が進めら
れた。

課題、今後の方針、改善事項など

組織横断的な課題への対応に当たっ
ては、推進本部をはじめ、勉強会や
ワーキンググループなど、必要な手
法により取組みを進める。

組織横断的な課題への対応に当たっ
ては、推進本部をはじめ、勉強会や
ワーキンググループなど、必要な手
法により取組みを進める。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・行財政改革を進めるため
担当部長を設置
・働き方改革を全庁的に進
めるためワーキンググルー
プを設置

ワーキングの運用により検
討が進められた。

・組織横断的な重
要課題に対する庁
内体制を随時検討
し、整備・推進して
いく

指
標

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・番号制度推進本
部の設置
・国家戦略特区推
進本部の設置
・政策改革本部の
設置
・まち・ひと・しごと
創生本部の設置

・組織横断的な重
要課題に対する庁
内体制の検討、整
備、推進

・働き方改革ワーキ
ング実施
・事務改善や働き
方改革を目指した
各部改善ワーキン
グ設置

・組織横断的な重
要課題に対する庁
内体制の検討、整
備、推進

・事務改善を目指
した各部改善ワー
キングの運用改

革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C A

A

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・県・市間の具体の課題解決に向けて取組み、市による文化施
設の一体管理、県営住宅の一部の市による管理、県保健環境科
学研究所と市衛生環境研究所の連携、職員研修の共同実施など
を実施
・県の拠点性向上に資する本市の都市機能の向上についても
テーマとして扱うことを確認。

・新潟県・新潟
市調整会議の開
催。
・県と政令市の
二重行政の解
消、役割分担の
明確化に向けた
検討。
・戦略的な政策
連携について協
議し、拠点化に
向けて取組みを
推進。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

・会議で扱うテーマについては、県・市の実務レベルで十分調整する必
要があることから、実務者による協議の場を整備することが必要。

・法定化後における調整
会議の運営方法などにつ
いて県・市間で調整を進
めたが、会議は未開催。

・新たに検討すべき課題について、
県・市間で事務調整を進め、調整会
議を開催していく。

・会議を開催し、これま
で進めてきた県と政令市
の二重行政の解消、役割
分担の明確化に加え、政
策連携についても協議を
進めていくことを確認し
た。

・県内市町村との関係性を踏まえな
がら、県・市の実務レベルで協議を
重ね、政策連携に向けた検討を進め
ていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・調整会議の新たな運営
方法について検討。
・県市間の新たな課題の
候補について検討。

・調整会議を開催し、運
営方法や検討すべき県市
間の新たな課題について
決定。

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

指
標

1回以上／年度1回以上 2回会議開催数 1 1回以上 0

取組項目（中項目） 2　本市にふさわしい大都市制度への対応

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

4

具体的な取組項目（小項目） 1　地方分権・都市内分権への対応

担当課

改革実施項目名称（細項目） 県市調整会議の効果的運用

政策企画部

現状と課題
（これまでの取組み）

・平成23年1月、知事・市長による「新潟州構想」の提唱。外部有識者などが取りまとめた「新潟州構想検討報告書」を受け、
新潟州構想検討推進会議を立ち上げ、県と政令市の二重行政の解消に向けた具体の課題について検討。
・平成26年5月、地方自治法が改正され、指定都市都道府県調整会議が法定化されたことを受け、新潟州構想検討推進会
議を新潟県・新潟市調整会議（新潟州構想検討推進会議）へ移行することについて、県・市間で合意。

≪事業の最終目標≫
・県と市の行政運営の効率化が図られる。

・新潟県・新潟市調整会議（新潟州構想検討推進会議）を開催し、県と政令市の二重行政の解消に向けた検
討を進める。
・平成27年度は、調整会議の構成員など、法定化による新たな運営方針について決定する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・新潟県・新潟市調整会議（新潟州構想検討推進会議）について、改正地方自治法の施行に先駆けて開催
し、県と市の二重行政の解消に向けた検討を進める。

改
革
実
施
概
要

取組の内容

・新潟県・新潟市調
整会議（新潟州構
想検討推進会議）
の開催と、新たな運
営方針の決定。
・県と政令市の二重
行政の解消に向け
た具体の課題の検
討。

・法定化後の会議
の運営方法や、新
たに検討すべき課
題について県・市
間で調整を進め
た。
・県営住宅の一部
について、28年度
からの市への移管
に向けた事務調整
を行った。

・新潟県・新潟市調
整会議の開催。
・県と政令市の二重
行政の解消に向け
た具体の課題の検
討。

・新潟県・新潟市調
整会議開催。
（7/14、3/30）
・県と政令市間の課
題について新規３
テーマを選定。
・県の拠点性向上
に資する本市の都
市機能の向上につ
いてもテーマとして
扱うことを確認。

・新潟県・新潟市調
整会議の開催。
・県と政令市の二重
行政の解消に向け
た具体の課題の検
討を継続。

中間目標／
29年度以降

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度

計画 実績 計画 実績

・新潟県・新潟市調
整会議（新潟州構
想検討推進会議）
の開催。
・県と政令市の二重
行政の解消に向け
た具体の課題の検
討。
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No.取組項目（中項目） 2　本市にふさわしい大都市制度への対応

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

4

具体的な取組項目（小項目） 1　地方分権・都市内分権への対応

担当課

改革実施項目名称（細項目） 県市調整会議の効果的運用

政策企画部

現状と課題
（これまでの取組み）

・平成23年1月、知事・市長による「新潟州構想」の提唱。外部有識者などが取りまとめた「新潟州構想検討報告書」を受け、
新潟州構想検討推進会議を立ち上げ、県と政令市の二重行政の解消に向けた具体の課題について検討。
・平成26年5月、地方自治法が改正され、指定都市都道府県調整会議が法定化されたことを受け、新潟州構想検討推進会
議を新潟県・新潟市調整会議（新潟州構想検討推進会議）へ移行することについて、県・市間で合意。

≪事業の最終目標≫
・県と市の行政運営の効率化が図られる。

・新潟県・新潟市調整会議（新潟州構想検討推進会議）を開催し、県と政令市の二重行政の解消に向けた検
討を進める。
・平成27年度は、調整会議の構成員など、法定化による新たな運営方針について決定する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・新潟県・新潟市調整会議（新潟州構想検討推進会議）について、改正地方自治法の施行に先駆けて開催
し、県と市の二重行政の解消に向けた検討を進める。

取組の内容

予定通り
進捗

予定通り
進捗

A A

A

・新潟県・新潟市調
整会議の開催。
・県と政令市の二重
行政の解消に向け
た具体の課題の検
討。

・新潟県・新潟市調
整会議の開催
（8/10）。
・新潟市の都市機
能向上のため、新
潟駅周辺から万代
地区、古町地区へ
のまちづくりについ
て、市の都市デザ
インを踏まえて、
テーマ毎の検討体
制のもと、新潟県・
新潟市が連携して
取り組むことを合意
した。

・新潟県・新潟市調
整会議の開催。
・県と政令市の二重
行政の解消に向け
た具体の課題の検
討。

・新潟県・新潟市調
整会議の開催
（7/23）。
・新潟市の都市機
能向上のため、まち
づくりの理念となる
「新潟都心の都市
デザイン」を作成
し、新潟県・新潟市
において確認し、
連携して取り組むこ
とを合意した。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降

・新潟県・新潟市調
整会議の開催。
・県と政令市の二重
行政の解消に向け
た具体の課題の検
討を継続。

指
標

会議開催数 1 1回以上 1 1回以上 1 1回以上／年度

改
革
実
施
概
要

計画 実績 計画 実績

・新潟県・新潟市調
整会議（新潟州構
想検討推進会議）
の開催。
・県と政令市の二重
行政の解消に向け
た具体の課題の検
討。

平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・「本県の拠点性向上に資す
る新潟市の都市機能向上に向
けた取組について」を議題と
して調整会議を1回開催。

・「本県の拠点性向上に資す
る新潟市の都市機能向上に向
けた取組について」を議題と
して調整会議を1回開催。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価

調整会議を1回開催し、戦
略的な政策連携について
協議し、新潟市の都市機
能向上に向け、県市連携
して行うことを合意し
た。

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・県・市間の具体の課題解決に向けて取り組み、市による文化
施設の一体管理、県営住宅の一部の市による管理などを実施
・県の拠点性向上に資する本市の都市機能の向上についても、
まちづくりの理念となる「新潟都心の都市デザイン」を作成す
るとともに、市と県において共有し、県市連携して取り組む体
制が構築された。

・新潟県・新潟
市調整会議の開
催
・戦略的な政策
連携について協
議
・「新潟都心の
都市デザイン」
の理念を踏まえ
た都市機能向上
の取組みの進捗
確認

課題、今後の方針、改善事項など

会議で扱うテーマについては、県・市の実務レベルで十分調整する必要
があることから、実務者による協議の場を整備することが必要

調整会議を1回開催し、戦略
的な政策連携について協議
し、新潟市の都市機能向上に
向け、まちづくりの理念とな
る都市デザインを確認し、県
市連携して行うことに合意し
た。

課題、今後の方針、改善事項など

合意事項の着実な実施に向けた進捗
管理を行う。

合意事項の着実な実施に向けた進捗
管理を行う。

平成31年度以降

進
捗
管
理

（各年度10月に実施）
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C A

A

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 2　本市にふさわしい大都市制度への対応 5

具体的な取組項目（小項目） 1　地方分権・都市内分権への対応

担当課 政策企画部

実績

・「区役所の権限・
組織」、「区民との
協働」、「教育委員
会」の3つの観点か
ら、本市にふさわし
い大都市制度の実
現に向けた検討・
取組の実施。
・総合区制度の採
用も含めた区の今
後のあり方を検討
するため、検討委
員会設置に向け準
備。

≪事業の最終目標≫
・住民サービスと行政効率のバランスを図り、最適な区政運営につなげる。

改革実施項目名称（細項目） 区の今後のあり方検討

現状と課題
（これまでの取組み）

・H25年度、政令市にいがたのあり方検討委員会、地方制度調査会などの議論を踏まえ、区政創造推進会議（部長・課
長・WG会議）を設置。地域（区）における自治の深化に向けて、区長会議と連携し、「区役所の権限・組織」、「区民との
協働」、「教育委員会」の3つの観点から検討・取組みを進めてきた。
・人口減少社会のなか、持続可能な行政サービスが提供できるよう、総合区制度の活用も視野に入れながら、行政の組
織・機能の効率化や区の規模や数も含めた「区のあるべき方向」についても検討の必要性がある。

取組の内容

・これまでの本市における「自治の深化」の取組を踏まえ、将来の区のあり方について、改正地方自治法
に規定された総合区制度の採用も含めた検討を実施し、本市にふさわしい大都市制度の実現に向けた取組
みを進める。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降

≪計画期間の目標≫
・今後の区のあり方について、大きな方向性を決定する。
・決定した方向性に沿って、可能なものから順次取組みを進める。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

上半期
（4～9月）

・検討委員会を設置し、
今後の中・長期的な区の
あり方にかかる議論の基
礎となる論点整理を実
施。

・報告書を受け、市とし
て短期的、中・長期的に
対応すべき課題を整理
し、議会などに提示。

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・区のあり方検討委員会
を設置し、今後の議論の
土台となる報告書を取り
まとめた。

・報告書を受け、短期
的、中・長期的課題を整
理し、議会や区自治協議
会に提示した。
・課題検討の方向性を取
りまとめた。

課題、今後の方針、改善事項など

・区のあり方検討委員会からの報
告書を受け、市として短期的、
中、長期的に対応すべき課題を整
理し、調査・研究を進める。

・区のあり方の検討にあたって
は、議会も含めて広く市民レベル
での議論が必要であり、研究・検
討には一定の期間が必要と考えて
いるが、中・長期的課題として調
査・研究を進めていく。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・区のあり方検討委員会を設置し、今後の議論の土台となる
報告書を取りまとめた。
・報告書を受け、市として短期的、中・長期的に対応すべき
課題を整理し、議会や区自治協議会に提示
・短期的課題について、次年度に向けた方向性を決定
・中・長期的課題について、次年度以降の検討の方向性をと
りまとめた。

・課題として整
理された項目に
ついて、調査・
研究を進める。

課題、今後の方針、改善事項など

・区のあり方の検討にあたっては、議会も含めて広く市民レベルでの
議論が必要であり、研究・検討には一定の期間が必要と考えている
が、中・長期的課題として調査・研究を進めていく。

進
捗
管
理

計画 実績

・検討委員会を設
置。
・今後の区のあり方
について様々な観
点から検討し、大
きな方向性を決
定。

・区のあり方検討
委員会を設置し、4
つの論点について
論点整理を行い、
今後の議論の土台
となる報告書を取り
まとめた。

・決定した方向性
に沿って可能なも
のから順次実施。

・報告書を受け、市
として短期的、中・
長期的に対応す
べき課題を整理
し、議会や区自治
協議会に提示。
・短期的課題につ
いて、次年度に向
けた方向性を決
定。
・中・長期的課題
について、次年度
以降の検討の方向
性を取りまとめた。

・引き続き、決定し
た方向性に沿って
可能なものから順
次実施。住民サー
ビスと行政効率の
バランスを図り、最
適な区政運営につ
なげる。

指
標

計画
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No.

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 2　本市にふさわしい大都市制度への対応 5

具体的な取組項目（小項目） 1　地方分権・都市内分権への対応

担当課 政策企画部

≪事業の最終目標≫
・住民サービスと行政効率のバランスを図り、最適な区政運営につなげる。

改革実施項目名称（細項目） 区の今後のあり方検討

現状と課題
（これまでの取組み）

・H25年度、政令市にいがたのあり方検討委員会、地方制度調査会などの議論を踏まえ、区政創造推進会議（部長・課
長・WG会議）を設置。地域（区）における自治の深化に向けて、区長会議と連携し、「区役所の権限・組織」、「区民との
協働」、「教育委員会」の3つの観点から検討・取組みを進めてきた。
・人口減少社会のなか、持続可能な行政サービスが提供できるよう、総合区制度の活用も視野に入れながら、行政の組
織・機能の効率化や区の規模や数も含めた「区のあるべき方向」についても検討の必要性がある。

取組の内容

・これまでの本市における「自治の深化」の取組を踏まえ、将来の区のあり方について、改正地方自治法
に規定された総合区制度の採用も含めた検討を実施し、本市にふさわしい大都市制度の実現に向けた取組
みを進める。

≪計画期間の目標≫
・今後の区のあり方について、大きな方向性を決定する。
・決定した方向性に沿って、可能なものから順次取組みを進める。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

予定通り
進捗

予定通り
進捗

A A

A

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・「区役所の権限・
組織」、「区民との
協働」、「教育委員
会」の3つの観点か
ら、本市にふさわし
い大都市制度の実
現に向けた検討・
取組の実施。
・総合区制度の採
用も含めた区の今
後のあり方を検討
するため、検討委
員会設置に向け準
備。

・決定した方向性
に沿って可能なも
のから順次実施。

・継続課題のうち、
「区民主体の区政
運営」について、
検討委員会を設置
し、今後の区自治
協議会のあり方
（方向性）の検討を
行った。
・大阪市の総合区
素案検討状況など
について調査・整
理し議会報告を
行った。

・決定した方向性
に沿って可能なも
のから順次実施。

中・長期課題にか
かる検討として、区
の再編や総合区の
導入に関する論点
整理を行い、公表
した。

・引き続き、決定し
た方向性に沿って
可能なものから順
次実施。住民サー
ビスと行政効率の
バランスを図り、最
適な区政運営につ
なげる。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

・H30.9の大都市行財政制度
調査特別委員会にて、区の
再編や総合区の導入に関す
る論点整理を報告した。

・中・長期課題にかかる
検討として、区の再編や
総合区の導入に関する論
点整理を行い、公表し
た。

・区のあり方の検討にあたって
は、広く市民レベルの議論が必要
であり、中・長期的課題として調
査・研究を進めていく。

・当面は現行の８区体制を維持し
ていく一方で、区の再編の検討が
進んでいる浜松市や大阪市などの
他都市の動きを注視していく。

指
標

計
画
期
間
の
評
価

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

・区自治協議会のあり方検
討委員会を設置し検討を行
うなど、継続課題、中・長
期課題にかかる検討を進め
た。

計画期間の評価

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

・課題整理に基づき「区
民主体の区政運営」、
「総合区のあり方・方向
性」の検討を行った。

進
捗
管
理

取組の状況

平成31年度以降

・課題整理に基づき「区民主体の区政運営」、「総合区のあ
り方・方向性」の検討を行った。
・中・長期課題にかかる検討として、区の再編や総合区の導
入に関する論点整理を行い、公表した。

　区の再編の検
討が進んでいる
浜松市や大阪市
などの他都市の
動きを注視して
いく。

・当面は現行の８区体制を維持していく一方で、区の再編の検討が進
んでいる浜松市や大阪市などの他都市の動きを注視していく。

課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

新潟市区のあり方検討委員会の報告書を
受け、区役所と本庁の機能（組織）のあ
り方や事務事業の標準化の検討を進める
とともに、利便性が高く効率的な区役所
を確立していく必要がある。

区役所と本庁の機能（組織）のあり方や
事務事業の標準化の検討を進めるととも
に、市民サービスと効率性の観点から見
直しを行っていく必要がある。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　地方自治法の改正を受け、区役所事務分掌条例を制定。その過
程において区役所と本庁の役割分担を再整理したほか、ガイドラ
インの作成や事務事業の標準化の検討などの取組みを計画的に進
めることができた。

　行財政改革、働
き方改革の視点を
踏まえ、区役所機
能や組織のあり方
について点検・見
直しを行ってい
く。課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

区長会議を中心に議論を重
ね、新規条例の制定や事務
分担の再整理、事務事業の
標準化を実施。

区長会議を中心に議論を重
ね、区役所と本庁の役割分
担に関するガイドラインを
作成。

課題、今後の方針、改善事項など

　区役所と本庁の機能（組織）のあり方について、引き続き市民サービス
と効率性の観点から見直しを行っていく必要がある。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

区長会議等を通じ、区の事
務分掌の条例化や区役所と
本庁の関係整理に関する各
種検討を実施。

区役所と本庁の役割分担に
関するマニュアルの検討、
事務事業の標準化の検討を
実施。

引き続き、区役所と
本庁の機能（組織）
のあり方の検討及
び事務事業の標準
化の検討を継続し、
組織改正を実施す
る

指
標

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・区役所と本庁の事務分担の再整理と区の事務分掌の条例化
・区役所と本庁の機能（組織）のあり方の検討と組織改正
・事務事業（人員・財源を含む）の標準化

≪事業の最終目標≫
・必要な権限を持った区役所と権限に見合った適正な組織規模の実現

取組の内容

・区役所と本庁の事務分担の再整理
・区の事務分掌の条例化
・区役所と本庁の機能（組織）のあり方の検討と検討結果を踏まえた組織改正の実施
・事務事業（人員・財源を含む）の標準化

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・区役所と本庁の事
務分担の再整理の
実施
・区における総合的
な行政運営の推進
に関する規程の運
用
・区長会議、副区長
会議、課長グルー
プ会議の運営

・区役所と本庁の事
務分担の再整理
・区の事務分掌の
条例化
・事務事業（人員・
財源を含む）の標
準化の検討及び実
施

・区役所と本庁の事
務分担の再整理の
実施
・区役所事務分掌
条例の制定
・事務事業の標準
化の検討及び実施

・区役所と本庁の機
能（組織）のあり方
の検討と検討結果
を踏まえた組織改
正の実施
・事務事業（人員・
財源を含む）の標
準化の検討及び実
施

・区役所と本庁の役
割分担に関するガ
イドラインの作成
・事務事業の標準
化の検討及び実施

改革実施項目名称（細項目）
区役所の権限強化、区における総合的な行政運営の推進（本庁機能の整理を
含む）

現状と課題
（これまでの取組み）

　政令市組織の理念として「大きな区役所」「小さな市役所」を掲げ、可能な限り区役所で業務が完結できるよう、区長に必要な裁量権を
付与する一方、本庁は専門性・先見性を持った組織として、区役所支援や政策立案を行うよう、組織の役割分担を行ってきた。また、区
役所と本庁の情報共有や協議の仕組みを構築し、区役所と本庁が協力して区政運営を推進できるよう体制を整備した。
　一方で、区役所の業務範囲を広げたことによる組織の非効率化が発生しており、区役所と本庁の機能（組織）のあり方について引き続
き検討するとともに、事務事業（人員・財源を含む）の標準化の検討をしていく必要がある。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 2　本市にふさわしい大都市制度への対応 6

具体的な取組項目（小項目） 1　地方分権・都市内分権への対応

担当課
行政経営課●
政策企画部
市民協働課
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No.

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・区役所と本庁の事務分担の再整理と区の事務分掌の条例化
・区役所と本庁の機能（組織）のあり方の検討と組織改正
・事務事業（人員・財源を含む）の標準化

≪事業の最終目標≫
・必要な権限を持った区役所と権限に見合った適正な組織規模の実現

取組の内容

・区役所と本庁の事務分担の再整理
・区の事務分掌の条例化
・区役所と本庁の機能（組織）のあり方の検討と検討結果を踏まえた組織改正の実施
・事務事業（人員・財源を含む）の標準化

改革実施項目名称（細項目）
区役所の権限強化、区における総合的な行政運営の推進（本庁機能の整理を
含む）

現状と課題
（これまでの取組み）

　政令市組織の理念として「大きな区役所」「小さな市役所」を掲げ、可能な限り区役所で業務が完結できるよう、区長に必要な裁量権を
付与する一方、本庁は専門性・先見性を持った組織として、区役所支援や政策立案を行うよう、組織の役割分担を行ってきた。また、区
役所と本庁の情報共有や協議の仕組みを構築し、区役所と本庁が協力して区政運営を推進できるよう体制を整備した。
　一方で、区役所の業務範囲を広げたことによる組織の非効率化が発生しており、区役所と本庁の機能（組織）のあり方について引き続
き検討するとともに、事務事業（人員・財源を含む）の標準化の検討をしていく必要がある。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 2　本市にふさわしい大都市制度への対応 6

具体的な取組項目（小項目） 1　地方分権・都市内分権への対応

担当課
行政経営課●
政策企画部
市民協働課

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　地方自治法の改正を受け、区役所事務分掌条例を制定。その過
程において区役所と本庁の役割分担を再整理したほか、人口規模
等に応じ区役所地域課、総務課の統合、出張所等の業務の見直し
を実施した。

　集中改革の視点
を踏まえ、区役所
機能や組織のあり
方について点検・
見直しを行ってい
く。

課題、今後の方針、改善事項など

　区役所と本庁の機能（組織）のあり方について、引き続き市民サービス
と効率性の観点から見直しを行っていく必要がある。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

区長会議を中心に議論を重
ね、管内人口や取扱業務
量、業務の連携を踏まえた
組織の見直しを実施

管内人口や取扱業務量、業
務の連携を踏まえた出張
所、区民生活課などの見直
しを実施した。

課題、今後の方針、改善事項など

行財政改革、働き方改革の視点を踏
まえ、区役所機能や組織のあり方に
ついて点検し見直していく。

集中改革の視点を踏まえ、区役所機
能や組織のあり方について点検し見
直していく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

区役所改革の取組みとし
て、組織や人員配置の適正
化に向けた各種データ分析
と所属長ヒアリングを実施

区役所改革の取組みとし
て、組織や人員配置の適正
化に向けた各種データ分析
と所属長ヒアリングを実施

引き続き、区役所と
本庁の機能（組織）
のあり方の検討及
び事務事業の標準
化の検討を継続し、
組織改正を実施す
る

指
標

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・区役所と本庁の事
務分担の再整理の
実施
・区における総合的
な行政運営の推進
に関する規程の運
用
・区長会議、副区長
会議、課長グルー
プ会議の運営

・区役所と本庁の機
能（組織）のあり方
の検討と検討結果
を踏まえた組織改
正の実施
・事務事業（人員・
財源を含む）の標
準化の検討及び実
施

・区役所と本庁の機
能（組織）のあり方
の検討及び事務事
業の標準化の検討
を継続して、組織改
正を実施

・区役所と本庁の機
能（組織）のあり方
の検討と検討結果
を踏まえた組織改
正の実施
・事務事業（人員・
財源を含む）の標
準化の検討及び実
施

・区役所と本庁の機
能（組織）のあり方
の検討及び事務事
業の標準化の検討
を継続して、組織改
正を実施

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

改
革
実
施
概
要

取組の内容

教育総務課

現状と課題
（これまでの取組み）

　「学・社・民の融合による教育」に取り組み、地域教育コーディネーターを活用した地域と学校との連携による教育で
は、その活動を評価され8校が文部科学大臣表彰を受けるなど成果を上げている。
　また、住民自治の強化に向けた地域内分権に対応した教育体制を推進するため、平成26年度から教育委員の担
当区制のモデル実施、教育支援センターの全区配置などを行った。今後、教育委員の担当区制の本格実施、国の
教育委員会制度改革への対応などが必要となる。

≪事業の最終目標≫
・「学・社・民の融合による教育」を推進するまちづくり

・2人1組による教育委員の担当区制
・区教育ミーティング、中学校区教育ミーティングの本格実施
・教育支援センターの運営の改善
・新「教育長」の任命、総合教育会議の設置など国の教育委員会制度改革への対応

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・区単位や中学校区単位で教育ミーティングを開催することにより、地域から教育への理解を深めても
らう。
・新「教育長」の設置や総合教育会議の開催などにより、教育委員会の責任体制の明確化、地域の民意
を代表する首長との連携強化が図られる。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・4人1組による教
育委員の担当区
制
・区教育ミーティン
グ、中学校区教育
ミーティングのモ
デル実施
・教育支援セン
ターの全区設置
・新「教育長」の任
命、総合教育会議
の開催などに向け
た準備

・2人1組による教
育委員の担当区
制
・区教育ミーティン
グ、中学校区教育
ミーティングの本
格実施
・教育支援セン
ターの運営の改善
・新「教育長」の任
命
・市長部局におけ
る総合教育会議
の設置
・教育行政の大綱
策定

取組項目（中項目） 2　本市にふさわしい大都市制度への対応

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

7

具体的な取組項目（小項目） 1　地方分権・都市内分権への対応

担当課

改革実施項目名称（細項目） 新潟らしい教育改革の推進

16 16

・区教育ミーティン
グ、中学校区教育
ミーティングを予定
通り開催した。
・3回の総合教育会
議を開催した。その
うち、第2回の総合
教育会議において、
今後5か年の教育行
政の大綱を策定し、
本市における教育
行政の方向を示し
た。
・定例の教育支援セ
ンター長会議を開
催し、業務運営の共
通理解を図った

・2人1組による教
育委員の担当区
制
・区教育ミーティン
グ、中学校区教育
ミーティングの本
格実施
・教育支援セン
ターの運営の改善
・総合教育会議を
通して市長部局と
の連携

・区及び中学校区教
育ミーティングを計
画通りに実施した。
・教育支援センター
長定例会議を開催
し、業務運営につい
て情報交換を行っ
た。
・総合教育会議を3
回開催し、第1回の
会議では、「にいが
たへの愛着を育む
教育」をテーマに、
「新潟暮らし創造活
動」と「大好きにいが
た体験事業」との連
携について協議し
た。

・引き続き、教育
委員の担当区制
を実施するととも
に改善に向けた
検討、取組を実施
する。

16 16

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

教育委員の担当区制により
各種教育ミーティングを開
催、また総合教育会議を開
催し教育行政の大綱を策定
した。

区教育ミーティングは各区1
回ずつ計8回、中学校区教育
ミーティングは、今年度計
画24中学校区中、13中学校
区で実施した。

指
標 中学校区教育ミーティング開催数 8 24 24 24 24 28

16区教育ミーティング開催数 16

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　各教育ミーティングを実施することにより、地域課題につ
いて地域・保護者・学校と教育委員会が教育施策について情
報を共有できるようなってきた。また、総合教育会議でも、
これまでも行われてきた市長と教育委員会の連携がさらに深
まった

・教育委員の担当
区制を継続し、各
ミーティングの協
議の活性化を図る
とともに、総合教
育会議では、市長
部局と教育委員会
の一層の連携を図
る。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

・各教育ミーティングの協議事項が今日の教育課題をとらえたもの
となるようにし、協議の更なる活性化を図る。
・総合教育会議で協議事項が、さらに、市長部局と教育委員会の連
携した施策展開につながるようにしていく。

各ミーティングにおいて聴
収した各区及び各中学校区
における教育行政の成果と
課題を教育委員会において
共有し、施策判断に活かし
た

区教育ミーティングでは、
市民と協働して行う事業に
ついて意見交換し、そこで
得られた情報を教育委員会
内で共有して施策展開に活
かした中学校区教育ミーティングは、こ
れまでの2年間で一巡したので、
今後、協議事項を新たな視点で設
定し、協議の活性化を図ってい
く

区教育ミーティングでは、事務局
説明の簡略化及び協議事項の焦点
化により、協議の更なる活性化と
時間確保を行う。

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。
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No.

取組の内容

教育総務課

現状と課題
（これまでの取組み）

　「学・社・民の融合による教育」に取り組み、地域教育コーディネーターを活用した地域と学校との連携による教育で
は、その活動を評価され8校が文部科学大臣表彰を受けるなど成果を上げている。
　また、住民自治の強化に向けた地域内分権に対応した教育体制を推進するため、平成26年度から教育委員の担
当区制のモデル実施、教育支援センターの全区配置などを行った。今後、教育委員の担当区制の本格実施、国の
教育委員会制度改革への対応などが必要となる。

≪事業の最終目標≫
・「学・社・民の融合による教育」を推進するまちづくり

・2人1組による教育委員の担当区制
・区教育ミーティング、中学校区教育ミーティングの本格実施
・教育支援センターの運営の改善
・新「教育長」の任命、総合教育会議の設置など国の教育委員会制度改革への対応

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・区単位や中学校区単位で教育ミーティングを開催することにより、地域から教育への理解を深めても
らう。
・新「教育長」の設置や総合教育会議の開催などにより、教育委員会の責任体制の明確化、地域の民意
を代表する首長との連携強化が図られる。

取組項目（中項目） 2　本市にふさわしい大都市制度への対応

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

7

具体的な取組項目（小項目） 1　地方分権・都市内分権への対応

担当課

改革実施項目名称（細項目） 新潟らしい教育改革の推進

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降
計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　各教育ミーティングを実施することにより、保護者、地域、学校
と教育委員会が、地域課題を共有し、施策展開に生かした。総合教
育会議では、現在の教育課題をテーマに市長と教育委員会の連携を
さらに深めることができた。

　コミュニ
ティ・スクール
制度導入を見据
え、教育ミー
ティングの協議
の活性化を図
る。

課題、今後の方針、改善事項など

　中学校区教育ミーティングでは、3年後に導入されるコミュニティ・スクー
ル制度も見据え、子どもを育む体制づくりについて、意見交換し施策反映を
図っていく。また総合教育会議では、さらに市長部局と教育委員会が連携し施
策展開できるように、協議事項を検討していく。

区教育ミーティングでは、地域と学
校の関わりや、地域と社会教育施設
や学校との協働について、意見交換
し、施策展開に活かした。

課題、今後の方針、改善事項など

区及び中学校区教育ミーティングで、出席者に
対しアンケートを実施し、意見交換のテーマ
や、教育課題などについての意見を集約し、
ミーティングの改善を図っていく。

中学校区教育ミーティングでは、3年後に導入さ
れるコミュニティ・スクール制度も見据えなが
ら、保護者、地域、学校で連携し、子どもを育
む体制づくりについて、意見交換し施策反映を
図っていく。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

区教育ミーティングでは、地域と学
校の関わりや、地域と社会教育施設
や学校との協働について、意見交換
し、施策展開に活かした。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

区教育ミーティングは8回、
中学校区教育ミーティング
は9回実施し、総合教育会議
は1回開催した。

区教育ミーティングは8回、
中学校区教育ミーティング
は12回実施し、総合教育会
議は1回開催した。

8 28 28 28 28 28

・引き続き、教育
委員の担当区制
を実施するととも
に改善に向けた
検討、取組を実施
する。

指
標

区教育ミーティング開催数 16 16 16 16 16 16

中学校区教育ミーティング開催数

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・4人1組による教
育委員の担当区
制
・区教育ミーティン
グ、中学校区教育
ミーティングのモ
デル実施
・教育支援セン
ターの全区設置
・新「教育長」の任
命、総合教育会議
開催などに向けた
準備

・2人1組による教
育委員の担当区
制
・区教育ミーティン
グ、中学校区教育
ミーティングの本
格実施
・教育支援セン
ターの運営の改善
・総合教育会議を
通して市長部局と
の連携

・区及び中学校区教
育ミーティングを計画
通りに実施した。
・教育支援センター長
定例会議を開催し、業
務運営について情報
交換を行った。
・総合教育会議を2回
開催し、第1回の会議
では、「全ての子ども
への学習機会の確保
について」をテーマ
に、誰もが、質の高い
教育を受けられる環境
を実現するための本市
の取組や課題、今後
の方向性などを協議し
た。

・2人1組による教
育委員の担当区
制
・区教育ミーティン
グ、中学校区教育
ミーティングの本
格実施
・教育支援セン
ターの運営の改善
・総合教育会議を
通して市長部局と
の連携

・区及び中学校区教
育ミーティングを計画
通りに実施した。
・教育支援センター所
長定例会議を開催し、
業務運営について情
報交換を行った。
・総合教育会議を２回
開催し、第１回は「全
市をあげての子どもの
安全確保」「新潟市共
通接続期カリキュラ
ム」、第２回は「平成３１
年度教育施策につい
て」をテーマに協議し
た。

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

人員や業務量、業務効率化の視点を
強めることと、各部による自己点検
の強化など、さらなる検討の上で本
格実施。

点検結果を事業の見直しだけでなく
組織、人員、手法の見直しにも効果
的につなげていけるよう、さらなる
検討が必要。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　平成27年度の試行を経て、平成28年度から全事務事業の自己点
検を実施。各所属で自己点検に基づく事務事業の見直しを促すと
ともに、個別点検により事務事業の見直しにつながった。

　予算要求や組織
改正との連動のほ
か、実施主体の見
直しなど、行財政
改革の仕組みとし
て取組みを強化す
る。課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

4課で検討を重ね、財務部
を中心に対象事業を点検
し、Ｈ28当初予算一般財源
で4.9億円を削減。

3部で対象事業を点検し、
平成29年度当初予算一般財
源で8.4億円を削減。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き全事務事業点検を行い、事務事業のみならず、組織や人員配置
の見直しにも的確につなげ、経営資源の再配分が着実に行われるよう、運
用を見直していく必要がある。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

財務部を中心に予算編成過
程で事務事業点検の取組み
をモデル実施

全庁で全事務事業の自己点
検を実施。対象事業を抽出
し、関係3部による個別点
検の準備

・事務事業等の評
価を経営資源の配
分に生かす新たな
仕組みの本格実施

指
標

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・事務事業等の評価を経営資源の配分に生かす仕組みの検討・実施及びその仕組みを活用した経営資源の適正配
分（予算・組織・人員配置の最適化）

≪事業の最終目標≫
・経営資源の適正配分（予算・組織・人員配置の最適化）

取組の内容

・行財政運営の経済性・効率性・有効性を高めるため、PDCAサイクルを重視した経営管理システムを機能させる
ための仕組みづくりを行う。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

新年度重点的に取
り組む事業の選定
に際して、企画部
門、財政部門、総
務部門が連携し、ヒ
アリング等を実施

・事務事業等の評
価を経営資源の配
分に生かす仕組み
の検討・モデル実
施

・計画通りの検討
と、抽出した31事業
を対象にヒアリング
等による点検をモ
デル実施

・事務事業等の評
価を経営資源の配
分に生かす新たな
仕組みの本格実施

・全事務事業の自
己点検を実施し、
抽出した事業につ
いて3部による個別
点検を実施

改革実施項目名称（細項目）
事業立案及び推進にあたっての仕組みの改善（PDCAサイクルに基づき適正評
価できる仕組みによる、組織の統合・再編と業務の見直し、職員・予算などの経
営資源配分の一体的検討）

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまで、成果志向の行政運営の確立と市民への説明責任の徹底を図ることを目的に、全事務事業の総点検や
目標管理型の行政評価などを実施してきた。また、新年度重点的に取り組む事業の選定に際して、企画部門、財
政部門、総務部門が連携し、ヒアリング等を行っているが、資源配分の意思決定に与える影響は限定的である。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 8

具体的な取組項目（小項目） 1　予算・組織編成、人員配置での選択と集中の強化

担当課

行政経営課●
政策調整課
財務課
人事課
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No.

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・事務事業等の評価を経営資源の配分に生かす仕組みの検討・実施及びその仕組みを活用した経営資源の適正配
分（予算・組織・人員配置の最適化）

≪事業の最終目標≫
・経営資源の適正配分（予算・組織・人員配置の最適化）

取組の内容

・行財政運営の経済性・効率性・有効性を高めるため、PDCAサイクルを重視した経営管理システムを機能させる
ための仕組みづくりを行う。

改革実施項目名称（細項目）
事業立案及び推進にあたっての仕組みの改善（PDCAサイクルに基づき適正評
価できる仕組みによる、組織の統合・再編と業務の見直し、職員・予算などの経
営資源配分の一体的検討）

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまで、成果志向の行政運営の確立と市民への説明責任の徹底を図ることを目的に、全事務事業の総点検や
目標管理型の行政評価などを実施してきた。また、新年度重点的に取り組む事業の選定に際して、企画部門、財
政部門、総務部門が連携し、ヒアリング等を行っているが、資源配分の意思決定に与える影響は限定的である。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 8

具体的な取組項目（小項目） 1　予算・組織編成、人員配置での選択と集中の強化

担当課

行政経営課●
政策調整課
財務課
人事課

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

 規模や手法の違いはあったが、計画期間内において全事務事業の
自己点検を実施。各所属で自己点検に基づく事務事業の見直しを
促すとともに、個別点検により事務事業の見直しにつなげた。

 予算要求や組織
改正との連動のほ
か、実施主体の見
直しなど政策形成
プロセスの仕組み
として取組みを強
化する。課題、今後の方針、改善事項など

 事務事業のみならず、組織や人員配置の見直しにも的確につなげ、経営資
源の再配分が着実に行われるよう、政策形成プロセスの仕組みの一環とし
て運用を見直していく必要がある。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

3部で対象事業を点検し、
平成29年度当初予算一般財
源で64億円を削減した。

昨年度の事務事業点検を
ベースとした個別点検を実
施し、事業の見直しを図っ
た

課題、今後の方針、改善事項など

全事務事業点検を行い、予算要求や
組織改正との連動させ、行財政改革
の仕組みとして取組みを強化する。

昨年度の事務事業点検をベースとし
た個別点検を実施し、事業の見直し
を図った。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

全事務事業点検の実施と個
別点検を実施し、事業の見
直しを図った

昨年度の事務事業点検を
ベースとした個別点検を実
施し、事業の見直しを図っ
た

・経営資源の適正
配分（予算・組織・
人員配置の最適
化）

指
標

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

新年度重点的に取
り組む事業の選定
に際して、企画部
門、財政部門、総
務部門が連携し、ヒ
アリング等を実施

・事務事業等の評
価の実施とそれに
基づく経営資源の
適正配分

・全事務事業の自
己点検を実施し、
抽出した事業につ
いて3部による個別
点検を実施

・事務事業等の評
価の実施とそれに
基づく経営資源の
適正配分

・昨年度の全事務
事業点検をベース
に、個別の事業点
検を実施
・新年度予算編成
の向けて、全庁的
な視点で課題を整
理するため、3部に
よるサマーレビュー
を実施

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

A A

A

平成27年度 平成28年度

計画 実績 計画 実績

【定員管理】
人員の適正化を図る
（Ｈ27.4.1見込み
5,564人）

【年齢構成の平準
化】
年齢構成の平準化
を図る職員採用の実
施（H26.4.1現在の
28歳から35歳までの
平均職員数109人）

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

9

具体的な取組項目（小項目） 1　予算・組織編成、人員配置での選択と集中の強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
選択と集中及び職員年齢構成の平準化を進めるための定員配置計画2015
の推進

人事課

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成25年度から平成26年度の2年間で55人の減員を行う「新・定員配置計画」を策定し、人員配置の適正化を図って
きた。業務執行体制の見直しや指定管理者制度への移行による減員、再任用職員の活用などにより、平成２６年４月
時点において、平成２７年４月の目標を達成している。今後も多様な行政需要が発生していくことが見込まれる中、持続
可能な財政運営の確立に向けて、予算担当部門、組織担当部門、人員担当部門が一体となった組織経営が求められ
ている。

Ｈ31.4.1までに114

中間評価後に再設定 中間評価後に再設定職員数（普通会計） 5,564 中間評価後に再設定 中間評価後に再設定

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分

≪事業の最終目標≫
・人口減少や超高齢・少子化等、社会の変化を見据えて、持続可能な行政運営を確立する。

・年齢構成の平準化に向けて、民間職務経験者等の採用など、計画的な職員採用を行う。
・予算担当部門、組織担当部門、人員担当部門が一体となり、事業立案及び推進にあたっての仕組みの改
善を行う。人員配置については、選択と集中の強化を図り、限られた人員の適正配置に努める。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・選択と集中による人員配置及び職員の年齢構成の平準化により、行財政の安定的な運営に努める。

改
革
実
施
概
要

取組の内容

【定員管理】
中間評価後に改め
て目標を設定する

【年齢構成の平準
化】
Ｈ27.4.1現在の28歳
から36歳までの平均
職員数を引き上げる

【定員管理】
中間評価後に改め
て目標を設定する

【年齢構成の平準
化】
Ｈ27.4.1現在の28歳
から36歳までの平均
職員数を引き上げる

【定員管理】
中間評価後に改め
て目標を設定する

【年齢構成の平準
化】
Ｈ27.4.1現在の28歳
から36歳までの平均
職員数を引き上げる

【定員管理】
中間評価後に改め
て目標を設定する

【年齢構成の平準
化】
Ｈ27.4.1現在の28歳
から36歳までの平均
職員数を引き上げる

【定員管理】
中間評価後に改め
て目標を設定する

【年齢構成の平準
化】
Ｈ27.4.1現在の28歳
から36歳までの平均
職員数を引き上げる

中間目標／
29年度以降

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・年齢構成の平準化を図
る職員採用の実施

・年齢構成の平準化を図
る職員採用の実施
平均職員数124人（4/1時
点）

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

指
標

中間評価後に再設定

平均職員数
（20代後半～30代）

109 Ｈ31.4.1までに114 117 Ｈ31.4.1までに114 124

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　30代（民間企業職務経験者等）の職員採用を積極的に行っ
てきたことにより、計画当初から目標は達成できた。

　公務員が行う
べき仕事を精査
するなど、働き
方改革の視点を
踏まえて、選択
と集中による人
員の適正配置を
行っていく。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　年齢構成の平準化とあわせて、人員配置の選択と集中を強化し、限
られた人員の適正配置をさらに進める必要がある。

年齢構成の平準化に向け
て、30代（民間企業職務
経験者等）の職員採用を
積極的に行った。

「新潟市定員配置計画2015」に基
づき、継続して取組みを進めてい
く。

年齢構成の平準化に向け
て、30代（民間企業職務
経験者等）の職員採用を
積極的に行った。

「新潟市定員配置計画2015」に基
づき、継続して取組みを進めてい
く。
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No.

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

9

具体的な取組項目（小項目） 1　予算・組織編成、人員配置での選択と集中の強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
選択と集中及び職員年齢構成の平準化を進めるための定員配置計画2015
の推進

人事課

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成25年度から平成26年度の2年間で55人の減員を行う「新・定員配置計画」を策定し、人員配置の適正化を図って
きた。業務執行体制の見直しや指定管理者制度への移行による減員、再任用職員の活用などにより、平成２６年４月
時点において、平成２７年４月の目標を達成している。今後も多様な行政需要が発生していくことが見込まれる中、持続
可能な財政運営の確立に向けて、予算担当部門、組織担当部門、人員担当部門が一体となった組織経営が求められ
ている。

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分

≪事業の最終目標≫
・人口減少や超高齢・少子化等、社会の変化を見据えて、持続可能な行政運営を確立する。

・年齢構成の平準化に向けて、民間職務経験者等の採用など、計画的な職員採用を行う。
・予算担当部門、組織担当部門、人員担当部門が一体となり、事業立案及び推進にあたっての仕組みの改
善を行う。人員配置については、選択と集中の強化を図り、限られた人員の適正配置に努める。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・選択と集中による人員配置及び職員の年齢構成の平準化により、行財政の安定的な運営に努める。

取組の内容

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

A B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価

年齢構成の平準化に向け
て、30代（民間企業職務
経験者等）の職員採用を
積極的に行った。

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　30代（民間企業職務経験者等）の職員採用を積極的に行っ
てきたことにより、計画当初から目標は達成できた。

　30代の民間企
業等職務経験者
を継続的に採用
していくこと
で、当該年代の
平均職員数を127
人から135人に引
き上げる。

課題、今後の方針、改善事項など

　市政運営に支障を来たさないよう、今後も年齢構成の平準化に向け
た取り組みを継続していく必要がある。

年齢構成の平準化に向け
て、30代（民間企業職務
経験者等）の職員採用を
積極的に行った。

課題、今後の方針、改善事項など

「新潟市定員配置計画2015」に基
づき、継続して取組みを進めてい
く。

今後は「新潟市定員配置計画
2018」に基づき、継続して取組み
を進めていく。

平成31年度以降

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・年齢構成の平準化を図
る職員採用の実施
平均職員数129人（4/1時
点）

・年齢構成の平準化を図
る職員採用の実施
平均職員数129人（4/1時
点）

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降

2023.4.1までに135

【定員管理】
中間評価後に改め
て目標を設定し、人
員の適正化を図る

【年齢構成の平準
化】
年齢構成の平準化
を図る職員採用の実
施（H26.4.1現在の
28歳から35歳までの
平均職員数109人）

指
標

職員数（普通会計） 5,564 中間評価後に再設定 中間評価後に再設定 5,539 5,490 5,359

109 Ｈ31.4.1までに114 129 Ｈ31.4.1までに114 127

改
革
実
施
概
要

平均職員数
（20代後半～30代）

【定員管理】
中間評価後に改め
て目標を設定し、人
員の適正化を図る

【年齢構成の平準
化】
年齢構成の平準化
を図る職員採用の実
施（H26.4.1現在の
28歳から35歳までの
平均職員数109人）

【定員管理】
中間評価後に改
めて目標を設定し
た

【年齢構成の平準
化】
Ｈ27.4.1現在の28
歳から36歳までの
平均職員数を引き
上げる

【定員管理】
中間評価後に改め
て目標を設定し、人
員の適正化を図る

【年齢構成の平準
化】
年齢構成の平準化
を図る職員採用の実
施（H26.4.1現在の
28歳から35歳までの
平均職員数109人）

【定員管理】
新たに策定した定
員配置計画2018
において、改めて
目標を設定した

【年齢構成の平準
化】
Ｈ27.4.1現在の28
歳から36歳までの
平均職員数を引き
上げる

計画 実績 計画 実績

【定員管理】
人員の適正化を図る
（Ｈ27.4.1見込み
5,564人）

【年齢構成の平準
化】
年齢構成の平準化
を図る職員採用の実
施（H26.4.1現在の
28歳から35歳までの
平均職員数109人）
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No.

予定通り
進捗

進捗に
遅れあり

B B

B

検討の結果、平成28年度は外部評価
を実施しないこととした。次回外部
評価実施方法については引き続き検
討を行う。

事業仕分けは実施せず、外部評価と
して市民目線による暮らしの点検・
評価アドバイザー会議を実施した。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　事業仕分けを含めた業務の見直しについては、各部・区による「全
事務事業点検」のほか、庁内関係課（財務課、政策調整課、人事課、
行政経営課）の視点による個別点検を実施するとともに、外部評価と
して市民目線による暮らしの点検・評価アドバイザー会議を実施した
ことから、事業仕分けは実施しないこととした。

　引き続き、各
部・区による「全
事務事業点検」の
ほか、庁内関係課
による個別点検や
市民目線による暮
らしの点検・評価
アドバイザー会議
を実施する。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

外部評価の検討 外部評価の実施

課題、今後の方針、改善事項など

　外部評価として、引き続き、暮らしの点検・評価アドバイザー会議を実施して
いくが、他都市の取組事例を参考に、外部の視点を入れた新たな行政評価手法の
検討していく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

外部評価の検討 平成28年度は外部評価の実
施を見送った。次年度に向
けた外部評価の実施方針を
今後検討する。

・外部評価の実施
・外部評価をふまえ
た取組みの実施

指
標

計画 実績

見直しの方向性の
検討

・実施方法の検討 実施方法の検討 ・外部評価の実施
・外部評価をふまえ
た取組みの実施

・外部評価として市
民目線による暮ら
しの点検・評価アド
バイザー会議を実
施。
・アドバイザー会議
で出された意見に
ついては、参考とし
て、今後の市政運
営・事業に活用し
た。

取組の内容

・実施方法の検討
・外部評価の実施
・外部評価をふまえた事業の見直し実施

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目） 外部評価をふまえた事業の見直し推進

現状と課題
（これまでの取組み）

　市民生活の質的向上に直結するサービスや、拠点性を生かしたまちづくり、地域の活性化に資する施策などへ限られた
経営資源を効果的・効率的に配分するため、外部の視点を取り入れた評価（外部評価）をふまえ、継続的に事業を見直す
必要がある。
　平成21年度は職員自らによる事業仕分けを、平成22、24年度には外部評価による事業仕分けを実施。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　市で実施している事業等について、外部の視点による評価を行うとともに、評価結果に基づき必要な見直し
を行う。

≪事業の最終目標≫
　外部評価をふまえた事業の見直し実施（限られた経営資源を効果的・効率的に配分、事業に対する行政の説
明責任の徹底、市の財政状況などの市民理解向上、職員のさらなる意識改革）

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 10

具体的な取組項目（小項目） 2　外部評価をふまえた事業の見直し、内部事務の効率化・簡素化

担当課 行政経営課
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No.

取組の内容

・実施方法の検討
・外部評価の実施
・外部評価をふまえた事業の見直し実施

改革実施項目名称（細項目） 外部評価をふまえた事業の見直し推進

現状と課題
（これまでの取組み）

　市民生活の質的向上に直結するサービスや、拠点性を生かしたまちづくり、地域の活性化に資する施策などへ限られた
経営資源を効果的・効率的に配分するため、外部の視点を取り入れた評価（外部評価）をふまえ、継続的に事業を見直す
必要がある。
　平成21年度は職員自らによる事業仕分けを、平成22、24年度には外部評価による事業仕分けを実施。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　市で実施している事業等について、外部の視点による評価を行うとともに、評価結果に基づき必要な見直し
を行う。

≪事業の最終目標≫
　外部評価をふまえた事業の見直し実施（限られた経営資源を効果的・効率的に配分、事業に対する行政の説
明責任の徹底、市の財政状況などの市民理解向上、職員のさらなる意識改革）

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 10

具体的な取組項目（小項目） 2　外部評価をふまえた事業の見直し、内部事務の効率化・簡素化

担当課 行政経営課

予定通り
進捗

進捗に
遅れあり

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　事業仕分けを含めた業務の見直しについては、各部・区による「全
事務事業点検」のほか、庁内関係課（財務課、政策調整課、人事課、
行政経営課）の視点による個別点検を実施するとともに、外部評価と
して市民目線による暮らしの点検・評価アドバイザー会議を実施した
ことから、事業仕分けは実施しないこととした。また、最終年度は前
年度の会議を踏まえつつ、政策アドバイザーの助言などを生かしなが
ら複合的な政策・事務評価を実施した。

　これまでの評価
手法を検証しなが
ら、他都市の取組
事例を参考に、外
部の視点を入れた
新たな行政評価手
法の検討してい
く。

課題、今後の方針、改善事項など

　これまでの評価手法を検証しながら、他都市の取組事例を参考に、外部の視点
を入れた新たな行政評価手法の検討していく。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

外部評価の実施 ・外部評価をふまえた取組
の実施

課題、今後の方針、改善事項など

本年度も事業仕分けは実施せず、外
部評価として市民目線による暮らし
の点検・評価アドバイザー会議を実
施した。

事業仕分けや外部評価として市民目
線による暮らしの点検・評価アドバ
イザー会議は実施しなかったが、政
策アドバイザーから本市課題に対す
る助言をいただいた。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

市民目線による暮らしの点
検・評価アドバイザー会議の
実施に向けて準備を行った。

昨年度の外部評価の結果を踏
まえて、各所管課において事
務事業の見直しに活用した。

・外部評価をふまえ
た取組みの実施

指
標

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

見直しの方向性の
検討

・外部評価の実施
・外部評価をふまえ
た取組みの実施

・外部評価として市
民目線による暮ら
しの点検・評価アド
バイザー会議を実
施。
・アドバイザー会議
で出された意見に
ついては、参考とし
て、今後の市政運
営・事業に活用し
た。

・外部評価をふまえ
た取組みの実施

・外部評価として・
評価アドバイザー
会議を実施。
・アドバイザー会議
で出された意見に
ついては、参考とし
て、今後の市政運
営・事業に活用し
た。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

指
標

方針決定内部事務在り方検討 未実施 検討 検討 検討 検討

25 40 57 55 71 70内部事務改善数（通算）

取組の内容

内部事務改善実務者会議を中心に下記の取組みを実施する。
・内部事務の一層の改善
・内部事務のあり方の見直し

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

内部事務改善実務
者会議を中心に、
内部事務の改善検
討を行い、改善を
実施

・内部事務改善実
務者会議を中心
に、内部事務の改
善検討を行い、改
善を実施
・内部事務改善実
務者会議を中心
に、内部事務のあ
り方の見直しを検
討

・昨年度に引き続
き、総務部カイゼ
ングループを設置
し、改善検討を行
い、改善を実施
・庶務事務システム
の導入にむけての
研究を実施

・内部事務改善実
務者会議を中心
に、内部事務の改
善検討を行い、改
善を実施
・内部事務改善実
務者会議を中心
に、内部事務のあ
り方の見直しを検
討

・引き続き、総務部
カイゼングループを
設置し、改善検討
を行い、改善を実
施
・内部事務のあり方
について検討を実
施

・内部事務改善実
務者会議を中心
に、内部事務の改
善検討を行い、改
善を実施
・内部事務改善実
務者会議を中心
に、内部事務のあ
り方見直し方針を
決定

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

上半期
（4～9月）

・平成27年度総務部カイゼ
ングループを設置
・内部事務の改善について
検討を実施

・平成28年度総務部カイゼ
ングループを設置
・内部事務の改善について
検討を実施

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

計画どおり内部事務改善実
務者会議「総務部カイゼン
グループ」を設置し、検討
を行った。
また庶務事務システムに係
る研究を行った。

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画どおり内部事務改善実務者会議「総務部カイゼングルー
プ」を設置して検討を行った結果、改善実施につなげることが
できた。また、庶務事務システムやアウトソーシングについて
の検討を開始した。

　総務部カイゼン
グループの取組み
を基に、全庁的な
協力を得て更なる
内部事務の改善に
取り組んでいくと
ともに、庶務事務
システムやアウト
ソーシング等新潟
市にふさわしい内
部事務のあり方に
ついて検討を進め
ていく。

課題、今後の方針、改善事項など

　単年度で完了せず中長期的に検討を行うべき改善については、引き続き
継続的に取り組むことが必要である。
　庶務事務システムやアウトソーシング等については、今後も研究と情報
収集が必要である。
　会計や契約等他の内部事務業務等への展開が課題である。

計画どおり内部事務改善実
務者会議「総務部カイゼン
グループ」を設置し、検討
を行った。
また、新潟市にふさわしい
内部事務のあり方について
検討を行った。

課題、今後の方針、改善事項など

・中長期的に検討を行う改善
・庶務事務システム、庶務事務セン
ターの研究
・会計業務等への展開

・短期に検討を行う改善と中長期的に検
討を行う改善の区分け
・庶務事務システム、アウトソーシング
等の研究
・庁内の内部事務業務等への展開

進
捗
管
理

≪事業の最終目標≫
　効率的で簡素化された内部事務体制を実現する。

改革実施項目名称（細項目） 内部事務の効率化・簡素化

現状と課題
（これまでの取組み）

　内部事務改善実務者会議（総務部カイゼングループ）を組織し、内部事務手法の改善を実施した他、総務事務システム
及び同センターに関して検討を行うなど内部事務の効率化・簡素化に関する取組みを進めてきたところである。しかしなが
ら内部事務の範囲は多岐にわたり、一層の効率化・簡素化を行う余地も残されていることから、引き続き一層の改善を進
めて行く必要がある。また中長期的には総務事務システム及び同センターの導入など抜本的な内部事務のあり方の見直
しを含め検討を進めていく必要がある。

≪計画期間の目標≫
　内部事務の改善を進めるとともに、抜本的な内部事務のあり方の見直しを行い、方針を決定する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 11

具体的な取組項目（小項目） 2　外部評価をふまえた事業の見直し、内部事務の効率化・簡素化

担当課 行政経営課
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No.

取組の内容

内部事務改善実務者会議を中心に下記の取組みを実施する。
・内部事務の一層の改善
・内部事務のあり方の見直し

≪事業の最終目標≫
　効率的で簡素化された内部事務体制を実現する。

改革実施項目名称（細項目） 内部事務の効率化・簡素化

現状と課題
（これまでの取組み）

　内部事務改善実務者会議（総務部カイゼングループ）を組織し、内部事務手法の改善を実施した他、総務事務システム
及び同センターに関して検討を行うなど内部事務の効率化・簡素化に関する取組みを進めてきたところである。しかしなが
ら内部事務の範囲は多岐にわたり、一層の効率化・簡素化を行う余地も残されていることから、引き続き一層の改善を進
めて行く必要がある。また中長期的には総務事務システム及び同センターの導入など抜本的な内部事務のあり方の見直
しを含め検討を進めていく必要がある。

≪計画期間の目標≫
　内部事務の改善を進めるとともに、抜本的な内部事務のあり方の見直しを行い、方針を決定する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 11

具体的な取組項目（小項目） 2　外部評価をふまえた事業の見直し、内部事務の効率化・簡素化

担当課 行政経営課

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

・平成30年度総務部カイゼ
ングループを設置
・内部事務の改善について
検討を実施

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

・平成29年度総務部カイゼ
ングループを設置
・内部事務の改善について
検討を実施

進
捗
管
理

取組の状況

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

計画どおり内部事務改善実務
者会議「総務部カイゼング
ループ」を設置し、検討を
行った。総務部内の庶務事務
の集約を実施した。

計画どおり内部事務改善実務
者会議「総務部カイゼング
ループ」を設置し、検討を
行った。総務部内の庶務事務
を集約し実践した。

・総務部内の庶務事務の更なる集約
・部内庶務事務の集約化の全庁展開
・総務事務センター、総務事務システム
の研究

・部内庶務事務の集約化の他部への展開
（8部にて一部開始）
・総務事務のセンター化、システム化に
向けた具体的な取組みの実施

平成31年度以降

　実務担当者レベルでは、目標とした70を超える内部事務改善
を実施した。

　実務担当者レベ
ルでの改善を引き
続き継続する。併
せて、総務事務セ
ンター設置等によ
り、内部事務の改
善を図る。

　内部事務の簡素化、一層の改善のため、総務事務のセンター化やシステ
ム化を実施する。実施にあたっては、国のICT方針を踏まえつつ、他都市
での取組み状況やICTの潮流を加味し、将来を見据えた事務のあり方を再
構築する必要がある。

課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

計画期間の評価

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

－ 70

内部事務在り方検討 未実施 方針決定 方針決定 新制度移行準備 新制度移行準備 新制度移行
指
標

内部事務改善数（通算） 25 70 71 －

内部事務改善実務
者会議を中心に、
内部事務の改善検
討を行い、改善を
実施

・内部事務改善実
務者会議を中心
に、内部事務の改
善検討を行い、改
善を実施
・内部事務改善実
務者会議を中心
に、内部事務のあ
り方の見直し方針
を決定

・引き続き、総務部
カイゼングループを
設置し、改善検討
を行い、改善を実
施
・総務部内庶務事
務の集約化を実施

・内部事務改善実
務者会議を中心
に、内部事務の改
善検討を行い、改
善を実施
・見直し方針に基
づき新たな内部事
務制度への移行準
備を開始

・引き続き、総務部
カイゼングループを
設置し、改善検討
を行い、改善を実
施
・総務部内庶務事
務を集約し、実践

・見直し方針に基
づき新たな内部事
務制度へ移行改

革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B C

C

改革実施項目名称（細項目） ICTガバナンスの推進（全体統制の実施による経費削減と品質向上）

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成25～26年度にかけて、ICTガバナンス改善計画を策定し、ICTガバナンスの改善を図る活動を開始した。改善
計画は、平成26～31年度の間に、「ICT業務のプロセス改革」、「ICTガバナンス推進体制の構築」、「ICT利活用の全
体統制」等の取組みを実施して、ICTガバナンスを確立することを目的としている。なお、市全体を横断した全体統制
による継続的な経費削減と品質向上を図るためには、専門知識と権限を有して実務を行う、実行体制を強化する必要
がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・ICTガバナンス改善計画の着実な実行により、ICTガバナンスの効果を最大限に働かせる仕組みを確立
する。

≪事業の最終目標≫
・全体統制の実施と各所属に対する充実した支援の実施により、市全体の技術力の底上げと意識改革を
図り、継続的な経費削減と品質向上を実現する。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 12

具体的な取組項目（小項目） 3　電子自治体の推進

担当課 ICT政策課

計画 実績

・ICTガバナンス改
善計画（平成26～
31年度）の策定

・ICT業務基準書
の整備

・ICT部門による各
所属の支援活動
を実施

・ICT関連規程類
の再編

・ICTガバナンス推
進体制の構築

・ICT部門の機能
強化

・現状のICT関連
規定類の課題抽
出等を実施し、再
編案を作成
・外部専門家を活
用し、ガバナンス
強化を図るPMO支
援委託業務を実
施
・定義されたICT業
務プロセスである
予算要求プロセス
を実行に移し、
チェック体制の強
化を実施

・ICT部門による全
体統制の強化

・外部専門家を活
用し、ガバナンス
強化を図るPMO支
援委託業務を継
続実施
・定義されたICT業
務プロセスについ
て、予算要求プロ
セスに加えて企画
プロセスを実行に
移し、全体統制の
強化を実施
・実行プロセスの
拡充に伴い、業務
基準書やマニュア
ル類の強化を実
施

取組の内容

・ICT業務を構成する各業務の標準化を図るICT業務基準書を整備する。
・ICT業務関連の規程類を再編して、ICTガバナンス推進体制の強化とICT業務のプロセス改革を行う。
・全体統制を図る実行体制の強化とチェック機能の設置により、各所属が実施するICT業務を支援・評
価・指導を行う。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

・27件の支援を実施
・ICT業務プロセスであ
る「企画」「予算要求」
を実施することで統制を
強化

50 60 95 70 84 80

・ICT部門の活動
実績・効果を踏ま
えたプロセスの改
革

・セキュリティ対策
の強化

・ICT戦略及びアク
ションプランの策
定

指
標

投資経費抑制額(千円) 250,000 260,000 353,000 270,000 201,000 270,000

各所属の支援件数

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画に基づくガバナンス改善の取組みを実行することによ
り、ICT部門の機能強化、各所属の意識改革は進んでいる。
　その結果、各所属の自主的な経費抑制能力が向上してお
り、ICT部門による経費抑制効果として目に見える数値とし
ては目標を達成するのが難しくなってきている。

・引続きガバナ
ンスの改善に向
けての取組みを
進める。特にICT
業務プロセスの
実行を拡大、継
続することでの
効果拡大を目指
す。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・ICT業務基準書を策定
し、予算要求プロセスの
運用を開始。庁内の意識
改革も進んでいる。

・企画プロセスの実行に
より各所属への支援機会
が増加、支援内容の高度
化も進んでいる。
・支援件数は拡大してい
るものの、投資抑制額と
しては目標に至らなかっ
た。

課題、今後の方針、改善事項など

　取組みの結果として各所属での経費抑制意識・能力向上が進んだと
思われる。この取組みの成果、ICT部門の役割を評価する上で、数値
以外の指標管理も検討して行く必要がある。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・32件の支援を実施
・ICT関連規程類の再編
を行うため、PMO支援業
務委託事業者を選定、契
約

・継続的な改革とするためには推
進役であるICT部門にさらなる技
術力・専門性向上が求められる。
必要に応じて外部専門家の活用を
実施する。

・評価指標の達成には現在支援を
実施している事案の範囲以外にも
活動を広げる必要がある。ICT部
門の技術力、効率的な活動体制を
構築する必要がある。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価
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No.

改革実施項目名称（細項目） ICTガバナンスの推進（全体統制の実施による経費削減と品質向上）

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成25～26年度にかけて、ICTガバナンス改善計画を策定し、ICTガバナンスの改善を図る活動を開始した。改善
計画は、平成26～31年度の間に、「ICT業務のプロセス改革」、「ICTガバナンス推進体制の構築」、「ICT利活用の全
体統制」等の取組みを実施して、ICTガバナンスを確立することを目的としている。なお、市全体を横断した全体統制
による継続的な経費削減と品質向上を図るためには、専門知識と権限を有して実務を行う、実行体制を強化する必要
がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・ICTガバナンス改善計画の着実な実行により、ICTガバナンスの効果を最大限に働かせる仕組みを確立
する。

≪事業の最終目標≫
・全体統制の実施と各所属に対する充実した支援の実施により、市全体の技術力の底上げと意識改革を
図り、継続的な経費削減と品質向上を実現する。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 12

具体的な取組項目（小項目） 3　電子自治体の推進

担当課 ICT政策課

取組の内容

・ICT業務を構成する各業務の標準化を図るICT業務基準書を整備する。
・ICT業務関連の規程類を再編して、ICTガバナンス推進体制の強化とICT業務のプロセス改革を行う。
・全体統制を図る実行体制の強化とチェック機能の設置により、各所属が実施するICT業務を支援・評
価・指導を行う。

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B C

B

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・ICTガバナンス改
善計画（平成26～
31年度）の策定

・ICT業務基準書
の整備

・ICT部門による各
所属の支援活動
を実施

・ICT部門の活動
実績・効果を踏ま
えたプロセスの改
革

・セキュリティ対策
の強化

・外部専門家を活
用し、ガバナンス
強化を図るPMO支
援委託業務を継
続実施
・企画プロセスの
実施対象を個別
予算要求全案件
に拡大
・ICT戦略の策定
作業に着手、素案
をまとめた。

・ICT戦略の策定 ・ICT戦略を策定
・外部専門家を活
用し、ガバナンス
強化を図るPMO支
援委託業務を継
続実施

50 90 96 100 96 100

・ICT戦略アクショ
ンプランの策定

指
標

投資経費抑制額(千円) 250,000 280,000 361,000 280,000 302,000 280,000

各所属の支援件数

改
革
実
施
概
要

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・24件の支援を実施
・「企画」「予算要求」
プロセスの研修会を実施
・戦略策定着手

・17件の支援を実施
・「予算要求」研修及び
ICT活用の事例紹介を実
施
・戦略策定のため庁外有
識者などから意見聴取実

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・ICT業務プロセスの適
用範囲拡大と、支援の高
度化も進めることが出来
た。
・ICT戦略の策定につい
ては計画より前倒しで着
手した。

・ICT業務プロセスの適
用を通して、市全体の技
術力底上げと意識改革を
進めた。
・ICT戦略を策定した。
・ICT業務関連の規定再
編を実施した。
・支援件数は指標値に届
かなかったが、各所属の
求める支援に対応し、経
費抑制額は指標値を達成
した。

課題、今後の方針、改善事項など

・既にICTを活用して来た所属に
おいてはICT活用の技術力、意識
の向上が進んで来た。今後はICT
活用の機会が無かった所属に対し
ても活用意識の啓発などから開始
し、ICT活用による業務改善な
ど、行政事務全般での経費削減と
品質向上を目指した取組みが求め
られる。

・ICT戦略を進めるための実行計
画策定を進める必要がある。
・ICT技術の発展により、ICTの活
用機会はさらに拡大している。各
所属に対して具体的な提言を行う
など、支援活動の拡大を進める必
要がある。

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・ICT業務関連の規定、ICT戦略、ICT業務基準書など、ICTガ
バナンスを実現するための基礎を築くことが出来た。
・ICT業務プロセスの定義により、ICT政策課が各所属のICT
業務を支援・評価・指導を行う仕組みが確立された。
・指標値に届かない年度はあるものの、目的とした各所属へ
の充実した支援、市全体の技術力の底上げ、継続的な経費削
減と品質向上を進めることが出来た。

・ICT戦略に基づ
くICT活用施策を
実現し、ICTガバ
ナンス強化の取
り組みを継続す
る。
・先端技術活用
の意識改革を図
り、効果的で効
率的なICT活用を
実現する。

課題、今後の方針、改善事項など

・外部有識者の知見に頼る場面の精査を進めると共に、本市職員への
有識者が持つ技術の移管・習得を進める必要がある。
・ICT業務プロセスに基づく事後評価を強化することで、継続的な経
費抑制と品質向上を実現する。
・限られた時間と人材を有効活用するため、効率的な支援・評価・指
導方法のさらなる検討を進める必要がある。
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No.

計画 実績

・共通基盤システ
ムおよび次期住民
記録システムの要
求定義業務を実
施
・中央電子計算機
移行計画策定業
務を実施

・共通基盤システ
ムおよび次期住民
記録システムの要
求定義業務を実
施し、各システム
の要求定義書及
び構築業務委託
仕様書を策定。
・中央電子計算機
移行計画策定業
務を実施し、中央
電子計算機移行

・共通基盤システ
ム構築業務を実施
・次期住民記録シ
ステム構築業務を
実施

・共通基盤システ
ム構築業務を開始
し、プロジェクト計
画書・要件定義
書・基本設計書・
詳細設計書等を
策定した。
・次期住民記録シ
ステム構築業務を
開始し、プロジェク
ト計画書・要件定
義書 基本設計

・共通基盤システ
ムの稼働
・対象77システム
の最適化
・中央電子計算機
の廃止

計画 実績

・情報システム最
適化計画を策定

≪事業の最終目標≫
・最適化の目的である「市民サービス充実」「システム運用コストの適正化」「業務・運用手順の効率化」
「運用リスクの徹底排除」を達成するため、中央電子計算機を廃止し、住民記録以外の住民情報系システム
の見直しを行ったうえで、最適化対象77システムを共通基盤上で稼働する。

改革実施項目名称（細項目） 情報システム最適化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成25～26年度にかけて情報システム最適化計画を策定し、平成27年度より最適化を推進し、「1.共通基盤システ
ムの構築・活用」「2.住民情報系システムの見直し・刷新」「3.中央電子計算機の移行・廃止」を段階的に実施する。
なお、今後も制度改正対応（国保広域化、税制改正等）が予想されるため、他事業（番号制度、ICTガバナンス等）との
整合性や本市財政状況を鑑みながら、柔軟に実施する必要がある。

取組の内容

・共通基盤システム構築業務を実施し、平成30年1月までに稼働する。
・次期住民記録システム構築業務を実施し、平成30年1月までに稼働する。
・住民記録以外の住民情報系システムについて、機能や業務手順等の見直しを実施する。
・中央電子計算機の廃止に向けて、機能移行等の手順の詳細化を図り、平成30年度に縮小化を実施する。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降

≪計画期間の目標≫
・本市情報システムの新たな土台とする共通基盤システムを稼働し、経費削減や運用リスクの排除を図る。
・次期住民記録システムを共通基盤上で稼働し、市民サービスの充実や業務効率化を図る。
・中央電子計算機を縮小し、経費削減を図る。事業の目標・目的

（考えられる効果）

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 13

具体的な取組項目（小項目） 3　電子自治体の推進

担当課 ICT政策課

進捗に
遅れあり

予定通
り
進捗

B B

B

電子計算機移行
計画書を策定。

義書・基本設計
書・詳細設計書を
策定した。

指
標

進
捗
管
理

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　当初の計画から遅れが生じた部分も支障なく解消できたた
め、平成28年度末時点で計画どおり進捗している。

　当初の計画を
基本路線とし、
システム最適化
を進める。
また、当初計画
時との状況が変
化している部分
を踏まえ、対象
システムの見直
しを図る。

課題、今後の方針、改善事項など

　当初の計画どおり情報システムの最適化を進め、当面の目標として平
成29年度中に対象5システムの最適化を完了する。
今後は、対象システムの最適化にかかる規模・スケジュール等を詳細化
し、費用対効果を再検討しながら実効性のある計画にする。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

下半期で進捗の遅れを解
消し、予定どおり取組工
程を終了した。

予定どおり取組工程を終
了した。

課題、今後の方針、改善事項など

策定した委託仕様書に基づき、次
年度2システムの構築業務に着手す
る。また、今年度の取組をモデル
ケースとして他業務に活用する。

平成28年度に構築を開始したシス
テムを、平成29年度中に稼働す
る。
また、他対象システムの最適化計
画を詳細化する。

上半期
（4～9月）

・要求定義業務委託事業
者の選定、契約
・要求定義業務プロジェ
クトの開始、システム要
求事項の整理
・中央電子計算機移行計
画策定業務が未契約

.共通基盤システム構築業
務委託事業者の選定・契
約・プロジェクト開始
.次期住民記録システム構
築業務委託事業者の選
定・契約・プロジェクト
開始

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

最適化完了システム数 0 0 0 0 0 0
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No.

≪事業の最終目標≫
・最適化の目的である「市民サービス充実」「システム運用コストの適正化」「業務・運用手順の効率化」
「運用リスクの徹底排除」を達成するため、中央電子計算機を廃止し、住民記録以外の住民情報系システム
の見直しを行ったうえで、最適化対象77システムを共通基盤上で稼働する。

改革実施項目名称（細項目） 情報システム最適化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成25～26年度にかけて情報システム最適化計画を策定し、平成27年度より最適化を推進し、「1.共通基盤システ
ムの構築・活用」「2.住民情報系システムの見直し・刷新」「3.中央電子計算機の移行・廃止」を段階的に実施する。
なお、今後も制度改正対応（国保広域化、税制改正等）が予想されるため、他事業（番号制度、ICTガバナンス等）との
整合性や本市財政状況を鑑みながら、柔軟に実施する必要がある。

取組の内容

・共通基盤システム構築業務を実施し、平成30年1月までに稼働する。
・次期住民記録システム構築業務を実施し、平成30年1月までに稼働する。
・住民記録以外の住民情報系システムについて、機能や業務手順等の見直しを実施する。
・中央電子計算機の廃止に向けて、機能移行等の手順の詳細化を図り、平成30年度に縮小化を実施する。

≪計画期間の目標≫
・本市情報システムの新たな土台とする共通基盤システムを稼働し、経費削減や運用リスクの排除を図る。
・次期住民記録システムを共通基盤上で稼働し、市民サービスの充実や業務効率化を図る。
・中央電子計算機を縮小し、経費削減を図る。事業の目標・目的

（考えられる効果）

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 13

具体的な取組項目（小項目） 3　電子自治体の推進

担当課 ICT政策課

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・情報システム最
適化計画を策定

・共通基盤システ
ム構築業務を実施
・次期住民記録シ
ステム構築業務を
実施
・平成30年1月まで
に、共通基盤シス
テムおよび次期住
民記録システムを
稼働
中央電子計算機

・共通基盤システ
ム構築業務を実施
・次期住民記録シ
ステム構築業務を
実施
・共通基盤システ
ムおよび次期住民
記録システムを稼
働
・次期住民記録シ
ステム稼働に伴

・対象システムの
最適化に向けた共
通基盤システムの
活用促進
・中央電子計算機
の機能移行準備

・税系・国民健康
保険・国民年金シ
ステム基本計画策
定業務の調達仕
様書の策定を実
施
・共通基盤上で子
ども・子育て、財務
会計、選挙システ
ムを稼働
中央電子計算機

・対象77システム
の最適化
・中央電子計算機
の廃止

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

・共通基盤システムの稼
働
・次期住記システムを共
通基盤（仮想基盤）上で
構築し、テストを開始

計画期間の評価

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

・共通基盤システムの構
築および稼働。
・次期住民記録システム
の構築および稼働。
・中央電子計算機処理の
縮小。

進
捗
管
理

取組の状況

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

・下半期に共通基盤上で稼働
するための設定作業等を実施
（子ども・子育て、財務会
計、選挙システム）
・次年度以降の最適化を推進
するため、平成25・26年度に
策定した最適化計画の改版業
務を開始

・共通基盤上で子ども・
子育て、財務会計、選挙
システムを稼働。
・次年度以降の最適化を
推進するため、平成25・
26年度に策定した最適化
計画の改版を実施。

フェーズ2（平成31年度以降）に向
けた対象システムの最適化計画を
詳細化する。

平成31年度以降

　予定通り平成29年度に5システム、平成30年度に3システムの
最適化を完了した。

8 77

　共通基盤上で
のシステム稼働
を進めていくだ
けではなく、ク
ラウド利用等も
含め検討し、シ
ステム最適化を
進めていく。

　共通基盤上でのシステム稼働を進めていくだけではなく、クラウド利
用等も含め検討し、システム最適化を進めていく。課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

共通基盤上でのシステム稼働を進
めていくだけではなく、クラウド
利用等も含め検討し、システム最
適化を進めていく。

指
標

最適化完了システム数 0 5 5 5

・中央電子計算機
の縮小業務を実
施

ステム稼働に伴
い、中央電子計算
機処理の縮小

・中央電子計算機
の機能移行に向
けた現状調査等の
準備を実施
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

・システムの見直しに向けた検討
・マネジメントレビュー

・内部統制の制度整備と併せてシ
ステムの見直しを実施していく

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画どおりNCSISを運用し、平成28年度には窓口アンケー
トの見直しを行い、新たに2つの項目を追加してアンケート
を実施した。年平均点については、平成27年度・28年度とも
に目的を達成した。

　引き続き窓口
アンケート等に
より市民ニーズ
を把握・分析
し、システムを
継続的に改善し
て市民満足度の
向上に努めてい
く。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

計画どおりNCSISを運用し、
関係課からの意見照会等を基
にシステム見直し方針を策定
した。
窓口アンケート年平均点も
4.64となり目標を達成した。

計画どおり窓口アンケートの
項目の見直しを行い、新たに
２つの項目を追加してアン
ケートを実施した。
見直し後のアンケート年平均
点は4.57となり、見直し後の
指標（4.5以上）を達成し
た。

課題、今後の方針、改善事項など

　窓口アンケートは継続して行い、市民満足度の向上に努めていく。
今後は、内部統制制度の整備と併せて適用範囲の拡大とシステムの見
直しの検討を進めていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・システム改善を実施
・第１回窓口アンケートを実
施

・第1回窓口アンケートを
実施（2項目を新設）

改善を実施 改善を実施 改善を実施 改善を実施 改善を実施 改善を実施

・適用範囲の拡大
とシステム見直し
方針に基づき、新
たな運用体制へ
移行

指
標

窓口アンケート年平均点 4.61 4.62 4.64 見直し後の指標による 4.57 見直し後の指標による

システムの継続的改善

見直しを実施適用範囲の見直し 検討 検討 検討 方針決定 方針決定

計画 実績

市民対応窓口を
設置する所属を中
心に「新潟市民
サービス向上シス
テム」を運用

・運用所属への意
見聴取を基にした
システム改善を実
施
・窓口アンケートに
係るワーキンググ
ループを設置し、
見直しを実施
・適用範囲の拡大
について検討

・引き続き、28課で
NCSISを運用
・NCSIS運用説明
会の実施
・窓口アンケートの
実施、見直し
・マネジメントレ
ビュー（市長による
改善のための見直
し）実施
・NCSIS運用の成
果を検証し、適用
範囲などを見直し

・見直しを踏まえた
新たな窓口アン
ケートを実施
・適用範囲の拡大
について方針を決
定するとともに、あ
わせてシステムの
見直し方針を決定

・新たに2つの項
目を追加して窓口
アンケートを実施
・適用範囲の拡大
及びシステムの見
直し方針について
は、内部統制の制
度整備と併せて検
討していくことに決
定

取組の内容

・新潟市民サービス向上システムの継続的な改善
・窓口設置所属以外への適用範囲の拡大に関する検討

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目） 新潟市民サービス向上システムの継続的改善による市民満足度の向上

現状と課題
（これまでの取組み）

　市民対応窓口を設置する所属を中心に平成18年度から国際規格であるISO9001の認証を取得し、品質マネジメント
システムを運用し一定の成果をあげてきたが、認証維持にかかる経費的負担、類似の既存制度との事務重複などの業
務的負担といった課題に対応するため、平成25年度から本市の独自システム「新潟市民サービス向上システム」へ移
行した。移行後の2年間の運用を踏まえ、システムの継続的な改善と窓口設置所属以外への適用範囲の拡大について
検討を行う必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　新潟市民サービス向上システム移行後の2年間の運用を踏まえ、システムの継続的な改善と窓口設置所
属以外への適用範囲の拡大について検討を行って、新たな運用体制へ移行する。

≪事業の最終目標≫
　新潟市民サービス向上システムを継続的に改善して運用する。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 14

具体的な取組項目（小項目） 4　窓口サービスの向上

担当課 行政経営課
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No.

取組の内容

・新潟市民サービス向上システムの継続的な改善
・窓口設置所属以外への適用範囲の拡大に関する検討

改革実施項目名称（細項目） 新潟市民サービス向上システムの継続的改善による市民満足度の向上

現状と課題
（これまでの取組み）

　市民対応窓口を設置する所属を中心に平成18年度から国際規格であるISO9001の認証を取得し、品質マネジメント
システムを運用し一定の成果をあげてきたが、認証維持にかかる経費的負担、類似の既存制度との事務重複などの業
務的負担といった課題に対応するため、平成25年度から本市の独自システム「新潟市民サービス向上システム」へ移
行した。移行後の2年間の運用を踏まえ、システムの継続的な改善と窓口設置所属以外への適用範囲の拡大について
検討を行う必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　新潟市民サービス向上システム移行後の2年間の運用を踏まえ、システムの継続的な改善と窓口設置所
属以外への適用範囲の拡大について検討を行って、新たな運用体制へ移行する。

≪事業の最終目標≫
　新潟市民サービス向上システムを継続的に改善して運用する。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分 14

具体的な取組項目（小項目） 4　窓口サービスの向上

担当課 行政経営課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画どおりNCSISを運用し、平成28年度には窓口アンケー
トの見直しを行い、新たに2つの項目を追加してアンケート
を実施した。年平均点についても、各年度、目標を達成し
た。

　引き続き窓口
アンケート等に
より市民ニーズ
を把握・分析
し、システムを
継続的に改善し
ていく。また、
内部統制制度と
合わせて、市民
満足度の向上に
努めていく。

課題、今後の方針、改善事項など

　窓口アンケートの結果は高い水準を維持することができ、良質な窓
口サービスが提供できた。令和元年度からはじまる内部統制制度の整
備と併せてシステムの見直しの検討を進めていく。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

NCSISを継続して運用しなが
ら内部統制制度の検討を実施
した。窓口アンケート年平均
点も4.58となり目標を達成し
た。

NCSISを継続して運用しなが
ら内部統制制度の検討を実施
した。窓口アンケート年平均
点も4.58となり目標を達成し
た。

課題、今後の方針、改善事項など

・内部統制の制度整備と併せてシステ
ムの見直しを実施していく。

・内部統制の整備と併せてシステ
ムの見直しを実施していく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・第1回窓口アンケートを
実施

第1回窓口アンケートを実
施

改善を実施 改善を実施 改善を実施 改善を実施 改善を実施 改善を実施

・システムを運用
する
・システムの継続
的改善を実施する

指
標

窓口アンケート年平均
点

4.61 4.50以上 4.58 4.50以上 4.58 見直し後の指標による

システムの継続的改
善

－適用範囲の見直し 検討 実施 検討 － －

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

市民対応窓口を
設置する所属を中
心に「新潟市民
サービス向上シス
テム」を運用

・適用範囲の拡大
とシステム見直し
方針に基づき、新
たな体制へ移行し
て運用する

・窓口アンケートを
実施
・内部統制制度の
検討

・システムを運用
する
・運用所属への意
見聴取等を行いシ
ステム改善を実施

・窓口アンケートの
実施
・内部統制制度の
検討

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

進捗に
遅れあり

B C

C

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　マイナンバーによる行政機関同士の情報連携、住民票等のコ
ンビニ交付の開始(平成30年3月予定)など、証明発行の状況は変
動している。また、ライフイベントをワンストップで処理する
ために必要な税・保険・福祉の各システムは、システム最適化
推進事業で平成31年度より順次再構築が予定されていることか
ら、システムサポート型総合窓口は開発の時期を含め検討が必
要

　マイナンバー
活用の動向や国
の行政手続等業
務の原則オンラ
イン化を注視し
ながら、窓口
サービスの向
上・窓口業務効
率化の検討を進
める。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　国は行政手続等での住民票・戸籍等の提出不要化及び各種行政手続申
請のweb完結を目指している。中央区窓口サービス課の検証やシステム最
適化の進行状況も踏まえ、システムサポート型総合窓口の導入そのもの
について費用対効果を含め改めて検討が必要

総合窓口対象業務を選定
し、総合窓口事務フローを
作成するなど、総合窓口業
務の具体化を図った。

ICT技術の活用は、マイナ
ンバーの影響やシステム最
適化との整合性及び費用対
効果を含めた検討が必要

ICT技術の活用については、マイナ
ンバーを活用した国の方向性やシス
テム最適化との整合性の他、システ
ム改修を伴わない総合窓口である中
央区窓口サービス課の検証が必要

システム最適化と整合性を図りなが
ら、区役所移転の状況に合わせ、窓
口の在り方について検討が必要

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・総合窓口サービス検討会議
の開催
・総合窓口業務内容及び手順
の整理
・ICT技術の活用は、システ
ム最適化と整合を図りながら
今後検討

・新住記システム構築におい
て、総合窓口サービス導入に
ついて検討
・総合窓口については、中央
区役所移転後の窓口サービス
の在り方やマイナンバーの影
響に併せて検討していく。

指
標

・窓口担当者とのヒ
アリング等により、
総合窓口対象業
務を選定し、総合
窓口事務フローを
作成した。
・システム最適化と
整合性を図りなが
ら、窓口サービス
向上と窓口業務効
率化について検討
した。

・モデル区役所で
総合窓口サービス
の試行
・窓口サービス向
上と窓口業務効率
化を図る施策を段
階的に実施

・マイナンバーの
影響、システム最
適化との整合性、
中央区窓口サービ
ス課の総合窓口の
在り方、各事項を
考慮しながらシス
テムサポート型総
合窓口の有効性
等について検討

・新住記システムの
稼働（平成３０年１
月を予定）に合わ
せ総合窓口サービ
ス運用に必要な施
策について試行、
仮運用を実施

取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

15

具体的な取組項目（小項目） 4　窓口サービスの向上

担当課

改革実施項目名称（細項目） 総合窓口サービスの実現（ICTなどを活用した窓口サービス向上と行政効率化）

市民生活課●
ICT政策課

現状と課題
（これまでの取組み）

・理想とする総合窓口像について、具体的なイメージ化を図り、窓口業務について総合窓口に対応したライフイベント毎
のパッケージ化について検討した。
・総合窓口サービスを導入する際の代表的な業務について運用フローを作成

≪事業の最終目標≫
　次期住民記録システムの稼働に合わせ、総合窓口サービスを開始する。

・システム最適化スケジュールと同期した、総合窓口サービス実現に向けたロードマップを策定し、着実な実
行を図る。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　ICT技術を活用した窓口サービス（システムサポート型窓口の導入など）を図り、同時に窓口業務コストの
適正化や効率化を実現するための総合窓口を実現する。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・待たない、書かな
い、動かない窓口
を理想とする総合
窓口像について、
具体的なイメージ
化を図り、システム
サポート型の総合
窓口に対応した業
務を整理し、代表
的な業務について
運用フローを作成
した。

・総合窓口を実現
するために必要な
手順の整理
・システム最適化に
より可能となるICT
技術の活用など窓
口サービス向上と
窓口業務効率化
について検討

改
革
実
施
概
要

取組の内容
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No.取組項目（中項目） 3　選択と集中による経営資源の適正配分

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

15

具体的な取組項目（小項目） 4　窓口サービスの向上

担当課

改革実施項目名称（細項目） 総合窓口サービスの実現（ICTなどを活用した窓口サービス向上と行政効率化）

市民生活課●
ICT政策課

現状と課題
（これまでの取組み）

・理想とする総合窓口像について、具体的なイメージ化を図り、窓口業務について総合窓口に対応したライフイベント毎
のパッケージ化について検討した。
・総合窓口サービスを導入する際の代表的な業務について運用フローを作成

≪事業の最終目標≫
　次期住民記録システムの稼働に合わせ、総合窓口サービスを開始する。

・システム最適化スケジュールと同期した、総合窓口サービス実現に向けたロードマップを策定し、着実な実
行を図る。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　ICT技術を活用した窓口サービス（システムサポート型窓口の導入など）を図り、同時に窓口業務コストの
適正化や効率化を実現するための総合窓口を実現する。

取組の内容

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C C

C

・ICT技術を活用し
た窓口サービスと
して「コンビニ交
付」を平成30年3月
に開始
・中央区役所の「ラ
イフイベント・ワンス
トップ型総合窓口」
の効果検証(移転1
年未満のため、来
年度検証継続)

・総合窓口サービ
スの運用を開始
・窓口サービス向
上と窓口業務効率
化を図る施策を段
階的に実施

・中央区役所の「ライ
フイベント・ワンストッ
プ型総合窓口」の開
始により、従来、転出
時は3課、子どもの出
生時は2課に関係す
る手続きを1課に集
約し、ワンストップ化
で移動距離と待ち時
間を短縮。そのほ
か、住民票や市税証
明書の発行を集約し
た証明発行専用窓
口を設置し、短時間
で終了するお客様が
滞留しないように整
理した。

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

・新住記システムの
稼働（平成３０年１
月を予定）に合わ
せ総合窓口を運用

指
標

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・待たない、書かな
い、動かない窓口
を理想とする総合
窓口像について、
具体的なイメージ
化を図り、システム
サポート型の総合
窓口に対応した業
務を整理し、代表
的な業務について
運用フローを作成
した。

・次期住記システ
ム稼働に合わせ、
総合窓口サービス
の仮運用を開始
・窓口サービス向
上と窓口業務効率
化を図る施策を段
階的に実施

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・中央区窓口サービス課のラ
イフイベント手続きワンス
トップ化の効果を見ると共
に、他政令市のコンビニ交付
証明発行状況やマイナンバー
情報連携等から、今後の窓口
証明発行数の減少動向等を検
討

・引き続き中央区窓口サービ
ス課のワンストップ化に伴う
窓口動向を検証し、下半期に
て改善点等を検討する。
・法務省で「戸籍事務へのマ
イナンバー制度導入」の検討
が進んでおり、今後の窓口事
務の動向等を注視

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　当初に計画した取組みは、本市の住記システム刷新の機会を捉え、システ
ムサポート型総合窓口を主観として検討され、パッケージシステムの導入や
各区の実情に照らし合わせると、全市的なシステムサポート型総合窓口の展
開は高コストなうえ、費用対効果が希薄であることが後に判明する。さらに国
の動向では、行政手続のオンライン化により証明書類の添付省略化をさらに
進める計画であり、その先を予測し、国の動向を踏まえた考え方が圧倒的に
不足していた。

　AI（人工知能）や
RPA（ロボティック・プ
ロセス・オートメーショ
ン）など最新のICT
（情報通信技術）を
活用した「人に代わ
る」ツールの導入や、
業務の外部委託など
アウトソーシング化を
含めた総合窓口サー
ビスの検討を進め
る。

課題、今後の方針、改善事項など

　これまでのシステムサポート型総合窓口から、業務コストの適正化・効率化など費用対
効果、国の動向を踏まえた総合窓口へ主観点を転換し、各区の実情や市民ニーズに
合った総合窓口サービスを追求することが必要。

中央区窓口サービス課におい
て、繁忙期にワンストップ窓口が
一時滞留した。住記システムへ
の異動入力に想定以上の時間
を要したことが原因と分析され、
入力業務の体制強化も課題とし
て挙げられる。

課題、今後の方針、改善事項など

国は行政手続のオンライン化・添付資料
不要化を明示していることから、開発及
び経常的に多額の経費を伴うシステムサ
ポート型総合窓口から各区の実情に即し
た総合窓口サービスや民間委託に検討内
容を転換する。

窓口サービスの提供主体・方法、人員体制
など業務運営手法の見直しが必要。改善
策として具体的には混雑状況の広報、周知
を行うとともに、転出専用窓口を設置するほ
か、住民異動窓口への支援体制も強化す
る。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

コンビニ交付は予定通り稼
働。中央区役所の総合窓口に
ついては、効果検証を来年度
継続。2020年度新庁舎移転
(予定)に伴う北区総合窓口の
動向を注視

32



No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

引き続き、制度の運用を通じて改
善点の洗い出しと必要な見直しを
進めていく。

引き続き、制度の運用を通じて改
善点の洗い出しと必要な見直しを
進めていく。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　「部長・区長マニフェスト」と「組織目標管理」と「個人
目標」それぞれを連動させて設定することで、成果志向の行
政運営に一定の浸透が認められ、「組織目標」達成度も順調
に数値を伸ばしている。

　内部統制の実
施に向け、業務
のリスク評価を
組織マネジメン
トにどのように
組み込んでいく
か、今後検討を
進める。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

予定通り取組みを進め、
年度末に運用見直しを行
い、様式等の見直しを実
施した。

予定通り取組みを進め、
年度末に運用見直しを行
い、様式等の見直しを実
施した。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き、制度の運用を通じて改善点の洗い出しと必要な見直しを
進めていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

部長・区長マニフェスト
と組織目標管理の設定、
HPでの公開、研修会の開
催を予定通り実施した。

部長・区長マニフェスト
と組織目標管理の設定、
HPでの公開、研修会の開
催を予定通り実施した。
また、研修会において制
度に対するアンケートを
実施し、次年度に向けた
改善点を把握した。

・「部長・区長マニ
フェスト」と「組織目
標管理」を継続し
て運用していくとと
もに、必要に応じ
て制度の見直しを
行う

指
標

「組織目標」達成状況 70.3% 前年度以上 72.6% 前年度以上 75.6% 前年度以上

計画 実績

・「部・区経営方
針」の見直しと「部
長・区長マニフェ
スト」への移行
・「組織目標管理」
制度の運用と見直
しの実施

・「部長・区長マニ
フェスト」と「組織目
標管理」の運用と
運用状況の検証
・目標管理に関す
る研修会の開催

・「部長・区長マニ
フェスト」と「組織目
標管理」の運用と
運用状況の検証
・目標管理に関す
る研修会の開催

・「部長・区長マニ
フェスト」と「組織目
標管理」の運用と
運用状況の検証
・目標管理に関す
る研修会の開催

・「部長・区長マニ
フェスト」と「組織目
標管理」の運用と
運用状況の検証
・目標管理に関す
る研修会の開催

取組の内容

・「部長・区長マニフェスト」及び「組織目標管理」の運用と運用状況の検証
・必要に応じて制度の見直しを実施
・目標管理に関する研修会の開催

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目） 区長、部長等の成果志向による組織マネジメントの徹底

現状と課題
（これまでの取組み）

　成果志向の行政運営の確立と説明責任の徹底を目的に、各部長・区長による「部・区経営方針」の策定と、その方針
に基づいた「組織目標管理」を平成19年度から実施してきた。今後も継続的な組織活動の改善が行われるよう、部長・
区長が組織の経営責任者として組織管理を徹底していく必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・「組織目標」達成状況：前年度以上
　※「部長・区長マニフェスト」と「組織目標管理」の連動による組織マネジメント機能の強化を図る
　※「組織目標」と「個人目標」の連動による人材マネジメント機能の強化を図る

≪事業の最終目標≫
・「組織目標」達成状況：80％以上
　※PDCAサイクルを継続的に循環させ、組織及び人材の継続的な発展につなげていく

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 16

具体的な取組項目（小項目） 1　組織内部のマネジメント機能の強化

担当課 行政経営課
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No.

取組の内容

・「部長・区長マニフェスト」及び「組織目標管理」の運用と運用状況の検証
・必要に応じて制度の見直しを実施
・目標管理に関する研修会の開催

改革実施項目名称（細項目） 区長、部長等の成果志向による組織マネジメントの徹底

現状と課題
（これまでの取組み）

　成果志向の行政運営の確立と説明責任の徹底を目的に、各部長・区長による「部・区経営方針」の策定と、その方針
に基づいた「組織目標管理」を平成19年度から実施してきた。今後も継続的な組織活動の改善が行われるよう、部長・
区長が組織の経営責任者として組織管理を徹底していく必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・「組織目標」達成状況：前年度以上
　※「部長・区長マニフェスト」と「組織目標管理」の連動による組織マネジメント機能の強化を図る
　※「組織目標」と「個人目標」の連動による人材マネジメント機能の強化を図る

≪事業の最終目標≫
・「組織目標」達成状況：80％以上
　※PDCAサイクルを継続的に循環させ、組織及び人材の継続的な発展につなげていく

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 16

具体的な取組項目（小項目） 1　組織内部のマネジメント機能の強化

担当課 行政経営課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　「部長・区長マニフェスト」と「組織目標管理」と「個人
目標」それぞれを連動させて設定することで、成果志向の行
政運営に全庁的な浸透が認められ、「組織目標」達成度も数
値を伸ばしている。

　内部統制制度
導入に向け、業
務のリスク評価
を組織マネジメ
ントにどのよう
に組み込んでい
くか、今後検討
を進める。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き、基本的な制度の運用を通じて改善点の洗い出しと必要な
見直しを進めていく。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

予定通り取組を進めたほ
か、働き方改革マニフェ
ストを新たに設定した。

予定通り取組みを進め
た。

課題、今後の方針、改善事項など

引き続き、制度の運用を通じて改
善点の洗い出しと必要な見直しを
進めていく。

引き続き、制度の運用を通じて改
善点の洗い出しと必要な見直しを
進めていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

･「部長・区長マニフェス
ト」「組織目標管理」を年度
当初に各部署で設定
･目標管理研修を4月に実施

･「部長・区長マニフェス
ト」「組織目標管理」を
年度当初に各部署で設定

・「部長・区長マニ
フェスト」と「組織目
標管理」を継続し
て運用していくとと
もに、必要に応じ
て制度の見直しを
行う

指
標

「組織目標」達成状況 前年度以上 75.5% 前年度以上 75.6% 80％以上

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・「部・区経営方
針」の見直しと「部
長・区長マニフェ
スト」への移行
・「組織目標管理」
制度の運用と見直
しの実施

・「部長・区長マニ
フェスト」と「組織目
標管理」の運用と
運用状況の検証
・目標管理に関す
る研修会の開催

・「部長・区長マニ
フェスト」と「組織目
標管理」の運用と
運用状況の検証
・新たに「働き方改
革」マニフェストを
設定
・目標管理に関す
る研修会の開催

・「部長・区長マニ
フェスト」と「組織目
標管理」の運用と
運用状況の検証
・目標管理に関す
る研修会の開催

・「部長・区長マニ
フェスト」と「組織目
標管理」の運用と
運用状況の検証
・新たに「働き方改
革」マニフェストを
設定
・目標管理に関す
る研修会の開催

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

・新任職員に対し業
務改善研修を実施
・改善提案を実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行
・全国大会への出場

計画 実績

・改善提案の実施
・改善実践の実施
・改善実践内部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行
・全国大会への出場

・新任職員に対し業
務改善研修を実施
・改善提案を拡充し
て実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行

・新任職員に対し業
務改善研修を実施
・改善提案を拡充し
て実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行

・新任職員に対し業
務改善研修を実施
・改善提案を実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行
・全国大会への出場

・新任職員に対し業
務改善研修を実施
・改善提案を実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行
・全国大会への出場

取組の内容

・新たな着想に基づく現場からの改善提案・実践を支援する取組みを進めて行く。
・優れた取組みを水平展開することにより、業務改善の充実を図る。
・若手職員への業務改善運動浸透を目指し、新任職員研修において業務改善研修を実施する。
・新潟市の改善を外部の視点で評価する取組みを強化して実施する。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目）
現場からの改善提案・実践の一層の推進強化により、「やろてばにいがた」運
動を発展

現状と課題
（これまでの取組み）

　改善提案制度や改善実践報告制度及び発表会開催に加え、地方自治体における業務改善運動の全国大会である
全国都市改善改革実践事例発表会への出場、庁内発表会に民間企業の発表を導入、発表会の運営を若手職員によ
る実行委員会で行うなど、庁内外へ業務改善運動を広めていく取組みを強化してきた。この結果、職員の改善意欲は
着実に向上してきていると考えられるが、一層の改善意識の醸成と、業務改善の充実に向け、一連の取組みを発展さ
せて継続していく必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・一層の改善意識を醸成するため、主に若手職員に対して業務改善運動を浸透させる取組みを強化してい
く。
・業務改善の充実のため、優れた取組みを水平展開するとともに、新たな着想に基づく現場からの改善提
案・実践を支援し、強化する取組みを進めて行く。

≪事業の最終目標≫
・現場からの改善提案・実践を組織文化として組織に浸透させる。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 17

具体的な取組項目（小項目） 1　組織内部のマネジメント機能の強化

担当課 行政経営課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B C

B

・改善事例の水平展開 ・改善事例の水平展開

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画通り改善提案・実践を実施し発表会を経て全国大会へ
出場した。指標は改善実践報告数は少しずつではあるが伸び
ているが、水平展開数は指標を達成できなかった。

　引き続き改善
提案・実践を実
施し、発表会を
開催するととも
に、一層の水平
展開が行われる
よう、周知や支
援を行ってい
く。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

計画どおり事業を実施
し、指標は改善実践報告
数及び水平展開数ともに
目標を上回った。

計画どおり事業を実施し
たが、水平展開数が前年
度に及ばなかった。

課題、今後の方針、改善事項など

　より積極的な他部署への水平展開が行われるよう、他部署の取組み
のマネ改善の意識付けや、改善事例の周知を実施していく必要があ
る。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・新任職員に対し業務改
善研修を実施
・改善提案の実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アンケー
トの実施

・新任職員に対し業務改善
研修を実施
・改善提案の実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アンケート
の実施
・優良改善事例を関連部署
に水平展開
・改善発表会の実施

92 100 101 前年以上 70 前年以上

指
標

改善実践報告数 2,252 2,300 2,475 前年以上 2,492 前年以上

優良改善事例の水平展開数

・全国大会への出場 ・全国大会への出場
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No.

取組の内容

・新たな着想に基づく現場からの改善提案・実践を支援する取組みを進めて行く。
・優れた取組みを水平展開することにより、業務改善の充実を図る。
・若手職員への業務改善運動浸透を目指し、新任職員研修において業務改善研修を実施する。
・新潟市の改善を外部の視点で評価する取組みを強化して実施する。

改革実施項目名称（細項目）
現場からの改善提案・実践の一層の推進強化により、「やろてばにいがた」運
動を発展

現状と課題
（これまでの取組み）

　改善提案制度や改善実践報告制度及び発表会開催に加え、地方自治体における業務改善運動の全国大会である
全国都市改善改革実践事例発表会への出場、庁内発表会に民間企業の発表を導入、発表会の運営を若手職員によ
る実行委員会で行うなど、庁内外へ業務改善運動を広めていく取組みを強化してきた。この結果、職員の改善意欲は
着実に向上してきていると考えられるが、一層の改善意識の醸成と、業務改善の充実に向け、一連の取組みを発展さ
せて継続していく必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・一層の改善意識を醸成するため、主に若手職員に対して業務改善運動を浸透させる取組みを強化してい
く。
・業務改善の充実のため、優れた取組みを水平展開するとともに、新たな着想に基づく現場からの改善提
案・実践を支援し、強化する取組みを進めて行く。

≪事業の最終目標≫
・現場からの改善提案・実践を組織文化として組織に浸透させる。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 17

具体的な取組項目（小項目） 1　組織内部のマネジメント機能の強化

担当課 行政経営課

・新任職員に対し業
務改善研修を実施
・改善提案を実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・改善提案の実施
・改善実践の実施
・改善実践内部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行
・全国大会への出場

・新任職員に対し業
務改善研修を実施
・改善提案を実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行

・新任職員に対し業
務改善研修を実施
・改善提案を実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アン
ケートの実施
・優良改善事例を全
庁に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行

・新任職員に対し業
務改善研修を実施
・改善提案を実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行

・新任職員に対し業
務改善研修を実施
・改善提案を実施
・改善実践の実施
・改善実践外部アン
ケートの実施
・優良改善事例を関
連部署に水平展開
・改善発表会の実施
・広報紙の発行

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B C

C

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　全職員の業務改善への意識の醸成を図るために計画された
各取組みについては、計画通り実施され、事業目的は達成さ
れた。
　一方、改善実践報告数等の指標については、平成29年度ま
では毎年増加していたものの、平成30年度は減少している。
各所属において、改善実践できる点は既に実施しており、数
としては頭打ちになっている。

　今後の取組内
容や方法につい
て検討し、引き
続き全庁でさら
なる改善意識の
醸成を目標とし
た取り組んでい
く。

課題、今後の方針、改善事項など

　改善実践報告数については頭打ちになっている。今後は改善内容の
質が求められる。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

計画どおり事業を実施
し、指標は改善実践報告
数及び水平展開数ともに
目標を上回った。

計画通りの事業を実施し
たが、指標は計画値を下
回った。

課題、今後の方針、改善事項など

・改善発表会の手法
・改善実践の評価指標

・改善発表会の手法
・改善実践の評価指標

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

10月31日の改善発表会に向けて予定
通り業務を進めることができた。改
善発表会後の業務についても予定通
り進められるよう、計画的に業務を
進めている。

計画どおり事業を実施し
た。

92 前年以上 82 前年以上 69 前年以上

広報紙の発行
・全国大会への出場

指
標

改善実践報告数 2,252 前年以上 2,534 前年以上 2,414 前年以上

優良改善事例の水平展開数

広報紙の発行
・全国大会への出場

広報紙の発行
・全国大会への出場

広報紙の発行
・全国大会への出場

広報紙の発行
・全国大会への出場

要
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　応急対策マニュアルの見直しを行った上で、さらにBCPの時間的
概念を取り入れた非常時優先業務をチェックリスト化し、マニュ
アルに追加した。それに基づいた全庁訓練を実施することで、発
災時の災害対応能力を向上することが出来た。

　引き続き、応急
対策マニュアルを
見直し、それに基
づいた全庁訓練を
実施することで、
職員のスキルアッ
プを図っていく。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　熊本地震の支援を通じて、災害初動期の迅速な対応が課題であると再認
識した。担当課や業務に必要な人員数、応援依頼の必要有無など内容の精
度を高めつつ、引き続き全庁訓練の実施が必要である。

応急対策マニュアルを見直
し、それに基づいた全庁訓
練を実施することが出来
た。

BCPの時間的概念を取り入
れ、各対策部の非常時優先
業務をチェックリスト化
し、それに基づいた全庁訓
練を実施することが出来
た。

実施担当課や業務に必要な人員数、
応援依頼の必要有無など内容の精度
を高めつつ、引き続き全庁訓練の実
施が必要である。

熊本地震の支援を通じて、災害初動
期の対応の遅れが課題とわかった。
今後、職員のスキルアップを図るた
め、引き続き全庁訓練の実施が必要
である。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・応急対策マニュアル見直
し全庁説明会の開催
・全対策部で見直し作業中

・応急対策マニュアル見直
しとともに、災害時にも活
用できるチェックリストを
作成中

指
標

業務継続計画（BCP）を活
用した全庁防災訓練を年
１回以上実施

100%

・1.15地震対応訓
練時において、
BCP発動による全
庁的な訓練を実施
・BCPチェックリスト
の作成等、各対策
部各班で作成して
いる応急対策マ
ニュアルの全面的
な見直しを実施

・職員研修、訓練の
実施
・訓練の検証を踏ま
えた体制・各種計
画・マニュアルの見
直し

・1.17地震対応訓
練時において、
BCP発動による全
庁的な訓練を実施
・応急対策マニュア
ルの見直しに合わ
せ、BCPの時間的
概念を取り入れた
チェックリストを、各
対策部の応急対策
マニュアルに付加し
た。

引き続き、業務継
続マネジメント
（BCM）の推進し、
本市の災害対応能
力をの強化を図る。

100%

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

18

具体的な取組項目（小項目） 2　災害時における災害対応能力の強化

担当課

改革実施項目名称（細項目） 業務継続マネジメント（ＢＣＭ）の推進

危機対策課●
行政経営課

現状と課題
（これまでの取組み）

　東日本大震災の教訓や災害対策基本法の改正を踏まえ、地域防災計画の大幅な見直しを行うとともに、大規模地震を想
定した新潟市業務継続計画（BCP）を策定した。今後は、新潟市業務継続計画（BCP）の実効性を向上させていくため、業務
継続マネジメント（BCM）を全庁で推進し、本市の災害対応能力の強化を図る必要がある。

≪事業の最終目標≫
　業務継続マネジメント（BCM）を全庁で推進することにより、本市で大規模な地震が発生した際も、市民の生命
を守るための応急対策業務及び市民生活に不可欠な業務を迅速かつ適切に遂行することができる。

　新潟市業務継続計画（BCP）に基づき、職員への研修や訓練の実施、その結果を踏まえた体制・各種計画の見直
し等により、業務継続体制を向上させていく。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　業務継続マネジメント（BCM）を全庁で推進し、本市の災害対応能力を強化する。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・地域防災計画の
見直し
・大規模地震を想
定した新潟市業務
継続計画（ＢＣＰ）を
策定

・職員研修、訓練の
実施
・訓練の検証を踏ま
えた体制・各種計
画・マニュアルの見
直し

改
革
実
施
概
要

取組の内容
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No.取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

18

具体的な取組項目（小項目） 2　災害時における災害対応能力の強化

担当課

改革実施項目名称（細項目） 業務継続マネジメント（ＢＣＭ）の推進

危機対策課●
行政経営課

現状と課題
（これまでの取組み）

　東日本大震災の教訓や災害対策基本法の改正を踏まえ、地域防災計画の大幅な見直しを行うとともに、大規模地震を想
定した新潟市業務継続計画（BCP）を策定した。今後は、新潟市業務継続計画（BCP）の実効性を向上させていくため、業務
継続マネジメント（BCM）を全庁で推進し、本市の災害対応能力の強化を図る必要がある。

≪事業の最終目標≫
　業務継続マネジメント（BCM）を全庁で推進することにより、本市で大規模な地震が発生した際も、市民の生命
を守るための応急対策業務及び市民生活に不可欠な業務を迅速かつ適切に遂行することができる。

　新潟市業務継続計画（BCP）に基づき、職員への研修や訓練の実施、その結果を踏まえた体制・各種計画の見直
し等により、業務継続体制を向上させていく。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　業務継続マネジメント（BCM）を全庁で推進し、本市の災害対応能力を強化する。

取組の内容

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

・各対策部の応急
対策マニュアルに
ついて、BCPの概
念を意識した確認
作業を行った。

・職員研修、訓練の
実施
・訓練の検証を踏ま
えた体制・各種計
画・マニュアルの見
直し

・各対策部の応急
対策マニュアルに
ついて、BCPの概
念を意識した確認
作業を行った。

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

引き続き、業務継
続マネジメント
（BCM）の推進し、
本市の災害対応能
力をの強化を図る。

指
標

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・地域防災計画の
見直し
・大規模地震を想
定した新潟市業務
継続計画（ＢＣＰ）を
策定

・職員研修、訓練の
実施
・訓練の検証を踏ま
えた体制・各種計
画・マニュアルの見
直し

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・各対策部の応急対策マ
ニュアル・BCPについて見
直し作業中
・BCPに関連して、新たに
受援計画を策定中

・各対策部の応急対策マ
ニュアル・BCPについて見
直し作業中

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降
計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　各対策部の応急マニュアルについてBCPの概念を取り入れ策定を
実施し、毎年見直し作業を継続している。
BCPに関連して、受援計画を策定

　各対策部の応急
対策マニュアルに
BCPの概念を取り
入れたが、独立し
て計画を策定して
いるので、それぞ
れの整合性を図
る。

課題、今後の方針、改善事項など

　実効性をより高めていくため、各対策部の連携を強化する必要がある。

・各対策部の応急マニュア
ルについて確認作業・見直
しを実施

課題、今後の方針、改善事項など

・引き続き体制、各種計画、マニュアル
の確認作業・見直しを行う。
・より実効性を高めるため、関係機関等
との連携を強化する。

・引き続き体制、各種計画、マニュ
アルの確認作業・見直しを行う。
・より実効性を高めるため、関係機
関等との連携を強化する。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・各対策部の応急マニュアル
について確認作業・見直しを
実施
・BCPに関連して、受援計画を
策定
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B C

C

改革実施項目名称（細項目） 職員の専門能力の育成、支援

現状と課題
（これまでの取組み）

　専門性の高い職員の育成を目的に、平成21年度より「フランチャイズ制に基づいた人事制度」（平成23年度に「キャリ
ア型人事制度」から改称）を実施している。職員が自らの専門分野を登録し、その登録を生かした人事配置を行ってい
る。また、平成26年度より、フランチャイズ登録者の能力向上のため研修支援制度を設け実施している。
また、各行政分野の専門性を高めるためには、各職場での取り組みが重要であることから、職場研修支援制度を設け
実施している。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　各行政分野の高度化・複雑化する課題に対応できる専門性の高い職員の育成を進める。

≪事業の最終目標≫
　各行政分野の高度化・複雑化する課題に対応できる専門性の高い職員を育成する。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 19

具体的な取組項目（小項目） 3　人材マネジメント機能の強化

担当課 人事課

計画 実績

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施・推進

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施・推進

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施・推進

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施・推進

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施・推進

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

取組の内容

　フランチャイズ登録を生かした人事配置を実施、推進するとともに、登録者の専門能力向上のための支
援を行う。また、職場研修支援制度を設け、実施している。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

・フランチャイズ登録者
の研修支援
・職場研修支援の実施

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

指
標

登録者数
　Ｈ26年4月
257人登録

　　260人以上 263人 　　260人以上 255人 　　260人以上

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・職場研修支援では、利用者の意見を参考に利用が少ない支
援事業を廃止し、各部・所属で実施する研修支援事業を拡充
したことから、より効果的な職場研修が行われるよう周知を
行った。一方、平成28年度はフランチャイズ登録者数が指標
を下回ったことから、制度趣旨の理解を進め、登録者数の増
につながるような取組みを行う必要がある。

　利用者の意見
を参考として、
利用しやすい制
度となるよう、
引き続き制度周
知の徹底や改善
を検討しながら
取り組んでい
く。課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・フランチャイズ登録者
の増につながるよう、分
かりやすい募集文書の作
成に努めた。

・昇任によりフランチャ
イズ制度対象外になる場
合があり、登録者数が指
標を下回った。

課題、今後の方針、改善事項など

・フランチャイズ制度の利用者の意見も参考として、より利用しやす
い制度とするための検討も必要である。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・フランチャイズ登録者
の研修支援
・職場研修支援の実施

・職場研修支援については、利用
しやすい制度となるよう、利用す
る側からの意見を集約する。

・職場研修支援では、利用者側の
意見を参考に改善を実施した。
・フランチャイズ登録者の増につ
ながるよう、制度周知に努める。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価
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No.

改革実施項目名称（細項目） 職員の専門能力の育成、支援

現状と課題
（これまでの取組み）

　専門性の高い職員の育成を目的に、平成21年度より「フランチャイズ制に基づいた人事制度」（平成23年度に「キャリ
ア型人事制度」から改称）を実施している。職員が自らの専門分野を登録し、その登録を生かした人事配置を行ってい
る。また、平成26年度より、フランチャイズ登録者の能力向上のため研修支援制度を設け実施している。
また、各行政分野の専門性を高めるためには、各職場での取り組みが重要であることから、職場研修支援制度を設け
実施している。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　各行政分野の高度化・複雑化する課題に対応できる専門性の高い職員の育成を進める。

≪事業の最終目標≫
　各行政分野の高度化・複雑化する課題に対応できる専門性の高い職員を育成する。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 19

具体的な取組項目（小項目） 3　人材マネジメント機能の強化

担当課 人事課

取組の内容

　フランチャイズ登録を生かした人事配置を実施、推進するとともに、登録者の専門能力向上のための支
援を行う。また、職場研修支援制度を設け、実施している。

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B C

C

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施・推進

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施・推進

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施・推進

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

・フランチャイズ制
に基づいた人事制
度の実施

・フランチャイズ登
録者の研修支援

・職場研修支援の
実施

指
標

登録者数
　Ｈ26年4月
257人登録

　　260人以上 264人 　　260人以上 253 　　260人以上

改
革
実
施
概
要

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

フランチャイズ制登録者
の声を掲載し、登録募集
を実施

・フランチャイズ制登録
者の声を掲載し、登録募
集を実施
・各所属の求める「能
力・態度」を更新

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・利用者の声を募集文書
に含め、具体的にイメー
ジができるように努め
た。

・専門分野登録者の取消
や退職があり登録者数が
指標を下回った。

課題、今後の方針、改善事項など

・フランチャイズ登録者の増につ
ながるよう、さらに制度周知を図
る。

・制度趣旨への職員理解が深ま
り、登録者増につながるような周
知を図る。

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・継続的に効果的な制度周知について検討・実施してきたこ
とで、登録者数の維持には一定の効果があったと考えている
が、登録者増とまでは至らなかった。

・制度趣旨への
職員理解が深ま
り、登録者増に
つながるような
制度周知に取り
組む。

課題、今後の方針、改善事項など

・高度化・複雑化する行政課題に対応していくためには、専門性の高
い職員育成が重要であり、引き続き、フランチャイズ登録者増につな
がるような取組みを図っていく必要がある。
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No.

改革実施項目名称（細項目） 公平で納得度の高い人事評価の実施

現状と課題
（これまでの取組み）

　人事評価は人材育成を目的として、全職員を対象に実施している。
　新任課長及び新任係長を対象に、人事評価の目的の理解と評価者としてのスキル修得のため、評価者研修を毎
年、実施している。また、被評価者に対しては、階層別研修にて、人事評価の目的について周知を図っている。しかし
ながら、職員意識アンケートの結果では、「人事評価が人材育成に繋がっている」と感じている職員が少ない状況と
なっている。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　職員一人ひとりが人事評価制度の目的と使い方を理解し、適切に活用することで、職員の意欲を高め、か
つ職員の能力向上を図る。

≪事業の最終目標≫
　職員の意欲と能力が高まる。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 20

具体的な取組項目（小項目） 3　人材マネジメント機能の強化

担当課 人事課

計画 実績

・実施と制度の見
直し

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

・新たな人事評価
の実施

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

・新たな人事評価
の実施

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

・人事評価の実施

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

・人事評価の実施

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

取組の内容

　平成27年度より人事評価制度を見直して実施する。また、制度が適切に実施されるよう人事評価の目的や
取り組み姿勢などについて職員に周知を図る。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

・人事評価の実施

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

指

職員意識アンケート
「上司から適切に評価され
ていると思う」と回答した割
合

61.20% 64% 71.90% 67% 74.9 70%以上

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

A A

A

・人事評価の実施
・評価者研修
・人事評価制度の目的等
の周知

31.70% 34% 35.70% 37% 37.9 40%以上

指
標
合

「人事評価制度よって、職
員の人材育成に繋がって
いると思う」と回答した割合

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　人材育成に重点を置き、被評価者が自身の成長や業務能力の
向上に役立てることのできる制度運用のしくみを整備し運用し
てきた。また、被評価者研修や評価者研修、掲示板などを利用
して、制度に対する理解を深める事ができた。

　引き続き制度
に対する理解向
上を目指し、人
材育成につなが
る制度となるよ
う取り組む。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

人材育成に重点を置き、被評
価者が自身の成長や業務能力
の向上に役立てることのでき
る制度運用のしくみを整備し
た。また、評価者研修や掲示
板を利用して、面談技術の向
上や、制度に対する理解を深
めた。

人材育成に重点を置き、被評
価者が自身の成長や業務能力
の向上に役立てることのでき
る制度運用を行った。また、
被評価者研修、評価者研修、
掲示板を利用しての周知など
面談技術の向上や、制度に対
する理解を深めた。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き制度に対する理解向上を目指し、人材育成につながる制度と
なるよう取り組む。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・新たな人事評価の実施
（前期）
・評価者及び調整者研修
の実施（目的等の周知含
む）

公正で納得感のある人事評価とな
るよう、未実施であった被評価者
研修を実施し、制度に対する理解
向上を目指す。

引き続き制度に対する理解向上を
目指し、人材育成につながる制度
となるよう取り組む。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価
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No.

改革実施項目名称（細項目） 公平で納得度の高い人事評価の実施

現状と課題
（これまでの取組み）

　人事評価は人材育成を目的として、全職員を対象に実施している。
　新任課長及び新任係長を対象に、人事評価の目的の理解と評価者としてのスキル修得のため、評価者研修を毎
年、実施している。また、被評価者に対しては、階層別研修にて、人事評価の目的について周知を図っている。しかし
ながら、職員意識アンケートの結果では、「人事評価が人材育成に繋がっている」と感じている職員が少ない状況と
なっている。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　職員一人ひとりが人事評価制度の目的と使い方を理解し、適切に活用することで、職員の意欲を高め、か
つ職員の能力向上を図る。

≪事業の最終目標≫
　職員の意欲と能力が高まる。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 20

具体的な取組項目（小項目） 3　人材マネジメント機能の強化

担当課 人事課

取組の内容

　平成27年度より人事評価制度を見直して実施する。また、制度が適切に実施されるよう人事評価の目的や
取り組み姿勢などについて職員に周知を図る。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・実施と制度の見
直し

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

・人事評価の実施

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

・人事評価の実施

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

・人事評価の実施

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

・人事評価の実施

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

・人事評価の実施

・評価者研修

・人事評価制度の
目的等の周知

職員意識アンケート
「上司から適切に評価

改
革
実
施
概
要

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

A B

B

31.70% 40%以上 54.30% 40%以上 53.10% 40%以上

指
標

「上司から適切に評価
されていると思う」と回
答した割合

61.20% 70%以上 77% 70%以上 75.90% 70%以上

「人事評価制度よっ
て、職員の人材育成
に繋がっていると思う」
と回答した割合

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・人事評価の実施
・被評価者、評価者研修
の実施

・人事評価の実施
・被評価者、評価者研修
の実施

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

被評価者、評価者、調整
者研修を実施し、周知な
ど面談技術の向上や、制
度に対する理解を深め
た。

被評価者、評価者、調整
者研修を実施し、周知な
ど面談技術の向上や、制
度に対する理解を深め
た。

課題、今後の方針、改善事項など

引き続き、人材育成につながる制
度となるよう、研修などを通して
制度への理解向上・適切な運用に
取り組む。

引き続き、人材育成につながる制
度となるよう、研修などを通して
制度への理解向上・適切な運用に
取り組む。

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　平成27年度から人事評価制度を見直し、被評価者自身の成長
や業務能力の向上に繋がるよう制度運用を推進し、人事評価研
修を通じて制度周知や面談技術の向上、制度に対する理解を深
めた。

　人材育成につ
ながる制度とな
るよう、引き続
き運用面の改善
も検討しなが
ら、研修などを
通して制度への
理解向上・適切
な運用に取り組
む。

課題、今後の方針、改善事項など

　人材育成につながる制度となるよう、引き続き運用面の改善も検討し
ながら、研修などを通して制度への理解向上・適切な運用に取り組んで
いく必要がある。
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No.

・係長昇任試験の実
施

・女性管理職(部長
以上)を増員（5人以
上）

・女性管理職(課長
以上）の割合向上
（早期に10％達成）

・女性係長登用率の
向上

・係長昇任試験の
実施

・女性管理職(部
長以上)を増員（6
人）

・女性管理職(課
長以上）の割合
（10.9％）

・女性係長登用率

・係長昇任試験の実
施

・女性管理職(部長
以上)を増員（5人以
上）

・女性管理職(課長
以上）の割合向上
（早期に10％達成
し、30％を目指す）

・女性係長登用率の

・係長昇任試験の実
施

・女性管理職(部長
以上)の人数（4人）

・女性管理職(課長
以上）の割合
（8.1％）

・女性係長登用率
（42.7％）

改革実施項目名称（細項目）
役職への女性や若手職員の積極的な登用などにより意欲ある職員の能力発
揮を促進

現状と課題
（これまでの取組み）

　意欲ある若手職員を登用するため、平成19年度より毎年度係長昇任試験を実施している。また女性係長昇任率を数
値目標化して、女性登用の推進を図っている。

取組の内容

・若手職員を対象とする係長昇任試験を実施する。
・女性係長登用率のほか、女性部長の人数、女性管理職（課長以上）の割合についても数値目標を設定し
て、女性登用を進める。女性登用を進めるにあたり、仕事（職責）と育児等の両立ができる職場環境づくり
に取り組む。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降

≪計画期間の目標≫
・意欲ある若手職員や女性職員の登用で多様な人材を活用することで、組織の活性化を図る。
・女性登用を進めていくにあたり、仕事と育児を両立できる職場環境をつくる。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

計画

・係長昇任試験の実
施

・女性管理職(部長
以上)を増員（5人以
上）

・女性管理職(課長
以上）の割合向上
（早期に10％達成）

・女性係長登用率の
向上

・係長昇任試験の
実施

・女性管理職(部
長以上)を増員（5
人）

・女性管理職(課
長以上）の割合
（8.6％）

・女性係長登用率

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 21

具体的な取組項目（小項目） 3　人材マネジメント機能の強化

担当課 人事課

実績実績 計画

≪事業の最終目標≫
・組織の活性化を図りながら、複雑化・多様化する行政需要に対応できる人材の育成・強化を図る。
・市役所内のワーク・ライフ・バランスを推進し、職員一人一人が働き方や業務のやり方を見直し、効率的
に成果をあげる組織をつくる。

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B A

A

向上
（継続的に42％以
上）

・女性係長登用率
の向上（45.3％）

・女性係長登用率の
向上
（継続的に42％以
上）

指
標

女性係長登用率 42.7% 継続的に42％以上 45.6% 継続的に42％以上 45.3% 継続的に42％以上

早期に10％達成
し、30％を目指す

女性管理職(課長以上）の割
合 8.1% 早期に10％達成 8.6% 早期に10％達成 10.9%

女性管理職（部長以上）の人
数

進
捗
管
理

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　女性管理職の人数、割合、女性係長登用率いずれの指標にお
いても順調に数値を伸ばすことができた。

　継続的に女性が
働きやすく活躍で
きる職場環境づく
りに取り組んでい
くとともに、キャ
リア形成支援や昇
任に伴う負担を軽
減する取組みを進
めていく。

課題、今後の方針、改善事項など

　女性管理職への登用の場合、現状では、係長以上の昇任にかかる在位
年数が短い傾向にあり、配置によっては昇任した職員の負担となる場合
がある。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

女性管理職（課長以上）の割
合については、目標未達性で
あるが、上昇傾向にあり、継
続して取組みを進めていく。

未達成であった女性管理職
（課長以上）の割合について
も目標を達成できた。今後も
継続して取組みを進めてい
く。

課題、今後の方針、改善事項など

平成28年4月に策定した「女性職員の活
躍の推進に関する特定事業主行動計
画」に基づき、女性が働きやすい職場
環境づくりに計画的に取り組んでい
く。

引き続き「女性職員の活躍の推進に関
する特定事業主行動計画」に基づき、
女性が働きやすい職場環境づくりに計
画的に取り組んでいく。

上半期
（4～9月）

・女性管理職(部長以上)
を増員、女性管理職(課長
以上）の割合向上、女性
係長登用率の向上

・女性管理職(部長以上)6人
・女性管理職(課長以上）割
合9.2％
・女性係長登用率44.5％
（4/1時点）

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

4人 5人以上 5人 5人以上 6人 5人以上

向上
（継続的に42％以
上）

・女性係長登用率
の向上（45.6％）
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No.

改革実施項目名称（細項目）
役職への女性や若手職員の積極的な登用などにより意欲ある職員の能力発
揮を促進

現状と課題
（これまでの取組み）

　意欲ある若手職員を登用するため、平成19年度より毎年度係長昇任試験を実施している。また女性係長昇任率を数
値目標化して、女性登用の推進を図っている。

取組の内容

・若手職員を対象とする係長昇任試験を実施する。
・女性係長登用率のほか、女性部長の人数、女性管理職（課長以上）の割合についても数値目標を設定し
て、女性登用を進める。女性登用を進めるにあたり、仕事（職責）と育児等の両立ができる職場環境づくり
に取り組む。

≪計画期間の目標≫
・意欲ある若手職員や女性職員の登用で多様な人材を活用することで、組織の活性化を図る。
・女性登用を進めていくにあたり、仕事と育児を両立できる職場環境をつくる。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 21

具体的な取組項目（小項目） 3　人材マネジメント機能の強化

担当課 人事課

≪事業の最終目標≫
・組織の活性化を図りながら、複雑化・多様化する行政需要に対応できる人材の育成・強化を図る。
・市役所内のワーク・ライフ・バランスを推進し、職員一人一人が働き方や業務のやり方を見直し、効率的
に成果をあげる組織をつくる。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・係長昇任試験の実
施

・女性管理職(部長
以上)の人数（4人）

・女性管理職(課長
以上）の割合
（8.1％）

・女性係長登用率
（42.7％）

・係長昇任試験の実
施

・女性管理職(部長
以上)を増員（5人以
上）

・女性管理職(課長
以上）の割合向上
（早期に10％達成
し、30％を目指す）

・女性係長登用率の

・係長昇任試験の
実施

・女性管理職(部
長以上)を増員（6
人）

・女性管理職(課
長以上）の割合向
上（11.9%）

・女性係長登用率

・係長昇任試験の実
施

・女性管理職(部長
以上)を増員（5人以
上）

・女性管理職(課長
以上）の割合向上
（早期に10％達成
し、30％を目指す）

・女性係長登用率の

・係長昇任試験の
実施

・女性管理職(部
長以上)を増員（6
人）

・女性管理職(課
長以上）の割合向
上（14.0%）

・女性係長登用率

・係長昇任試験の実
施

・女性管理職(部長
以上)を増員（5人以
上）

・女性管理職(課長
以上）の割合向上
（早期に10％達成
し、30％を目指す）

・女性係長登用率の

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

A B

B

計
画
期
間
の
評
価

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

・女性管理職(部長以上)6人
・女性管理職(課長以上）割
合10.9％
・女性係長登用率45.3％
（4/1時点）

計画期間の評価

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

女性管理職（課長以上）の割
合については、30%に向けて
上昇傾向にあり、継続して取
組みを進めていく。

進
捗
管
理

取組の状況

平成31年度以降

　女性管理職の人数、割合、女性係長登用率いずれの指標にお
いても順調に数値を伸ばすことができた。

　女性管理職（部
長以上）6人以上、
女性管理職（課長
以上）割合30％を
目指す、女性係長
の登用率45％以上
を数値目標としな
がら取組みを継続
していく。

　意欲と能力のある多様な人材を活用することで、組織を活性化させる
ためにも、引き続き、女性職員の計画的育成とキャリア形成支援を行っ
ていく必要がある。課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

継続的に42％以上

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

・女性管理職(部長以上)6人
・女性管理職(課長以上）割
合11.9％
・女性係長登用率49.0％
（4/1時点）

女性管理職（課長以上）の割
合については、30%に向けて
上昇傾向にあり、継続して取
組みを進めていく。

平成28年4月に策定した「女性職員の活
躍の推進に関する特定事業主行動計
画」に基づき、女性が働きやすい職場
環境づくりに計画的に取り組んでい
く。

6人 5人以上

女性管理職(課長以上）の割
合 8.1%

早期に10％達成し、
30％を目指す

11.9%
早期に10％達成し、
30％を目指す

14.0%
早期に10％達成し、
30％を目指す

平成28年4月に策定した「女性職員の活
躍の推進に関する特定事業主行動計
画」に基づき、女性が働きやすい職場
環境づくりに計画的に取り組んでい
く。

指
標

女性管理職（部長以上）の人
数

4人 5人以上 6人 5人以上

女性係長登用率 42.7% 継続的に42％以上 49.0% 継続的に42％以上 47.4%

・女性係長登用率の
向上
（継続的に42％以
上）

・女性係長登用率
の向上
（継続的に49.0％
以上）

・女性係長登用率の
向上
（継続的に42％以
上）

・女性係長登用率
の向上

・女性係長登用率の
向上
（継続的に42％以
上）
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

現状と課題
（これまでの取組み）

　昇給及び勤勉手当には、勤務実績の的確な把握と適切な評価が求められていることから、勤務実績の給与反映を
今まで以上に適切に運用できるよう、職員組合へ新たな制度運用に向けた協議について提案し、具体的な運用方法
の検討を進めた。平成25年度の地方公務員法の改正により、人事評価を給与の基礎として活用していくこととなるた
め、改正法の趣旨に則った制度運用の検討・実施が必要である。

≪事業の最終目標≫
・職員の士気を高め、公務能率を増進し、公共サービスの向上に貢献する。

・職員組合と協議しながら、制度の運用方法を策定する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・人事評価の結果を踏まえ、職員の勤務実績を適切に給与に反映する。

改
革
実
施
概
要

取組の内容

・運用方法案を職
員組合と協議
・運用方法の策定

・運用方法案につ
いて職員組合と協
議実施・終了
・人事評価結果の
昇給等への活用
方法を作成し、職
員へ周知

・勤勉手当へ人事
評価の活用を開
始、評価結果の反
映実施
・H30.1.1昇給に
向けて人事評価
の活用を開始

・H28.12月勤勉手
当へ人事評価の
活用を開始、評価
結果の反映実施
・H29.4.1昇格へ
人事評価の活用
を開始
・H30.1.1昇給に
向けて人事評価
の活用を開始

・勤勉手当に人事
評価結果の反映
実施
・昇給に人事評価
結果の反映実施

中間目標／
29年度以降

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

22

具体的な取組項目（小項目） 3　人材マネジメント機能の強化

担当課

改革実施項目名称（細項目） 勤務実績が適切に反映される給与制度の運用

職員課

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度

計画 実績 計画 実績

・人事評価を基礎
として活用する昇
給等の運用方法
の検討
・職員組合へ運用
方法案の提示

実施実施 実施運用実施 未実施 未実施 未実施

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

昨年度に職員組合へ提案
した運用方法案を基に、
職員組合と協議を実施。

勤勉手当へ人事評価の活
用を開始 ※平成29年度上半

期に計画期間の中
間評価を実施する。

指
標

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画どおり、人事評価を活用した勤務実績の給与等への反
映についての協議、周知及び勤勉手当への反映を行った。

　引き続き、人
事評価及びそれ
を活用する給与
制度等につい
て、職員の理解
を深める工夫を
行うとともに、
適正な給与反映
となるよう制度
管理を行ってい
く。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　制度内容について、所属長をはじめとした職員の理解が深まるよ
う、人事評価及びそれを活用する給与制度等について、人事課と協
議、協力しながら、さらなる周知、工夫をする必要がある。

計画どおり、職員組合と
の協議実施、条例改正、
職員への制度内容の周知
を行うことができた。

・制度内容について職員への理解
の浸透
・運用に当たりより効率的な事務
処理方法の検討

H28.12月勤勉手当へ人事
評価の活用を開始すると
ともに、評価結果の反映
も開始した。

・制度内容について所属長をはじ
めとした職員への理解の浸透
・運用に当たりより効率的な事務
処理方法の検討
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No.

現状と課題
（これまでの取組み）

　昇給及び勤勉手当には、勤務実績の的確な把握と適切な評価が求められていることから、勤務実績の給与反映を
今まで以上に適切に運用できるよう、職員組合へ新たな制度運用に向けた協議について提案し、具体的な運用方法
の検討を進めた。平成25年度の地方公務員法の改正により、人事評価を給与の基礎として活用していくこととなるた
め、改正法の趣旨に則った制度運用の検討・実施が必要である。

≪事業の最終目標≫
・職員の士気を高め、公務能率を増進し、公共サービスの向上に貢献する。

・職員組合と協議しながら、制度の運用方法を策定する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・人事評価の結果を踏まえ、職員の勤務実績を適切に給与に反映する。

取組の内容

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

22

具体的な取組項目（小項目） 3　人材マネジメント機能の強化

担当課

改革実施項目名称（細項目） 勤務実績が適切に反映される給与制度の運用

職員課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B
計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価

H29.4月昇格、H29.6月・
12月勤勉手当、H30.1月
昇給へ人事評価を活用
し、評価結果の反映を
行った。

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画どおり、人事評価を活用した勤務実績の給与等への反
映についての協議、周知及び勤勉手当への反映を行った。

　引き続き、人
事評価及びそれ
を活用する給与
制度等につい
て、職員の理解
を深める工夫を
行うとともに、
適正な給与反映
となるよう制度
管理を行ってい
く。

課題、今後の方針、改善事項など

　制度内容について、所属長をはじめとした職員の理解が深まるよ
う、人事評価及びそれを活用する給与制度等について、人事課と協
議、協力しながら、さらなる周知、工夫をする必要がある。

H30.4月昇格、H30.6月・
12月勤勉手当、H31.1月
昇給へ人事評価を活用
し、評価結果の反映を
行った。

課題、今後の方針、改善事項など

特になし 特になし

平成31年度以降

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

H29.4月昇格、H29.6月勤
勉手当へ人事評価を活用
し評価結果の反映を行っ
た。

H30.4月昇格、H30.6月勤
勉手当へ人事評価を活用
し評価結果の反映を行っ
た。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

・勤勉手当に人事
評価結果の反映
実施
・昇給に人事評価
結果の反映実施

指
標

運用実施 未実施 実施 実施 実施 実施 実施

改
革
実
施
概
要

計画 実績 計画 実績

・人事評価を基礎
として活用する昇
給等の運用方法
の検討
・職員組合へ運用
方法案の提示

・勤勉手当に人事
評価結果の反映
実施
・昇格に人事評価
結果の反映実施
・昇給に人事評価
結果の反映実施

・勤勉手当に人事
評価結果の反映
実施
・昇格に人事評価
結果の反映実施
・昇給に人事評価
結果の反映実施

・勤勉手当に人事
評価結果の反映
実施
・昇格に人事評価
結果の反映実施
・昇給に人事評価
結果の反映実施

・勤勉手当に人事
評価結果の反映
実施
・昇格に人事評価
結果の反映実施
・昇給に人事評価
結果の反映実施

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

A A

A

改革実施項目名称（細項目）
全職員を対象に目的意識と職務に関するアンケート調査の定期的な実施と
結果の活用

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成21年度から全職員を対象に目的意識と職務に関するアンケート調査を年１回実施している。
　平成25年度より、部区ごとの集計結果と寄せられた意見を各部区へ知らせ、課題の共有を図っている。しかしながら、
職員満足度は、アンケートを開始して依頼、ほとんど変わっていない。
　【参考】　平均満足度調査結果　〔H21年度　4.5点〕　→　〔H26年度 4.55点〕
　　　　　　　（７点：非常に満足　6点：満足　5点：やや満足　4点：ふつう　3点：やや不満　2点：不満　１点：非常に不満）

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　職場（組織）風土の改善、意識改革を図ることにより、職員満足度を向上させる。

≪事業の最終目標≫
　職員満足度の平均が「やや満足以上」の状態にする。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 23

具体的な取組項目（小項目） 3　人材マネジメント機能の強化

担当課 人事課

計画 実績

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

取組の内容

　引き続き、全職員を対象に目的意識と職務に関するアンケート調査を年１回実施する。また、部区ごと
の集計結果と寄せられた意見を各部区へ知らせ、課題の共有を図っていく。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

・職員アンケートの実施
に向け検討（集計と共有
の早期化、ワークライフ
バランスに関する設問を
新設）

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

指
標

　職員満足度 ７点満点中　4.55 4.60以上 4.61% 4.60以上 4.74 4.60以上

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　人事評価面談を通じた組織のビジョン共有や、上司からの
適切な評価が総合的な満足度を向上させた。

　総合的な満足
度向上のため、
人事評価をはじ
めとした各項目
での満足度を上
げるよう、研修
内容の見直しや
新規研修等を実
施する。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

人事評価面談を通じた組
織のビジョン共有や、上
司からの適切な評価が総
合的な満足度を向上させ
た。

人事評価面談を通じた組
織のビジョン共有や、上
司からの適切な評価が総
合的な満足度を向上させ
た。

課題、今後の方針、改善事項など

　総合的な満足度向上のため、人事評価をはじめとした各項目での満
足度を上げるよう、研修内容の見直しや新規研修等を実施する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・職員アンケートの実施
に向け検討（時期・内
容）

総合的な満足度向上のため、人事
評価をはじめとした各項目での満
足度を上げるよう、研修等を実施
する。

総合的な満足度向上のため、人事
評価をはじめとした各項目での満
足度を上げるよう、研修等を実施
する。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価
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No.

改革実施項目名称（細項目）
全職員を対象に目的意識と職務に関するアンケート調査の定期的な実施と
結果の活用

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成21年度から全職員を対象に目的意識と職務に関するアンケート調査を年１回実施している。
　平成25年度より、部区ごとの集計結果と寄せられた意見を各部区へ知らせ、課題の共有を図っている。しかしながら、
職員満足度は、アンケートを開始して依頼、ほとんど変わっていない。
　【参考】　平均満足度調査結果　〔H21年度　4.5点〕　→　〔H26年度 4.55点〕
　　　　　　　（７点：非常に満足　6点：満足　5点：やや満足　4点：ふつう　3点：やや不満　2点：不満　１点：非常に不満）

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　職場（組織）風土の改善、意識改革を図ることにより、職員満足度を向上させる。

≪事業の最終目標≫
　職員満足度の平均が「やや満足以上」の状態にする。

重点改革項目Ⅰ　時代の変化に即応した行政経営品質の向上

取組項目（中項目） 4　戦略的な組織・人材マネジメントによるガバナンスの強化 23

具体的な取組項目（小項目） 3　人材マネジメント機能の強化

担当課 人事課

取組の内容

　引き続き、全職員を対象に目的意識と職務に関するアンケート調査を年１回実施する。また、部区ごと
の集計結果と寄せられた意見を各部区へ知らせ、課題の共有を図っていく。

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

全職員意識アン
ケートの実施と結
果周知による課題
の共有化

指
標

　職員満足度 ７点満点中　4.55 4.60以上 4.71 4.60以上 4.62 4.60以上

改
革
実
施
概
要

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・職員アンケートの実施
に向け検討（働き方改革
に関する設問を追加）

・職員アンケートの実施
に向け検討

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

前年度より満足度の微減
であったが、改善に向
け、掲示板や部・区長を
通して課題の共有化を
図った。

指標は上回ったが、前年
度より満足度は減少して
おり、改善に向け、掲示
板や部・区長を通して課
題の共有化を図った。

課題、今後の方針、改善事項など

総合的な満足度向上のため、人事
評価への理解向上や働き方改革の
推進に取り組む。

総合的な満足度向上のため、引き
続き、人事評価への理解向上や働
き方改革の推進、職場環境の改善
に取り組んでいく。

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

 指標以上の満足度は維持しているが、平成30年度には減少
していることから、課題については掲示板や部・区長を通し
て共有化を図っているが、さらなる取組み強化が必要と考え
る。

 引き続き、人事
評価への理解向
上や働き方改革
を進め、職場環
境の改善点の洗
い出しと改善に
向けた取組みを
推進していく。

課題、今後の方針、改善事項など

 総合的な満足度向上のため、引き続き、人事評価への理解向上や働
き方改革を進め、職場環境の改善点の洗い出しと改善に向けた取組み
を推進していく。
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C A

A

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　地域福祉コーディネーター、民生委員協力員制度ともに目標
指標を上回り成果が出ている。しかし地域福祉コーディネー
ター育成事業については、想定よりも参加者が多くH29以降の目
標値650を既に上回っている。

・地域福祉コー
ディネーター育
成研修等の実施
方法を検討す
る。
・民生委員協力
員制度の周知

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　地域福祉コーディネーター育成数の目標値の修正が必要と考える。
（H29：850名、H30：950名）

・地域福祉コーディネーター
の養成数が目標指数を上回
り、地域の福祉専門職のネッ
トワーク強化が図れた。
・民生委員協力員：延べの委
嘱人数が目標を未達成だった
が、民生委員の業務負担軽減
など民生委員活動に貢献して
いる。

・引き続き地域福祉コーディネーター
の育成を続ける。
・民生委員協力員：次年度は、民生委
員の一斉改選があることから、円滑な
民生委員業務の引き継ぎ、後任者育成
のため、制度の利用促進に向け、引き
続き働き掛けを行う。

・地域福祉コーディネーター
の養成数が目標指数を上回
り、地域の福祉専門職のネッ
トワーク強化が図れた。
・民生委員協力員延べの委嘱
人数が目標数を上回り、民生
委員の業務負担軽減など民生
委員活動に貢献できた。

・引き続き地域福祉コーディネーター
の育成を続ける。
・民生委員協力員：円滑な民生委員業
務の引き継ぎ、後任者育成のため、制
度の利用促進に向け、引き続き働き掛
けを行う。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・地域福祉コーディネーター
育成研修等の実施
（受講者数：9月末累計577
名）
・民生委員協力員制度の周知
（委嘱数：10/1累計59名）

・地域福祉コーディネーター
育成研修等の実施
（受講者数：9月末累計751
名）
・民生委員協力員制度の周知
（委嘱数：9/1累計67名）

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

650

民生委員協力員（累計） 53 65 63 80 101 85

600 751指
標

地域福祉コーディネーター育
成研修受講者（累計）

398 500 577

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度

計画 実績 計画 実績

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施

・民生委員協力員
制度の周知

取組項目（中項目） 1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどとのさらなる協働の推進

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

24

具体的な取組項目（小項目）
1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、ＮＰＯなどとの連携・協働によるまちづく
り・公共サービスの推進

担当課

改革実施項目名称（細項目） 支えあい、助けあう地域づくりを目指した地域福祉の推進

福祉総務課

現状と課題
（これまでの取組み）

　地域福祉コーディネーターは、平成23年度より育成研修を実施した。また、育成研修修了者の更なる知識・技術の向上を図
る研修を実施したが、把握した課題を解決していく受け皿が必要である。
　民生委員協力員は、民生委員側の意見を聴きながら、先進都市の制度を参考に平成24年10月から制度開始。制度の手引
きを全民生委員に配付し、要望に応じて個別に詳細な説明を行ったほか、新任民生委員研修の中で制度周知を図ったが、制
度利用につながるよう更に周知が必要である。

≪事業の最終目標≫
　社協CSWを中心に、地域福祉コーディネーターが「つなぎ役」となり、複雑化する地域の福祉課題等を地域
でのネットワークを活用しながら解決へ導く。
　民生委員協力員の配置により、各地区の民生委員活動の充実、活動の負担軽減や次代を担う民生委員候補者
の育成につなげる。

　地域福祉コーディネーター育成研修を実施するとともに、育成した地域福祉コーディネーターの更なる知
識・技術の向上を図る。
　研修時等を活用し、民生委員協力員制度の周知と利用促進を行いながら、民生委員協力員の活動支援を行
う。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

　多様化していく福祉課題に対して、的確なニーズの把握、多様な社会資源との連携により問題解決へと導く
「つなぎ役」となる人材を福祉専門職の中から地域福祉コーディネーターとして育成する。また、増加・複雑
化する民生委員の業務に対応するため、必要に応じて民生委員1人につき、協力員を1名配置できる「民生委員
協力員制度」を実施し、民生委員の地域における活動に協力する人材を確保することにより、地域福祉力の向
上を図る。

改
革
実
施
概
要

取組の内容

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施

・民生委員協力員
制度の周知

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
を実施した。

・制度の周知と利用
促進のため、直接、
民児協会長へ制度
の説明・制度利用
依頼を行った。

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施

・民生委員協力員
制度の周知

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施

・民生委員協力員
制度の周知

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施

・民生委員協力員
制度の周知

中間目標／
29年度以降
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No.取組項目（中項目） 1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどとのさらなる協働の推進

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

24

具体的な取組項目（小項目）
1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、ＮＰＯなどとの連携・協働によるまちづく
り・公共サービスの推進

担当課

改革実施項目名称（細項目） 支えあい、助けあう地域づくりを目指した地域福祉の推進

福祉総務課

現状と課題
（これまでの取組み）

　地域福祉コーディネーターは、平成23年度より育成研修を実施した。また、育成研修修了者の更なる知識・技術の向上を図
る研修を実施したが、把握した課題を解決していく受け皿が必要である。
　民生委員協力員は、民生委員側の意見を聴きながら、先進都市の制度を参考に平成24年10月から制度開始。制度の手引
きを全民生委員に配付し、要望に応じて個別に詳細な説明を行ったほか、新任民生委員研修の中で制度周知を図ったが、制
度利用につながるよう更に周知が必要である。

≪事業の最終目標≫
　社協CSWを中心に、地域福祉コーディネーターが「つなぎ役」となり、複雑化する地域の福祉課題等を地域
でのネットワークを活用しながら解決へ導く。
　民生委員協力員の配置により、各地区の民生委員活動の充実、活動の負担軽減や次代を担う民生委員候補者
の育成につなげる。

　地域福祉コーディネーター育成研修を実施するとともに、育成した地域福祉コーディネーターの更なる知
識・技術の向上を図る。
　研修時等を活用し、民生委員協力員制度の周知と利用促進を行いながら、民生委員協力員の活動支援を行
う。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

　多様化していく福祉課題に対して、的確なニーズの把握、多様な社会資源との連携により問題解決へと導く
「つなぎ役」となる人材を福祉専門職の中から地域福祉コーディネーターとして育成する。また、増加・複雑
化する民生委員の業務に対応するため、必要に応じて民生委員1人につき、協力員を1名配置できる「民生委員
協力員制度」を実施し、民生委員の地域における活動に協力する人材を確保することにより、地域福祉力の向
上を図る。

取組の内容

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施

・民生委員協力員
制度の周知

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施

・民生委員協力員
制度の周知

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施

・民生委員協力員
制度の周知

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施

・民生委員協力員
制度の周知

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降

95

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施方法を検
討する。

・民生委員協力員
制度の周知

指
標

地域福祉コーディネーター育
成研修受講者数（累計）

398 650 868 680 997 700

53 85 110 90 118

改
革
実
施
概
要

民生委員協力員（累計）

計画 実績 計画 実績

・地域福祉コーディ
ネーター育成研修
等の実施

・民生委員協力員
制度の周知

平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・地域福祉コーディネーター
育成研修等の実施
（受講者数：9月末累計868
名）
・民生委員協力員制度の周知
（委嘱数：累計105名）

・地域福祉コーディネーター
育成研修等の実施
（受講者数：9月末累計868
名。11月に研修実施予定）
・民生委員協力員制度の周知
（委嘱数：累計115名）

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価

計画数を達成し、順調に取
組みが進んでいる。

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　地域福祉コーディネーター育成研修受講者数（累計）、民生
委員協力員数（累計）共に、指標を上回る数となった。

　引き続き、地
域福祉コーディ
ネーターの育成
等を進めてい
く。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き、地域福祉コーディネーターの育成等を進めていく。

計画数を達成し、順調に取
組みが進んでいる。

課題、今後の方針、改善事項など

今後も取組みを進める。 今後も取組みを進める。

平成31年度以降

進
捗
管
理

（各年度10月に実施）
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

改革実施項目名称（細項目）
区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどの多様な主体との相互連携の
強化

現状と課題
（これまでの取組み）

　区自治協議会提案事業については、地域コミュニティ協議会などが事業提案できる仕組み（弾力的運用）を構築し、現在
試行中である。協働事業提案モデル事業については、実施・検証を通じて、対象事業を見直していく必要がある。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどとのさらなる協働の推進 25

具体的な取組項目（小項目）
1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、ＮＰＯなどとの連携・協働によるまちづく
り・公共サービスの推進

担当課 市民協働課●

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・区自治協議会提案事業の弾力的運用の実施
・協働事業提案モデル事業の検証による見直し

≪事業の最終目標≫
・協働によるまちづくりの推進

取組の内容

・区自治協議会提案事業の弾力的運用について、試行で洗い出した課題を整理し、本格実施する。
・協働事業提案モデル事業について、対象事業の一部見直しを行う。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を試行
・協働事業提案モ
デル事業を実施・検
証し、必要に応じた
見直し

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施
・協働事業提案モ
デル事業を実施・検
証し、必要に応じた
見直し

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施
・協働事業提案モ
デル事業は、新た
に報告会を開催し、
事業の成果や評価
を行った。

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施
・協働事業提案モ
デル事業を実施・検
証し、必要に応じた
見直し

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施
・協働事業提案モ
デル事業は、2事業
を実施し、報告会に
おいて成果の確
認、評価を行った。

・区自治協議会提案事業の
弾力的運用を実施した。

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施
・協働事業提案モ
デル事業を実施・検
証し、必要に応じた
見直し

指
標

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　区自治協議会提案事業の弾力的運用の実施件数は増加傾向にあ
り、区自治協議会と地域団体との協働が進んでいる。

　自治協提案事業
の弾力的運用は引
き続き実施する。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

取組工程が達成されてい
る。

取組工程が達成されてい
る。

課題、今後の方針、改善事項など

　自治協提案事業の弾力的運用は引き続き実施する。
　協働事業提案モデル事業は、類似制度との整理、制度内容の見直しを
図っていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・区自治協議会提案事業の
弾力的運用を開始した。

引き続き、事業を実施する。 自治協提案事業の弾力的運用は引き
続き実施する。
協働事業提案モデル事業は制度の見
直しを図っていく。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価
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No.

改革実施項目名称（細項目）
区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどの多様な主体との相互連携の
強化

現状と課題
（これまでの取組み）

　区自治協議会提案事業については、地域コミュニティ協議会などが事業提案できる仕組み（弾力的運用）を構築し、現在
試行中である。協働事業提案モデル事業については、実施・検証を通じて、対象事業を見直していく必要がある。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどとのさらなる協働の推進 25

具体的な取組項目（小項目）
1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、ＮＰＯなどとの連携・協働によるまちづく
り・公共サービスの推進

担当課 市民協働課●

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・区自治協議会提案事業の弾力的運用の実施
・協働事業提案モデル事業の検証による見直し

≪事業の最終目標≫
・協働によるまちづくりの推進

取組の内容

・区自治協議会提案事業の弾力的運用について、試行で洗い出した課題を整理し、本格実施する。
・協働事業提案モデル事業について、対象事業の一部見直しを行う。

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を試行
・協働事業提案モ
デル事業を実施・検
証

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施
・協働事業提案モ
デル事業を実施・検
証し、必要に応じた
見直し

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施
・協働事業提案モ
デル事業を実施・検
証し、必要に応じた
見直し

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施
・協働事業提案モ
デル事業を実施・検
証し、必要に応じた
見直し

指
標

改
革
実
施
概
要

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・区自治協議会提案事業の
弾力的運用を実施した。

・区自治協議会提案事業の
弾力的運用を実施した。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

取組工程が達成されてい
る。

弾力的運用を実施した結
果、自治協活動のＰＲや新
たな地域人材の発掘等を図
ることができた。

課題、今後の方針、改善事項など

自治協提案事業の弾力的運用は引き
続き実施する。

自治協提案事業の弾力的運用は引き
続き実施する。

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　区自治協議会提案事業の弾力的運用の実施により、各区の実情
に応じて地域の意向をより事業化しやすくなり、区自治協議会と
地域団体との協働が進んだ。

　自治協提案事業の
弾力的運用につい
て、全体委員研修等
の機会を捉え、弾力
的運用による効果を
全区で共有しなが
ら、引き続き実施し
ていく。課題、今後の方針、改善事項など

　弾力的運用について、各区で進め方が違うことから、実施の状況や得られた効果
等を全区で共有しつつ、より効果的な運用を図れるよう工夫していく必要がある。
　協働事業提案モデル事業は、類似制度との整理、制度内容の見直しが必要なため
当分の間休止する。
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No.

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

B C

C

引き続き、合意の取れた地域から整
備していくが、各区の設置数の格差
を解消し、全市的に拠点性を向上さ
せる必要がある。

引き続き、合意の取れた地域から整
備していくが、各区の設置数の格差
を解消し、全市的に拠点性を向上さ
せる必要がある。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　区によって整備進捗状況に差が生じており、全市的な拠点性向
上のため、今後も地域との相談が重要である。

　地域づくりの拠
点として、まちづ
くりセンターの整
備を促進させる。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

継続した相談により、拠点
性や活動強化の重要性が地
域に浸透し、設置数につい
ては目標を達成した。しか
し、区によって設置数に差
が出た。

整備に向け地域と相談を実
施したが、合意に至らな
かった箇所もあり、設置数
については目標を下回っ
た。

課題、今後の方針、改善事項など

　まちづくりセンターの整備は進捗しているが、区ごとの設置数の格差解
消が課題である。全市的な拠点性向上のために、地域の声を聞きながら、
まちづくりセンターのあり方について考え、整備を進めていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

上半期に開設したまちづく
りセンターはないが、近日
中に3箇所が運営開始とな
る。

上半期に開設したまちづく
りセンターは1箇所。さら
に近日中に4箇所が運営開
始となる。

・継続して、地域づ
くりの拠点としてまち
づくりセンターの機
能を充実
・地域の実情を踏ま
えながら、既存公
共施設のまちづくり
センター化を実施

指
標

まちづくりセンター数 37（見込み） 42 43 50 48 継続して拡充

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・地域づくりの拠点となるまちづくりセンターを設置し、コミュニティが自主的・自立的に地域活動を展開できる環境を整え
ることにより、市民が主体となったまちづくり活動が活発になる。
・地域の実情を踏まえ、既存公共施設に地域活動のさまざまなの拠点性が加わることにより、地域力が向上する。

≪事業の最終目標≫
・全てのコミ協（99団体）に1箇所のまちづくりセンターを割り当て、自主・自立的な活動の展開を実現する。

取組の内容

・引続き、順次可能な地域から、既存公共施設等を活用した「まちづくりセンター」の設置を進め、拠点機能の
充実を行う。また、地域の実情を考慮したまちづくりセンターのあり方について、継続した見直しを行う。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・地域づくりの拠点
としてまちづくりセン
ターの機能を充実
・地域の実情を踏ま
えながら、既存公
共施設のまちづくり
センター化を実施

・地域づくりの拠点
としてまちづくりセン
ターの機能を充実
・地域の実情を踏ま
えながら、既存公
共施設のまちづくり
センター化を実施

・区地域課を通じて
地域とまちづくりセ
ンター整備の相
談。
・地域の実情を踏ま
え、全市的に8箇所
のまちづくりセン
ターを整備。

・地域づくりの拠点
としてまちづくりセン
ターの機能を充実
・地域の実情を踏ま
えながら、既存公
共施設のまちづくり
センター化を実施

・区地域課を通じて
地域とまちづくりセ
ンター整備の相
談。
・地域の実情を踏ま
え、全市的に5箇所
のまちづくりセン
ターを整備。

改革実施項目名称（細項目） 出張所、連絡所、公民館等の活用により「まちづくりセンター」を設置、拡大

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成22年度より、順次可能な地域から、出張所・連絡所・公民館等の既存公共施設を活用して「まちづくりセンター」を設置
し、地域づくりの拠点としての機能充実を図ってきた。また、事業年度が進む中で、地域の実情に合ったまちづくりセンターの
あり方の継続した見直しが必要となる。
公民館運営審議会正副議長会議に公民館の分館のあり方について諮問し、地域の実情を踏まえ、存続、廃止、地域移管
等の再配置を行い、市民の生涯学習活動・地域活動のいっそうの充実を図る答申に基づき、取り組んでいる。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどとのさらなる協働の推進 26

具体的な取組項目（小項目） 2　地域コミュニティによる主体的なまちづくりのための支援の強化

担当課
市民協働課●
中央公民館
行政経営課
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No.

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・地域づくりの拠点となるまちづくりセンターを設置し、コミュニティが自主的・自立的に地域活動を展開できる環境を整え
ることにより、市民が主体となったまちづくり活動が活発になる。
・地域の実情を踏まえ、既存公共施設に地域活動のさまざまなの拠点性が加わることにより、地域力が向上する。

≪事業の最終目標≫
・全てのコミ協（99団体）に1箇所のまちづくりセンターを割り当て、自主・自立的な活動の展開を実現する。

取組の内容

・引続き、順次可能な地域から、既存公共施設等を活用した「まちづくりセンター」の設置を進め、拠点機能の
充実を行う。また、地域の実情を考慮したまちづくりセンターのあり方について、継続した見直しを行う。

改革実施項目名称（細項目） 出張所、連絡所、公民館等の活用により「まちづくりセンター」を設置、拡大

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成22年度より、順次可能な地域から、出張所・連絡所・公民館等の既存公共施設を活用して「まちづくりセンター」を設置
し、地域づくりの拠点としての機能充実を図ってきた。また、事業年度が進む中で、地域の実情に合ったまちづくりセンターの
あり方の継続した見直しが必要となる。
公民館運営審議会正副議長会議に公民館の分館のあり方について諮問し、地域の実情を踏まえ、存続、廃止、地域移管
等の再配置を行い、市民の生涯学習活動・地域活動のいっそうの充実を図る答申に基づき、取り組んでいる。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどとのさらなる協働の推進 26

具体的な取組項目（小項目） 2　地域コミュニティによる主体的なまちづくりのための支援の強化

担当課
市民協働課●
中央公民館
行政経営課

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C C

C

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　区によって整備進捗状況に差が生じており、全市的な拠点性向
上のため、今後も地域との相談が重要である。

　地域づくりの拠
点として、まちづ
くりセンターの整
備を促進させる。

課題、今後の方針、改善事項など

　まちづくりセンターの整備は進捗しているが、区ごとの設置数の格差解
消が課題である。全市的な拠点性向上のために、地域の声を聞きながら、
まちづくりセンターのあり方について考え、整備を進めていく。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

整備に向け地域と相談を実施
したが、合意に至らなかった
箇所もあり、設置数について
は目標を下回った。

整備に向け地域と相談を実施
したが、合意に至らなかった
箇所もあり、設置数について
は目標を下回った。

課題、今後の方針、改善事項など

地域の拠点化支援のあり方につい
て、引き続き検討していく。

地域の拠点化支援のあり方につい
て、引き続き検討していく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

上半期に新規開設したまち
づくりセンターはないが、
次年度開設に向けた工事
や、既存まちセンの移転に
かかる看板設置を行ってい
る。

上半期に新規開設したまち
づくりセンターはないが、
引き続き地域と相談を行っ
ていく。

・継続して、地域づ
くりの拠点としてまち
づくりセンターの機
能を充実。全てのコ
ミ協（99団体）にまち
づくりセンター機能
を持った拠点を提
供。
・引き続き、地域の
実情を踏まえなが
ら、既存公共施設
のまちづくりセン
ター化を実施

指
標

まちづくりセンター数 37（見込み） 58 54 66 55 継続して拡充

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・地域づくりの拠点
としてまちづくりセン
ターの機能を充実
・地域の実情を踏ま
えながら、既存公
共施設のまちづくり
センター化を実施

・地域づくりの拠点
としてまちづくりセン
ターの機能を充実
・地域の実情を踏ま
えながら、既存公
共施設のまちづくり
センター化を実施

・区地域課を通じて
地域とまちづくりセ
ンター整備の相
談。
・地域の実情を踏ま
え、全市的に6箇所
のまちづくりセン
ターを整備。

・地域づくりの拠点
としてまちづくりセン
ターの機能を充実
・地域の実情を踏ま
えながら、既存公
共施設のまちづくり
センター化を実施

・区地域（総務）課
を通じて地域とまち
づくりセンター整備
の相談。
・地域の実情を踏ま
え、西蒲区に1箇所
のまちづくりセン
ターを整備。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

B C

C

引き続き、合意の取れた地域から整
備していくが、各区の設置数の格差
を解消し、全市的に拠点性を向上さ
せる必要がある。

引き続き、合意の取れた地域から整
備していくが、各区の設置数の格差
を解消し、全市的に拠点性を向上さ
せる必要がある。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　区によって整備進捗状況に差が生じており、全市的な拠点性向
上のため、今後も地域との相談が重要である。

　地域づくりの拠
点として、まちづ
くりセンターの整
備を促進させる。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

継続した相談により、拠点
性や活動強化の重要性が地
域に浸透し、設置数につい
ては目標を達成した。しか
し、区によって設置数に差
が出た。

整備に向け地域と相談を実
施したが、合意に至らな
かった箇所もあり、設置数
については目標を下回っ
た。

課題、今後の方針、改善事項など

　まちづくりセンターの整備は進捗しているが、区ごとの設置数の格差解
消が課題である。全市的な拠点性向上のために、地域の声を聞きながら、
まちづくりセンターのあり方について考え、整備を進めていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

上半期に開設したまちづくり
センターはないが、近日中に3
箇所が運営開始となる。事業
数については概ね達成。

上半期に開設したまちづくり
センターは1箇所。さらに近日
中に4箇所が運営開始となる。
事業数については概ね達成。

37（見込み） 42 43 50 48 継続して拡充

・コミュニティ協議会
に対する補助制度
について、運用に
おける課題等を引
続き検証
・コミュニティ協議会
事務所確保の継続
した支援

指
標

地域コミュニティ協議会平均実
施事業数

11.9 12.4 13.8 12.9 14.1 13.4

まちづくりセンター数

計画 実績

・コミュニティ協議会
に対する補助制度
を検証し、必要に応
じて見直し
・コミュニティ協議会
事務所確保の継続
した支援

・コミュニティ協議会
に対する補助制度
を検証し、必要に応
じて見直し
・コミュニティ協議会
事務所確保の継続
した支援

・地域の実情を踏ま
え、全市的に8箇所
のまちづくりセン
ターを整備。

・コミュニティ協議会
に対する補助制度
を検証し、必要に応
じて見直し
・コミュニティ協議会
事務所確保の継続
した支援

・地域の実情を踏ま
え、全市的に5箇所
のまちづくりセン
ターを整備。

取組の内容

・コミュニティ協議会への補助制度について、運用の過程で生じた課題等を検証し、必要に応じて見直しを行っ
ていく。
・継続してコミュニティ協議会の事務所確保支援を行う。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目） 地域コミュニティへの支援の強化

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成22年度には、既存のコミュニティ協議会の活動に対する主な補助制度をできるだけ整理統合した補助制度を創設し、
翌23年度から運用を行っている。
コミュニティ協議会の事務所確保については、学校などの既存公共施設や民間施設も含めて支援を行い、9割以上のコミュ
ニティ協議会において、事務所を確保できている。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・地域コミュニティの核となるコミュニティ協議会を支援することにより、コミュニティの活性化を図り、市民
による主体的なまちづくりを推進する。

≪事業の最終目標≫
・地域コミュニティ協議会に財政上その他の支援を継続して行うことで、自主・自立的な運営を実現させる。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどとのさらなる協働の推進 27

具体的な取組項目（小項目） 2　地域コミュニティによる主体的なまちづくりのための支援の強化

担当課 市民協働課
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No.

取組の内容

・コミュニティ協議会への補助制度について、運用の過程で生じた課題等を検証し、必要に応じて見直しを行っ
ていく。
・継続してコミュニティ協議会の事務所確保支援を行う。

改革実施項目名称（細項目） 地域コミュニティへの支援の強化

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成22年度には、既存のコミュニティ協議会の活動に対する主な補助制度をできるだけ整理統合した補助制度を創設し、
翌23年度から運用を行っている。
コミュニティ協議会の事務所確保については、学校などの既存公共施設や民間施設も含めて支援を行い、9割以上のコミュ
ニティ協議会において、事務所を確保できている。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・地域コミュニティの核となるコミュニティ協議会を支援することにより、コミュニティの活性化を図り、市民
による主体的なまちづくりを推進する。

≪事業の最終目標≫
・地域コミュニティ協議会に財政上その他の支援を継続して行うことで、自主・自立的な運営を実現させる。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどとのさらなる協働の推進 27

具体的な取組項目（小項目） 2　地域コミュニティによる主体的なまちづくりのための支援の強化

担当課 市民協働課

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C C

C

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　コミュニティ協議会への支援策について有識者から評価いただ
くことにより、今後の市の施策に反映することができた。
区によって整備進捗状況に差が生じており、全市的な拠点性向上
のため、今後も地域との相談が重要である。

　地域づくりの拠
点として、まちづ
くりセンターの整
備を促進させる。

課題、今後の方針、改善事項など

　まちづくりセンターの整備は進捗しているが、区ごとの設置数の格差解
消が課題である。全市的な拠点性向上のために、地域の声を聞きながら、
まちづくりセンターのあり方について考え、整備を進めていく。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

整備に向け地域と相談を実施
したが、合意に至らなかった
箇所もあり、設置数について
は目標を下回った。

整備に向け地域と相談を実施
したが、合意に至らなかった
箇所もあり、設置数について
は目標を下回った。

課題、今後の方針、改善事項など

地域の拠点化支援のあり方につい
て、引き続き検討していく。

地域の拠点化支援のあり方につい
て、引き続き検討していく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

上半期に新規開設したまちづ
くりセンターはないが、次年
度開設に向けた工事や、既存
まちセンの移転にかかる看板
設置を行っている。

上半期に開設したまちづくり
センターはないが、引き続き
地域と相談を行っていく。事
業数については概ね達成。

37（見込み） 58 54 66 55 継続して拡充

・コミュニティ協議会
に対する補助制度
について、運用に
おける課題等を引
続き検証
・コミュニティ協議会
事務所確保の継続
した支援

指
標

地域コミュニティ協議会平均実
施事業数

11.9 13.4 14.3 13.9 14.2 継続して増加を目指す

まちづくりセンター数

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・コミュニティ協議会
に対する補助制度
を検証し、必要に応
じて見直し
・コミュニティ協議会
事務所確保の継続
した支援

・コミュニティ協議会
に対する補助制度
を検証し、必要に応
じて見直し
・コミュニティ協議会
事務所確保の継続
した支援

・区地域課を通じて
地域とまちづくりセ
ンター整備の相
談。
・地域の実情を踏ま
え、全市的に6箇所
のまちづくりセン
ターを整備。

・コミュニティ協議会
に対する補助制度
を検証し、必要に応
じて見直し
・コミュニティ協議会
事務所確保の継続
した支援

・有識者による「コミュ
ニティ協議会への支
援に関する評価会
議」を開催し、市の施
策について検証を
行った。
・区地域課を通じて
地域とまちづくりセン
ター整備の相談。
・地域の実情を踏ま
え、西蒲区に1箇所の
まちづくりセンターを
整備。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

B C

C

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・まちづくりセンターは区によって、整備進捗状況に差が生じており、全市的
な拠点性向上のため、今後も地域との相談が重要である。
・講座受講生のグループによる地域商店街や公園利用の活性化への活動が始
まっているが、今後の継続的な活動を行うための支援が必要。

　地域づくりの拠点とし
て、まちづくりセンター
の整備・機能を充実を促
進させる。また、地域活
動を担う人材の発掘、育
成する講座を開催してい
くとともに、継続的な活
動が行えるよう支援をし
ていく。

課題、今後の方針、改善事項など

・まちづくりセンター整備は進捗しているが、区ごとの設置数の格差解消が課題である。
全市的な拠点性向上のために、地域の声を聞きながら、整備を進めていく。
・受講生の活動場所の確保や支援方法を広げていく必要がある。人材の発掘、育成や地域
活動への支援について、地域団体と協働しながら開催していく。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・継続した相談により、拠点性
や活動強化の重要性が地域に浸
透し、まちづくりセンター設置
数については目標を達成した。
しかし、区によって設置数に差
が出た。
・コミュニティ・コーディネー
ター育成講座受講生からサーク
ルが結成され、地域での実践活
動を開始した。

・まちづくりセンター整備に
向け地域と相談を実施した
が、合意に至らなかった箇所
もあり、設置数については目
標を下回った。
・コミュニティ・コーディ
ネーター育成講座受講生のグ
ループが、地域活性化のため
の活動を進めている。

課題、今後の方針、改善事項など

・引き続き、合意の取れた地域から整備して
いくが、各区の設置数の格差を解消し、全市
的に拠点性を向上させる必要がある。
・各区で育成講座を継続するとともに、受講
者へのフォローアップと実践活動をしている
グループへの支援が必要。

・引き続き、合意の取れた地域から整備して
いくが、各区の設置数の格差を解消し、全市
的に拠点性を向上させる必要がある。
・各区で育成講座を継続するとともに、実践
活動への支援が必要。

取組の状況
上半期
（4～9月）

・コミュニティコーディネー
ター育成講座を4区で実施。
・上半期に開設したまちづく
りセンターはないが、近日中
に3箇所が運営開始となる。

・コミュニティコーディネー
ター育成講座を3区で実施。
・上半期に開設したまちづく
りセンターは1箇所。更に近
日中に4箇所が運営開始とな
る。

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

1,345 継続実施

まちづくりセンター数 37（見込み） 42 43 50 48 継続して拡充
指
標

コミュニティ・コーディネーター
育成講座受講者数（累計）

930（見込み） 1,090 1,152 1,250

・コミュニティ・コー
ディネーター育成
講座の実施及び活
動支援

・コミュニティ・コー
ディネーター育成
講座の実施及び活
動支援
・ワークショップの
実施
・人材とまちづくりセ
ンターとの関連整
理

・地域の実情を踏ま
え、全市的に8箇
所のまちづくりセン
ターを整備。
・8区11館でコミュニ
ティ・コーディネー
ター育成講座及び
フォローアップ講座
を開催。

・コミュニティ・コー
ディネーター育成
講座の実施及び活
動支援
・ワークショップの
実施
・人材とまちづくりセ
ンターとの関連整
理

・地域の実情を踏ま
え、全市的に5箇
所のまちづくりセン
ターを整備。
・8区10館でコミュニ
ティ・コーディネー
ター育成講座を開
催。

・コミュニティ・コー
ディネーター育成
講座及び活動支援
の継続
・ワークショップの
実施
・人材とまちづくりセ
ンターとの関連整
理

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成21年度より地域団体と連携し地域活動を担う人材育成に取り組むとともに、平成23年度より地域のつなぎ役（コミュ
ニティ・コーディネーター）の育成に取り組んでいる。
地域事情に精通し、情報収集や課題の把握、解決に向けた助言等を行うことができる人材の発掘・育成を目指している。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・地域と連携した人材育成事業により、まちづくり・人づくりの意識が高まるとともに、つなぎ役によりネッ
トワークが形成され、主体的な地域活動の継続性が図られる。

≪事業の最終目標≫
・人材育成やまちづくりセンター整備により、住民自治に関する知識や技術を持つ人材を増やし、拠点性を
もった自主的な地域づくりを実現させる。

取組の内容

・コミュニティ・コーディネーター育成講座を全ての区で継続実施するとともに、講座参加者の地域活動を支
援する。
・各地区において、育成された人材とコミ協等が話し合う場（ワークショップ）を設ける。
・「まちづくりセンター」において、育成された人材が活動できるよう、センターとの関連を整理する。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどとのさらなる協働の推進 28

具体的な取組項目（小項目） 3　地域活動を支える担い手を創出するための場の積極的な提供

担当課
市民協働課●
中央公民館

改革実施項目名称（細項目）
地域活動の担い手を育む仕組みづくり（住民自治を担う人材の育成、ノウハウ
蓄積）
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No.

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成21年度より地域団体と連携し地域活動を担う人材育成に取り組むとともに、平成23年度より地域のつなぎ役（コミュ
ニティ・コーディネーター）の育成に取り組んでいる。
地域事情に精通し、情報収集や課題の把握、解決に向けた助言等を行うことができる人材の発掘・育成を目指している。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・地域と連携した人材育成事業により、まちづくり・人づくりの意識が高まるとともに、つなぎ役によりネッ
トワークが形成され、主体的な地域活動の継続性が図られる。

≪事業の最終目標≫
・人材育成やまちづくりセンター整備により、住民自治に関する知識や技術を持つ人材を増やし、拠点性を
もった自主的な地域づくりを実現させる。

取組の内容

・コミュニティ・コーディネーター育成講座を全ての区で継続実施するとともに、講座参加者の地域活動を支
援する。
・各地区において、育成された人材とコミ協等が話し合う場（ワークショップ）を設ける。
・「まちづくりセンター」において、育成された人材が活動できるよう、センターとの関連を整理する。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 1　区自治協議会、地域コミュニティ協議会、NPOなどとのさらなる協働の推進 28

具体的な取組項目（小項目） 3　地域活動を支える担い手を創出するための場の積極的な提供

担当課
市民協働課●
中央公民館

改革実施項目名称（細項目）
地域活動の担い手を育む仕組みづくり（住民自治を担う人材の育成、ノウハウ
蓄積）

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C C

C

平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・まちづくりセンターは区によって、整備進捗状況に差が生じており、全市的な拠点性
向上のため、今後も地域との相談が重要である。
・県立高校と連携することによって、次世代を担う高校生を対象とした講座を実施し、
地域課題を把握するところから解決方法の検討へのプロセスを学び実践した。また、次
年度以降の育成へつなげる講座を開催し、受講生の意識向上を図った。

 地域づくりの拠点とし
て、まちづくりセンター
の整備・機能を充実を促
進させる。また、地域活
動を担う人材の発掘、育
成する講座を開催してい
くとともに、継続的な活
動が行えるよう具体的な
支援方法を示していく。

課題、今後の方針、改善事項など

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・まちづくりセンターについて、整
備に向け地域と相談したが、合意に
至らなかった箇所もあり、設置数に
ついては目標を下回った。
・講座受講生が、子ども食堂を開設
など実践に向けた活動を開始してい
る。

・まちづくりセンターについて、整
備に向け地域と相談したが、合意に
至らなかった箇所もあり、設置数に
ついては目標を下回った。
・育成講座は7区での実施となった
が、未実施の区では受講生による自
主グループ活動支援を行った。

課題、今後の方針、改善事項など

・まちづくりセンター整備は進捗しているが、区ごとの設置数の格差解消が課題である。
全市的な拠点性向上のために、地域の声を聞きながら、整備を進めていく。
・受講生の活動場所の確保や支援方法を広げていく必要がある。人材の発掘、育成や地域
活動への支援について、地域団体と協働しながら開催していく。

・地域の拠点化支援のあり方について、引き
続き検討していく。
・育成講座の継続実施と、受講生へのフォ
ローアップと活動への支援が必要。

・地域の拠点化支援のあり方について、引き
続き検討していく。
・育成講座を継続実施し、地域の実情にあわ
せた講座の開催方法を検討していく。

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

コミュニティ・コーディネー
ター養成講座を3区で開催して、
人材育成に取り組んだ。
上半期に新規開設したまちづく
りセンターはないが、次年度開
設に向けた工事や、既存のまち
づくりセンターの移転にかかる
看板設置を行っている。

指
標

上半期に新規開設したまちづく
りセンターはないが、引き続き
地域と相談を行っていく。コ
ミュニティ・コーディネーター
養成講座を2区で開催して、人材
育成に取り組むとともに地域活
動の支援を行った。

1,671 継続実施

まちづくりセンター数 37（見込み） 58 54 66 55 継続して拡充

コミュニティ・コーディネーター
育成講座受講者数（累計）

930（見込み） 1,410 1,454 1,570

・コミュニティ・コー
ディネーター育成
講座の実施及び活
動支援

・コミュニティ・コー
ディネーター育成
講座の実施及び活
動支援
・ワークショップの
実施
・人材とまちづくりセ
ンターとの関連整
理

・地域の実情を踏ま
え、全市的に6箇
所のまちづくりセン
ターを整備。

・全区でコミュニ
ティ・コーディネー
ター育成講座を開
催。

・コミュニティ・コー
ディネーター育成
講座の実施及び活
動支援
・ワークショップの
実施
・人材とまちづくりセ
ンターとの関連整
理

・地域の実情を踏ま
え、西蒲区に1箇
所のまちづくりセン
ターを整備。

・コミュニティ・コー
ディネーター育成
講座を開催。

・コミュニティ・コー
ディネーター育成
講座及び活動支援
の継続
・ワークショップの
実施
・人材とまちづくりセ
ンターとの関連整
理

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B C

C

改
革
実
施
概
要

取組の内容

総務課

現状と課題
（これまでの取組み）

　H21制定のWeb公開基準をH25に拡大し、国都道府県からの通知文も公開対象にした。

≪事業の最終目標≫
　市民との情報共有の徹底

　Web公開基準を拡大してきたが、実態検証が手薄で、問題点の把握、改善を今後実施していく必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　可能と思われる限度いっぱいにWeb公開基準を拡大してきたが、実態検証は手薄であったので、実態の伴った制
度としていく。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

国都道府県からの
通知文をWeb公開
対象とした。

国都道府県からの
通知文のWeb公開
度の調査

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

29

具体的な取組項目（小項目） 1　市民への情報公開・情報発信、市民との情報共有の徹底した推進

担当課

改革実施項目名称（細項目）
文書管理システムの機能を利用した情報公開の推進、行政情報の積極的な発
信、職員研修の充実

日々ネット上に公開
される文書件名一
覧からWeb公開対
象文書の公開度を
調査した。

国都道府県からの
通知文のWeb公開
度の調査を基に公
開度の向上を図る。

法律施行の遅れ等
の関係で、当初予
定していた研修を
実施できなかった。

Web公開全体の実
施度を上げる。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

効果的な調査の検討を行っ
た。

下半期に予定している職員
研修において、Web公開度
の向上を促進するべく検
討、準備を行った。

指
標

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　国都道府県からの通知文の公開度に問題があることが把握でき
た。

　研修での周知徹
底を図る。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　公開度向上のため、研修で周知徹底する必要がある。

文書件名一覧から公開度を
調査できた。

Web公開度の向上を促進す
るべく検討、準備を行った
が、研修が実施できなかっ
た。

次年度以降、研修で周知徹底する。文書件名一覧から判断して、公開度
に問題がある。

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。
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No.

取組の内容

総務課

現状と課題
（これまでの取組み）

　H21制定のWeb公開基準をH25に拡大し、国都道府県からの通知文も公開対象にした。

≪事業の最終目標≫
　市民との情報共有の徹底

　Web公開基準を拡大してきたが、実態検証が手薄で、問題点の把握、改善を今後実施していく必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　可能と思われる限度いっぱいにWeb公開基準を拡大してきたが、実態検証は手薄であったので、実態の伴った制
度としていく。

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

29

具体的な取組項目（小項目） 1　市民への情報公開・情報発信、市民との情報共有の徹底した推進

担当課

改革実施項目名称（細項目）
文書管理システムの機能を利用した情報公開の推進、行政情報の積極的な発
信、職員研修の充実

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　行政情報の積極的な発信を行うため、研修の場を通じてWeb公開
の向上に取り組んできた。Web公開は、担当課において対象文書の
公開の判断をその都度行うもので、事務量などから制約がある
中、公開可能な文書を適正に公開することができた。

　引き続き研修の
場などを通して、
Web公開の適正な
運用について理解
を求めていく。

課題、今後の方針、改善事項など

　文書管理システムを通じた情報公開の推進をするにあたり、Web公開の適
正な運用を図っていく。

Web公開について、公開可
能な文書が適正に公開され
た。

課題、今後の方針、改善事項など
Web公開について、職員研修等での効
果的な周知の方法を検討する必要が
ある。

Web公開する文書が、適正な処理を経
たうえで公開されるよう、今後も理
解を求めていく。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

Web公開全体の実施度につ
いて、公開度の調査を行う
ことができた。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

Web公開全体の実施度の効
果的な調査方法について検
討を行った。

Web公開について、下半期
に予定している職員研修で
周知する内容の検討を行っ
た。

Web公開システム
の検証を基に改善
を加え、市民との情
報の共有を徹底さ
せる。

指
標

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

国都道府県からの
通知文をWeb公開
対象とした。

Web公開全体の実
施度の調査

文書件名一覧によ
りWeb公開全体の
実施度を調査した
結果、実施度に問
題があることがわ
かった。

Web公開全体の実
施度調査に基づ
き、適正に行い、公
開度の向上を図る。

公文書を公開する
にあたっては、文書
の内容を確認する
必要があることか
ら、１１月に実施し
た情報公開事務の
研修において、
Web公開の適正な
運用を行うよう説明
を行った。

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

改
革
実
施
概
要

取組の内容

広報課

現状と課題
（これまでの取組み）

　市公式ホームページによる情報発信については、ホームページシステム（CMS）の導入・運用によりユーザビリティ、アクセ
シビリティの向上を図るとともに、継続的に改善・改修を実施し、より高い利便性の実現を図ってきた。現在のインターネット環
境は、スマートフォンの普及やソーシャルメディアの浸透等に伴う利用者のニーズが変化・多様化しており、これに対応した
情報発信が求められている。

≪事業の最終目標≫
・市民との更なる情報共有の推進を図る。
・本市の魅力を市内外に広く発信する。

・市公式ホームページの継続的な改善・改修を実施する。
・ホームページシステム機器等の運用管理及び更新を行う。
・新たなソーシャルメディア等を活用した情報発信の拡充へ向けた調査検討を行う。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・市公式ホームページの利便性向上及び発信情報の充実を図るとともに、利用者のニーズを把握しつつ新たな情
報発信手段の調査検討を行う。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・市公式ホーム
ページの継続的な
改善・改修
・ホームページシス
テム機器等の管理
運用
・ソーシャルメディ
ア（フェイスブック）
を活用した市内外
への情報の発信

・市公式ホーム
ページの継続的な
改善・改修
・ホームページシス
テム機器等の更新
検討
・ソーシャルメディ
ア等を活用した市
内外への情報発信
の拡充に向けた調
査検討

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

30

具体的な取組項目（小項目） 1　市民への情報公開・情報発信、市民との情報共有の徹底した推進

担当課

改革実施項目名称（細項目）
変化・多様化する利用者ニーズに対応したホームページ等による情報発信の
充実

280万件/月 298万件/月

・市公式ホーム
ページのトップペー
ジ改修
・ホームページシス
テム機器等の入替
検討
・ソーシャルメディ
ア（フェイスブック）
を活用した市内外
への情報発信

・市公式ホーム
ページの継続的な
改善・改修
・ホームページシス
テム機器等の更新
実施
・ソーシャルメディ
ア等を活用した市
内外への情報発信
の拡充に向けた調
査検討

・市公式ホーム
ページ（CMS）用機
器の入替に伴う再
構築の検討
・ホームページシス
テム機器等の更新
実施
・ソーシャルメディ
ア等を活用した市
内外への情報発信
手段の拡充

・市公式ホーム
ページの継続的な
改善・改修
・ホームページシス
テム機器等の管理
運用
・ソーシャルメディ
ア等を活用した市
内外への情報発信
の拡充に向けた調
査検討

296万件/月 290万件/月

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・市公式ホームページトップ
ページの改善に向けた調査検討
・市公式ホームページ施設案内
ページの掲載情報充実に向けた
改善の実施
・ホームページシステム機器等
の更新準備
・ソーシャルメディア等を活用
した市内外への情報発信の拡充
に向けた調査検討

・市公式ホームページ（CMS）
用機器等入れ替えに伴う再構築
の検討
・ホームページデータベースシ
ステム用機器等の更新実施
・各区公式アカウントの開設お
よび「マチイロ」「マイ広報
紙」の導入による市内外への情
報発信の拡充

指
標

285万件/月市公式HPアクセス数 277万件/月

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　市公式ホームページの継続的な改善・改修により、全国広報コンクール
ウェブサイト部門で総務大臣賞・読売新聞社賞を受賞した。アクセス数に
ついては、スマートフォン等の急速な普及もあり、指標を上回った。
　ソーシャルメディアやアプリの活用により、情報発信手段の拡充を実施
した。

　利用者の利便性向
上と情報発信の充実
を図るため、引き続
き、市公式ホーム
ページの継続的な改
善・改修を行うとと
もに、ソーシャルメ
ディア等の情報発信
について検討する。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　市公式ホームページ（CMS）用機器の更新に係るシステム再構築に伴い、
現ホームページが抱える訴求対象の明確化などの課題を解消するととも
に、より魅力的なデザインへ改修し、発信力の向上を図る。

市公式ホームページのトップ
ページを目的の情報へたどりつ
きやすいデザインに改修し、利
便性を向上させることができ
た。
市公式ホームページのアクセス
数は、スマートフォン等の急速
な普及もあり、指標を上回っ
た。

市公式ホームページにおいて、
一部情報構成を見直し、よりた
どりつきやすいように改善し
た。アクセス数はスマホ版の上
昇もあり、指標を上回った。
各区SNS公式アカウントの開設
および「マチイロ」「マイ広報
紙」の導入により、市内外への
情報発信手段を拡充した。

市公式ホームページ（CMS）用機器の
更新に係るシステム再構築を計画的
に進める。

ホームページシステム機器等の更新
に向けて計画的に調査・検討を行う
必要がある。

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。
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No.

取組の内容

広報課

現状と課題
（これまでの取組み）

　市公式ホームページによる情報発信については、ホームページシステム（CMS）の導入・運用によりユーザビリティ、アクセ
シビリティの向上を図るとともに、継続的に改善・改修を実施し、より高い利便性の実現を図ってきた。現在のインターネット環
境は、スマートフォンの普及やソーシャルメディアの浸透等に伴う利用者のニーズが変化・多様化しており、これに対応した
情報発信が求められている。

≪事業の最終目標≫
・市民との更なる情報共有の推進を図る。
・本市の魅力を市内外に広く発信する。

・市公式ホームページの継続的な改善・改修を実施する。
・ホームページシステム機器等の運用管理及び更新を行う。
・新たなソーシャルメディア等を活用した情報発信の拡充へ向けた調査検討を行う。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・市公式ホームページの利便性向上及び発信情報の充実を図るとともに、利用者のニーズを把握しつつ新たな情
報発信手段の調査検討を行う。

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

30

具体的な取組項目（小項目） 1　市民への情報公開・情報発信、市民との情報共有の徹底した推進

担当課

改革実施項目名称（細項目）
変化・多様化する利用者ニーズに対応したホームページ等による情報発信の
充実

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B C

C

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

 「新潟市行政改革プラン2015」計画期間中の平成29年度に市公式ホーム
ページのリニューアルを行った。利用者の利便性向上を図るため、トップ
ページを利用者の属性や目的ごとにエリア分けしたレイアウトに変更して
情報を探しやすくしたほか、交流人口の増加を図るため、市魅力発信サイ
ト「スキマ時間の楽しみ方」を新設した。以上のことから、アクセス数
は、本計画当初実績（277万件／月）に比べて増加した。

・スマートフォン利
用者を意識したホー
ムページ作成とソー
シャルメディアによ
る情報発信を行う。
・新防災システムと
市公式ホームページ
システムの連携を円
滑に行う。

課題、今後の方針、改善事項など

 ホームページアクセス数は、ある程度横ばい状態になっているなか、スマートフォ
ン版のアクセス数は毎年増加傾向にあるため、スマートフォン利用者を意識したホー
ムページ作成やソーシャルメディアによる情報発信について検討する必要がある。

・平成29年度中にリニューアル
した市公式ホームページが、よ
り効果的に情報発信できるよう
に、コンテンツ管理者等を対象
にした操作研修等を実施した。
・トップページのブランディン
グエリアは、常に新鮮な情報・
画像となるように更新し、視認
性の向上等を図った。また「市
からのお知らせ」エリアは、市
民生活に関連する情報収集に努
めて掲載した。
・ソーシャルメディアを活用し
た情報発信では、広報課で運用
するフェイスブックを活用し、
職員が当番制でお出かけ情報や
市政情報など年間268件投稿し
た。

課題、今後の方針、改善事項など

魅力発信サイトの情報の充実に向けた運
用の調査・検討。より利用者に伝わる
ホームページにするための各所属とのさ
らなる連携。

横ばい状態にある魅力発信サイト「スキ
マ時間」のアクセス数の向上を図るた
め、各所属との連携を図り、掲載内容の
更新が必要。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

市公式ホームページトップペー
ジを利用者の属性や目的ごとに
エリア分けしたレイアウトに変
更し、情報へのたどりつきやす
さを向上するとともに、市の魅
力を強く発信するレイアウトに
一新した。
また、交流人口増加に向け、魅
力発信サイトを新設した。さら
に、トップページにしか表示さ
れていなかった「緊急情報」、
「注目情報」に全ページからア
クセスできるよう改善した。
スマホ版については全面改修を
行い、視認性・操作性が向上し
た。
上記ホームページのリニューア
ルにより、全国広報コンクール
ウェブサイト部門で入選・読売
新聞社を受賞した。アクセス数
は指標を上回った。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・市公式ホームページ（CMS）
用機器等入れ替えに伴う再構築
業務の上半期作業工程実施
・新CMS用機器の調達完了
・ソーシャルメディア等を活用
した市内外への情報発信の拡充
に向けた調査検討

・「緊急災害情報の発信」など
各部署と連携した改善の検討
・新ホームページシステム機器
等の運用管理
・ソーシャルメディア等を活用
した市内外への情報発信の拡充
に向けた調査検討

・市公式ホーム
ページの継続的な
改善・改修
・新ホームページシ
ステム機器等の管
理運用
・ソーシャルメディ
ア等を活用した市
内外への情報発信
の拡充に向けた調
査検討

指
標

市公式HPアクセス数 277万件/月 290万件/月 307万件/月 295万件/月 284万件/月 300万件/月

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・市公式ホーム
ページの継続的な
改善・改修
・ホームページシス
テム機器等の管理
運用
・ソーシャルメディ
ア（フェイスブック）
を活用した市内外
への情報の発信

・市公式ホーム
ページの継続的な
改善・改修
・新ホームページシ
ステム機器等の管
理運用
・ソーシャルメディ
ア等を活用した市
内外への情報発信
の拡充に向けた調
査検討

・市公式ホーム
ページ（CMS）用機
器の入替実施及び
ホームページシス
テムの再構築実施
・市魅力発信サイト
「スキマ時間の楽し
み方」を新設
・PRTIMESを活用し
た市内外への情報
発信手段の拡充

・市公式ホーム
ページの継続的な
改善・改修
・新ホームページシ
ステム機器等の管
理運用
・ソーシャルメディ
ア等を活用した市
内外への情報発信
の拡充に向けた調
査検討

・市公式ホーム
ページの継続的な
改善・改修及びシ
ステム機器等の管
理運用
・ソーシャルメディ
ア等を活用した市
内外への情報発信
・財源確保のため、
スマホ版バナー広
告を新設

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

改
革
実
施
概
要

取組の内容

財務課

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成19年度決算から新地方公会計制度に基づく「総務省方式改訂モデル」による財務書類を作成。平成24年度決
算から全ての資産を把握し計上する「基準モデル」による財務書類を作成し、分析、活用を図ってきたが、複数の方式
が混在しているため地方公共団体間での比較や適正水準の把握が困難であるなどの課題がある。平成26年度、国か
ら統一的な基準が示され、平成29年度までに全ての地方公共団体で作成することを要請されている。

≪事業の最終目標≫
・公会計に基づく財務書類を活用し、本市の財務状況について、市民との共通認識を醸成

・財務書類を作成するとともに、財務状況をわかりやすく開示する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・統一的な基準による財務書類を作成するとともに、財務状況をわかりやすく開示する。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

平成25年度決算
について、基準モ
デルによる財務書
類を作成するととも
に、分析や解説を
記載した資料を公
表

・平成26年度決算
について、基準モ
デルによる財務書
類を作成するととも
に、財務状況をわ
かりやすく開示
・次年度に向け
て、統一的な基準
での財務書類を試
行的に作成

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

31

具体的な取組項目（小項目） 1　市民への情報公開・情報発信、市民との情報共有の徹底した推進

担当課

改革実施項目名称（細項目）
公会計に基づく財務書類を活用し、財務状況（行政コスト、将来負担など）の
分かりやすい開示による市民との共通認識の醸成

試行 試行

・平成26年度決算
について、基準モ
デルによる財務書
類を作成し、ホー
ムページで開示し
た。
・統一的な基準で
の財務書類を試行
的に作成した。

・平成27年度決算
について、統一的
な基準による財務
書類を作成すると
ともに、財務状況
をわかりやすく開
示

・平成27年度決算
について、統一的
な基準による財務
書類を作成し、
ホームページで開
示した。

・統一的な基準に
よる財務書類を作
成するとともに、財
務状況をわかりや
すく開示する。

実施 継続して実施

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・基準モデルによる作成
作業の実施
・統一的な基準による作
成方法の調査・検討

・統一的な基準による作
成作業の実施

指
標

実施統一的な基準 －

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　国は平成29年度までに統一的な基準により財務書類を作成
するよう要請しているが、他政令市に先行して平成28年度か
ら統一的な基準による財務書類の作成を本格実施した。（統
一的な基準対応：20政令市中2市）

　引き続き、他
都市比較や経年
比較など、より
わかりやすい分
析指標の検討を
進め、公表して
いく。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　平成29年度には全政令市で統一的な基準による財務書類が作成され
ることから、分析指標の検討を進め、より市民に分かりやすく財務状
況を開示できるよう見直しを行っていく。

・基準モデルによる財務
書類を作成し公開した。
・統一的な基準による財
務書類を試行的に作成し
公開した。

・統一的な基準による財
務書類を作成し公開し
た。

・統一的な基準による財務書類に
ついて、他都市との比較を行うな
ど、市民にわかりやすく財務状況
を開示し、共通認識の熟成を図
る。

・統一的な基準による財務書類に
ついて、他都市との比較を行うな
ど、市民にわかりやすく財務状況
を開示し、共通認識の熟成を図
る。

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。
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No.

取組の内容

財務課

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成19年度決算から新地方公会計制度に基づく「総務省方式改訂モデル」による財務書類を作成。平成24年度決
算から全ての資産を把握し計上する「基準モデル」による財務書類を作成し、分析、活用を図ってきたが、複数の方式
が混在しているため地方公共団体間での比較や適正水準の把握が困難であるなどの課題がある。平成26年度、国か
ら統一的な基準が示され、平成29年度までに全ての地方公共団体で作成することを要請されている。

≪事業の最終目標≫
・公会計に基づく財務書類を活用し、本市の財務状況について、市民との共通認識を醸成

・財務書類を作成するとともに、財務状況をわかりやすく開示する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・統一的な基準による財務書類を作成するとともに、財務状況をわかりやすく開示する。

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

31

具体的な取組項目（小項目） 1　市民への情報公開・情報発信、市民との情報共有の徹底した推進

担当課

改革実施項目名称（細項目）
公会計に基づく財務書類を活用し、財務状況（行政コスト、将来負担など）の
分かりやすい開示による市民との共通認識の醸成

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降
計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　統一的な基準に基づき、ホームページ等で財務書類等を公
表することで経年比較や類似団体間の比較可能になってお
り、引き続き分かりやすく公表していく必要がある。

　引き続き、先
行都市の事例を
参考にするな
ど、分析指標の
検討を進め、公
表に反映してい
く。課題、今後の方針、改善事項など

　国が一部の地方公共団体に係る研究報告を公表しており、コスト情
報に基づいた分析を行い、予算編成に反映できないか検討していく。

・統一的な基準による財
務書類を作成し公開し
た。

課題、今後の方針、改善事項など

・全国的に統一的な基準による財
務書類に統一されることから、政
令市比較を行うなど、市民にわか
りやすく財務状況を開示し、共通
認識の熟成を図る。

・全国的に統一的な基準による財
務書類に統一されたことから、政
令市比較を行うなど、市民にわか
りやすく財務状況を開示し、共通
認識の熟成を図る。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・統一的な基準による財
務書類を作成し公開し
た。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・統一的な基準による作
成作業の実施

・統一的な基準による作
成作業の実施

・統一的な基準に
よる財務書類を作
成するとともに、財
務状況をわかりや
すく開示する。

指
標

統一的な基準 － 実施 実施 実施 実施 継続して実施

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

平成25年度決算
について、基準モ
デルによる財務書
類を作成するととも
に、分析や解説を
記載した資料を公
表

・統一的な基準に
よる財務書類を作
成するとともに、財
務状況をわかりや
すく開示

・平成28年度決算
について、統一的
な基準による財務
書類を作成し、
ホームページで開
示した。

・統一的な基準に
よる財務書類を作
成するとともに、財
務状況をわかりや
すく開示

・平成29年度決算
について、統一的
な基準による財務
書類を作成し、
ホームページで開
示した。

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

指
標

取組の内容

　今後の財政予測を公開するほか、重点事業をはじめとした政策形成過程の情報共有の手法の検討・実施や
予算編成過程における情報公開の拡充を図る。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

予算編成過程にお
ける予算要求内容
や編成過程や今後
の財政予測を公開

・引き続き、予算編
成過程における予
算要求内容や今後
の財政予測を公開
・政策形成段階に
おける情報公開手
法の検討

・財政予測計画を
公開
・実施計画に基づく
次年度重点事業等
の予算要求にかか
る市民意見の募集
及び査定状況の公
開

・引き続き、予算編
成過程における予
算要求内容や今後
の財政予測を公開
・政策形成段階に
おける情報公開手
法の実施

・財政予測計画を
公開
・実施計画に基づく
次年度重点事業等
の予算要求につい
て市民意見を募集
し、予算編成過程
に取り入れ、査定
結果を公開

引き続き実施

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

上半期
（4～9月）

・予算編成方針及び予算
要求内容の公開準備
・財政予測計画の公開

・予算編成方針及び予算
要求内容の公開準備
・財政予測計画の公開

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

財政予測計画の公開や、
次年度重点事業等の予算
要求にかかる市民意見の
募集により、政策形成段
階における情報を市民と
共有し予算編成を行っ
た。

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　財政予測計画の公開や、次年度重点事業等の予算要求にかか
る市民意見の募集により、政策形成段階における情報を市民と
共有し予算編成を行った。また、事業の推進にあたっても、暮
らしの点検・評価アドバイザー制度を設け、意見をいただくな
ど、市政へ参画していただく仕組みを実施した。

　引き続き、予
算編成過程にお
ける情報公開や
市民意見の募集
により、政策形
成段階における
情報を市民と共
有しながら、情
報共有の手法を
さらに検討して
いく。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き、政策形成段階における情報を市民と共有し、市政に参画い
ただくとともに、実施手法についてはさらに検討していく必要がある。

財政予測計画の公開や、
次年度重点事業等の予算
要求にかかる市民意見の
募集により、政策形成段
階における情報を市民と
共有し予算編成を行っ
た。

課題、今後の方針、改善事項など
政策形成過程における情報共有の手
法のさらなる検討

政策形成過程における情報共有の手
法のさらなる検討

進
捗
管
理

≪事業の最終目標≫
　将来の行政コストや将来負担などの情報をはじめ、政策形成段階における情報を市民と共有しながら、市
民が市政に参画した予算編成を行う。

改革実施項目名称（細項目） 予算編成過程を含め政策形成段階での情報共有

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまで、予算編成方針や重点事業を中心とした事業の予算編成過程の情報を公開してきた。今後は行政コストや将来負
担などの情報を市民と共有し、選択と集中を図ることが重要である。

≪計画期間の目標≫
　将来の行政コストや将来負担などの情報をはじめ、政策形成段階における情報を市民と共有することによ
り、これまで以上に市民が市政に参画した予算編成が可能となる。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進 32

具体的な取組項目（小項目） 1　市民への情報公開・情報発信、市民との情報共有の徹底した推進

担当課
政策調整課●
財務課
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取組の内容

　今後の財政予測を公開するほか、重点事業をはじめとした政策形成過程の情報共有の手法の検討・実施や
予算編成過程における情報公開の拡充を図る。

≪事業の最終目標≫
　将来の行政コストや将来負担などの情報をはじめ、政策形成段階における情報を市民と共有しながら、市
民が市政に参画した予算編成を行う。

改革実施項目名称（細項目） 予算編成過程を含め政策形成段階での情報共有

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまで、予算編成方針や重点事業を中心とした事業の予算編成過程の情報を公開してきた。今後は行政コストや将来負
担などの情報を市民と共有し、選択と集中を図ることが重要である。

≪計画期間の目標≫
　将来の行政コストや将来負担などの情報をはじめ、政策形成段階における情報を市民と共有することによ
り、これまで以上に市民が市政に参画した予算編成が可能となる。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進 32

具体的な取組項目（小項目） 1　市民への情報公開・情報発信、市民との情報共有の徹底した推進

担当課
政策調整課●
財務課

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B C

B

計
画
期
間
の
評
価

・予算編成方針及び予算
要求内容の公開準備
・財政予測計画の公開

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

・予算編成方針及び予算
要求内容の公開準備
・財政予測計画の公開

進
捗
管
理

取組の状況

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

財政予測計画の公開や、
次年度重点事業等の予算
要求内容、事務事業点検
での点検事業にかかる市
民意見を募集するなど、
政策形成段階における情
報を市民と共有し予算編
成を行った。

例年とは異なる過程で予
算編成を行ったため、市
民意見の募集を行わな
かった。従来公開してい
た、財政予測計画は、
「収支見通し」として発
表した。

政策形成過程における情報共有の手
法のさらなる検討

政策形成過程における情報共有の手
法のさらなる検討

指
標

平成31年度以降

　最終年度は例年と異なる予算編成を行ったため、市民意見の
募集は行わなかったが、他は工程どおり、財政予測の公開とと
もに、政策形成段階における情報公開を行い、市民との共有を
図った。また、事業の推進にあたっては、暮らしの点検・評価
アドバイザー制度を設け、意見を頂くなど、市政へ参画してい
ただく取組みを実施した。

　引き続き、予
算編成過程にお
ける情報公開や
市民意見の募集
により、政策形
成段階における
情報を市民と共
有しながら、情
報共有の手法を
さらに検討して
いく。

　引き続き、政策形成段階における情報を市民と共有し、市政に参画い
ただくとともに、実施手法についてはさらに検討していく必要がある。

課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

計画期間の評価

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

予算編成過程にお
ける予算要求内容
や編成過程や今後
の財政予測を公開

引き続き実施 ・財政予測計画を
公開
・次年度重点事業
等の予算要求内容
と事務事業点検で
の点検事業につい
て情報公開するとと
もに、市民意見を募
集

引き続き実施 財政見通しを公開
（集中改革期間の
改革効果は未反
映）

引き続き実施

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

C C

C

　引き続き、女性人材リストの充実など女性委員
割合の拡大を図るとともに、公募導入率の向上に
向け、新たに附属機関等をつくる所管課への働き
かけや無作為抽出による公募の実施支援等を行っ
ていく。

　引き続き、女性委員割合の拡大を図るととも
に、より多くの市民が市政に参画できるよう公
募委員の規定を含め、指針を見直していく必要
がある。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　多方面からの働きかけにより、附属機関の女性委員の割合は年々着実に上昇し、指標
の45％に近付いてきている。
　一方で公募委員の導入率については、新設の附属機関等への働きかけによりある程度
の成果を上げているものの、既存の附属機関等における公募委員導入の動きがでないと
数値的に改善しないことから、目標達成が難しくなってきている。

　引き続き指針・要綱
の周知徹底により、女
性委員の割合や公募委
員の導入率の向上に努
める。
　また、公募はしてい
るが公募委員がゼロと
いう実質的な市民参画
がされていないという
課題を解消するための
取組みを進めていく。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

　指針・要綱の周知徹底を図ってきたこ
とにより、事前協議が徹底され、女性委
員割合は目標を達成した。
　一方、公募導入率は、目標達成に至
らなかった。

　指針・要綱の周知徹底を図ってきたこ
とにより、事前協議が徹底され、女性委
員割合は目標を達成した。
　一方、公募導入率は、既存附属機関
等における導入が進まず、目標達成に
至らなかった。

課題、今後の方針、改善事項など

　附属機関の女性委員の割合について、平成32年度に指標の45％を達成できるように、事前協議の
徹底や女性人材リストの活用などを今後も各部署に働きかけたい。
　一方で公募委員の導入はしているが公募委員がゼロなど、実質的な市民参画がされていない機関
があることから、指標の見直しを含めて検討していく必要がある。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・指針及び指針運用の手引きの改訂
・要綱及び要綱解説の改正
・指針・要綱の周知徹底（事前協議等）
・定期調査を実施
・男女共同参画推進会議での周知
・女性人材リストの充実に向け、推薦依
頼を実施

・指針及び指針運用の手引きの改訂
・指針・要綱の周知徹底（事前協議等）
・定期調査を実施
・男女共同参画推進会議での周知
・女性人材リストの充実に向け、登録依
頼を実施

40.7%
前年度以上

（平成32年度まで
に45%以上）

41.2%
前年度以上

（平成32年度まで
に45%以上）

42.1%
前年度以上

（平成32年度まで
に45%以上）

引き続き、定期調査
や男女共同推進会
議などを通して、指
針・要綱の周知徹底
を図るとともに、附属
機関等の事務局（所
管課）への支援を充
実させる。

指
標

公募導入が可能な附属
機関等における公募委
員の導入率（実質値）

74.7% 77.5% 76.0% 80.0% 72.3% 80.0%

附属機関等における女
性委員の割合

計画 実績

・指針・要綱の周知
徹底（事前協議等）
・定期調査の実施と
改善指導
・男女共同参画推進
会議での周知
・女性人材リストの充
実
・指針及び指針運用
の手引きの改訂

・指針・要綱の周知
徹底（事前協議等）
・定期調査の実施と
改善指導
・男女共同参画推進
会議での周知
・女性人材リストの充
実
・指針及び指針運用
の手引きの改訂
・要綱及び要綱解説
の改正

・指針・要綱の周知
徹底（事前協議等）
・定期調査の実施と
改善指導
・男女共同参画推進
会議での周知
・女性人材リストの充
実
・指針及び指針運用
の手引きの改訂
・要綱及び要綱解説
の改正

・指針・要綱の周知
徹底（事前協議等）
・定期調査の実施と
改善指導
・男女共同参画推進
会議での周知
・女性人材リストの充
実
・指針及び指針運用
の手引きの改訂

・指針・要綱の周知
徹底（事前協議等）
・定期調査の実施と
改善指導
・男女共同参画推
進会議での周知
・女性人材リストの
充実
・指針及び指針運
用の手引きの改訂
・要綱及び要綱解
説の改正（事前協
議が必要な場合を
整理）

取組の内容

・定期調査や男女共同参画推進会議などを通して、指針・要綱の趣旨を庁内外に周知し、公募委員導入率
と女性委員割合をさらに拡充していく。
・指針及び指針運用の手引きの改訂や女性人材リストの充実などにより附属機関等の事務局（所管課）へ
の支援体制を強化していく。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目） 附属機関等における公募委員導入率・女性委員割合の拡大

現状と課題
（これまでの取組み）

　　「新潟市附属機関等に関する指針」（以下「指針」という。）や「新潟市附属機関等への女性委員の登用促進要綱」（以下「要綱」
という。）を策定し、附属機関等における公募委員の導入や女性委員割合の拡大を図るため、男女共同参画推進会議などと連携
しながら周知徹底に努めてきた結果、公募委員の導入や女性委員割合の拡大が進んできている。
　今後も、公募委員のさらなる導入や女性委員割合の拡大を推進していくため、新たな目標設定を行い、着実に取り組んでいく必
要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・公募導入が可能な附属機関等における公募導入率（実質値）：85％
・附属機関等における女性委員の割合：平成32年度に45％以上となるよう毎年度上昇を目指す。

≪事業の最終目標≫
・公募導入が可能な附属機関等における公募導入率（実質値）：100％
・附属機関等における女性の割合：45％以上（平成32年度末まで）

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進 33

具体的な取組項目（小項目） 2　市民参画・協働の充実・拡大

担当課
行政経営課●
男女共同参画課
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No.

取組の内容

・定期調査や男女共同参画推進会議などを通して、指針・要綱の趣旨を庁内外に周知し、公募委員導入率
と女性委員割合をさらに拡充していく。
・指針及び指針運用の手引きの改訂や女性人材リストの充実などにより附属機関等の事務局（所管課）へ
の支援体制を強化していく。

改革実施項目名称（細項目） 附属機関等における公募委員導入率・女性委員割合の拡大

現状と課題
（これまでの取組み）

　　「新潟市附属機関等に関する指針」（以下「指針」という。）や「新潟市附属機関等への女性委員の登用促進要綱」（以下「要綱」
という。）を策定し、附属機関等における公募委員の導入や女性委員割合の拡大を図るため、男女共同参画推進会議などと連携
しながら周知徹底に努めてきた結果、公募委員の導入や女性委員割合の拡大が進んできている。
　今後も、公募委員のさらなる導入や女性委員割合の拡大を推進していくため、新たな目標設定を行い、着実に取り組んでいく必
要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・公募導入が可能な附属機関等における公募導入率（実質値）：85％
・附属機関等における女性委員の割合：平成32年度に45％以上となるよう毎年度上昇を目指す。

≪事業の最終目標≫
・公募導入が可能な附属機関等における公募導入率（実質値）：100％
・附属機関等における女性の割合：45％以上（平成32年度末まで）

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進 33

具体的な取組項目（小項目） 2　市民参画・協働の充実・拡大

担当課
行政経営課●
男女共同参画課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

C C

C

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　附属機関の女性委員の割合は年々着実に上昇し、指標の45％に近付いてきている。
　一方で公募委員の導入率については、新設の附属機関等への働きかけによりある程度
の成果を上げているものの、既存の附属機関等における公募委員導入の動きがでないと
数値的に改善しないことから、目標達成に至らなかった。

　引き続き指針・要綱
の周知徹底により、女
性委員の割合や公募委
員の導入率の向上に努
める。
　公募委員がゼロとい
う実質的な市民参画が
されていないという課
題を解消するための取
組みを進めていく。

課題、今後の方針、改善事項など

　附属機関の女性委員の割合について、令和2年度に指標の45％を達成できるように、事前協議の
徹底や女性人材リストの活用などを多様な手法を用い、今後も各部署に働きかけたい。
　一方で公募委員の導入はしているが公募委員がゼロなど、実質的な市民参画がされていない機関
があることから、指標の見直しを含めて検討していく必要がある。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

　指針・要綱の周知徹底を図ってきたことによ
り、事前協議が徹底され、計画どおり女性委員割
合は前年度よりも上昇したが、最終年度に目標
45%を達成するため、さらなる努力が必要であ
る。
　一方、公募導入率は、既存附属機関等における
導入が進まず、目標達成に至らなかった。

定期調査を予定通り実施した。調査
のデータを男女共同参画課と共有
し、引き続き女性の登用を推進する
とともに、年度末に向けて指針等の
改訂の検討を進めている。

課題、今後の方針、改善事項など

・指針及び指針運用の手引きの改訂
・指針・要綱の周知徹底（事前協議等）
・定期調査を実施
・男女共同参画推進会議での周知
・女性人材リストの充実に向け、登録依頼を実施

・指針及び指針運用の手引きの改訂
・指針・要綱の周知徹底（事前協議等）
・定期調査を実施
・男女共同参画推進会議での周知
・女性人材リストの充実に向け、登録依頼を実施

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

指針に関する説明会、定期調査を予
定通り実施した。調査のデータを男
女共同参画課と共有し、引き続き女
性の登用を推進するとともに、年度
末に向けて指針等の改訂の検討を進
めている。

定期調査を予定通り実施した。調査
のデータを男女共同参画課と共有
し、引き続き女性の登用を推進する
とともに、年度末に向けて指針等の
改訂の検討を進めている。

40.7%
前年度以上

（平成32年度まで
に45%以上）

42.7%
前年度以上

（平成32年度まで
に45%以上）

42.9% 45％以上

引き続き、定期調
査や男女共同推
進会議などを通し
て、指針・要綱の
周知徹底を図ると
ともに、附属機関
等の事務局（所管
課）への支援を充
実させる。

指
標

公募導入が可能な附属
機関等における公募委
員の導入率（実質値）

74.7% 82.5% 66.1% 85.0% 67.3% 100.0%

附属機関等における
女性委員の割合

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・指針・要綱の周
知徹底（事前協議
等）
・定期調査の実施
と改善指導
・男女共同参画推
進会議での周知
・女性人材リストの
充実
・指針及び指針運
用の手引きの改訂

・指針・要綱の周
知徹底（事前協議
等）
・定期調査の実施
と改善指導
・男女共同参画推
進会議での周知
・女性人材リストの
充実
・指針及び指針運
用の手引きの改訂

・指針・要綱の周
知徹底（事前協議
等）
・定期調査の実施
と改善指導
・男女共同参画推
進会議での周知
・女性人材リストの
充実
・指針及び指針運
用の手引きの改訂

・指針・要綱の周
知徹底（事前協議
等）
・定期調査の実施
と改善指導
・男女共同参画推
進会議での周知
・女性人材リストの
充実
・指針及び指針運
用の手引きの改訂

・指針・要綱の周
知徹底（事前協議
等）
・定期調査の実施
と改善指導
・男女共同参画推
進会議での周知
・女性人材リストの
充実
・指針及び指針運
用の手引きの改
訂

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

引き続き、事業を実施する。 引き続き、事業を実施する。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　区自治協議会提案事業の弾力的運用の実施件数は増加傾向にあり、区
自治協議会と地域団体との協働が進んでいる。
　地域代表の集まりである区自治協議会に意見聴取を行うことで、区の
自己評価を補完するとともに、効果的な次年度予算編成を行うことがで
きている。

　引き続き、事業
を実施する。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

取組工程が達成されてい
る。

取組工程が達成されてい
る。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き、事業を実施する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・区自治協議会提案事業の弾力的運用
を開始した。
・区政運営の評価について、区長の自
己評価を自治協に報告し、意見をいた
だいた。

・区自治協議会提案事業の弾力的
運用を実施した。
・区政運営の評価について、区長
の自己評価を自治協に報告し、意
見をいただいた。

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区政運営の評価
を実施

指
標

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・区自治協議会提案事業の弾力的運用の実施
・区自治協議会による区政運営評価の実施

≪事業の最終目標≫
・協働によるまちづくりの推進

取組の内容

・区自治協議会提案事業の弾力的運用について、試行で洗い出した課題を整理し、本格実施する。
・区自治協議会による区政運営評価について、試行で洗い出した課題を整理し、本格実施する。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を試行

・区政運営の評価
を試行

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区政運営の評価
を実施

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区政運営の評価
を実施

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区政運営の評価
を実施

改革実施項目名称（細項目） 区政運営における市民参画、協働の機会の拡充、行政評価の導入

現状と課題
（これまでの取組み）

　区自治協議会提案事業については、地域コミュニティ協議会などが事業提案できる仕組み（弾力的運用）を構築し、現在
試行中である。
　区政運営の評価については、区自治協議会が評価を行う仕組みを構築した。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進 34

具体的な取組項目（小項目） 2　市民参画・協働の充実・拡大

担当課
市民協働課●
行政経営課
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No.

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・区自治協議会提案事業の弾力的運用の実施
・区自治協議会による区政運営評価の実施

≪事業の最終目標≫
・協働によるまちづくりの推進

取組の内容

・区自治協議会提案事業の弾力的運用について、試行で洗い出した課題を整理し、本格実施する。
・区自治協議会による区政運営評価について、試行で洗い出した課題を整理し、本格実施する。

改革実施項目名称（細項目） 区政運営における市民参画、協働の機会の拡充、行政評価の導入

現状と課題
（これまでの取組み）

　区自治協議会提案事業については、地域コミュニティ協議会などが事業提案できる仕組み（弾力的運用）を構築し、現在
試行中である。
　区政運営の評価については、区自治協議会が評価を行う仕組みを構築した。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進 34

具体的な取組項目（小項目） 2　市民参画・協働の充実・拡大

担当課
市民協働課●
行政経営課

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　弾力的運用の実施により、多種多様な地域課題の解決に向けた取組みを加速化
させるとともに、新たな地域人材の発掘といった効果を生み出すなど、多様な主
体との協働によるまちづくりを更に進めることができた。
　また区政運営評価の実施により、区政運営の透明性と客観性を高め、より地域
の意見に沿ったまちづくりを進めることができた。

　全体委員研修等の機
会を捉え、弾力的運用
による効果を全区で共
有しながら、引き続き
実施していく。
　区政運営について
も、引き続き区自治協
議会からの評価を実施
していく。

課題、今後の方針、改善事項など

　弾力的運用について、各区で進め方が違うことから、実施の状況や得られた効果等を全区
で共有しつつ、より効果的な運用を図れるよう工夫していく必要がある。
　また、区政運営の評価については、地域の意見に沿った運営がなされるよう、今後も継続
的に実施をしていく必要がある。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

取組工程が達成されてい
る。

・弾力的運用を実施した結果、新
たな地域人材の発掘等を図ること
ができた。
・区政運営の評価を実施した結
果、地域の意見に沿った区政運営
を図ることができた。

課題、今後の方針、改善事項など

引き続き、事業を実施する。 ・自治協提案事業の弾力的運用、区
政運営の評価について、引き続き実
施する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・区自治協議会提案事業の弾力的運用
を実施した。
・区政運営の評価について、区長の自
己評価を自治協に報告し、意見をいた
だいた。

・区自治協議会提案事業の弾力的運用
を実施した。
・区政運営の評価について、区長の自
己評価を自治協に報告し、意見をいた
だいた。

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区政運営の評価
を実施

指
標

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を試行

・区政運営の評価
を試行

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区政運営の評価
を実施

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区政運営の評価
を実施

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区政運営の評価
を実施

・区自治協議会提
案事業の弾力的運
用を実施

・区政運営の評価
を実施

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C C

C

・引き続き、市民協働推進本部の運用を
行いつつ、協働推進会議（行政と多様な
主体との推進会議）の検討を行う。

・引き続き、市民協働推進本部の運用を
行いつつ、協働推進会議（行政と多様な
主体との推進会議）の検討を行う。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　職員階層別研修における協働研修、協働推進フォーラム、市
民協働推進本部会議を開催し、協働に対する職員の意識啓発を
行った。一方で庁外と連携する協働推進会議は具体的な検討が
進まず開催できなかった。

　引き続き、市民
協働推進本部の運
用を行いつつ、協
働推進会議（行政
と多様な主体との
推進会議）の検討
を行う。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・職員階層別研修における協働研修
・市民協働推進本部の設置及び会議
の開催
・協働推進フォーラム・セミナーは
開催しなかったが、市内コミュニ
ティ協議会が主催するコミュニティ
交流会に職員が参加することによ
り、庁内外の連携が図られた。

・職員階層別研修における協働研修
・市民協働推進本部の会議の開催
・協働推進フォーラムの開催
・市内コミュニティ協議会が主催す
るコミュニティ交流会に職員が参加
し、庁内外の連携を図った。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き、職員の意識啓発を図りながら、市民協働推進本部の運用を行
いつつ、協働推進会議（行政と多様な主体との推進会議）の検討を行う。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・7月の新任職員第2部研修で
は、コミ協の方を講師に迎え
現地視察を行うなど、今まで
と違う角度から「協働」を捉
える研修とした。
・8月に市民協働推進本部を
設置し、9月に第1回本部会議
を開催した。

・7月の新任職員第2部研修では、コ
ミ協・NPO活動の体験等を行う「協
働」実践研修とした。
・9月に大学等と連携し、市民協働推
進フォーラム「自立した市民文化を
考える」を開催した。
・4、9月に市民協働推進本部を開催
し、市民との協働推進に向けた取組
みを紹介した。

庁内推進本部の設置・運用 市民協働推進本部の設置・運用 推進会議の設置 市民協働推進本部の運用 継続実施

・職員階層別研修
における協働研修
・協働推進フォーラ
ム・セミナーの開催
・協働推進会議の
運用

指
標

協働実践研修の開催回数 2 1 2 1 2

協働推進の体制づくり

計画 実績

・職員階層別研修
における協働研修
・ボランティア休暇
取得の推進
・定期的な協働推
進フォーラム・セミ
ナーの開催
・協働推進体制構
築の検討

・職員階層別研修
における協働研修
・協働推進フォーラ
ム・セミナーの開催
・協働推進会議（行
政と多様な主体と
の推進会議）の検
討

・職員階層別研修
における協働研修
・市民協働推進本
部の設置及び会議
の開催

・職員階層別研修
における協働研修
・協働推進フォーラ
ム・セミナーの開催
・協働推進会議の
設置

・職員階層別研修
における協働研修
・協働推進フォーラ
ムの開催
・市民協働推進本
部会議の開催

取組の内容

・職員階層別研修に実践的な研修を追加する。協働のパートナーとなる市民活動団体等を理解する研修。
・協働推進フォーラム・セミナーの開催
・各部・各区での協働研修の検討及び実施
・協働推進会議の検討及び設置

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目）
協働を実践できる職員の育成、庁内外の連携における情報共有及び協力体制
の構築

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成23年度より、職員階層別研修において協働の研修を実施するとともに、年1回程度、市民・行政合同の協働推進
フォーラム・セミナーを開催している。
　研修を通して、総論としての協働は理解されるが、担当業務における協働の実践にはなかなかつながらないため、全庁
的な推進体制のもとで効果的・総合的に進める必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・職員の意識啓発及び自主的な協働の取組みの促進
・実践的な職員研修の実施
・地域の多様な主体と行政における協働体制の検討及び設置

≪事業の最終目標≫
・協働を実践できる職員の増加
・地域の多様な主体と行政における協働体制の構築

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進 35

具体的な取組項目（小項目） 3　職員の意識改革と協働を実践しやすい庁内体制の整備

担当課
市民協働課●
人事課
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No.

取組の内容

・職員階層別研修に実践的な研修を追加する。協働のパートナーとなる市民活動団体等を理解する研修。
・協働推進フォーラム・セミナーの開催
・各部・各区での協働研修の検討及び実施
・協働推進会議の検討及び設置

改革実施項目名称（細項目）
協働を実践できる職員の育成、庁内外の連携における情報共有及び協力体制
の構築

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成23年度より、職員階層別研修において協働の研修を実施するとともに、年1回程度、市民・行政合同の協働推進
フォーラム・セミナーを開催している。
　研修を通して、総論としての協働は理解されるが、担当業務における協働の実践にはなかなかつながらないため、全庁
的な推進体制のもとで効果的・総合的に進める必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・職員の意識啓発及び自主的な協働の取組みの促進
・実践的な職員研修の実施
・地域の多様な主体と行政における協働体制の検討及び設置

≪事業の最終目標≫
・協働を実践できる職員の増加
・地域の多様な主体と行政における協働体制の構築

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 2　市民との情報共有と市民参画の推進 35

具体的な取組項目（小項目） 3　職員の意識改革と協働を実践しやすい庁内体制の整備

担当課
市民協働課●
人事課

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C C

C

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　協働を実践しやすい庁内環境の整備については、新任職員第2部研修での実践的な体験
型協働研修の実施などにより職員の協働意識の醸成を進めるなど成果を上げている。
地域の多様な主体と行政における協働体制構築については、各区において独自の動きが
あるものの、全市的な協働推進会議に関しては、当該会議に求める役割・機能や、区自
治協議会との関係性の整理に加え、地域での気運の発揚などが必要であり、具体的な設
置検討の段階に至っていない。

　職員のさらなる協働意
識の醸成を図るため、引
き続き職員階層別協働研
修を実施するとともに、
庁内外における協働事例
の情報共有や組織横断的
な取組みの推進へ向け、
市民協働推進本部会議を
開催するなど、協働を実
践しやすい庁内体制の整
備に努める。課題、今後の方針、改善事項など

　職員階層別研修について、職員の協働意識醸成へ向けて、内容をさらに改善・拡充しながら継続的
に実施していく。また、庁内外における協働事例の情報共有や組織横断的な取組みの推進へ向け、市
民協働推進本部会議を開催するなど、協働を実践しやすい庁内体制の整備に努める。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・職員階層別研修における協働研修
・市民協働推進本部の会議の開催
・協働推進フォーラム・セミナーは
開催しなかったが、市内コミュニ
ティ協議会が主催するコミュニティ
交流会に職員が参加することによ
り、庁内外の連携が図られた。

・職員階層別研修における協働研修
・市民協働推進本部の会議、協働推
進フォーラム・セミナーは開催しな
かったが、市内コミュニティ協議会
が主催するコミュニティ交流会に職
員が参加することにより、庁内外の
連携が図られた。

課題、今後の方針、改善事項など

・引き続き、市民協働推進本部の運
用を行いつつ、協働推進会議（行政
と多様な主体との推進会議）の検討
を行う。

・引き続き、市民協働推進本部の運
用を行いつつ、協働推進会議（行政
と多様な主体との推進会議）の検討
を行う。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・新任職員第2部研修で
は、6～9月のコミ協活動の
体験等を行う「協働」実践
研修とした。

・新任職員第2部研修で
は、6～8月のコミ協活動の
体験等を行う「協働」実践
研修とした。

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

・職員階層別研修
における協働研修
・協働推進フォーラ
ム・セミナーの開催
・協働推進会議の
運用

指
標

協働実践研修の開催回数 2 2 1 2 1 2

協働推進の体制づくり

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・職員階層別研修
における協働研修
・協働推進フォーラ
ム・セミナーの開催
・協働推進会議の
検討

・職員階層別研修
における協働研修
・協働推進フォーラ
ム・セミナーの開催
・協働推進会議の
検討

・職員階層別研修
における協働研修
・市民協働推進本
部会議の開催

・職員階層別研修
における協働研修
・協働推進フォーラ
ム・セミナーの開催
・協働推進会議の
検討

・職員階層別研修
における協働研修

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

食育・花育セン
ター（直営）

検討

業務の一部を次年度
から民間委託へ切り替
えた。 検討

平成30年度からの指
定管理制度の導入に
向けて検討・準備を開
始した。

－

保育園の民営化、統 保育園の民営化、統

計画 実績

学校給食調理業
務自校方式（委託
モデル実施2校）

委託拡大（新規3
校）

新規３校（下山小・笹
口小・東中野山小）へ
委託を拡大した。

段階的に委託拡
大

新規３校（新通小・真
砂小・五十嵐小）へ委
託を拡大した。

取組の内容

・学校給食調理業務自校方式の委託化
・食育・花育センター（指定管理者制度導入検討）
・図書館（指定管理者制度導入の検討や民間委託の段階的拡大）
・保育園（新規・統廃合は民営化、既存は民営化または指定管理者制度導入などの検討）
・こども創作活動館、老人憩の家松崎荘、記念館・文化施設全般（民間委託・指定管理者制度導入の検討）

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

図書館（窓口業務
委託：新規2件）

検討
可能なところから

導入

窓口業務の民間委託
を導入する図書館の拡
大を検討したが、導入
には至らなかった。

検討
可能なところから

導入

窓口業務の民間委託
を導入する図書館の拡
大を検討したが、費用
対効果が低く、導入に
は至らなかった。

段階的に導入

段階的に導入

改革実施項目名称（細項目） 民間委託・指定管理者制度などPPP手法の導入推進

現状と課題
（これまでの取組み）

　「民間でできることは民間に委ねる」という「民間委託等の推進に関する基本指針」に基づき、行政責任の確保等に
留意しながら、市民サービスの向上や行政運営の一層の効率化を図るとともに、地域経済の活性化の観点から、民間
委託等を積極的かつ計画的に推進してきた。また、「公の施設に係る指定管理者制度に関する指針」に基づき、公の
施設の管理に民間事業者等の能力を積極的に活用し、市民サービスの向上と施設管理経費の節減を図ることができ
る施設について、指定管理者制度を積極的に導入している。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　民間委託や指定管理者制度の導入を検討し、導入可能なところから随時実施する。

≪事業の最終目標≫
　民間活力を導入することで、行政運営の効率化と市民サービスの向上を図る。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 3　民間活力の効果的な活用と制度的検証 36

具体的な取組項目（小項目） 1　民間活力の効果的活用に向けた検討・実施

担当課 行政経営課

予定通
り
進捗

進捗に
遅れあり

B B

B

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　学校給食調理業務自校方式の委託化は6校増加し、計8校になったが、今後
も給食調理員の退職に合わせて、委託を拡大していく。
　食育・花育センターは平成30年度からの指定管理者制度の導入に向けて、
平成29年度に事業者を公募する予定になっている。

　こども創作活動館は、
近隣に子育て交流施設が
新設されることから、利
用者数の減少などを考慮
し、利用対象の見直しを
含めて指定管理者制度の
導入を検討していく。保
育園については曽野木地
区で整備予定の複合施設
に保育園を統合する予定
であり、民営化を含めて
検討していく。

課題、今後の方針、改善事項など

　学校給食の外部委託については順調に拡大しており、その他の施設についても、民間
委託の導入・拡大や、指定管理者制度の導入を引き続き検討していく。ただし、食育・
花育センター以外には、今のところ具体的な検討や進展に至ってはいないが、継続的に
所管課に働きかけを行っていく。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

一部、委託の導入や対象施設の
拡大を実施できた。残りの施設
についても引き続き検討してい
く。

一部、民間委託の導入や対象施
設の拡大の方向を確認できた。
残りの施設についても引き続き
検討していく。

課題、今後の方針、改善事項など
未導入施設について、引き続き検討を
続ける。市場との乖離についても検証
し、委託の担い手を探す。

未導入施設について、引き続き検討を
続ける。市場との乖離についても検証
し、委託の担い手を探す。

取組の状況
上半期
（4～9月）

それぞれの施設において
検討を実施

それぞれの施設において
検討を実施

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

指
標

こども創作活動
館、老人憩の家松
崎荘、記念館・文
化施設全般（民間
委託・指定管理者
制度導入等の検
討）

検討
可能なところから

導入

民間委託の導入
や、指定管理者制
度の導入を引き続き
検討した。

検討
可能なところから

導入

民間委託の導入や、
指定管理者制度の導
入を引き続き検討し
た。

段階的に導入

保育園 検討

保育園の民営化、統
廃合の検討や、指定
管理者制度導入を検
討した。

検討

保育園の民営化、統
廃合について検討を
検討した。 －

要
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No.

取組の内容

・学校給食調理業務自校方式の委託化
・食育・花育センター（指定管理者制度導入検討）
・図書館（指定管理者制度導入の検討や民間委託の段階的拡大）
・保育園（新規・統廃合は民営化、既存は民営化または指定管理者制度導入などの検討）
・こども創作活動館、老人憩の家松崎荘、記念館・文化施設全般（民間委託・指定管理者制度導入の検討）

改革実施項目名称（細項目） 民間委託・指定管理者制度などPPP手法の導入推進

現状と課題
（これまでの取組み）

　「民間でできることは民間に委ねる」という「民間委託等の推進に関する基本指針」に基づき、行政責任の確保等に
留意しながら、市民サービスの向上や行政運営の一層の効率化を図るとともに、地域経済の活性化の観点から、民間
委託等を積極的かつ計画的に推進してきた。また、「公の施設に係る指定管理者制度に関する指針」に基づき、公の
施設の管理に民間事業者等の能力を積極的に活用し、市民サービスの向上と施設管理経費の節減を図ることができ
る施設について、指定管理者制度を積極的に導入している。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　民間委託や指定管理者制度の導入を検討し、導入可能なところから随時実施する。

≪事業の最終目標≫
　民間活力を導入することで、行政運営の効率化と市民サービスの向上を図る。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 3　民間活力の効果的な活用と制度的検証 36

具体的な取組項目（小項目） 1　民間活力の効果的活用に向けた検討・実施

担当課 行政経営課

公募を実施し、指定管
理者を選定した。 検討

指定管理施設として
運営を開始した。 －

学校給食調理業
務自校方式（委託
モデル実施2校）

委託拡大（新規3
校）

平成29年度の導入は0
校となったが、平成30
年度から2校（大形小、
東山の下小）に拡大予
定

段階的に委託拡
大

新規2校（大形小、
東山の下小）で委託
を開始した。 段階的に導入

改
革
実
施

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

図書館（窓口業務
委託：新規2件）

検討
可能なところから

導入

窓口業務の民間委託
を導入する図書館の拡
大を検討したが、費用
対効果が低く、導入に
は至らなかった。

検討
可能なところから

導入

窓口業務の民間委
託を導入する図書
館の拡大を検討した
が、費用対効果が低
く 新規導入には至

段階的に導入

食育・花育セン
ター（直営）

検討

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価

一部、民間委託の導入や対象
施設の拡大の方向を確認でき
た。残りの施設についても引
き続き検討していく。

民間委託の拡大は可能なとこ
ろから順次実施している。

平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　公民連携を模索し、民間活力を活用できる範囲（施設、部分）につ
いて、検討を経て可能な部分から実施してきており、一定の進捗が得
られた。

　民間活力の効果
的活用に向けた検
討を行い、公民連
携手法の導入推進
を図っていく。

課題、今後の方針、改善事項など

それぞれの施設において検討
を実施

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

課題、今後の方針、改善事項など

　市民サービスの向上、行政運営の効率化を念頭に置き、民間活力を活用でき
る範囲については、引き続き検討を行い、導入可能な部分から実施していく。
また、類似施設や他都市の状況も踏まえながら導入の拡大に努めていく。

未導入施設について、引き続き検討を
続ける。市場との乖離についても検証
し、委託の担い手を探す。

未導入施設（部分）については、引き
続き検討を行い、導入に努める。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

それぞれの施設において
検討を実施

指
標

こども創作活動
館、老人憩の家松
崎荘、記念館・文
化施設全般（民間
委託・指定管理者
制度導入等の検
討）

検討
可能なところから

導入

新規2施設（芸術創造
村・国際青少年セン
ター、寺山公園子育て
交流施設）について、
平成30年度から指定
管理者制度を導入

検討
可能なところから

導入

芸術創造村・国際青
少年センター、寺山
公園子育て交流施
設は指定管理施設
として運営を開始し
た。

段階的に導入

保育園 検討

保育園の民営化、統
廃合について検討を
検討した。 検討

市立保育園配置計
画を策定し、引き続
き、統廃合等の検討
を実施した。

－

施
概
要

（具体的な内容） 導入 は至らなかった。 導入 く、新規導入には至
らなかった。
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No.

・民間委託導入可
能性の検討
・可能なところから
導入

計画 実績

単純定型業務の
民間委託
民間提案制度の
実施・民間委託の
検討

・民間委託導入可
能性の検討
・可能なところから
導入

国民健康保険料
の電話催告業務
の民間委託を実
施した。その他、
民間委託に関する
研修会などに参加
し、引き続き委託
の拡大について検
討した。

・民間委託導入可
能性の検討
・可能なところから
導入

市税の電話催告
業務について、先
進都市の状況等
を調査するなど、
民間委託へ向け
た具体的な検討を
行った。現在、納
税課にて平成30
年度からの民間委
託に向けて準備し
ている状況となっ
ている

取組の内容

　市役所内部における事務事業の自己点検を実施し、民間委託が可能な新たな業務等の洗い出しを実施
　民間のアイデアを募集する「民間提案制度」の検証と実施検討

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目） 新たな業務等への民間委託導入の検討

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまでも、単純定型業務の民間委託や公の施設への指定管理者制度の導入など、民間活力導入を推進してき
た。引き続き、社会情勢の変化や民間の担い手の状況などを見定めながら、「民間でできることは民間に委ねる」という
「民間委託等の推進に関する基本指針」に基づき、専門定型業務など新たな業務に民間活力の導入を検討していく。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　市と民間の役割分担を明確化し、ノウハウを有する民間が実施することで市民サービスの向上、施設運営
の効率化、経費削減が図られる業務への民間活力を導入する。

≪事業の最終目標≫
　選択と集中によって、市としてより重要な事務事業へ経営資源を再配分する。また、地域経済の活性化が
図られる。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 3　民間活力の効果的な活用と制度的検証 37

具体的な取組項目（小項目） 1　民間活力の効果的活用に向けた検討・実施

担当課 行政経営課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

他都市の取組状況を研究しながら引き
続き民間委託拡大を検討する。
全事務事業の自己点検を実施し、委託
可能な業務の洗い出しを行う。

他都市の取組状況を研究しながら引き続き
民間委託拡大を検討する。
全事務事業の自己点検を実施し、委託可能
な業務の洗い出しを行う。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　継続検討してきた国民健康保険料の電話催告業務について民間委託を実施
し、保険料の収納率向上に寄与した。また、市税の電話催告業務について
は、担当課である納税課にて先進都市の状況等を調査するなど、民間委託へ
向けた具体的な検討を行った。

　電話による市税納
付勧奨業務につい
て、納税課にて平成
30年度からの民間委
託に向けて準備して
いる。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

継続検討してきた国民健康保険
料の電話催告業務について民間
委託を実施し、保険料の収納率
向上に寄与した。

市税の電話催告業務について、
先進都市の状況等を調査するな
ど、民間委託へ向けた具体的な
検討を行った。

課題、今後の方針、改善事項など

　他都市の取組状況を研究しながら引き続き民間委託拡大を検討する。
　全事務事業の自己点検を実施し、委託可能な業務の洗い出しを行う。また、ＰＰＰ/
ＰＦＩガイドラインに基づき、対象事業の洗い出しを行うとともに、職員研修を実施し
ながら、ＰＰＰやＰＦＩ事例の導入検討を推進していく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

国民健康保険料の電話催
告業務の民間委託を実施
その他、民間委託可能な
業務の検討

市税の電話催告業務につ
いて、業務委託のあり方
について検討し、導入に
向けた課題を整理した。

指
標

ている。
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No.

取組の内容

　市役所内部における事務事業の自己点検を実施し、民間委託が可能な新たな業務等の洗い出しを実施
　民間のアイデアを募集する「民間提案制度」の検証と実施検討

改革実施項目名称（細項目） 新たな業務等への民間委託導入の検討

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまでも、単純定型業務の民間委託や公の施設への指定管理者制度の導入など、民間活力導入を推進してき
た。引き続き、社会情勢の変化や民間の担い手の状況などを見定めながら、「民間でできることは民間に委ねる」という
「民間委託等の推進に関する基本指針」に基づき、専門定型業務など新たな業務に民間活力の導入を検討していく。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　市と民間の役割分担を明確化し、ノウハウを有する民間が実施することで市民サービスの向上、施設運営
の効率化、経費削減が図られる業務への民間活力を導入する。

≪事業の最終目標≫
　選択と集中によって、市としてより重要な事務事業へ経営資源を再配分する。また、地域経済の活性化が
図られる。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 3　民間活力の効果的な活用と制度的検証 37

具体的な取組項目（小項目） 1　民間活力の効果的活用に向けた検討・実施

担当課 行政経営課

・民間委託導入可
能性の検討
・可能なところから
導入

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

単純定型業務の
民間委託
民間提案制度の
実施・民間委託の
検討

・民間委託導入可
能性の検討
・可能なところから
導入

・市税の電話催告業
務について、納税課
で民間委託の検討
を行ってきたが、結
果として導入に至ら
なかった。
・全事務事業点検を
通じて、各区区民生
活課（生活環境係）
の単純定型業務に
ついて、民間委託の
検討を行ったが、導
入に至らなかった

・民間委託導入可
能性の検討
・可能なところから
導入

・中央区役所窓口
業務の民間委託
化の検討を実施し
たが、導入には至
らなかった。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

C C

C

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　民間委託の導入について検討を実施してきたが、国民健康保険料の
電話催告業務は委託化できたものの、市税の電話催告や窓口業務など
新たな業務への導入はあまり進捗が見られなかった。

　引き続き、新た
な業務等への民間
委託導入について
検討を行い、導入
可能な部分から導
入していく。

課題、今後の方針、改善事項など

　他都市の取組状況を研究しながら引き続き民間委託拡大を検討していく。
また、ＰＰＰ/ＰＦＩガイドラインに基づき、対象事業の洗い出しを行うととも
に、職員研修を実施しながら、ＰＰＰやＰＦＩ事例の導入検討を推進してい
く。
中央区の窓口業務においては令和元年10月より派遣方式にて実施。市税の納付
勧奨業務は令和2年に国民健康保険料の電話催告と合わせて委託化する予定）

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

市税の電話催告業務や単純定型
業務について、民間委託の検討
を行ってきたが、導入には至ら
なかった。

中央区役所（窓口サービス
課）の窓口業務の民間委託の
検討を行ったが、導入には至
らなかった。

課題、今後の方針、改善事項など

他都市の取組状況を研究しながら引き続き民間委
託拡大を検討するとともに、事務事業点検をを通
じて、委託可能な業務の洗い出しを行う。また、
ＰＰＰ/ＰＦＩガイドラインに基づき、対象事業
の洗い出しを行うとともに、職員研修を実施しな
がら、ＰＰＰやＰＦＩ事例の導入検討を推進して
いく。

他都市の取組状況を研究しながら引き
続き民間委託の拡大を検討していく。
また、ＰＰＰ/ＰＦＩガイドラインに基
づき、対象事業の洗い出しを行うとと
もに、職員研修を実施しながら、ＰＰ
ＰやＰＦＩ事例の導入検討を推進して
いく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

電話による市税納付勧奨業務
について、平成30年度からの
民間委託に向けて準備を進め
ている。

中央区役所（窓口サービス
課）の窓口業務の民間委託に
ついて、検討を行った。

指
標

入に至らなかった。
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No.

・引き続き、評価シ
ステムを運用し、
外郭団体の自立
的な経営を促進す
るとともに、市との
関与についても見
直しを図る

計画 実績

全団体に対し評価
を実施
総合評価につい
ては、評価結果に
基づき2～3年に1
度実施

・外郭団体評価の
実施とその結果に
基づく外郭団体へ
の経営健全化に
向けた助言、指導
・外郭団体と市と
の関与縮小に向
けた見直し

全18団体に対して団体の
自己評価と所管課による
評価を実施し、現状の課
題を確認し、課題の改善
に向けて今後の取組みを
検討した。また、これまで
の評価結果に基づき選定
した9団体に対して、外部
の専門家によるヒアリング
を実施し、経営の健全化
や、団体と市との関与縮
小に向けた助言を頂い
た。

・外郭団体評価の
実施とその結果に
基づく外郭団体へ
の経営健全化に
向けた助言、指導
・外郭団体と市と
の関与縮小に向
けた見直し

全18団体に対して団体の
自己評価と所管課による
評価を実施し、現状の課
題を確認し、課題の改善
に向けて今後の取組みを
検討した。また、これまで
の評価結果に基づき選定
した８団体に対して、外部
の専門家によるヒアリング
を実施し、経営の健全化
や、団体や市との関与縮
小に向けた助言を頂い
た。

取組の内容

外郭団体に対し、外部の評価アドバイザーの意見を参考に評価を実施。
・外部の視点から団体のあり方、市との関与状況などについて意見を伺い、見直しを図る。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目）
外郭団体評価の継続実施による団体の経営改善（市と団体の関与の最適化
と、より効率的・効果的な評価方法に改善し実施）

現状と課題
（これまでの取組み）

　外郭団体見直し方針・外郭団体経営改善計画（平成17～21年度）に基づき、外郭団体の見直しを実施。平成19年
度から「外郭団体評価システム」を同時に運用し、経営改善を図ってきた。現在は、評価システムのみ実施しているが、
より効率的な評価方法を検討するとともに、改めて市と団体との関与について検証が必要である。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　外郭団体の組織、事業、財務上等、経営全般について評価を実施し、団体の自立的・効率的な経営を促進
する。

≪事業の最終目標≫
　市と団体の関与の最適化を図る。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 3　民間活力の効果的な活用と制度的検証 38

具体的な取組項目（小項目） 1　民間活力の効果的活用に向けた検討・実施

担当課 行政経営課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B C

C

引き続き外郭団体の経営健全化に向け
た取組みと、団体と市との関与の縮小
に向けた取組みを実施する。

引き続き外郭団体の経営健全化に向け
た取組みと、団体と市との関与の縮小
に向けた取組みを実施する。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　新たに一つ外郭団体ができたため、指標は達成できなかった
が、総合評価の団体には外部のアドバイザーによるヒアリング
をもとに改善指示を示し、団体の改善の方向性を示すことで経
営改善や市の関与の縮小に寄与している。

団体の改善状況を
的確に把握するた
めに、各種取組み
について目標とな
る客観的な指標を
設定し、取組みの
成果を事後に検
証・評価できる仕
組みを構築する。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

自己評価及び所管課評価、また、外
部の専門家の助言を踏まえた総合評
価を実施し、これまでの取組成果の
確認、評価と、今後の課題の抽出及
び改善に向けた助言ができた。

既存の外郭団体から分離し、新
たに一つ外郭団体ができたた
め、外郭団体数は19となり、目
標は達成できなかったが、職員
派遣数の減少など、市の関与は
少しずつ縮小している。

課題、今後の方針、改善事項など

　団体の各種取組みについては、総論的で具体性に欠ける傾向があり、
改善状況の評価が難しい事例が見受けられるため、具体的な成果目標や
指標を設定したうえで、改善状況を客観的に把握する必要がある。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

全団体を対象に団体の自己評価
及び所管評価を実施。そのう
ち、総合評価対象の9団体に対
して、外部の評価アドバイザー
によるヒアリングを実施した。

全団体を対象に団体の自己評価
及び所管評価を実施。そのう
ち、総合評価対象の8団体に対
して、外部の評価アドバイザー
によるヒアリングを実施した。

指
標

外郭団体数 18 18 18 18 19 18

専門家の助言を踏まえ、ヒ
アリング対象団体に対して
市としての総合評価をし、
これまでの取組みに対す
る助言や改善指示を行っ
た。

専門家の助言を踏まえ、ヒ
アリングの対象団体に対
して市としての総合評価を
し、これまでの取組みに対
する助言や改善指示を
行った。
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No.

取組の内容

外郭団体に対し、外部の評価アドバイザーの意見を参考に評価を実施。
・外部の視点から団体のあり方、市との関与状況などについて意見を伺い、見直しを図る。

改革実施項目名称（細項目）
外郭団体評価の継続実施による団体の経営改善（市と団体の関与の最適化
と、より効率的・効果的な評価方法に改善し実施）

現状と課題
（これまでの取組み）

　外郭団体見直し方針・外郭団体経営改善計画（平成17～21年度）に基づき、外郭団体の見直しを実施。平成19年
度から「外郭団体評価システム」を同時に運用し、経営改善を図ってきた。現在は、評価システムのみ実施しているが、
より効率的な評価方法を検討するとともに、改めて市と団体との関与について検証が必要である。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　外郭団体の組織、事業、財務上等、経営全般について評価を実施し、団体の自立的・効率的な経営を促進
する。

≪事業の最終目標≫
　市と団体の関与の最適化を図る。

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 3　民間活力の効果的な活用と制度的検証 38

具体的な取組項目（小項目） 1　民間活力の効果的活用に向けた検討・実施

担当課 行政経営課

・引き続き、評価シ
ステムを運用し、
外郭団体の自立
的な経営を促進す
るとともに、市との
関与についても見
直しを図る

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

全団体に対し評価
を実施
総合評価につい
ては、評価結果に
基づき2～3年に1
度実施

・外郭団体評価の
実施とその結果に
基づく外郭団体へ
の経営健全化に
向けた助言、指導
・外郭団体と市と
の関与縮小に向
けた見直し

全19団体に対して団体の
自己評価と所管課による
評価を実施し、現状の課
題を確認し、課題の改善
に向けて今後の取組みを
検討した。また、これまで
の評価結果に基づき選定
した８団体に対して、外部
の専門家によるヒアリング
を実施し、経営の健全化
や、団体や市との関与縮
小に向けた助言を頂い
た。

・外郭団体評価の
実施とその結果に
基づく外郭団体へ
の経営健全化に
向けた助言、指導
・外郭団体と市と
の関与縮小に向
けた見直し

全19団体に対して団体の
自己評価と所管課による
評価を実施し、現状の課
題の確認と改善に向けて
の今後の取組みについて
検討した。また、これまで
の評価結果に基づき選定
した6団体に対して、外部
の専門家によるヒアリング
を実施し、経営の健全化
や、団体と市との関与縮
小に向けた助言を頂い
た。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

C C

C

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　期間中に新たに外郭団体ができたため、指標は達成できなかった
が、総合評価の団体には、外部アドバイザーによるヒアリングを基
に改善指示を示し、団体の経営改善に向けた取組みや市の関与の縮
小に寄与することができた。

　外郭団体評価の
継続実施による団
体の経営改善を推
進していく。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き、外部アドバイザーによるヒアリングを実施し、団体の経営健全化
に向けて取り組んでいく。団体の各種取組みについては、改善状況が客観的に
判断できるような目標・指標の設定を促していく。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

既存の外郭団体から分離し、新
たに一つ外郭団体ができたた
め、外郭団体数は19となり、目
標は達成できなかったが、職員
派遣数の減少など、市の関与は
少しずつ縮小している。

外郭団体数は引き続き19であ
り、目標は達成できなかった
が、職員派遣数の減少など、
市の関与は少しずつ縮小して
いる。

課題、今後の方針、改善事項など

引き続き外郭団体の経営健全化に向け
た取組みと、団体と市との関与の縮小
に向けた取組みを実施する。

引き続き外郭団体の経営健全化に向け
た取組みと、団体と市との関与の縮小
に向けた取組みを実施する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

全団体を対象に団体の自己評価
及び所管評価を実施。そのう
ち、総合評価対象の8団体に対
して、外部の評価アドバイザー
によるヒアリングを実施した。

全団体を対象に団体の自己評価
及び所管評価を実施。そのう
ち、総合評価対象の6団体に対
して、外部の評価アドバイザー
によるヒアリングを実施した。

指
標

外郭団体数 18 18 19 18 19 18

専門家の助言を踏まえ、ヒ
アリングの対象団体に対
して市としての総合評価を
し、これまでの取組みに対
する助言や改善指示を
行った。

専門家の助言を踏まえ、ヒ
アリングの対象団体に対
して市としての総合評価を
し、これまでの取組みに対
する助言や改善指示を
行った。
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No.

・外部評価の実施
・指定管理者制度
の運用改善

計画 実績

・外部評価の実施
と指定管理者制度
の運用改善

・外部評価の実施
・指定管理者制度
の運用改善

5施設（アクアパー
クにいがた、東総
合スポーツセン
ター、白根総合公
園屋内プール、西
川総合体育館、豊
栄総合体育館）に
ついて外部評価を
実施した。
外部評価委員から

・外部評価の実施
・指定管理者制度
の運用改善

5施設（老人デイ
サービスセンター大
山台、老人デイサー
ビスセンター向陽
園、老人デイサービ
スセンター岩室、し
ろね大凧と歴史の
館、岩室観光施設）
について外部評価
を実施した。
外部評価委員から

取組の内容

　指定管理者第三者評価会議を実施し、評価結果に基づき必要な制度の見直しを行う。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目） 指定管理者制度施設の外部評価の実施と制度見直しへの反映

現状と課題
（これまでの取組み）

　「新潟市公の施設に係る指定管理者制度に関する指針」に基づき、公の施設に関し、民間事業者等の能力を積極
的に活用することにより、効果的・効率的な管理を行い、市民サービスの向上と施設管理経費の縮減を図ることができ
る施設に指定管理者制度を導入してきた。今後、さらなる市民サービスの質の向上を図るため、外部評価（第三者評
価）を実施し、必要な制度見直しを行う。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　指定管理者が管理運営する施設の外部評価の実施と継続的な制度の見直し

≪事業の最終目標≫
　指定管理者制度の適正な運用

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 3　民間活力の効果的な活用と制度的検証 39

具体的な取組項目（小項目） 2　さらなる民間活力導入推進に向けた制度整備

担当課 行政経営課

予定通
り
進捗

進捗に
遅れあり

B B

B

対象施設の選定と、評価結果を踏
まえた指定管理者制度の運用の見
直し。

評価結果を踏まえたモニタリング
に係る様式等の見直し。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　有識者による専門的な観点での評価により、市のモニタリン
グや指定管理者の管理運営について、改善事項の指摘があり、
施設ごとに対応策を示してもらうなど、必要な見直しを行い、
市民サービスの向上につながった。
また、評価結果や改善事項を全庁に周知したことで、本市の指
定管理者制度導入施設全体にも効果が波及していくと考える。

　外部評価委員
からの意見や指
定管理者へのア
ンケート調査結
果を踏まえ、見
直しが必要な部
分について引き
続き検討する。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

外部評価の実施により、指定管
理者制度全体や、対象施設に対
する評価、意見を頂き、その内
容については全庁に周知し、改
善に取り組んだ。

外部評価の実施により、指定管
理者制度全体や、対象施設に対
する評価、意見を頂き、その内
容については全庁に周知し、改
善に取り組んだ。

課題、今後の方針、改善事項など

　外部評価委員からの意見を踏まえて、見直しが必要な部分について、改善の
検討が進んでいない部分があるため、検討を進める必要がある。
　また、平成29年1月に実施した指定管理者を対象としたアンケート結果を踏
まえ、指定管理者の負担軽減も図りながら、制度の見直しを行っていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

今年度評価対象施設、団
体及び外部評価委員を選
定し、評価会議の日程を
調整中。

今年度評価対象施設、団
体及び外部評価委員を検
討した。

指
標

外部評価団体数 5 5 5 5 5 毎年5団体

外部評価委員から
の意見を踏まえ
て、指定管理者制
度の運用について
見直しを実施。

外部評価委員から
の意見を踏まえて、
他の全指定管理施
設所管課にも留意
事項を周知した。
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No.

取組の内容

　指定管理者第三者評価会議を実施し、評価結果に基づき必要な制度の見直しを行う。

改革実施項目名称（細項目） 指定管理者制度施設の外部評価の実施と制度見直しへの反映

現状と課題
（これまでの取組み）

　「新潟市公の施設に係る指定管理者制度に関する指針」に基づき、公の施設に関し、民間事業者等の能力を積極
的に活用することにより、効果的・効率的な管理を行い、市民サービスの向上と施設管理経費の縮減を図ることができ
る施設に指定管理者制度を導入してきた。今後、さらなる市民サービスの質の向上を図るため、外部評価（第三者評
価）を実施し、必要な制度見直しを行う。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　指定管理者が管理運営する施設の外部評価の実施と継続的な制度の見直し

≪事業の最終目標≫
　指定管理者制度の適正な運用

重点改革項目Ⅱ　市民や民間とのパートナーシップ・連携の深化

取組項目（中項目） 3　民間活力の効果的な活用と制度的検証 39

具体的な取組項目（小項目） 2　さらなる民間活力導入推進に向けた制度整備

担当課 行政経営課

・外部評価の実施
・指定管理者制度
の適正な運用

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・外部評価の実施
と指定管理者制度
の運用改善

・外部評価の実施
・指定管理者制度
の運用改善

・指定管理者制度
の運用改善

・外部評価の実施
・指定管理者制度
の運用改善

・指定管理者制度
の運用改善

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

C

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　28年度までは外部評価を実施し、指摘事項を踏まえ制度の改
善に取り組んだ。29年度からは、制度の見直しに重点的に取り
組むこととし、より効果的な運用となるよう制度の見直しに着
手した。

　引き続き、指
定管理者制度の
課題検証と解決
に向けた制度の
改善に取り組ん
でいく。

課題、今後の方針、改善事項など

　指定管理者制度の導入後に課題が散見される部分もあるため、課題を
把握し、より良い制度となるよう、見直しに取り組んでいく。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

計画どおり制度の見直し
を行った（指定期間、実
績評価の次期選定への反
映など）。

計画どおり制度の見直し
を行った（複数施設の一
体化の視点など）。

課題、今後の方針、改善事項など

・労働実態調査の手法（再委託関
係）
・仕様書の改訂（市が計画に盛り
込む省エネ取組みへの協力）

指定管理者制度による課題等を把
握し、改善に向けて取り組んでい
く。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

今年度は外部評価を行わず、
制度の見直しを重点的に行う
こととした。年度末の指針等
改正に向け、検討を進めてい
る。

昨年度に引き続き、制度の見
直しを重点的に行うことと
し、年度末の指針等改正に向
け、検討を進めている。

指
標

外部評価団体数 5 5 0 5 0 毎年5団体
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

改革実施項目名称（細項目）
財政予測計画を踏まえ、臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスや
市債の減少目標に配慮した財政運営

現状と課題
（これまでの取組み）

　人口減少、人口構成の変化から将来の財源確保が不透明である一方、高齢化の進行などにより社会保障費の増
加が予測されている。厳しい財政状況が見込まれる中においても、将来世代に過度な負担を強いることのないようプ
ライマリーバランス及び市債残高に配慮しながら持続可能な財政運営を行っていくため、今後８年間の財政予測計
画を明示した。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
  財政予測計画を踏まえ、
・臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスについて、平成28年度から収支均衡を図る。
・臨時財政対策債を除いた市債残高について、平成28年度から毎年度、対前年度より減少させる。

≪事業の最終目標≫
　財政予測計画を踏まえ、
・臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスについて、平成28年度から収支均衡を図る。
・臨時財政対策債を除いた市債残高について、平成28年度から減少させ、平成34年度までに3,800億円以下
に縮減する。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 1　財政予測計画をふまえた持続可能な財政運営 40

具体的な取組項目（小項目）
1　中長期的な収支均衡、事務事業の選択と集中による計画的な歳出の見直
し

担当課
財務課●
政策調整課

計画 実績

・今後8年間の財
政予測計画を明
示
・臨時財政対策債
を除いたプライマ
リーバランス（以下
「ＰＢ」）を保つ年
次を明示
・臨時財政対策債
を除いた市債残高
の減少目標を明
示

・財政予測計画を
踏まえた持続可能
な財政運営を行う

・財政予測計画を
踏まえ、ＰＢ及び
市債残高を意識し
た持続可能な財
政運営を行った。

・財政予測計画を
踏まえた持続可能
な財政運営を行う

・財政予測計画を
踏まえ、ＰＢ及び
市債残高を意識し
た持続可能な財
政運営を行った。

取組の内容

　投資的経費の厳正な事業選択や、より一層の事業見直し等による歳出抑制を徹底するとともに、地域経済
活性化に資する施策を充実させ、税源の涵養を図りながら歳入確保に努め、持続可能な財政運営を行ってい
く。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

・財政予測計画を踏まえ
た財政運営を実施

3,845億円 3,909億円 3,899億円 対前年度より減少 対前年度より減少 対前年度より減少

・引き続き、財政予
測計画を踏まえた
持続可能な財政
運営を行う

指
標

プライマリーバランス △110億円 △64億円 △36億円 黒字化 黒字化 黒字化

市債残高

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・財政予測計画を踏まえ、ＰＢ及び市債残高を意識した持続
可能な財政運営を行った。

・引き続き、財
政目標の達成に
向けて、投資的
経費の厳正な事
業選択や行財政
改革に取り組
み、持続可能な
財政運営を行
う。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・財政予測計画を踏ま
え、ＰＢ及び市債残高を
意識した持続可能な財政
運営を行った。

・財政予測計画を踏ま
え、ＰＢ及び市債残高を
意識した持続可能な財政
運営を行った。

課題、今後の方針、改善事項など

・本市の財政目標では、市債残高を平成34年度までに3,800億円以下に
縮減することとしているが、平成29年度当初予算時点における財政予
測計画では3,826億円となっている。今後は投資的経費の厳正な事業選
択や行財政改革に取り組むことで市債残高の縮減を図る。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・財政予測計画を踏まえ
た財政運営を実施

・引き続き、投資的経費の厳正な
事業選択などを進めるほか、予算
執行においても効果的・効率的な
事業実施を図る。

・引き続き、投資的経費の厳正な
事業選択などを進めるほか、予算
執行においても効果的・効率的な
事業実施を図る。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価
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No.

改革実施項目名称（細項目）
財政予測計画を踏まえ、臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスや
市債の減少目標に配慮した財政運営

現状と課題
（これまでの取組み）

　人口減少、人口構成の変化から将来の財源確保が不透明である一方、高齢化の進行などにより社会保障費の増
加が予測されている。厳しい財政状況が見込まれる中においても、将来世代に過度な負担を強いることのないようプ
ライマリーバランス及び市債残高に配慮しながら持続可能な財政運営を行っていくため、今後８年間の財政予測計
画を明示した。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
  財政予測計画を踏まえ、
・臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスについて、平成28年度から収支均衡を図る。
・臨時財政対策債を除いた市債残高について、平成28年度から毎年度、対前年度より減少させる。

≪事業の最終目標≫
　財政予測計画を踏まえ、
・臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスについて、平成28年度から収支均衡を図る。
・臨時財政対策債を除いた市債残高について、平成28年度から減少させ、平成34年度までに3,800億円以下
に縮減する。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 1　財政予測計画をふまえた持続可能な財政運営 40

具体的な取組項目（小項目）
1　中長期的な収支均衡、事務事業の選択と集中による計画的な歳出の見直
し

担当課
財務課●
政策調整課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

C B

B

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・今後8年間の財
政予測計画を明
示
・臨時財政対策債
を除いたプライマ
リーバランスを保
つ年次を明示
・臨時財政対策債
を除いた市債残高
の減少目標を明
示

・財政予測計画を
踏まえた持続可能
な財政運営を行う

・財政予測計画を
踏まえ、ＰＢ及び
市債残高を意識し
た持続可能な財
政運営を行った。
・また、基金につ
いては、政令指定
都市移行後はじめ
て、積立に転換す
る予算編成を実施
した。

・財政予測計画を
踏まえた持続可能
な財政運営を行う

・財政予測計画を
踏まえ、ＰＢ及び
市債残高を意識し
た持続可能な財
政運営を行った。

3,845億円 対前年度より減少 対前年度より増加 対前年度より減少 対前年度より減少 3,800億円以下

・引き続き、財政予
測計画を踏まえた
持続可能な財政
運営を行い、平成
34年度までに
3,800億円以下に
縮減

指
標

プライマリーバランス △110億円 黒字化 赤字 黒字化 黒字化 黒字化

市債残高

改
革
実
施
概
要

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・財政予測計画を踏まえ
た財政運営を実施

・財政予測計画を踏まえ
た財政運営を実施

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・H30年度当初予算編成な
どを通じて持続可能な財
政運営を行った。
・一方で、H29年度決算
ベースによる指標では、
過去最大となる除排雪経
費や、国の経済対策補正
による事業等に機動的に
対応した結果、PBが赤字
となり市債残高は増加し
た。

・R元年度当初予算編成な
どを通じて持続可能な財
政運営を行った。
・なお、H30年度決算にお
いては、基金について、
政令指定都市移行後はじ
めてとなる当初予算に基
づく積立を実施した。

課題、今後の方針、改善事項など

・引き続き、投資的経費の厳正な
事業選択や、事務事業点検の実施
により行財政改革を進めるほか、
予算執行においても効果的・効率
的な事業実施を図る。

・引き続き、投資的経費の厳正な
事業選択や、事務事業点検の実施
により行財政改革を進めるほか、
予算執行においても効果的・効率
的な事業実施を図る。

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・財政予測計画を踏まえ、プライマリーバランス及び市債残
高を意識した持続可能な財政運営を行った。
・また、基金については、平成30年度当初予算において、政
令指定都市移行後はじめて積立に転換する編成を実施し、次
年度も継続して積立を行う予算編成とすることができた。

・集中改革期間
における行財政
改革の取組を進
める中で、引き
続き、投資的経
費の厳正な事業
選択に取り組
み、持続可能な
財政運営を行っ
ていく。

課題、今後の方針、改善事項など

・財政予測計画では、市債残高を2022年度までに3,800億円以下に縮減
することとしていたが、2019年度当初予算時点における見通しでは3、
868億円となっている。
・市債は、国の経済対策補正など機動的に対応する必要が生じるもの
であることを踏まえつつ、引き続き、投資的経費の厳正な事業選択や
行財政改革に取り組むことで市債残高の縮減を図っていく。
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No.

・引き続き、各所属
において、広告掲
載可能なものから
順次取組みを実
施
・ネーミングライツ
実施施設の拡充
検討

計画 実績

・市政情報モニ
ター、暮らしのガイ
ド官民協働発行、
市報にいがた、
ホームページバ
ナーなど広告事業
を実施
・ネーミングライツ
実施

・各所属におい
て、広告掲載可能
なものから順次取
組みを実施
・ネーミングライツ
実施施設の拡充
検討

・各所属におい
て、広告掲載可能
なものから順次取
組みを実施した。
・ネーミングライツ
実施施設の拡充
検討した。

・各所属におい
て、広告掲載可能
なものから順次取
組みを実施
・ネーミングライツ
実施施設の拡充
検討

・各所属におい
て、広告掲載可能
なものから順次取
組みを実施した。
・ネーミングライツ
の他都市事例を
調査

取組の内容

・各部・区が所管する財産について、広告掲載可能なものから順次取組みを実施する。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目）
市ホームページバナー広告や印刷物など各種広告資産の活用やネーミング
ライツの導入など、さらなる自主財源確保の積極的実施（組織全体として多
面的な検討）

現状と課題
（これまでの取組み）

　広告掲載にあたっての統一的な基準・ルール作りを行い、広告掲載媒体の拡大に努め、徐々に全庁的な取組みに
拡がりつつある。
　広告事業による歳入確保や歳出削減の具体的な目標が設定されていないことが課題である。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・市が保有する各種財産を広告媒体として有効に活用し、新たな財源を確保することにより、市民サービ
スの向上及び地域経済の活性化を図る。
・広告掲載の取組みを通じて財源確保に対する職員の意識改革が図られる。

≪事業の最終目標≫
・引き続き、各所属において、広告掲載可能なものから順次取組みを実施
・ネーミングライツ実施施設の拡充検討

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 1　財政予測計画をふまえた持続可能な財政運営 41

具体的な取組項目（小項目） 2　市税等の収納率向上と新たな財源確保の取組

担当課 財務課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

A A

A

・引き続き、広告掲載などの取組
みを実施するとともに、ネーミン
グライツ実施施設の拡充を検討す
る。

・引き続き、各所属の広告事業の
取組みを進めるとともに、ネーミ
ングライツについては、既存施設
の洗い出しを進める。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・各所属において広告掲載可能なものから順次取組みを実施
し、指標以上の効果額を生み出した。

・引き続き、広
告実績を庁内に
紹介することに
より各所属の広
告事業を進め
る。
・ネーミングラ
イツについて、
既存施設の洗い
出し

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・各所属において広告掲
載可能なものから順次取
組みを実施し、指標以上
の効果額を生み出した。

・各所属において広告掲
載可能なものから順次取
組みを実施し、指標以上
の効果額を生み出した。

課題、今後の方針、改善事項など

・引き続き、広告実績を庁内に紹介することにより、各所属の広告事
業の取組みを進めるとともに、ネーミングライツについては、拡充に
向け、既存施設の洗い出しを進める。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・各所属において広告事
業を実施
・広告事業効果額21,454
千円（上半期）

・各所属において広告事
業を実施
・広告事業効果額22,392
千円（上半期）

指
標

広告事業効果額
（広告料収入・歳出削減）

42,000千円 42,300千円 50,272千円 42,600千円 53,492千円 42,600千円

83



No.

改革実施項目名称（細項目）
市ホームページバナー広告や印刷物など各種広告資産の活用やネーミング
ライツの導入など、さらなる自主財源確保の積極的実施（組織全体として多
面的な検討）

現状と課題
（これまでの取組み）

　広告掲載にあたっての統一的な基準・ルール作りを行い、広告掲載媒体の拡大に努め、徐々に全庁的な取組みに
拡がりつつある。
　広告事業による歳入確保や歳出削減の具体的な目標が設定されていないことが課題である。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・市が保有する各種財産を広告媒体として有効に活用し、新たな財源を確保することにより、市民サービ
スの向上及び地域経済の活性化を図る。
・広告掲載の取組みを通じて財源確保に対する職員の意識改革が図られる。

≪事業の最終目標≫
・引き続き、各所属において、広告掲載可能なものから順次取組みを実施
・ネーミングライツ実施施設の拡充検討

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 1　財政予測計画をふまえた持続可能な財政運営 41

具体的な取組項目（小項目） 2　市税等の収納率向上と新たな財源確保の取組

担当課 財務課

・引き続き、各所属
において、広告掲
載可能なものから
順次取組みを実
施
・ネーミングライツ
実施施設の拡充
検討

指

広告事業効果額
（広告料収入・歳出削減）

42,000千円 42,900千円 56,507千円 43,200千円 56,700千円 43,200千円

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・市政情報モニ
ター、暮らしのガイ
ド官民協働発行、
市報にいがた、
ホームページバ
ナーなど広告事業
を実施
・ネーミングライツ
実施

・各所属におい
て、広告掲載可能
なものから順次取
組みを実施
・ネーミングライツ
実施施設の拡充
検討

・各所属におい
て、広告掲載可能
なものから順次取
組みを実施した。
・ネーミングライツ
実施施設の拡充
に向けて、各所属
と既存施設につい
て検討を実施

・各所属におい
て、広告掲載可能
なものから順次取
組みを実施
・ネーミングライツ
実施施設の拡充
検討

・各所属におい
て、広告掲載可能
なものから順次取
組みを実施した。
・ネーミングライツ
実施施設の拡充
に向けて、各所属
と既存施設につい
て検討を実施

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

A A

A

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・各所属において広告掲載可能なものから順次取組みを実施
し、指標以上の効果額を生み出した。

・ガイドライン
を作成し組織横
断的に取組みを
進める。

課題、今後の方針、改善事項など

・各所属の広告事業については、現状において頭打ちの状態にある。
さらに取組みを進めるためにガイドラインを作成し、組織横断的に取
り組む必要がある。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・各所属において広告掲
載可能なものから順次取
組みを実施し、計画以上
の効果額を生み出した。

・各所属において広告掲
載可能なものから順次取
組みを実施し、計画以上
の効果額を生み出した。

課題、今後の方針、改善事項など

・引き続き、各所属の広告事業の
取組みを進めるとともに、ネーミ
ングライツについては、既存施設
の洗い出しを進める。

・引き続き、各所属の広告事業の
取組みを進めるとともに、ネーミ
ングライツについては、既存施設
の洗い出しを進める。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・各所属において広告事
業を実施
・広告事業効果額53,661
千円（年間見込額）

・各所属において広告事
業を実施
・広告事業効果額79,338
千円（年間見込額）

指
標
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画した工程に取り組み、指標に掲げた収納率を達成し
た。

　引き続き市税
徴収の効果的・
効率的な取組み
を行うことによ
り、収納率の向
上を図ってい
く。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　市税収入確保に向け、引き続き効果的・効率的な徴収の取組みを行
う。

　計画した工程に取り組
み、指標に掲げた収納率
を達成した。

計画した工程に取り組
み、指標に掲げた収納率
を達成した。

市税収入確保に向け、引き続き効
果的・効率的な徴収の取組みを行
う。

市税収入確保に向け、引き続き効
果的・効率的な徴収の取組みを行
う。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・市・県民税の特別徴収
への移行促進
・納付環境整備の検討
・債権管理課、県徴収機
構との徴収の連携
・民間活力の導入検討

・市・県民税の特別徴収
への移行促進
・納付環境整備の検討
・債権管理課、県徴収機
構との徴収の連携
・民間活力の導入検討

指
標

96.5市税合計収納率（％） 96.2（見込） 96.4 96.7

・市・県民税の特
別徴収への移行
促進
・納付環境整備の
検討
・債権管理課、県
徴収機構との徴収
の連携
・民間活力の導入
検討

・市・県民税の特
別徴収への移行
促進
・納付環境整備の
検討
・債権管理課、県
徴収機構との徴収
の連携
・民間活力の導入
検討

・市・県民税の特
別徴収への移行
促進
・納付環境整備の
検討
・債権管理課、県
徴収機構との徴収
の連携
・民間活力の導入
検討

・市・県民税の特
別徴収への移行
促進
・納付環境整備の
検討
・債権管理課、県
徴収機構との徴収
の連携
・民間活力の導入
検討

96.8

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

96.6

取組項目（中項目） 1　財政予測計画を踏まえた持可能な財政運営

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

42

具体的な取組項目（小項目） 2　市税等の収納率向上と新たな財源確保の取組

担当課

改革実施項目名称（細項目） 市税の効果的、効率的な徴収

市税事務所納税課

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成21年度からコンビニ収納等の電子収納を導入し、平成25年度から固定資産税・都市計画税の毎月納付制度
を開始するなど納税者が納付しやすい環境の整備を図ってきた。また、債権管理課及び県地方税徴収機構との連
携により、徴収困難案件の整理強化を図ってきた。財源の根幹である市税収入確保のため、引き続き効果的・効率
的な徴収の取組みが必要である。

≪事業の最終目標≫
　財源の根幹である市税収入確保が図られる。

　納税者が納付しやすい環境整備の拡充について、検討し、導入を図っていく。
　給与所得者に係る市・県民税の特別徴収への移行の推進を図っていく。
　債権管理課及び県地方税徴収機構との連携により、徴収困難案件の整理強化を図っていく。
　民間活力の導入検討を行い、可能なものから実施していく。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　納税者が納付しやすい環境の整備による自主的な納税の促進と滞納整理の強化を図っていく。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・市・県民税の特
別徴収への移行
促進
・納付環境整備の
検討
・債権管理課、県
徴収機構との徴収
の連携

・市・県民税の特
別徴収への移行
促進
・納付環境整備の
検討
・債権管理課、県
徴収機構との徴収
の連携
・民間活力の導入
検討

改
革
実
施
概
要

取組の内容
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No.取組項目（中項目） 1　財政予測計画を踏まえた持可能な財政運営

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

42

具体的な取組項目（小項目） 2　市税等の収納率向上と新たな財源確保の取組

担当課

改革実施項目名称（細項目） 市税の効果的、効率的な徴収

市税事務所納税課

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成21年度からコンビニ収納等の電子収納を導入し、平成25年度から固定資産税・都市計画税の毎月納付制度
を開始するなど納税者が納付しやすい環境の整備を図ってきた。また、債権管理課及び県地方税徴収機構との連
携により、徴収困難案件の整理強化を図ってきた。財源の根幹である市税収入確保のため、引き続き効果的・効率
的な徴収の取組みが必要である。

≪事業の最終目標≫
　財源の根幹である市税収入確保が図られる。

　納税者が納付しやすい環境整備の拡充について、検討し、導入を図っていく。
　給与所得者に係る市・県民税の特別徴収への移行の推進を図っていく。
　債権管理課及び県地方税徴収機構との連携により、徴収困難案件の整理強化を図っていく。
　民間活力の導入検討を行い、可能なものから実施していく。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　納税者が納付しやすい環境の整備による自主的な納税の促進と滞納整理の強化を図っていく。

取組の内容

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

・市・県民税の特
別徴収への移行
促進
・納付環境整備の
検討
・債権管理課、県
徴収機構との徴収
の連携
・民間活力の導入
検討

・納付環境整備の
検討
・債権管理課との
徴収の連携
・民間活力の導入
検討

・市・県民税の特
別徴収への移行
促進
・納付環境整備の
検討
・債権管理課との
徴収の連携
・民間活力の導入
検討

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

・引き続き市税徴
収の効果的・効率
的な取組みを行う
ことにより、収納率
の向上を図ってい
く。

指
標

市税合計収納率（％） 96.2（見込） 96.6 97.1 96.7 97.4 96.8

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・市・県民税の特
別徴収への移行
促進
・新たな電子収納
等の導入検討
・債権管理課、県
徴収機構との徴収
の連携

・市・県民税の特
別徴収への移行
促進
・納付環境整備の
検討
・債権管理課、県
徴収機構との徴収
の連携
・民間活力の導入
検討

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・市・県民税の特別徴収
への移行促進
・納付環境整備の検討
・債権管理課、県徴収機
構との徴収の連携
・民間活力の導入検討

・納付環境整備の検討
・債権管理課との徴収の
連携
・民間活力の導入検討

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降
計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画した工程に取り組み、指標に掲げた収納率を達成し
た。

　引き続き市税
徴収の効果的・
効率的な取組み
を行うことによ
り、収納率の向
上を図ってい
く。課題、今後の方針、改善事項など

　市税収入確保に向け、引き続き効果的・効率的な徴収の取組みを行
う。

計画した工程に取り組
み、指標に掲げた収納率
を達成した。

課題、今後の方針、改善事項など

市税収入確保に向け、引き続き効
果的・効率的な徴収の取組みを行
う。

市税収入確保に向け、引き続き効
果的・効率的な徴収の取組みを行
う。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

計画した工程に取り組
み、指標に掲げた収納率
を達成した。
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No.

予定通
り
進捗

進捗に
遅れあり

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・14債権を引受け
・引受け債権の9月末徴収
率54.8%（前年同月比0.5%
増）
・債権管理条例周知・啓
発のための職員向け研修
を開催
・統合債権管理システム
構築に向けた調査検討業
務を専門業者委託により
実施

・14債権を引受け
・目標達成までの未収金
縮減額23.3億円
・引受け債権の9月末徴収
実績54.6％（前年度並
み）
・債権管理条例周知・啓
発のため全庁を対象に研
修会を複数回開催
・統合債権管理システム
の規模・機能の検討を継
続して実施

指
標

80億円（見込み）
年度末の未収金見込額
（全庁的取り組み）

110.8億円
（平成26年度決算）

90億円（見込み） 103.3億円

・引受債権14債権
・新潟市債権管理
条例の周知及び
同施行規則の改
正
・統合債権管理シ
ステム構築に向け
専門業者委託によ
る調査・検討を
行った。

・引受債権数14債
権
・債権管理条例に
よる債権の適正管
理
・統合債権管理シ
ステム構築に向け
た基本計画策定
（年度末の未収金
見込額80億円）

・引受債権数14債
権
・債権管理条例の
周知と同条例に
則った適正な債権
管理
・統合債権管理シ
ステム基本計画策
定については、予
算化が見送られた
ため、より効果的
なシステムのあり
方について継続し
て検討を行った。

・市の債権の適正
管理の推進
・統合債権管理シ
ステム構築に向け
た取り組みを進
め、平成31年度中
の運用開始を目
指す。

99.4億円
継続して縮減に取
り組む

取組項目（中項目） 1　財政予測計画を踏まえた持続可能な財政運営

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

43

具体的な取組項目（小項目） 2　市税等の収納率向上と新たな財源確保の取組

担当課

改革実施項目名称（細項目） 市債権の適正な管理

債権管理課

現状と課題
（これまでの取組み）

　債権管理課は、市の債権で徴収困難な案件を引き受け、徴収一元化による未収金縮減に取り組んできた。また、平
成24年度から平成26年度の間には、庁内組織の債権管理推進委員会を設置し未収金縮減に向けた全庁的な取組
みを推進するとともに、債権管理基本方針及び債権管理マニュアルの策定や債権管理条例の整備により、全庁一体
となった未収金縮減に努めてきた。引き続き市の債権の適正管理を推進し、市民負担の公平・公正性及び持続可能
な財政運営を図る自主財源の確保をするため、未収金の縮減に努めなければならない。

≪事業の最終目標≫
　市の債権の適正管理

・適正な債権管理の推進
・庁内連携による対応
・職員の資質向上
・広報の強化

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　市民負担の公平性、公正性を確保し、持続可能な財政運営に資するため、市債権の適正管理を行う。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・引受債権数14債
権
・新潟市債権管理
条例施行規則改
正
・統合債権管理シ
ステム構築に向け
た調査・検討

・引受債権数14債
権
・債権管理条例に
よる債権の適正管
理
・統合債権管理シ
ステム構築に向け
た調査・検討
（年度末の未収金
見込額90億円）

改
革
実
施
概
要

取組の内容
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C C

C
計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

債権管理条例の周知と深化、各種研修の開催などにより、職
員の徴収スキルアップを図り、全庁一体となった取組みを進
めているが、徴収困難案件が山積し、年々未収金の縮減額が
減少し、目標達成は難しくなってきている。

　徴収困難案件
への対応につい
ては、納付資力
を的確に判断
し、徴収緩和措
置の適用が適当
と判断される場
合には、積極的
に実施するとと
もに、訴訟等の
法的措置を活用
するなど適正な
債権管理を進め
ていく。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

・全庁一体となったより適正な債権管理への取組み（継続）
・徴収緩和措置の適正な運用
・効果的・効率的な法的手続きの実施

　14債権の徴収困難案件を
引き受け。前年度に引き続
き複数の債権に滞納がある
者を中心に徴収の一元化を
行い、納付相談時の利便性
向上と滞納整理の効率化を
図った。
　併せて、法的措置による
債権整理を継続して行っ
た。
　また、任期付短時間勤務
職員の活用については、電
話催告や区役所での納付相
談を実施し、所管課支援を
行うと共に、徴収スキルの
伝達に努めたが、未収金縮
減目標達成には至らなかっ
た。
 債権管理条例については、
延滞金・遅延損害金の徴収
に関する規定を整理し同施
行規則の改正を行い、この
改正内容も含め、全庁を対
象に説明会を開催しさらな
る同条例の浸透を図り、全
庁的に適切な債権管理を進
めた。
　統合債権管理システム構
築については、専門業者委
託による調査・検討を行
い、システム規模・機能の
検討を継続して行う。

　引き続き14債権の徴収困
難案件を引き受け、徴収の
一元化を行い、納付相談時
の利便性向上と債権整理の
効率化を図った。
　債権管理条例について
は、全庁を対象に研修会を
複数回開催し、周知と深化
を図った。
　併せて、債権所管課に対
しては、電話催告、納付相
談、各種研修、個別の実務
指導などにより継続して支
援を行い、全庁的に適正な
債権管理を進めたが、徴取
困難案件が多く、未収金縮
減目標達成には至らなかっ
た。
　そのため、徴収緩和制度
の適正かつ公平な運用に向
け、徴収緩和に関する取扱
い基準を策定するととも
に、訴訟等の法的措置によ
る債権整理を強化した。
　統合債権管理システムに
ついては、他のシステム関
連スケジュールや徴収体制
の見直しと同期をとりなが
ら、より効果的なシステム
のあり方を引き続き検討す
ることとした。

・全庁一体となったより適正な債
権管理への取組み
・徴収緩和措置の適正な運用
・効果的・効率的な法的手続きの
実施

・全庁一体となった未収金縮減へ
の取組み
・重複滞納者対応
・統合債権管理システム構築に向
けた検討
・持続可能な全庁的債権管理体制
の検討
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No.

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C B

現状と課題
（これまでの取組み）

債権管理課は、市の債権で徴収困難な案件を引き受け、徴収一元化による未収金縮減に取り組んできた。また、平
成24年度から平成26年度の間には、庁内組織の債権管理推進委員会を設置し未収金縮減に向けた全庁的な取り
組みを推進するとともに、債権管理基本方針及び債権管理マニュアルの策定や債権管理条例の整備により、全庁一
体となった未収金縮減に努めてきた。引き続き市の債権の適正管理を推進し、市民負担の公平・公正性及び持続可
能な財政運営を図る自主財源の確保をするため、未収金の縮減に努めなければならない。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
市民負担の公平性、公正性を確保し、持続可能な財政運営に資するため、市債権の適正管理を行う。

≪事業の最終目標≫
市の債権の適正管理

取組の内容

・適正な債権管理の推進
・庁内連携による対応
・職員の資質向上
・広報の強化

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 1　財政予測計画を踏まえた持続可能な財政運営 43

具体的な取組項目（小項目） 2　市税等の収納率向上と新たな財源確保の取組

担当課 債権管理課

改革実施項目名称（細項目） 市債権の適正な管理

・引受債権数14債
権
・債権管理条例に
よる債権の適正な
管理。
・職員のスキル向
上のための研修の
実施。

・引受債権数14債
権
・債権管理条例に
よる債権の適正管
理

・引受債権数14債
権
・債権管理条例に
よる債権の適正な
管理。
・職員のスキル向
上のための研修の
実施。

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

94.7% 前年度比増 95.2%

・市の債権の適正
管理の推進

指
標

年度末の未収金見込額
（全庁的取り組み）

110.8億円
（平成26年度決算）

70億円（見込み） 94.3億円 60億円（見込み） 91.2億円
継続して縮減に取
り組む

収納率

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・引受債権数14債
権
・新潟市債権管理
条例施行規則改
正
・統合債権管理シ
ステム構築に向け
た調査・検討

・引受債権数14債
権
・債権管理条例に
よる債権の適正管
理

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・14債権を引受け
・引受け債権の9月末収納
率53.5％（前年度比1.1％
減）
・債権管理条例の浸透と
職員のスキル向上のた
め、全庁を対象に研修会
を複数回開催

・14債権を引受け
・引受け債権の9月末収納
率52.1％（前年度比1.4%
減）
・債権管理条例の浸透と
職員のスキル向上のた
め、全庁を対象に研修会
を複数回開催

改
革
実
施
概
要

年
度
評
価

・職員の徴収スキルアッ
プを図るため、庁内向け
に専門研修を3回開催。
・中間評価で指標を見直
し、未収金額から収納率
へ修正した。収納率は前
年度比増となり、目標を
達成できた。

課題、今後の方針、改善事項など

・徴収に特化していた。今後は情
報収集や調査を着実に実施し、徴
収と緩和を的確に実行していく。
・指標を未収金額から収納率に変
更する。

・情報収集や調査を着実に実施
し、徴収と緩和を的確に実行する
ため、債権所管課へ指導・支援を
していく。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・職員の徴収スキルアッ
プを図るため、庁内向け
の研修を4回開催。
・未収金の縮減額は年々
減少し、目標達成は難し
かった。
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C

平成31年度以降

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・徴収に特化して未収金縮減を図り、計画当初110.8億円あっ
た未収金は91.2億円となり、19.6億円を縮減することができ
た。
　しかし、年々、徴収困難案件が残り、未収金縮減額はほぼ
頭打ちとなり、目標を達成できない年度もあったが、中間評
価で指標を未収金額から収納率へ修正し、最終年度は目標を
達成できた。

・今後は、徴収
特化から債権所
管課への指導・
支援に軸足を替
える。
・債権所管課へ
の指導・支援に
特化することに
より、全債権の
徴収の底上げを
図り収納率の向
上に繋げる。
・債権管理に対
する意識やスキ
ルの向上を図
り、適正な債権
管理、効果的・
効率的な債権管
理が全庁的に行
うことができる
ように取り組
む。

課題、今後の方針、改善事項など

・全庁一体となった適正な債権管理を行えるように、引き続き債権管
理推進委員会や、各種研修を開催するなど、債権所管課の適正な債権
管理の意識・スキルの向上に努めていく。
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

指
標

一部実施予算編成への活用 － 検討 検討 一部実施 一部実施

－ 試行 試行 実施 実績 継続して実施統一的な基準

取組の内容

・統一的な基準による財務書類を作成・公表する。
・施設別、事業別のコストや市全体の資産状況の分析、活用方法を検討し、一部実施する。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・平成25年度決算
について基準モデ
ルによる財務書類
を作成・公表する
とともに、施設カル
テの情報を予算編
成で活用

・平成26年度決算
について、統一的
な基準による財務
書類を試行的に作
成
・分析、活用方法
の検討

・平成26年度決算
について、統一的
な基準による財務
書類を試行的に作
成した。
・財務会計システ
ム再構築にあわ
せ、分析、活用方
法の検討を行っ
た。

・平成27年度決算
について、統一的
な基準による財務
書類を作成、公表
・分析、活用の一
部実施

・平成27年度決算
について、統一的
な基準による財務
書類を作成、公表
・施設類型別の固
定資産減価償却
率を公表

統一的な基準によ
る財務書類を作
成、公表するととも
に、施設別、事業
別のコストや市全
体の資産状況を分
析し、予算編成に
活用する。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

上半期
（4～9月）

・統一的な基準による作
成方法の調査・検討
・分析、活用方法の調
査・検討

・統一的な基準による作
成作業の実施
・分析、活用方法の調
査・検討

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・統一的な基準による財
務書類を試行的に作成し
た。
・分析、活用方法の調
査・検討を行った。

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　国は平成29年度までに統一的な基準により財務書類を作成
するよう要請しているが、他政令市に先行して平成28年度か
ら統一的な基準による財務書類の作成を本格実施した。ま
た、新たな指標として施設類型別の固定資産減価償却率を公
表した

　引き続き、分
析指標の検討を
進めるととも
に、分析結果を
予算編成に活用
していく。

課題、今後の方針、改善事項など

　平成29年度には全政令市で統一的な基準による財務書類が作成され
ることから、分析指標の検討を進める。また、施設カルテを活用し維
持管理費の適正化を図るなど、公会計による財務情報を活用した財務
運営を進める。

・統一的な基準による財
務書類を作成した。
・新たな指標として施設
類型別の固定資産減価償
却率を公表した。

課題、今後の方針、改善事項など

・財務会計システムの再構築にあ
わせ、引き続き、分析、活用方法
の検討を行う。

・平成29年度には全政令市で統一
的な基準による財務書類が作成さ
れることから、引き続き、分析、
活用方法の検討を行い、実施して
いく。

進
捗
管
理

≪事業の最終目標≫
・公会計に基づく財務書類を活用し、事業別、施設別のコストや市全体の資産状況を的確に把握、分析す
ることにより、計画的かつ効率的な財政運営を行う。

改革実施項目名称（細項目）
総務省の統一的な基準による財務書類を作成・公表するとともに、コスト分
析・ストック分析を行い予算などへ有効活用

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成19年度決算から新地方公会計制度に基づく「総務省方式改訂モデル」による財務書類を作成。平成24年度決
算から全ての資産を把握し計上する「基準モデル」による財務書類を作成し、分析、活用を図ってきたが、複数の方式
が混在しているため地方公共団体間での比較や適正水準の把握が困難であるなどの課題がある。平成26年度、国か
ら統一的な基準が示され、平成29年度までに全ての地方公共団体で作成することを要請されている。

≪計画期間の目標≫
・統一的な基準による財務書類を作成するとともに、施設別、事業別のコストや市全体の資産状況の分
析、活用方法を検討し、一部実施する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 1　財政予測計画をふまえた持続可能な財政運営 44

具体的な取組項目（小項目）
3　公会計による財務情報を活用した財務運営、財産経営の推進と市民に向け
た情報発信

担当課
財務課●
財産活用課
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No.

≪事業の最終目標≫
・公会計に基づく財務書類を活用し、事業別、施設別のコストや市全体の資産状況を的確に把握、分析す
ることにより、計画的かつ効率的な財政運営を行う。

改革実施項目名称（細項目）
総務省の統一的な基準による財務書類を作成・公表するとともに、コスト分
析・ストック分析を行い予算などへ有効活用

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成19年度決算から新地方公会計制度に基づく「総務省方式改訂モデル」による財務書類を作成。平成24年度決
算から全ての資産を把握し計上する「基準モデル」による財務書類を作成し、分析、活用を図ってきたが、複数の方式
が混在しているため地方公共団体間での比較や適正水準の把握が困難であるなどの課題がある。平成26年度、国か
ら統一的な基準が示され、平成29年度までに全ての地方公共団体で作成することを要請されている。

≪計画期間の目標≫
・統一的な基準による財務書類を作成するとともに、施設別、事業別のコストや市全体の資産状況の分
析、活用方法を検討し、一部実施する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 1　財政予測計画をふまえた持続可能な財政運営 44

具体的な取組項目（小項目）
3　公会計による財務情報を活用した財務運営、財産経営の推進と市民に向け
た情報発信

担当課
財務課●
財産活用課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

・統一的な基準による作
成作業の実施
・政令市比較による分析
手法の検討

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

・統一的な基準による作
成作業の実施
・予算編成に向けて、施
設の受益者負担を検証

進
捗
管
理

取組の状況

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

・統一的な基準による財
務書類を作成した。
・受益者負担率の低い施
設を抽出し、事務事業点
検に活用した。

・統一的な基準による財
務書類を作成した。
・受益者負担率の低い施
設を中心に、事務事業点
検に活用した。

・全国的に統一的な基準による財
務書類に統一されることから、政
令市比較を行うなど、分析、活用
方法の検討を行い、実施してい
く。

・全国的に統一的な基準による財
務書類に統一されることから、政
令市比較を行うなど、分析、活用
方法の検討を行い、実施してい
く。

一部実施 一部実施 一部実施 実施
指
標

統一的な基準

平成31年度以降

　統一的な基準に基づき、ホームページ等で財務書類等を公
表することで経年比較や類似団体間で比較可能となってお
り、活用については、施設毎の受益者負担、コストなどを予
算に活用していきたい。

　引き続き、分
析指標の検討を
進めるととも
に、分析結果を
予算編成に活用
していく。

　先行都市では施設別の財務書類を作成するなど、資産管理への活用
から着手している自治体がある。活用成果などを情報収集し、予算編
成への活用を検討していく。課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

計画期間の評価

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

実施 継続して実施

予算編成への活用 － 一部実施

－ 実施 実施 実施

・平成25年度決算
について基準モデ
ルによる財務書類
を作成、公表する
とともに、施設カル
テの情報を予算編
成で活用

・統一的な基準に
よる財務書類を作
成、公表
・分析、活用の一
部実施

・平成28年度決算
について、統一的
な基準による財務
書類を作成、公表
・受益者負担率の
低い施設を抽出
し、事務事業点検
に活用

・統一的な基準に
よる財務書類を作
成、公表
・分析、活用の一
部実施

・平成29年度決算
について、統一的
な基準による財務
書類を作成、公表
・受益者負担率の
低い施設を中心
に、事務事業点検
に活用

統一的な基準によ
る財務書類を作
成、公表するととも
に、施設別、事業
別のコストや市全
体の資産状況を分
析し、予算編成に
活用する。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績
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No.

・ＦＭに基づく施設
の最適化動向に
配慮した基本方針
の策定
・同種施設間の負
担水準の格差是
正に向けた準備作
業
・「基本方針」に基
づく受益者負担の

計画 実績

・ファシリティマネ
ジメント（以下「Ｆ
Ｍ」）に基づく施設
の最適化動向に
配慮した基本方針
（案）の作成
・同種施設間の負
担水準の格差是
正に向けた準備作
業

・ＦＭに基づく施設
の最適化動向に
配慮した基本方針
（案）の作成
・同種施設間の負
担水準の格差是
正に向けた準備作
業

・ＦＭに基づく施設
の最適化動向に
配慮した基本方針
（案）の作成に向
け、同種施設間の
負担水準の格差
是正に向けた準備
作業を実施した。

・ＦＭに基づく施設
の最適化動向に
配慮した基本方針
の策定
・同種施設間の負
担水準の格差是
正に向けた準備作
業
・「基本方針」に基
づく受益者負担の

・ＦＭに基づく施設
の最適化動向に
配慮した基本方針
（案）の作成に向
け、同種施設間の
負担水準の格差
是正に向けた準備
作業を実施した。

取組の内容

・ファシリティマネジメントに基づく施設の最適化動向に配慮した「基本方針」の策定
・同種施設間の負担水準の格差是正
・「基本方針」に基づく受益者負担の適正化

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目）
各種使用料手数料の見直しなど行政サービスの受益と負担の適正化、減免
の適正化

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまで公民館の利用料金などの見直し・体育施設の同種施設間の負担水準が統一されたが、基本方針が策定さ
れていないため、基本方針に基づく受益者負担の適正化が図られていない。また、基本方針の策定にあたり、ファシリ
ティマネジメントに基づく施設の最適化動向に配慮する必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・公の施設の使用料について「受益者負担の原則」に基づき、行政と市民（受益者）がそれぞれ負担すべき
割合を定め、負担水準の適正化を図るとともに、受益者負担の対象範囲や積算根拠を明確にし、透明性の確
保に努める。併せて、減免の適正化も図る。

≪事業の最終目標≫
・「基本方針」に基づく受益者負担の適正化

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 1　財政予測計画をふまえた持続可能な財政運営 45

具体的な取組項目（小項目） 4　受益と負担水準の検証と各種使用料等の負担水準の適正化

担当課 財務課

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C B

B

・引き続き、基本方針（案）の作
成及び同種施設間の負担水準の格
差是正に向けた準備作業を実施す
る。

・施設カルテ等を活用し、同種施
設間の負担水準の格差是正に向け
た分析を引き続き行うとともに、
基本方針(案)の作成を進める。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・種別毎に施設を分類した上で、施設カルテを活用し、各施設
の収支率の分析を行った。

・引き続き、基
本方針(案)の作
成及び同種施設
間の負担水準の
格差是正に向け
た準備作業を進
める。課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・基本方針(案)の作成に
向け各種施設の分析を実
施しながら検討を行った
が、確定に至らなかっ
た

・種別毎に施設を分類し
た上で、施設カルテを活
用し、各施設の収支率の
分析を行った。

課題、今後の方針、改善事項など

・施設カルテ等を活用し、同種施設間の負担水準の格差是正に向けた分
析を引き続き行うとともに、基本方針(案)の作成を進める。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・基本方針（案）の策定
・同種施設間の負担水準
の格差是正に向けた準備
作業

・基本方針（案）の策定
・同種施設間の負担水準
の格差是正に向けた準備
作業

づく受益者負担の
適正化に向けた関
係課との協議、使
用料の見直し検討

指
標

適正化の取組み 準備・検討 準備・検討 準備・検討 準備・検討 準備・検討 準備・検討

業 づく受益者負担の
適正化に向けた関
係課との協議、使
用料の見直し検討
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No.

改革実施項目名称（細項目）
各種使用料手数料の見直しなど行政サービスの受益と負担の適正化、減免
の適正化

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまで公民館の利用料金などの見直し・体育施設の同種施設間の負担水準が統一されたが、基本方針が策定さ
れていないため、基本方針に基づく受益者負担の適正化が図られていない。また、基本方針の策定にあたり、ファシリ
ティマネジメントに基づく施設の最適化動向に配慮する必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・公の施設の使用料について「受益者負担の原則」に基づき、行政と市民（受益者）がそれぞれ負担すべき
割合を定め、負担水準の適正化を図るとともに、受益者負担の対象範囲や積算根拠を明確にし、透明性の確
保に努める。併せて、減免の適正化も図る。

≪事業の最終目標≫
・「基本方針」に基づく受益者負担の適正化

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 1　財政予測計画をふまえた持続可能な財政運営 45

具体的な取組項目（小項目） 4　受益と負担水準の検証と各種使用料等の負担水準の適正化

担当課 財務課

・同種施設間の負
担水準の格差是
正
・「基本方針」に基
づく受益者負担の
適正化に向けた各
種手続きの実施、
見直し可能な施設
から順次実施

適正化の取組み 準備・検討 準備・検討 準備・検討 準備・実施 準備・検討 準備・実施

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・ＦＭに基づく施設
の最適化動向に
配慮した基本方針
（案）の作成
・同種施設間の負
担水準の格差是
正に向けた準備作
業

・ＦＭに基づく施設
の最適化動向に
配慮した同種施設
間の負担水準の
格差是正に向けた
準備作業
・「基本方針」に基
づく受益者負担の
適正化に向けた関
係課との協議、使
用料の見直し検討
及び住民周知

・ＦＭに基づく施設
の最適化動向に
配慮した基本方針
（案）の作成に向
け、同種施設間の
負担水準の格差
是正に向けた準備
作業を実施した。

・同種施設間の負
担水準の格差是
正
・「基本方針」に基
づく受益者負担の
適正化に向けた各
種手続きの実施、
見直し可能な施設
から順次実施

・ＦＭに基づく施設
の最適化動向に
配慮した基本方針
（案）の作成に向
け、他都市の取組
状況の把握・分析
を進め検討を行っ
た。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

B C

C
計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・基本方針（案）の作成に向けて、本市施設を種別毎に分類し
た上で、施設カルテを活用し各施設の収支率の分析を実施する
とともに、他都市の取組状況の把握や分析を深めながら検討を
行ったが策定には至らなかった。

・2019年10月の
消費税率引上げ
動向も踏まえつ
つ、引き続き、
基本方針(案)の
作成及び同種施
設間の負担水準
の格差是正に向
けた準備作業を
進める。

課題、今後の方針、改善事項など

・他都市負担水準も参考に踏まえながら、本市施設カルテの活用によ
り、維持管理コストや使用料収入の分析を実施し、引き続き、負担すべ
き水準の検証を進めるとともに、基本方針(案)の作成を行う。
・また、基本方針(案)の策定にあたっては、施設種類ごとの配置方針な
ど、ファシリティマネジメントに基づく施設の最適化動向に配意しなが
ら進めていく。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・各種施設の分析を実施
しながら、基本方針(案)
の作成検討を行った。

・他都市状況の把握や各
種施設の分析を進めなが
ら、基本方針(案)の作成
検討を行った。

課題、今後の方針、改善事項など

・施設カルテ等を活用し、同種施
設間の負担水準の格差是正に向け
た分析を引き続き行うとともに、
基本方針(案)の作成を進める。

・施設カルテ等を活用し、同種施
設間の負担水準の格差是正に向け
た分析を引き続き行うとともに、
基本方針(案)の作成を進める。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・基本方針（案）の策定
・同種施設間の負担水準
の格差是正に向けた準備
作業

・基本方針（案）の策定
・同種施設間の負担水準
の格差是正に向けた準備
作業

指
標

適正化の取組み 準備 検討 準備 検討 準備 検討 準備 実施 準備 検討 準備 実施
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C B

B

取組の内容

財産活用課

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成25年度に施設カルテ、財産白書を公表し議会などに説明。平成26年度に区自治協議会などにも白書の説明会
を行い施設の現状について市民との意識共有を図るとともに財産経営推進計画を策定。平成27年度から施設統廃合
などの機運のある地域から地域別の実行計画を策定して財産経営を推進していきたい。

≪事業の最終目標≫
・財産経営推進計画に基づいた、サービス機能をできるだけ維持した施設総量の削減を長期の視点で地域
別実行計画により実施する。

・地域別取組み体制の整備
・実行計画策定地域でのワークショップ開催（6ヶ所程度）
・区域または全市域を対象としたフォーラム開催（2回程度）

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・市民と協働で地域別の実行計画を策定及び実施

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・財産経営推進計
画の策定
・地域別検討資料
の作成
・財産白書（簡易
版）の作成

・財産経営推進計
画の公表
・地域別実行計画
の策定
・フォーラムの開催

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

46

具体的な取組項目（小項目） 1　将来的なニーズに見合った効率的な財産経営の推進

担当課

改革実施項目名称（細項目） 公共施設の最適化に向けた地域などとの連携による財産経営の推進

・財産経営推進計
画の公表
・地域別実行計画
の着手
・地域別検討資料
による地元への説
明
・財産白書（簡易
版）の作成

・実行計画の実施
・新たな地域別の
実行計画策定
・フォーラムの開催

・実行計画の新規
策定、実施
・新たな地域別の
実行計画策定着
手
・フォーラムの開催
・地域別検討資料
による地元への説
明
・財産白書（簡易
版）の作成

・地域別実行計画
策定6ヶ所

指
標

地域別実行計画策定 策定地域の検討 3ヶ所 着手１ヶ所 3ヶ所

改
革
実
施
概
要

地域別実行計画の策定・
実施や新規着手の外、ﾌｫｰ
ﾗﾑの開催等により財産経
営の推進に寄与した。

地域別実行計画の策定を進めると
共に、今後コミ協等を中心とした
説明会を行い、地域別実行計画の
新規着手につなげていく。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　財産経営推進計画の策定・公表を行った外、地域ワーク
ショップ等により合意形成を図りながら地域別実行計画を策
定し、施設総量の削減に寄与した。また、市民フォーラムや
各コミ協への説明会を開催し、気運の醸成を図ることができ
た

　引き続き地域住
民と協働で地域別
実行計画を策定
する。またコミ協等
への説明会の開
催等により地域別
実行計画の機運
醸成や新規着手
につなげていく。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　地域住民と協働で地域別実行計画を策定し、対象地域の公共施設の多機
能化・複合化による施設総量の削減を進める。また機運醸成を図るため、今後
は全市的なフォーラムの開催ではなく、地域の窓口であるコミ協等を中心とし
た説明会を行い、地域別実行計画の新規着手につなげていく。

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

3ヶ所

フォーラムの開催 開催地域の検討 1回

推進計画の策定や、各地
域で地域別検討資料を用
いた説明を行い、財産経
営の推進に寄与した。

今後コミ協等を中心に財産経営に
ついて説明させていただき、機運
の高まった地域において、地域別
実行計画に着手する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

策定1ヶ所、着手2ヶ所

・実行計画(案)の策定及び実
施に向けた協議(9月～)
・新規実行計画策定準備（10
月実施・2か所）
・フォーラム開催準備（11月
実施）

1回 1回 毎年1回

平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・財産経営推進計画の公表
（7月）
・地域別実行計画策定作業着
手（8月・1か所　準備中　2
か所）
・フォーラム開催準備着手
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No.

取組の内容

財産活用課

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成25年度に施設カルテ、財産白書を公表し議会などに説明。平成26年度に区自治協議会などにも白書の説明会
を行い施設の現状について市民との意識共有を図るとともに財産経営推進計画を策定。平成27年度から施設統廃合
などの機運のある地域から地域別の実行計画を策定して財産経営を推進していきたい。

≪事業の最終目標≫
・財産経営推進計画に基づいた、サービス機能をできるだけ維持した施設総量の削減を長期の視点で地域
別実行計画により実施する。

・地域別取組み体制の整備
・実行計画策定地域でのワークショップ開催（6ヶ所程度）
・区域または全市域を対象としたフォーラム開催（2回程度）

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・市民と協働で地域別の実行計画を策定及び実施

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

46

具体的な取組項目（小項目） 1　将来的なニーズに見合った効率的な財産経営の推進

担当課

改革実施項目名称（細項目） 公共施設の最適化に向けた地域などとの連携による財産経営の推進

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B C

C

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　平成27年度より財産経営の取り組みとして、地域住民と丁
寧に合意形成を図りながら地域別実行計画の策定に取り組ん
できた。
　当初は地域ワークショップの回数も多かったが、ノウハウ
の蓄積により次第に効率的に進められるようになった。
　とはいえ、合意形成には一定の時間を要することや、実行
計画着手には地域の主要な施設に動きがあることなどの契機
を要することから、当初想定していた毎年度3か所の地域別
実行計画策定は非常に難しいことがわかってきた。

　地域別実行計
画の策定を進め
るとともに、新
たに施設種類ご
との方針策定に
取り組み、さら
なる財産経営の
推進を図る。

課題、今後の方針、改善事項など

　新たに施設種類ごとの方針策定に取り掛かることで地域別実行計画
着手の糸口とし、引き続き丁寧な合意形成を図りつつ地域別実行計画
の策定に取り組む。

年度内に成案の段階にまで達
したものの、策定に至らな
かった案件も存在するが、3
か年かけコミ協等への説明も
一通り実施し、財産経営の推
進に寄与した。

課題、今後の方針、改善事項など

地域別実行計画の策定を進めると
共に、今後説明会未実施のコミ協
等に対し説明会を行い、地域別実
行計画の新規着手につなげてい
く。

地域別実行計画の策定を進めると
ともに、新たに施設種類ごとの方
針策定に取り組み、さらなる財産
経営の推進を図る。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

地域別実行計画の策定・実施
や新規着手に向けた検討の
外、コミ協等への説明会の開
催により財産経営の推進に寄
与した。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・実行計画の実施
・実行計画(案)の策定及び新規
実行計画策定に向けた協議
・コミ協等への説明会の開催

・実行計画の実施
・実行計画(案)の策定及び新規
実行計画策定に向けた協議
・コミ協等への説明会の開催

開催地域の検討 1回 説明会55コミ協 1回 説明会99コミ協 毎年1回

・地域別実行計画
策定12ヶ所
（全市で55ヶ所予
定）

指
標

地域別実行計画策定 策定地域の検討 3ヶ所 策定2ヶ所 3ヶ所 着手1ヵ所 毎年3ヶ所

フォーラムの開催

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・財産経営推進計
画の策定
・地域別検討資料
の作成
・財産白書（簡易
版）の作成

・実行計画の実施
・新たな地域別の
実行計画策定
・フォーラムの開催

・実行計画の実施
・地域別実行計画
の策定
・新たな策定計画
に向けての調整
・地域別検討資料
による地元への説
明
・財産白書（簡易
版）の作成

→

・実行計画の実施
・地域別実行計画
の策定着手
・新たな策定計画
に向けての調整
・地域別検討資料
による地元への説
明
・財産白書（簡易
版）の作成

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

引き続き、保全計
画に基づく維持保
全を実施するととも
に、定期的に計画
の検証・見直しを
行う。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・中長期保全計画及び保全実施計画を策定し、計画的かつ効率的な維持保全の実施を推進する。

≪事業の最終目標≫
・計画的な維持保全により公共建築物の長寿命化、維持管理効率化を図る。

取組の内容

・中長期保全計画及び保全実施計画を策定する。
・保全計画に基づく維持保全を実施する。
・定期的に計画の検証を行い、必要に応じて見直しを行う。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・長寿命化指針の
策定
・中長期保全計画
（案）の策定
・保全実施計画
（試行版）の作成

・中長期保全計画
の策定
・保全実施計画の
策定
・保全計画に基づ
く維持保全のモデ
ル的実施

・新潟市公共建築
物保全計画の策
定
・保全実施計画の
策定
・保全計画に基づ
く維持保全のモデ
ル的実施

・保全計画に基づ
く維持保全の実施
・保全実施計画の
検証・見直し

・予算一元化の庁
内合意
・保全実施計画に
基づく保全工事を
本格実施（20施設
28部位）

改革実施項目名称（細項目） 計画的な維持保全による公共建築物の長寿命化、維持管理効率化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

【一般建築物】
　市民一人あたりの市保有施設面積（公営住宅を除く）は政令指定都市最大となっている。また、老朽化に伴う維持修
繕・改修・改築費用が増大することが予想されており、厳しい財政状況において既存の施設を現状の規模で維持して
いくことは困難な状況にある。このため、中長期的な視点に立ち、計画的かつ効率的な維持保全を実施することで施
設の長寿命化を推進するとともに、投資平準化を図る必要がある。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 47

具体的な取組項目（小項目） 2　計画的な維持保全による公共施設などの長寿命化の推進

担当課

財産活用課●
公共建築第１課
（住環境政策課）
（施設課）

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B A

B

財産経営推進計画と連携しなが
ら、限りある予算を選択と集中に
より有効活用し、施設の長寿命化
を進める。

施設管理者と協力して日常管理を
強化するとともに、保全実施計画
に基づく保全工事を実施し、施設
の長寿命化を進める。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　「新潟市公共建築物長寿命化指針」及び「新潟市公共建築物
保全計画」を策定・公表し、保全実施計画に基づく保全工事を
本格実施しており、予定通りの進捗である。

　引き続き、保
全実施計画に基
づく保全工事を
実施し、予防保
全への転換によ
り、施設の長寿
命化を推進す
る。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

中長期保全計画（案）の修正
を行い、新潟市公共建築物保
全計画を策定し、計画的な維
持保全への取組みを進めた。

予算の有効活用により、当初
予定（10施設20部位）を上回
る20施設28部位の保全工事を
実施でき、施設の長寿命化を
図ることができた。

課題、今後の方針、改善事項など

　施設管理者と協力して日常管理を強化するとともに、保全実施計画に
基づく保全工事を実施し、施設の長寿命化を進める。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・中長期保全計画策定作業中
・保全実施計画策定作業中
・保全計画に基づく維持保全
工事を発注済

・H28年度保全実施計画に基
づく保全工事の発注
・H29年度保全実施計画の作
成
・H29年度以降の保全工事の
設計

指
標
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No.

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・中長期保全計画及び保全実施計画を策定し、計画的かつ効率的な維持保全の実施を推進する。

≪事業の最終目標≫
・計画的な維持保全により公共建築物の長寿命化、維持管理効率化を図る。

取組の内容

・中長期保全計画及び保全実施計画を策定する。
・保全計画に基づく維持保全を実施する。
・定期的に計画の検証を行い、必要に応じて見直しを行う。

改革実施項目名称（細項目） 計画的な維持保全による公共建築物の長寿命化、維持管理効率化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

【一般建築物】
　市民一人あたりの市保有施設面積（公営住宅を除く）は政令指定都市最大となっている。また、老朽化に伴う維持修
繕・改修・改築費用が増大することが予想されており、厳しい財政状況において既存の施設を現状の規模で維持して
いくことは困難な状況にある。このため、中長期的な視点に立ち、計画的かつ効率的な維持保全を実施することで施
設の長寿命化を推進するとともに、投資平準化を図る必要がある。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 47

具体的な取組項目（小項目） 2　計画的な維持保全による公共施設などの長寿命化の推進

担当課

財産活用課●
公共建築第１課
（住環境政策課）
（施設課）

引き続き、保全計
画に基づく維持保
全を実施するととも
に、定期的に計画
の検証・見直しを
行う。

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・長寿命化指針の
策定
・中長期保全計画
（案）の策定
・保全実施計画
（試行版）の作成

・保全予算一元化
（保全計画に基づ
く維持保全の実
施）
・保全実施計画の
検証・見直し

・一元化された予
算の有効活用によ
り保全実施計画に
基づく保全工事を
実施（84施設110
部位）

・保全予算一元化
（保全計画に基づ
く維持保全の実
施）
・保全実施計画の
検証・見直し

・一元化された予
算の有効活用によ
り保全実施計画に
基づく保全工事を
実施（33施設40部
位）

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　「新潟市公共建築物長寿命化指針」及び「新潟市公共建築物
保全計画」を策定・公表するとともに、保全実施計画に基づき
計画的かつ効率的に保全工事を実施し、施設の長寿命化を進め
た。

　引き続き、計
画的な維持保全
により公共建築
物の長寿命化、
維持管理の効率
化に向けた取組
みを進めてい
く。課題、今後の方針、改善事項など

　今後も施設の老朽化に伴う維持修繕・改修等が必要となることから、
引き続き計画的な保全工事を実施するとともに、施設管理者と協力して
施設の日常管理を強化することで施設の長寿命化を進める。また、厳し
い財政状況の中、より一層効率的な保全の手法を検討していく必要があ
る。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

予算の有効活用により、当初
予定（83施設108部位）を上
回る84施設110部位の保全工
事を実施でき、施設の長寿命
化を図ることができた。

予算の有効活用により、当初
予定（27施設34部位）を上回
る33施設40部位の保全工事を
実施でき、施設の長寿命化を
図ることができた。

課題、今後の方針、改善事項など

施設管理者と協力して日常管理を
強化するとともに、保全実施計画
に基づく保全工事を効率的に実施
し、施設の長寿命化を進める。

施設管理者と協力して日常管理を
強化するとともに、保全実施計画
に基づく保全工事を効率的に実施
し、施設の長寿命化を進める。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・H29年度保全実施計画に基づく
保全工事の実施
・H30年度保全実施計画の作成
・H30年度以降の保全工事の設計

・H30年度保全実施計画に基づく
保全工事の発注
・H31年度保全実施計画の作成
・H31年度以降の保全工事の設計

指
標
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No.

引き続き、長寿命
化計画に基づく維
持保全を実施する
とともに、適宜計画
の見直しを行う。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・長寿命化計画に基づき、計画的かつ効率的な維持保全の実施を推進する。

≪事業の最終目標≫
・計画的な維持保全により市営住宅の長寿命化、維持管理効率化を図る。

取組の内容

・長寿命化計画に基づく維持保全を実施する。
・定期的に計画の見直しを行う。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・新たな市営住宅
長寿命化計画の
策定

・新たな長寿命化
計画に基づく維持
保全の実施
・実施計画の見直
し

・新たな長寿命化
計画に基づく維持
保全の実施
・実施計画の見直
し

・長寿命化計画に
基づく維持保全の
実施
・実施計画の見直
し

・長寿命化計画に
基づく維持保全の
実施
・実施計画の見直
し

改革実施項目名称（細項目） 計画的な維持保全による公共建築物の長寿命化、維持管理効率化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

【市営住宅】
　平成21年度に策定した「新潟市営住宅長寿命化計画」を、平成26年度に住生活基本計画の改正に併せ見直しを
行った。今後は新たな長寿命化計画に基づき更新コストの縮減と事業量の平準化を図り、良好なストックの確保のため
の維持保全を行う必要がある。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 47

具体的な取組項目（小項目） 2　計画的な維持保全による公共施設などの長寿命化の推進

担当課

財産活用課●
住環境政策課
(公共建築第１課)
（施設課）

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

引き続き、長寿命化計画に基づく
維持保全を実施するとともに、適
宜実施計画の見直しを行う。

引き続き、長寿命化計画に基づく
維持保全を実施するとともに、適
宜実施計画の見直しを行う。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　市営住宅において、長寿命化計画に基づき、適切に維持保
全を行った。

　引き続き、長
寿命化計画に基
づく維持保全を
実施するととも
に、適宜実施計
画の見直しを行
う。課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

市営住宅において、長寿
命化計画に基づき、適切
に維持保全を行った。

市営住宅において、長寿
命化計画に基づき、適切
に維持保全を行った。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き、長寿命化計画に基づく維持保全を実施するとともに、適
宜実施計画の見直しを行う。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・長寿命化計画に基づく
今年度実施予定のストッ
ク改善工事を発注済

・長寿命化計画に基づく今
年度実施予定のストック改
善工事を発注。
・実施計画に今年度移管さ
れた旧県営住宅を追加し、
実施計画の見直しを行っ
た

指
標

99



No.

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・長寿命化計画に基づき、計画的かつ効率的な維持保全の実施を推進する。

≪事業の最終目標≫
・計画的な維持保全により市営住宅の長寿命化、維持管理効率化を図る。

取組の内容

・長寿命化計画に基づく維持保全を実施する。
・定期的に計画の見直しを行う。

改革実施項目名称（細項目） 計画的な維持保全による公共建築物の長寿命化、維持管理効率化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

【市営住宅】
　平成21年度に策定した「新潟市営住宅長寿命化計画」を、平成26年度に住生活基本計画の改正に併せ見直しを
行った。今後は新たな長寿命化計画に基づき更新コストの縮減と事業量の平準化を図り、良好なストックの確保のため
の維持保全を行う必要がある。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 47

具体的な取組項目（小項目） 2　計画的な維持保全による公共施設などの長寿命化の推進

担当課

財産活用課●
住環境政策課
(公共建築第１課)
（施設課）

引き続き、長寿命
化計画に基づく維
持保全を実施する
とともに、適宜計画
の検証・見直しを
行う。

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・新たな市営住宅
長寿命化計画の
策定

・長寿命化計画に
基づく維持保全の
実施
・実施計画の見直
し

・長寿命化計画に
基づく維持保全の
実施
・実施計画の見直
し

・長寿命化計画に
基づく維持保全の
実施
・実施計画の見直
し

・長寿命化計画に
基づく維持保全の
実施
・実施計画の見直
し
・長寿命化計画の
改定作業に着手

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　市営住宅において、長寿命化計画に基づいた実施計画の適
宜見直しを行い、適切に維持保全を行った。平成30年度には
「新潟市営住宅長寿命化計画」の改定作業に着手した。

　引き続き、長寿命
化計画に基づく維持
保全を実施するとと
もに「新潟市営住宅
長寿命化計画」を改
定し、より一層、市
営住宅の長寿命化、
維持管理の効率化を
推進することによ
り、財政負担の軽減
や平準化に取り組ん
でいく。

課題、今後の方針、改善事項など

　公営住宅等長寿命化計画策定指針（国土交通省H28.8改定）が改定さ
れたことから、本市の長寿命化計画について、国の指針を反映して改
定を行う必要がある。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

市営住宅において、長寿
命化計画に基づき、適切
に維持保全を行った。

市営住宅において、長寿命
化計画に基づき、適切に維
持保全を行うとともに、長
寿命化計画の改定作業に着
手した。

課題、今後の方針、改善事項など

引き続き、長寿命化計画に基づく
維持保全を実施するとともに、適
宜実施計画の見直しを行う。

引き続き、長寿命化計画に基づく維持
保全を実施するとともに、国の長寿命
化計画策定指針が改定されたことか
ら、市の長寿命化計画を改定する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

市営住宅において、長寿
命化計画に基づき、改善
工事を行うなど、適切に
維持保全を行った。

市営住宅において、長寿
命化計画に基づき、改善
工事を行うなど、適切に
維持保全を行った。

指
標
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No.

整備計画の点検、
実施

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　学校施設の長寿命化指針を反映した整備計画の作成と実施

≪事業の最終目標≫
　学校施設の長寿命化による効率的、効果的な施設更新と教育環境の確保

取組の内容

・学校施設長寿命化指針の策定とこれに沿った学校施設整備計画（3年間）を作成
・整備計画に基づく各施設の点検・調査の実施

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

学校施設の長寿
命化指針を策定

長寿命化指針の
考え方を反映した
整備計画を作成

長寿命化指針の
考え方を反映した
実施計画案を作
成

整備計画の点検、
実施

学校施設長寿命
化指針及び長寿
命化実施計画を
策定、及び整備計
画の点検・実施

改革実施項目名称（細項目） 計画的な維持保全による公共建築物の長寿命化、維持管理効率化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

【学校】
　児童生徒の急増期に建て、建築後30年以上の老朽化が進んだ校舎が半数を超え、これから更新時期の集中が懸
念される。
　教育環境を維持しながら老朽化対策を進めるには既存施設の有効活用並びに、更新コストの抑制を目指す「長寿命
化改修」が必要となっており、平成26年度に「学校施設長寿命化指針」を策定します。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 47

具体的な取組項目（小項目） 2　計画的な維持保全による公共施設などの長寿命化の推進

担当課

財産活用課●
施設課

(公共建築第１課)
（住環境政策課）

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

・実施計画に基づく事業の実施
・実施計画の点検や適切な更新

・整備計画に基づく事業の実施
・整備計画の点検や適切な更新

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　学校施設の現地調査を踏まえ策定した指針及び整備計画を公
表し、次年度以降の大規模改造事業の予算要求及び事業化へつ
なげることがきでたことから、計画通りの指標となった。

　予算化や各学
校施設の現況に
より、適宜整備
計画の見直しを
行うことで、実
効性の高い計画
としていく。課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・学校施設長寿命化実施
計画案を作成した。

・計画策定や点検実施によ
り、計画的に長寿命化を推進
することができた。

課題、今後の方針、改善事項など

　長寿命化を図るべき施設の選定について、関係部署と協議しながら進
めていくことが求められる。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

整備計画の策定に向け、
学校施設の老朽度を判定
するための現地調査を実
施

学校施設長寿命化指針及
び長寿命化実施計画を策
定
上記を次年度予算要求に
反映

指
標

長寿命化指針の策定 反映した整備計画の作成 反映した実施計画案の作成 整備計画の点検・実施 整備計画の点検・実施 整備計画の点検・実施
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No.

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　学校施設の長寿命化指針を反映した整備計画の作成と実施

≪事業の最終目標≫
　学校施設の長寿命化による効率的、効果的な施設更新と教育環境の確保

取組の内容

・学校施設長寿命化指針の策定とこれに沿った学校施設整備計画（3年間）を作成
・整備計画に基づく各施設の点検・調査の実施

改革実施項目名称（細項目） 計画的な維持保全による公共建築物の長寿命化、維持管理効率化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

【学校】
　児童生徒の急増期に建て、建築後30年以上の老朽化が進んだ校舎が半数を超え、これから更新時期の集中が懸
念される。
　教育環境を維持しながら老朽化対策を進めるには既存施設の有効活用並びに、更新コストの抑制を目指す「長寿命
化改修」が必要となっており、平成26年度に「学校施設長寿命化指針」を策定します。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 47

具体的な取組項目（小項目） 2　計画的な維持保全による公共施設などの長寿命化の推進

担当課

財産活用課●
施設課

(公共建築第１課)
（住環境政策課）

整備計画の点検、
実施

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

学校施設の長寿
命化指針を策定

整備計画の点検、
実施

整備計画の点検、
実施

長寿命化指針の
考え方を反映した
整備計画の作成
（見直し）

長寿命化指針の
考え方を反映した
整備計画の作成
（見直し）

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　長寿命化指針の考え方を反映し、大規模改造事業の予算要求
及び事業化することができたことから、計画通りの指標となっ
た。

　各学校施設の
現況を再度調査
し、適宜整備計
画の見直しをす
ることで、実効
性の高い計画と
していく。課題、今後の方針、改善事項など

　学校施設の老朽度を判定するための現地調査を実施し、長寿命化を図
るべき施設の選定を更新していくことが求められる。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・点検実施により、計画
的に長寿命化を推進する
ことができた。

・点検実施により、計画
的に長寿命化を推進する
ことができた。

課題、今後の方針、改善事項など

・整備計画に基づく事業の実施
・整備計画の点検や適切な更新

・整備計画に基づく事業の実施
・整備計画の点検や適切な更新

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・学校施設長寿命化実施計画
の優先度評価の検証・見直
し。
・H30年度実施対象校の抽出
とH30予算要求の反映。

・学校施設長寿命化実施計画
の優先度評価の見直し。
・H31年度実施対象校の抽出
とH31予算要求の反映。

指
標

長寿命化指針の策定 整備計画の点検・実施 整備計画の点検・実施 整備計画の点検・実施 整備計画の点検・実施 整備計画の点検・実施
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No.

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 48

具体的な取組項目（小項目） 2　計画的な維持保全による公共施設などの長寿命化の推進

担当課
財産活用課●
土木総務課
（公園水辺課）改革実施項目名称（細項目）

計画的な維持保全によるインフラ資産（道路・橋梁，公園）の長寿命化、維持
管理効率化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

【橋梁】
（現状）
　平成22年度に道路橋の初回点検を完了させ、個別橋梁ごとの管理計画を策定し、平成23年度からその計画に基づ
き維持管理を実施している。また、平成26年度に道路法が改正され、5年に１回の定期点検が義務化され、計画的に
点検を実施することが定められた。
（課題）
　ファシリティマネジメント手法による維持管理は、点検・補修・検証のメンテナンスサイクルを継続的に取り組む必要が
あることから、計画への予算連動が重要である。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　管理道路橋4072橋の定期点検を計画的に実施するため、5カ年の実施計画を策定した。
　また、点検結果を橋梁の維持管理に反映させた補修計画を更新し、補修計画に基づいた対策を実施するこ
とにより、予防保全的な維持管理をする。

≪事業の最終目標≫
　予防的な修繕（健全度の把握を行い、損傷が顕在化する前の軽微なうちに計画的に行う修繕）及び計画的
な架け替えへと円滑な政策転換を行い、ライフサイクルコストの最小化と事業費の平準化を図り、将来にわ
たり道路ネットワークの信頼性と市民の安全安心を確保する。

取組の内容
・ファシリティマネジメント手法による橋梁維持管理計画を毎年度更新し持続可能なものとする。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・道路橋の定期点
検を実施し、橋梁
維持管理計画（短
期）を更新する。

・計画に基づいた
補修を実施し、予
防保全的な維持
管理をする

・道路橋の定期点
検を実施し、橋梁
維持管理計画（短
期）を更新する。

・計画に基づいた
補修を実施し、予
防保全的な維持
管理をする

・道路橋定期点検
の実施、橋梁維持
管理計画（短期）
の更新。

・修繕計画に基づ
いた補修事業の
実施

・道路橋の定期点
検を実施し、橋梁
維持管理計画（短
期）を更新する。

・計画に基づいた
補修を実施し、予
防保全的な維持
管理をする

・道路橋定期点検
の実施、新潟市橋
梁長寿命化修繕
計画の見直しに着
手。

・計画に基づいた
補修事業の実施

・道路橋の定期点
検を実施し、橋梁
維持管理計画（短
期）を更新する。

・計画に基づいた
補修を実施し、予
防保全的な維持
管理をする

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

C A

B

管理をする。 管理をする。 実施。 管理をする。 補修事業の実施。 管理をする。

指
標

定期点検橋梁数（橋） 113（全4,072橋） 702（全4,072橋） 657（全4,041） 1,183（全4,072橋） 1,134（全4,055） 残2,07１橋

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

交付金を活用し、JＲ点検
委託(5橋）と設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
会社へ点検委託を行なっ
ている状況である。

交付金を活用し、JＲ点検
委託(7橋）と設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
会社へ点検委託を行なっ
ている状況である。

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・道路橋定期点検の実施数は若
干計画を下回ったが、管理橋梁
母数が少なくなったためで、ほ
ぼ計画を達成。
・橋梁維持管理計画（短期）の
更新、補修事業（工事26橋、設
計10橋）はほぼ計画通り実施し
た。

・道路橋定期点検の実施
数は補正予算を活用した
ため、目標を大きく上
回った。
・補修事業は工事39橋、
設計14橋と計画通り順調
に実施している。

課題、今後の方針、改善事項など

・引き続き、予算の確保、担当職員研
修による技術力向上を図る。
・今後は、戦略的な維持管理計画へ移
行して予防保全の推進を図る必要があ
る。

・平成29年度に市民意見を募集
し、新潟市橋梁長寿命化修繕計画
の改訂を図る。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　道路橋定期点検の実施数及び工事、設計等の補修事業は、計
画通り進捗している。

　橋梁点検数は、平
成30年度までに全橋
の点検を完了するよ
う進捗管理を行って
いく。補修事業につ
いては、改定した修
繕計画に基づき取組
みを進めていく。課題、今後の方針、改善事項など

　平成29年度に市民意見を募集し、よりメリハリのある維持管理の推進を図る
ため、新潟市橋梁長寿命化修繕計画の改訂を行う。また、補修事業に適切に反
映するためには、改定した計画を既存の橋梁関連システム（データベースシス
テム、現場点検システム、マネジメントシステム）に反映する必要があり、計
画改定後、システム改良に取り組む。
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No.

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 48

具体的な取組項目（小項目） 2　計画的な維持保全による公共施設などの長寿命化の推進

担当課
財産活用課●
土木総務課
（公園水辺課）改革実施項目名称（細項目）

計画的な維持保全によるインフラ資産（道路・橋梁，公園）の長寿命化、維持
管理効率化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

【橋梁】
（現状）
　平成22年度に道路橋の初回点検を完了させ、個別橋梁ごとの管理計画を策定し、平成23年度からその計画に基づ
き維持管理を実施している。また、平成26年度に道路法が改正され、5年に１回の定期点検が義務化され、計画的に
点検を実施することが定められた。
（課題）
　ファシリティマネジメント手法による維持管理は、点検・補修・検証のメンテナンスサイクルを継続的に取り組む必要が
あることから、計画への予算連動が重要である。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　管理道路橋4072橋の定期点検を計画的に実施するため、5カ年の実施計画を策定した。
　また、点検結果を橋梁の維持管理に反映させた補修計画を更新し、補修計画に基づいた対策を実施するこ
とにより、予防保全的な維持管理をする。

≪事業の最終目標≫
　予防的な修繕（健全度の把握を行い、損傷が顕在化する前の軽微なうちに計画的に行う修繕）及び計画的
な架け替えへと円滑な政策転換を行い、ライフサイクルコストの最小化と事業費の平準化を図り、将来にわ
たり道路ネットワークの信頼性と市民の安全安心を確保する。

取組の内容
・ファシリティマネジメント手法による橋梁維持管理計画を毎年度更新し持続可能なものとする。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・道路橋の定期点
検を実施し、橋梁
維持管理計画（短
期）を更新する。

・計画に基づいた
補修を実施し、予
防保全的な維持

・道路橋の定期点
検を実施し、橋梁
維持管理計画（短
期）を更新する。
・計画に基づいた
補修を実施し、予
防保全的な維持
管理をする

・道路橋定期点検
の実施及び橋りょ
う維持管理計画
（短期）の更新。

・計画に基づいた
補修事業の実施。

・道路橋の定期点
検を実施し、橋梁
維持管理計画（短
期）を更新する。
・計画に基づいた
補修を実施し、予
防保全的な維持
管理をする

・道路橋定期点検
の実施及び橋りょ
う維持管理計画
（短期）の更新。

・計画に基づいた
補修事業の実施。

・道路橋の定期点
検を計画的に実
施し、橋梁維持管
理計画（短期）を
更新する。

・計画に基づいた
補修を実施し 予

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

防保全的な維持
管理をする。

管理をする 管理をする 補修を実施し、予
防保全的な維持
管理を継続的に
実施する。

指
標

定期点検橋梁数（橋） 113 1,217（全4072橋） 1,158（全3,940橋） 857（全4,072橋） 819（全3,960橋） 全4,072橋

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

点検計画に基づき、今年
度予定する橋梁点検業務
委託を全て発注済

点検計画に基づき、今年
度予定する橋梁点検業務
委託を全て発注済

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

平成29年度に予定してい
た橋梁の点検を全て行っ
た。
（平成26年度に比べ管理
橋梁数が少なくなったた
め、計画と実績に差があ
る）

平成30年度に予定してい
た橋梁の点検を全て行っ
た。
（平成26年度に比べ管理
橋梁数を見直しているた
め、計画と実績に差があ
る）

課題、今後の方針、改善事項など

平成30年度で1巡目点検が完了す
る。点検費の平準化を踏まえ、平
成31年度以降の2巡目点検計画を今
後見直す予定。

平成30年度で1巡目の法定点検が完
了した。2巡目の点検計画を見直し
た。

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　点検計画に基づき道路橋の定期点検を実施した。 　引き続き2巡目
の法定点検を継
続させ、道路橋
の的確な状態把
握に努める。
　点検結果は蓄
積し、長寿命化
修繕計画に反映
させる。

課題、今後の方針、改善事項など

　今後増大していく老朽化する橋梁について、早期に予防保全型維持管
理に移行し、長寿命化を図るため、点検計画に基づく定期点検の実施と
長寿命化修繕計画への反映を行う。
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No.

長寿命化計画（二
次計画）に基づ
き、施設の維持管
理・更新を実施
必要に応じ、概ね
5年を目途に見直
しが必要となった
時点で計画を見
直す

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　公園利用者の安全確保を最優先に、維持管理費用を抑えつつ、可能な限り施設を長持ちさせることを目
的とした公園施設長寿命化計画に基づき、計画的かつ効率的な維持管理・更新を図る。

≪事業の最終目標≫
　当該事業は恒久事業であり、計画に基づき効率的な維持管理・更新を進め、適宜、計画の修正を重ねな
がら公園利用者の安全確保と施設の長寿命化を図る。

取組の内容

H26～H27年度までの2ヶ年の長寿命化計画（一次計画）に基づき、公園施設の維持管理・更新
H28～H37年度までの10ヶ年の長寿命化計画（二次計画）に基づく、公園施設の維持管理・更新
毎年、維持管理・更新結果を計画に反映

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

長寿命化計画（一
次計画）に基づ
き、施設の維持管
理・更新を実施
H28年度からの長
寿命化計画（二次
計画）を策定

長寿命化計画（一
次計画）に基づ
き、施設の維持管
理・更新を実施

長寿命化計画（一
次計画）に基づき
予防保全型施設
（遊具等）の更新
を予定通り実施し
た。

長寿命化計画（二
次計画）に基づ
き、施設の維持管
理・更新を実施

長寿命化計画（二
次計画）に基づき
予防保全型施設
（遊具等）の更新
を予定通り実施し
た。

改革実施項目名称（細項目）
計画的な維持保全によるインフラ資産（道路・橋梁，公園）の長寿命化、維持
管理効率化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

【公園】
（現状）
　国の公園施設長寿命化計画策定指針（案）に基づき、予防保全型施設（遊具、建築物、土木構造物など）のH26～
H27年度までの2ヶ年の長寿命化計画（一次計画）を策定し、国交省へ提出。引き続き、H26年度末までにH28～H37
年度までの10ヶ年の長寿命化計画（二次計画）を策定。
（課題）
　長寿命化計画は継続的な観点で取り組む必要があることから、計画への予算連動が重要である。また、事後保全
型施設（ベンチ、水飲み、フェンス等）の長寿命化計画の策定については、他都市の動向などを踏まえながら、検討
していく必要がある。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 48

具体的な取組項目（小項目） 2　計画的な維持保全による公共施設などの長寿命化の推進

担当課
財産活用課●
公園水辺課
（土木総務課）

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

H28年度からは、二次計画に基づ
き、公園施設の計画的な維持管
理・更新を行っていく。

引き続き、二次計画に基づき、公
園施設の計画的な維持管理・更新
を行っていく。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　予定通り平成28年度に長寿命化計画（二次計画）を策定
し・適正な運用により、計画的に遊具などの公園施設の更新
を図り、公園利用者の安全・安心の確保を図った。

　引き続き長寿
命化計画に基づ
き施設の計画的
な維持管理を実
施していくとと
もに事後保全型
施設の現況調査
を実施し計画に
位置付けを行
う。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

長寿命化計画に位置付け
られている公園施設の更
新を予定通り実施し、利
用者の安全確保を図っ
た。

長寿命化計画に位置付け
られている公園施設の更
新を適切に実施（目標42
基→更新数49基）し、利
用者の安全確保を図っ
た。

課題、今後の方針、改善事項など

　現在の長寿命化計画では予防保全型施設（遊具・建築物・土木構造
物）のみを位置付けているが、それ以外の事後保全型施設（ベンチ・
水飲み・園路舗装など）の位置付けがないため、2ha以上の都市公園
については現況調査等を実施していく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

長寿命化計画（一次計画）
に基づき、予防保全型施設
（遊具等）の維持管理・更
新を実施　発注率：42％

長寿命化計画（二次計
画）に基づき、予防保全
型施設（遊具等）の維持
管理・更新を実施　発注
率：60％

54 40 40 策定中 49 策定中
指
標

長寿命化計画の策定区数 8 - - -

長寿命化計画に基づく、維持管理・更新施設数
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No.

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　公園利用者の安全確保を最優先に、維持管理費用を抑えつつ、可能な限り施設を長持ちさせることを目
的とした公園施設長寿命化計画に基づき、計画的かつ効率的な維持管理・更新を図る。

≪事業の最終目標≫
　当該事業は恒久事業であり、計画に基づき効率的な維持管理・更新を進め、適宜、計画の修正を重ねな
がら公園利用者の安全確保と施設の長寿命化を図る。

取組の内容

H26～H27年度までの2ヶ年の長寿命化計画（一次計画）に基づき、公園施設の維持管理・更新
H28～H37年度までの10ヶ年の長寿命化計画（二次計画）に基づく、公園施設の維持管理・更新
毎年、維持管理・更新結果を計画に反映

改革実施項目名称（細項目）
計画的な維持保全によるインフラ資産（道路・橋梁，公園）の長寿命化、維持
管理効率化の推進

現状と課題
（これまでの取組み）

【公園】
（現状）
　国の公園施設長寿命化計画策定指針（案）に基づき、予防保全型施設（遊具、建築物、土木構造物など）のH26～
H27年度までの2ヶ年の長寿命化計画（一次計画）を策定し、国交省へ提出。引き続き、H26年度末までにH28～H37
年度までの10ヶ年の長寿命化計画（二次計画）を策定。
（課題）
　長寿命化計画は継続的な観点で取り組む必要があることから、計画への予算連動が重要である。また、事後保全
型施設（ベンチ、水飲み、フェンス等）の長寿命化計画の策定については、他都市の動向などを踏まえながら、検討
していく必要がある。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 48

具体的な取組項目（小項目） 2　計画的な維持保全による公共施設などの長寿命化の推進

担当課
財産活用課●
公園水辺課
（土木総務課）

長寿命化計画（二
次計画）に基づ
き、施設の維持管
理・更新を実施
必要に応じ、概ね
5年を目途に見直
しが必要となった
時点で計画を見
直す

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

長寿命化計画（一
次計画）に基づ
き、施設の維持管
理・更新を実施
H28年度からの長
寿命化計画（二次
計画）を策定

長寿命化計画（二
次計画）に基づ
き、施設の維持管
理・更新を実施

長寿命化計画（二
次計画）に基づ
き、予防保全型施
設（遊具等）の更
新を予定通り実施
した。

長寿命化計画（二
次計画）に基づ
き、施設の維持管
理・更新を実施

長寿命化計画（二
次計画）に基づ
き、予防保全型施
設（遊具等）の更
新を予定通り実施
した。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

A B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　長寿命化計画（一次計画及び二次計画）に基づき、予防保
全型施設（遊具等）の計画的かつ効率的な維持管理・更新を
予定通り実施し、公園利用者の安全を確保した。

　事後保全型施設
を含めた長寿命化
計画を策定し、公
園施設のより効果
的な維持管理・更
新を実施してい
く。また、必要に
応じ、概ね5年を
目途に見直しが必
要となった時点で
計画を見直す。

課題、今後の方針、改善事項など

　長寿命化計画は継続的な観点で取組む必要があり、計画への予算連
動が重要であることから、社会資本整備総合交付金等を活用し、計画
に必要となる予算の確保に努める。また、今後は事後保全型施設（ベ
ンチ、水飲み、フェンス等）についても長寿命化計画に位置付けを行
い、予防保全型と事後保全型とを合わせたより効果的な計画を策定す
る。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

長寿命化計画に位置付けら
れている公園施設の更新
を、目標を上回り適切に実
施（目標26基→更新数36
基）し、利用者の安全確保
を図った。

長寿命化計画に位置付けら
れている公園施設の更新
を、目標を上回り適切に実
施（目標149基→更新数228
基）し、利用者の安全確保
を図った。
※長寿命化計画に基づく更
新施設数は補助事業の活用
を想定しており、目標値と
は一致しない

課題、今後の方針、改善事項など

引き続き、二次計画に基づき、公
園施設の計画的な維持管理・更新
を行っていく。

引き続き、二次計画に基づき、公
園施設の計画的な維持管理・更新
を行っていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

長寿命化計画（二次計画）
に基づき、予防保全型施設
（遊具等）の維持管理・更
新を実施　発注率：48％

長寿命化計画（二次計画）
に基づき、予防保全型施設
（遊具等）の維持管理・更
新を実施　発注率：39％

54 策定中 36 策定中 228 策定中

直す

指
標

長寿命化計画の策定区数 8 - - -

長寿命化計画に基づく、維持管理・更新施設数
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No.

引き続き、公有財
産の利用状況を
精査し売却可能財
産の洗い出しを進
め、不用財産の処
分をおこなう、ま
た、入札が困難な
財産の処分、活用
をおこなう

入札実施 2 2 2 4

計画 実績

売却可能財産の
洗い出しを進める
とともに、売却を促
進するため民間事
業者への売却業
務委託を導入

・公有財産の利用
状況を精査し売却
可能財産の洗い
出しを進める。
・定期的な入札実
施計画（2回程度）
を作成・実施
・民間委託の検証

・公有財産の利用
状況を精査し売却
可能財産の洗い
出しを進めた。
・入札を2回実施し
8件売却した。
・民間委託の効果
について検証し
た。

・公有財産の利用
状況を精査し売却
可能財産の洗い
出しを進める。
・定期的な入札を
実施（2回程度）
・入札が困難な財
産の処分、活用方
法の検討

・公有財産の売却
可能財産を洗い
出し、貸付地を5件
売却
・入札を4回、先着
順１回を実施し、
10件売却
・入札が困難な財
産の活用方法とし
て公募貸付を検討

取組の内容

・全庁的な保有土地等の現状を更に精査し、売却や活用可能な財産の洗い出しを進める。（資産の棚卸）
・財産の市場性の把握
・財産の有効的な活用方法を検討

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目） 市が保有する財産の精査と売却を含めた有効活用の促進

現状と課題
（これまでの取組み）

　市有財産の利用状態を精査し、売却可能財産の洗い出しを進めるとともに、市場性の調査、広報活動の強化など売
却を促進するため民間事業者への売却業務委託を導入した。
　今後も、市有財産の利用状態を精査し、財産の有効活用と売却財産の洗い出しを行う。また、業務委託の検証と入
札による売却に適さない物件の活用、処分について検討する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　未利用財産の処分や有効活用の促進により、歳入の確保や利用していない財産の管理費用の節減など財
政面での効果が期待できる。

≪事業の最終目標≫
　未利用財産の処分や有効活用の促進により、歳入の確保や利用していない財産の管理費用の節減など財
政面での効果が期待できる。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 49

具体的な取組項目（小項目） 3　市有財産の有効活用の促進

担当課 財産活用課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

引き続き未利用財産についての売
却を進めるとともに、売却に適さ
ない物件は、活用や処分方法を検
討していく必要がある。

引き続き未利用財産についての売
却を進めるとともに、売却に適さ
ない物件は、活用や処分方法を検
討していく必要がある。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　売却可能財産の洗い出しを進めるとともに、民間事業者へ
の売却業務委託を導入し、市場性の調査、広報活動の強化な
ど売却の促進が図られ、2年間の中間目標は達成された。

　引き続き未利
用財産について
の売却を進める
とともに、売却
に適さない物件
は、活用や処分
方法を検討す
る。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

売却可能財産の洗い出し
を進めるとともに、民間
事業者への売却業務委託
を行い、市場性の調査、
広報活動の強化によって
売却の促進が図られた。
また、売却により歳入の
確保や未利用財産の管理
費用の削減など財政面で
の効果もあった。

民間事業者への売却業務
委託結果を基に売却を進
め、また貸付地の中から
売却可能財産も洗い出
し、売却の促進を図っ
た。また、売却により歳
入の確保や未利用財産の
管理費用の削減など財政
面での効果もあった。

課題、今後の方針、改善事項など

　市場性が見込めない物件については、売却だけでなく貸付け等の活
用方法を検討する必要がある。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・公有財産台帳の調査準
備（年内調査予定）
・第1回入札準備
（10月30日執行）

・売却可能財産の洗い出
しを進める
・第1回入札準備
（11月1日執行）

指
標

入札実施 2 2 2 4
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No.

取組の内容

・全庁的な保有土地等の現状を更に精査し、売却や活用可能な財産の洗い出しを進める。（資産の棚卸）
・財産の市場性の把握
・財産の有効的な活用方法を検討

改革実施項目名称（細項目） 市が保有する財産の精査と売却を含めた有効活用の促進

現状と課題
（これまでの取組み）

　市有財産の利用状態を精査し、売却可能財産の洗い出しを進めるとともに、市場性の調査、広報活動の強化など売
却を促進するため民間事業者への売却業務委託を導入した。
　今後も、市有財産の利用状態を精査し、財産の有効活用と売却財産の洗い出しを行う。また、業務委託の検証と入
札による売却に適さない物件の活用、処分について検討する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　未利用財産の処分や有効活用の促進により、歳入の確保や利用していない財産の管理費用の節減など財
政面での効果が期待できる。

≪事業の最終目標≫
　未利用財産の処分や有効活用の促進により、歳入の確保や利用していない財産の管理費用の節減など財
政面での効果が期待できる。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 2　ファシリティマネジメントの考え方に基づいた財産経営の推進 49

具体的な取組項目（小項目） 3　市有財産の有効活用の促進

担当課 財産活用課

引き続き、公有財
産の利用状況を
精査し売却可能財
産の洗い出しを進
め、不用財産の処
分をおこなう、ま
た、入札が困難な
財産の処分、活用
をおこなう

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

売却可能財産を
洗い出しを進める
とともに、売却を促
進するため民間事
業者への売却業
務委託を導入

・公有財産の利用
状況を精査し売却
可能財産の洗い
出しを進める。
・定期的な入札を
実施（2回程度）
・入札が困難な財
産の処分、活用方
法の検討

・公有財産の売却
可能財産の洗い
出しによる財産を
含め、入札を4回、
先着順2回実施
し、6件売却
・入札が困難な財
産の活用方法とし
て公募貸付を検討

・公有財産の利用
状況を精査し売却
可能財産の洗い
出しを進める。
・定期的な入札を
実施（2回程度）
・入札が困難な財
産の処分、活用方
法の検討

・公有財産の売却
可能財産の洗い
出しによる財産を
含め、入札を2回、
先着順1回実施
し、7件売却
・入札が困難な財
産の活用方法とし
て公募貸付を1件
行った。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　一般競争入札、先着順売却、インターネット公募により4年
間で31件の市有物件を売却し、公募貸付では1件の貸し付けを
した。売却や貸付により歳入の確保や未利用財産の管理費用
の削減など財政面での効果があった。

　引き続き売却
可能財産の洗い
出しを進め、未
利用財産の売却
を行い、売却に
適さない物件は
貸付等の活用を
行う。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き未利用財産についての売却を進めるとともに、売却に適さ
ない物件は、活用や処分方法を検討していく必要がある。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

売却可能財産の洗い出し
を進めるとともに、計4回
12件の入札と計2回5件の
先着順を行い6件の売却を
することができ、売却の
促進が図られた。また、
売却により歳入の確保や
未利用財産の管理費用の
削減など財政面での効果
もあった。

売却可能財産の洗い出し
を進めるとともに、計2回
14件の入札と1回4件の先
着順を行い7件の売却をし
た。また、入札が困難な
財産の活用方法として公
募貸付を1件行った。売却
や貸付により歳入の確保
や未利用財産の管理費用
の削減など財政面での効
果があった。

課題、今後の方針、改善事項など

引き続き未利用財産についての売
却を進めるとともに、売却に適さ
ない物件は、活用や処分方法を検
討していく必要がある。

引き続き未利用財産についての売
却を進めるとともに、売却に適さ
ない物件は、活用や処分方法を検
討していく必要がある。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・売却可能財産の洗い出
しを進める
・第1回定期入札準備
（11月10日執行）

・売却可能財産の洗い出
しを進める
・第1回入札
（8月31日執行）

指
標

入札実施 2 4 2 2
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　新･中長期経営計画に基づき、浄配水場の施設･設備更新を進める。平成27～30年度までには主として阿
賀野川浄水場施設整備事業（平成27～31年度）及び竹尾他3配水場施設整備事業（平成28～32年度）に着
手、実施する。

改
革
実
施
概
要

取組の内容

水道局計画整備
課

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成19年度から26年度までの中長期経営計画（マスタープラン）に基づき浄配水場の統廃合を進め、26年度末には
計画どおり浄水場を6箇所に統廃合し、施設能力を440,000 /日に縮小する。
　さらに、平成27年度から36年度までの新･中長期経営計画において、将来推計人口に基づく水需要予測の結果を踏
まえ、平成37年度における施設能力を370、000 /日にまで縮小する計画とした。

≪事業の最終目標≫
　人口減少等による水需要の減少が長期的に見込まれる経営環境において、常に施設規模の適正化を追求
することにより、事業運営の一層の効率化を図っていくことが必須である。

①浄配水場の施設･設備更新において、計画施設能力に適合した各施設･設備のダウンサイジングを図る。
②新・中長期経営計画期間後の長期的な施設規模の適正化及びそのための施設整備について継続して検討
を進める。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

浄配水場の統廃
合を完了し、施設
能力を440,000 /
日に縮小

①阿賀野川浄水
場施設整備事業
に着手

②長期的な施設
規模の適正化に
ついて検討を継続

①阿賀野川浄水
場施設整備事業
に着手
②長期的な施設
規模の適正化に
ついて検討を実施

①
・阿賀野川浄水場
施設整備事業を
継続
・竹尾他３配水場
施設整備事業に
着手

②長期的な施設
規模の適正化に
ついて検討を継続

①
・阿賀野川浄水場
施設整備事業を
継続
・竹尾他３配水場
施設整備事業に
着手

②長期的な施設
規模の適正化に
ついて検討を実施

①
・阿賀野川浄水場
施設整備事業を
継続
・竹尾他３配水場
施設整備事業を
継続

②長期的な施設
規模の適正化に
ついて検討を継続

指
標

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

50

具体的な取組項目（小項目） 1　水道事業の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目） 施設規模の適正化

平成29年度以降

①工事進捗状況を的確に把握し確実な
施工管理を行うとともに、次年度以降
の工事発注準備を進める。
②施設規模の適正化の検討及びアセッ
トマネジメントを継続的に実施してい
く。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

①工事進捗状況を的
確に把握し確実な施
工管理を行うととも
に、次年度以降の工
事発注準備を進め
る。
②施設規模の適正化
の検討及びアセット
マネジメントを継続
的に実施していく。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

①工事進捗状況を的確に把握し確実な施工管理を行うとともに、次年度以降の
工事発注準備を進める。
②施設規模の適正化の検討及びアセットマネジメントを継続的に実施してい
く。

①阿賀野川浄水場施設整備事
業のポンプ場築造工事を発注
し、予定通り工事に着手しま
した。（平成29年度完了予
定）
②水需要を踏まえた施設規模
の適正化を検討しました。

①阿賀野川浄水場施設整備事
業、配水場施設整備事業とも
に、予定通りの工事の発注、
施工を実施しました。
②水需要を踏まえた施設規模
の適正化を検討しました。

①工事進捗状況を的確に把握し確実な
施工管理を行うとともに、次年度以降
の工事発注準備を進める。
②施設規模の適正化の検討及びアセッ
トマネジメントを継続的に実施してい
く。

上半期
（4～9月）

①阿賀野川浄水場施設整
備事業に着手
②長期的な施設規模の適
正化の検討

①阿賀野川浄水場施設整
備事業を継続、配水場施
設整備事業に着手
②長期的な施設規模の適
正化の検討

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

①阿賀野川浄水場施設整備事業、配水場施設整備事業ともに、予定通
りの工事の発注、施工を実施しました。
②水需要を踏まえた施設規模の適正化を検討しました。
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No.

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　新･中長期経営計画に基づき、浄配水場の施設･設備更新を進める。平成27～30年度までには主として阿
賀野川浄水場施設整備事業（平成27～31年度）及び竹尾他3配水場施設整備事業（平成28～32年度）に着
手、実施する。

取組の内容

水道局計画整備
課

現状と課題
（これまでの取組み）

　平成19年度から26年度までの中長期経営計画（マスタープラン）に基づき浄配水場の統廃合を進め、26年度末には
計画どおり浄水場を6箇所に統廃合し、施設能力を440,000 /日に縮小する。
　さらに、平成27年度から36年度までの新･中長期経営計画において、将来推計人口に基づく水需要予測の結果を踏
まえ、平成37年度における施設能力を370、000 /日にまで縮小する計画とした。

≪事業の最終目標≫
　人口減少等による水需要の減少が長期的に見込まれる経営環境において、常に施設規模の適正化を追求
することにより、事業運営の一層の効率化を図っていくことが必須である。

①浄配水場の施設･設備更新において、計画施設能力に適合した各施設･設備のダウンサイジングを図る。
②新・中長期経営計画期間後の長期的な施設規模の適正化及びそのための施設整備について継続して検討
を進める。

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

50

具体的な取組項目（小項目） 1　水道事業の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目） 施設規模の適正化

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

①阿賀野川浄水場施設整備事業、配水場施設整備事業ともに、予定通
りの工事の発注、施工を実施した。
②水需要を踏まえた施設規模の適正化を検討した。

①工事進捗状況を的
確に把握し確実な施
工管理を行うととも
に、次年度以降の工
事発注準備を進め
る。
②施設規模の適正化
の検討及びアセット
マネジメントを継続
的に実施していく。

課題、今後の方針、改善事項など

①工事進捗状況を的確に把握し確実な施工管理を行うとともに、次年度以降の
工事発注準備を進める。
②施設規模の適正化の検討及びアセットマネジメントを継続的に実施してい
く。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

①阿賀野川浄水場施設整備事
業のポンプ場築造工事が予定
通りに完了しました。
②水需要を踏まえた施設規模
の適正化を検討しました。

平成31年度以降
計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況

①阿賀野川浄水場施設整備事
業、配水場施設整備事業とも
に予定通りの工事の発注、施
工を実施した。
②水需要を踏まえた施設規模
の適正化を検討した。

課題、今後の方針、改善事項など

①工事進捗状況を的確に把握し確実な
施工管理を行うとともに、次年度以降
の工事発注準備を進める。
②施設規模の適正化の検討及びアセッ
トマネジメントを継続的に実施してい
く。

①工事進捗状況を的確に把握し確実な
施工管理を行うとともに、次年度以降
の工事発注準備を進める。
②施設規模の適正化の検討及びアセッ
トマネジメントを継続的に実施してい
く。

上半期
（4～9月）

①阿賀野川浄水場施設整備事
業を継続、配水場施設整備事
業を継続
②長期的な施設規模の適正化
の検討

①阿賀野川浄水場施設整備事
業を継続、配水場施設整備事
業を継続
②長期的な施設規模の適正化
の検討

水需要に応じた施
設規模の適正化
による事業運営の
効率化

指
標

計画 実績 計画 実績

浄配水場の統廃
合を完了し、施設
能力を440,000 /
日に縮小

①
・阿賀野川浄水場
施設整備事業を
継続
・竹尾他３配水場
施設整備事業を
継続

②長期的な施設
規模の適正化に
ついて検討を継続

①
・阿賀野川浄水場
施設整備事業を
継続
・竹尾他３配水場
施設整備事業を
継続

②長期的な施設
規模の適正化に
ついて検討を実施

①
・阿賀野川浄水場
施設整備事業を
継続
・竹尾他３配水場
施設整備事業を
継続

②長期的な施設
規模の適正化に
ついて検討を継続

①
・阿賀野川浄水場
施設整備事業を
継続
・竹尾他３配水場
施設整備事業を
継続

②長期的な施設
規模の適正化に
ついて検討を実施

最終目標／
31年度以降
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No.

計画 実績

・それぞれの立地
状況に適した活用
方法を調査・検討
し、可能なものから
有効活用を図る。

立地状況に適した
活用方法を調査・
検討した。

・それぞれの立地
状況に適した活用
方法を調査・検討
し、可能なものから
有効活用を図る。

立地状況に適した
活用方法を調査・
検討した。

引き続き、それぞ
れの立地状況に
適した活用方法を
調査・検討し、可
能なものから有効
活用を図る。

指
標

有効活用の実施・協議・
調整等累計施設数

計画 実績

・長戸呂浄水場跡
地、亀田配水場跡
地、西川浄水場跡
地の３施設での太
陽光発電事業に
向け、事業者と基
本協定を締結

≪事業の最終目標≫
・廃止浄配水場等の遊休資産すべてにおいて、売却処分を含めた有効活用を図る。

改革実施項目名称（細項目） 遊休資産の有効活用

現状と課題
（これまでの取組み）

　安全な水道水の安定供給を継続するため、老朽化した水道施設の更新及び耐震化が必要不可欠である一方、人
口減少社会の到来による水需要の減少により、料金収入の減少が避けられないことから、健全な事業運営に必要とな
る財源確保が厳しい状況となっている。
　このような中で、新たな収入の確保と費用の削減を図るため、統廃合により廃止となった浄配水場等の遊休資産につ
いて、売却を含め、それぞれの立地状況に適した有効活用を進める必要がある。

３施設 ３施設以上 0施設 ４施設以上 0施設 ５施設以上

取組の内容

・廃止浄配水場等の遊休資産について、売却処分だけでなく、それぞれの立地状況に適した活用方法を調
査・検討し、可能なものから協議・調整等を進め、有効活用を図る。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降

≪計画期間の目標≫
・平成29年度までに廃止浄配水場5施設以上において、売却処分を含めた有効活用を図る。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 51

具体的な取組項目（小項目） 1　水道事業の経営改革の取組強化

担当課 水道局経営管理課

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C C

C

標

進
捗
管
理

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・太陽光発電事業者に対する土地の貸付については、国の固定価格
買取制度の見直しに伴う発電事業者の辞退があり、また、売却を見
込んでいた土地については、入札条件の整理がつかず入札実施に至
らなかったことから、対象としていた施設のほか、遊休資産全体に
ついて有効活用が進んでいない。

・今後も、売却に
向けた需要を確認
しながら、新たな
活用方法も含め調
査・検討を行う。

課題、今後の方針、改善事項など

・既存施設の撤去費が土地の評価額を上回る状況を踏まえ、適正価格の検討を
行い、売却処分に向けた準備を進めるとともに、有効活用方法についても調査
を行う。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・平成26年度に基本協定を締
結したが、国の固定価格買取
制度の見直しにより発電事業
者が辞退したため、事業を中
止した。そのため目標達成至
らなかった。
・これまでの内容と課題を整
理し、入札参加者確保の可能
性が高い遊休資産について、
適正な売却価格の算定に着手
した。
・遊休資産の有効活用に向け
た情報収集や調査・検討を継
続して行った。

・当初予定していた物件につ
いて、売却対象資産の予定価
格設定などは行ったが、入札
条件を整理しきれず入札を実
施するまでには至らなかっ
た。
・市が推奨する再生可能エネ
ルギー事業において、数か所
の遊休資産を太陽光発電用地
として検討を進めている。
・遊休資産の有効活用に向け
た情報収集や調査・検討を継
続して行った。

課題、今後の方針、改善事項など
今後も、売却に向けた需要を確認しな
がら、新たな活用方法も含め調査・検
討を行う。

今後も、売却に向けた需要を確認しな
がら、新たな活用方法も含め調査・検
討を行う。

上半期
（4～9月）

平成26年度に基本協定を締結
したが、国の固定価格買取制
度の見直しにより発電事業者
が辞退したため、事業を中止
した。

対象とした資産1箇所について売却
に向けた準備を進めていたが、残置
されている建物等の撤去費相当額
が、土地評価額を上回る結果となっ
たこと、また、建物等の撤去を購入
条件としていることから、売却が困
難と判断し入札を実施しなかった。

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

111



No.

≪事業の最終目標≫
・廃止浄配水場等の遊休資産すべてにおいて、売却処分を含めた有効活用を図る。

改革実施項目名称（細項目） 遊休資産の有効活用

現状と課題
（これまでの取組み）

　安全な水道水の安定供給を継続するため、老朽化した水道施設の更新及び耐震化が必要不可欠である一方、人
口減少社会の到来による水需要の減少により、料金収入の減少が避けられないことから、健全な事業運営に必要とな
る財源確保が厳しい状況となっている。
　このような中で、新たな収入の確保と費用の削減を図るため、統廃合により廃止となった浄配水場等の遊休資産につ
いて、売却を含め、それぞれの立地状況に適した有効活用を進める必要がある。

取組の内容

・廃止浄配水場等の遊休資産について、売却処分だけでなく、それぞれの立地状況に適した活用方法を調
査・検討し、可能なものから協議・調整等を進め、有効活用を図る。

≪計画期間の目標≫
・平成29年度までに廃止浄配水場5施設以上において、売却処分を含めた有効活用を図る。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 51

具体的な取組項目（小項目） 1　水道事業の経営改革の取組強化

担当課 水道局経営管理課

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・長戸呂浄水場跡
地、亀田配水場跡
地、西川浄水場跡
地の３施設での太
陽光発電事業に
向け、事業者と協
定を締結

・それぞれの立地
状況に適した活用
方法を調査・検討
し、可能なものから
有効活用を図る。

・３箇所（小須戸浄
水場跡地・岩室浄水
場跡地・月潟配水場
跡地）の遊休資産を
太陽光発電用地とし
て賃貸借契約を締
結した。
・引き続き、それぞ
れの立地状況に適
した活用方法を調
査・検討し、可能な
ものから有効活用を

・それぞれの立地
状況に適した活用
方法を調査・検討
し、可能なものから
有効活用を図る。

・１箇所（新津浄水
場跡地）の遊休資
産を太陽光発電
用地として賃貸借
契約をするため、
準備を進めた。

引き続き、それぞ
れの立地状況に
適した活用方法を
調査・検討し、可
能なものから有効
活用を図る。

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C C

C

計
画
期
間
の
評
価

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

・太陽光発電用地として
貸付を行うため調整中。
・新たな活用方法の調
査・検討の実施。

計画期間の評価

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

・市が推奨する再生エネ
ルギー事業において、H28
年度より検討していた3施
設において賃貸借契約を
締結した。

進
捗
管
理

取組の状況

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

・太陽光発電用地として
貸付を行うため調整中。
・新たな活用方法の調
査・検討の実施。

・市が推奨する再生エネ
ルギー事業において、H31
年度に賃貸借契約を締結
するための準備をした。

今後も売却に向けた需要を確認し
ながら、新たな活用方法も含め調
査・検討を行う。

平成31年度以降

　計画期間の目標であった平成29年度までに廃止浄配水場５施
設の有効活用において、令和元年契約予定の１施設を含め４施
設で太陽光用地として賃貸借契約を締結するが、財源確保のた
めの売却には至らなかった。

４施設 ５施設以上

　今後も、売却
に向けた需要を
確認しながら、
新たな活用方法
も含め調査・検

討を行う。
　既存施設の撤去費が土地の評価額を上回る状況を踏まえ、今後も売却
に向けた需要を確認しながら、新たな活用方法も含め調査・検討を行
う。課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

今後も売却に向けた需要を確認し
ながら、新たな活用方法も含め調
査・検討を行う。

指
標

有効活用の実施・協議・
調整等累計施設数

３施設 ５施設以上 ３施設 ５施設以上

ものから有効活用を
図る。
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No.

計画 実績

・水道料金等収納
業務委託の基本
方針決定

・委託契約の準備

・業務委託の基本
方針を決定し、こ
れに基づく準備計
画を策定し、決定

・業者選定の準備

・業者選定

・委託業者の選
定、契約を行い、
業務移行準備、引
継を実施

・お客さまサービス
の向上を図るととも
に、費用対効果の
高い業務執行を
構築する。

水道料金等収納業務委託

計画 実績

・水道料金等収納
業務委託の対象
範囲と効果の検討

≪事業の最終目標≫
・お客さまサービスのさらなる向上と効率的な事業運営による経営基盤の強化。

改革実施項目名称（細項目） 業務効率化に向けた民間委託の検討・実施

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまで水道料金等の徴収に係わる業務のうち受付業務、検針業務、中止清算業務等を民間委託してきたが、事業
の経営責任を確保しつつ、経済的、効率的にお客さまサービスの維持向上を図るため、新たな民間委託の導入に向
けた検討を進め、費用対効果が見込める業務について委託化に取り組む必要がある。

基本方針の決定 基本方針の決定 委託業者選定 委託業者選定 委託開始

取組の内容

・水道料金等収納業務を民間委託する。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降

≪計画期間の目標≫
・お客さまサービスの向上を図るとともに、費用対効果の高い業務執行を構築する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 52

具体的な取組項目（小項目） 1　水道事業の経営改革の取組強化

担当課 水道局営業課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

指
標

進
捗
管
理

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　基本方針及び準備計画に基づき、目標である水道料金等収
納業務を平成29年度に計画通り民間委託した。

・お客さまサー
ビスのさらなる
向上と、効率的
な事業運営によ
る経営基盤の強
化

課題、今後の方針、改善事項など

　お客さまサービスのさらなる向上を図るため、受託業者との定例業
務会議を実施し、業務報告及び業務等の調整をして行く必要がある。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

基本方針を決定し、これ
に基づき検討委員会で詳
細な準備計画を策定する
と共に、必要資料を作成
する等具体的準備を行っ
た。

準備計画に基づき公募型
プロポーザル方式により
業者を選定し、委託契約
を行った。

課題、今後の方針、改善事項など

平成28年度計画における、委託業
者選定の準備を経て、業者の決定
及び契約締結を行うものとする。

平成29年度委託開始後の業務を円
滑に遂行するため、指導・監督を
行うものとする。

上半期
（4～9月）

・基本方針決定
・委託契約準備
　（委託契約に向けた
　 諸事項の策定等）

・準備計画に沿い、諸種
必要資料等を作成し、公
募型プロポーザルによる
受託者を選定

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

水道料金等収納業務委託 委託範囲・効果の検討 基本方針の決定 基本方針の決定 委託業者選定 委託業者選定 委託開始
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No.

≪事業の最終目標≫
・お客さまサービスのさらなる向上と効率的な事業運営による経営基盤の強化。

改革実施項目名称（細項目） 業務効率化に向けた民間委託の検討・実施

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまで水道料金等の徴収に係わる業務のうち受付業務、検針業務、中止清算業務等を民間委託してきたが、事業
の経営責任を確保しつつ、経済的、効率的にお客さまサービスの維持向上を図るため、新たな民間委託の導入に向
けた検討を進め、費用対効果が見込める業務について委託化に取り組む必要がある。

取組の内容

・水道料金等収納業務を民間委託する。

≪計画期間の目標≫
・お客さまサービスの向上を図るとともに、費用対効果の高い業務執行を構築する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 52

具体的な取組項目（小項目） 1　水道事業の経営改革の取組強化

担当課 水道局営業課

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・水道料金等収納
業務委託の対象
範囲と効果の検討

・受託業者による
業務開始

・受託業者による
業務開始
・業務報告及び業
務等の調整のた
め、受託業者との
定例業務会議を
実施

・委託後の評価と
改善
　　　（毎年度）

水道料金等収納
業務は、予定通り
平成29年度に民
間委託を行った
が、お客さまサー
ビスの更なる向上
の観点から月次、
年次での定例報
告会を実施し、効
率的な事業運営と
経営基盤の強化

水道料金等収納
業務は予定通り平
成29年度に民間
委託を行った。今
後も引き続き、お
客さまサービスの
更なる向上と、効
率的な事業運営
による経営基盤の
強化を図って行
く

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

・基本方針及び準備計画
基づき、民間委託を実施
・委託業者との定例業務
会議を実施

計画期間の評価

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

基本方針及び準備計画に
基づき、目標である水道
料金等収納業務を平成29
年度に計画通り民間委託
した。

進
捗
管
理

取組の状況

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

委託業者との定例業務会
議を毎月開催し、業務報
告及び業務等の調整を実
施。

お客さまサービスの向上
を図り、かつ効率的な事
業運営を実施するにあた
り設定した目標値（収納
率99.96%）を達成した。

引続き、お客さまサービスのさら
なる向上を図るため、受託業者と
の定例業務会議を実施し、業務報
告及び業務等の調整を実施する。

平成31年度以降

　お客さまサービスの更なる向上を図り、費用対効果を発揮
する目的のもと、水道料金等収納業務の民間委託を計画～実
施した。事業運営は、大きなトラブルもなく順調に運営され
ており、効率的な事業運営による経営基盤の強化に貢献して
いる

評価・改善 評価・改善

　民間業者の持
つノウハウをお
客さまサービス
等に生かし、お
客さまサービス
の更なる向上と
効率的な事業運
営による経営基
盤の強化を目指
す。

　多様化するお客さまニーズに対応するため、職員はもとより委託業
者も含めたお客さま対応や更なる業務知識の習得が求められる。これ
らを達成するため、職員や委託業者を講師とした研修を行い、お客さ
まサービスの更なる向上と効率的な事業運営を行っていく。

課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

今後も引き続き、お客さまサービ
スの更なる向上を図る目的で、委
託業者と月次、年次での業務報告
会を開催し、効率的な事業運営が
なされているか確認を行う。

指
標

水道料金等収納業務委託 委託範囲・効果の検討 委託開始 委託開始 評価・改善

経営基盤の強化
を図った。

く。
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

C C

C

現状と課題
（これまでの取組み）

　当院では毎年患者満足度調査を実施しており、様々な改善の取組みにより、患者さんからのよい評価の率は向上
を続けている。平成26年度の調査では入院で94%、外来で89%をそれぞれ超える見込みである。高い満足度を維持し
ていくため、患者サービスの充実と職員の満足度向上に取り組んでいる。

≪事業の最終目標≫
　患者サービスを提供する職員のモチベーションを上げることで、患者満足度の更なる向上を図る。

・患者相談窓口を充実し総合的支援を行うことで、サービス向上を図る。
・サービスの提供に大きく寄与する、職員の満足度向上を図る。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　患者相談窓口の充実と調査個別項目の改善を図り、患者満足度の維持と患者サービスの充実に努める。

改
革
実
施
概
要

取組の内容

・患者総合支援セ
ンターを開設し、
患者相談窓口を
充実する
・業務補助者の育
成により職員の負
担軽減に努め、研
修・資格取得支援
を充実し、モチ
ベーション向上を
図る

・患者総合支援セ
ンターを開設し、
患者相談窓口を
充実した。
・体制見直しなど
による職員の負担
軽減に努めたほ
か、研修・資格取
得支援を充実し、
モチベーション向
上を図った。

・患者相談窓口の
充実による総合的
なサービスの向上
・業務補助者の育
成により職員の負
担軽減に努め、研
修・資格取得支援
を充実し、モチ
ベーション向上を
図る

・患者総合支援セ
ンターを開設し、
患者相談窓口を
充実した。
・体制見直しなど
による職員の負担
軽減に努めたほ
か、研修・資格取
得支援を充実し、
モチベーション向
上を図った。

引き続き改善への
取組みを継続する

中間目標／
29年度以降

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

53

具体的な取組項目（小項目） 2　病院事業の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目） 患者サービスの充実・職員満足度の向上による患者満足度の維持向上

市民病院経営企画課

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度

計画 実績 計画 実績

・患者、家族が相
談する際の受付
窓口がわかりにく
い
・職員満足度は職
種によりばらつき
があり、低い職種
の向上が必要
※以下は26年度
見込値

96.0%

外来患者満足度 89.8% 92.0% 88.7% 92.0% 89.5% 92.0%

96.0% 94.7%入院患者満足度 94.8% 96.0% 94.1%

58.0%

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・患者総合支援センター
を開設し、患者相談窓口
を充実した。

・患者総合支援センター
などにおいて丁寧な相談
対応を行いサービスの向
上に努めている。

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

職員満足度 53.8% 54.0% 52.2% 56.0% 50.5%

指
標

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　患者満足度は、概ね高いレベルで推移しているが、職員満
足度が計画を満たさないのみならず、28年度は大幅に悪化し
ており、指標の達成が困難な状況にある。

　人材の確保と
育成により負担
を軽減し、職員
の専門性とモチ
ベーションの向
上を図り、満足
度の改善につな
げたい。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　職種別に見ると、看護師の満足度が低い傾向にあることから、業
務・サポート体制の見直しによる負担軽減などに引き続き努めてい
く。
なお、29年度以降の職員満足度の指標は、平成28年度に策定した「新
潟市民病院 新・中期計画」で改めている

患者の相談への丁寧な対
応や、職場環境の改善な
どに努めているが、計画
値には届かなかった。

職員満足度は、職種別で値が低い
看護師に係るものとして、業務・
サポート体制見直しによる負担軽
減などに引き続き努めていく。

患者の相談への丁寧な対
応や、職場環境の改善な
どに努めているが、計画
値には届かなかった。

職員満足度は、職種別で値が低い
看護師に係るものとして、業務・
サポート体制見直しによる負担軽
減などに引き続き努めていく。
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No.

現状と課題
（これまでの取組み）

　当院では毎年患者満足度調査を実施しており、様々な改善の取組みにより、患者さんからのよい評価の率は向上
を続けている。平成26年度の調査では入院で94%、外来で89%をそれぞれ超える見込みである。高い満足度を維持し
ていくため、患者サービスの充実と職員の満足度向上に取り組んでいる。

≪事業の最終目標≫
　患者サービスを提供する職員のモチベーションを上げることで、患者満足度の更なる向上を図る。

・患者相談窓口を充実し総合的支援を行うことで、サービス向上を図る。
・サービスの提供に大きく寄与する、職員の満足度向上を図る。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　患者相談窓口の充実と調査個別項目の改善を図り、患者満足度の維持と患者サービスの充実に努める。

取組の内容

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

53

具体的な取組項目（小項目） 2　病院事業の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目） 患者サービスの充実・職員満足度の向上による患者満足度の維持向上

市民病院経営企画課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

C C

C

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価

患者満足度は目標未達
も、上昇傾向にあり、確
実に目標に近づいてき
た。

58.0%職員満足度 53.8% 58.0% 37.2%

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　患者満足度は9割を超えるという高い満足を得ているが、指
標値が高く達せなかった。一方、職員満足度は低下傾向にあ
り、労働環境の改善が必要であると言える。

　特に職員の働
きがい、働きや
すい職場づくり
などに努めなが
ら、満足度の向
上に努めてい
く。課題、今後の方針、改善事項など

　計画期間内において働き方改革や労基法の改正など、取り巻く環境
が変化してきた。それらに対応しながら、引き続き、働きがいのある
職場づくりに努め、職員満足度を向上させたい。

9割を超える満足度を顧客
から頂いたが、目標には
届かなかった。

課題、今後の方針、改善事項など

患者満足度は数値は高く推移して
いる。職員満足度は数年低下傾向
にあることから、一層の負担軽減
や労働環境改善に努める。

職員満足度が低下傾向にあるが、
引き続き、負担軽減や労働環境の
改善について出来るところから実
施していく。

平成31年度以降

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

満足度調査は現在集計中
である。

満足度調査は現在集計中
である。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

92.0%

引き続き改善への
取組みを継続する

指
標

入院患者満足度 94.8% 96.0% 95.1% 96.0% 93.0% 96.0%

58.0% 35.5%

89.8% 92.0% 90.7% 92.0% 90.2%

改
革
実
施
概
要

外来患者満足度

計画 実績 計画 実績

・患者、家族が相
談する際の受付
窓口がわかりにく
い
・職員満足度は職
種によりばらつき
があり、低い職種
の向上が必要
※以下は26年度
見込値

・患者相談窓口の
充実による総合的
なサービスの向上
・業務補助者の育
成により職員の負
担軽減に努め、研
修・資格取得支援
を充実し、モチ
ベーション向上を
図る

・患者総合支援セ
ンターにおいて、
患者相談窓口を
充実した。
・体制見直しなど
による職員の負担
軽減に努めたほ
か、研修・資格取
得支援を充実し、
モチベーション向
上を図った。

・患者相談窓口の
充実による総合的
なサービスの向上
・業務補助者の育
成により職員の負
担軽減に努め、研
修・資格取得支援
を充実し、モチ
ベーション向上を
図る

・患者総合支援セ
ンターにおいて全
病棟に入院支援
マネージャを新設
するなどサービス
向上に努めた。
・業務改善推進委
員会を立ち上げ
職員の負担軽減
や長時間労働対
策に取り組んだ。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降
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No.

改革実施項目名称（細項目） クオリティインディケータの導入による、医療の質の可視化

現状と課題
（これまでの取組み）

　クオリティインディケータとは、病院で行われている医療の質を客観的に評価するための指標である。継
続的にこれらの数値を把握して分析・改善を行い、医療の質の向上を図っていくことが重要になっている。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　医療の質を可視化し、患者さんに有効な情報とより質の高い医療を提供する。

≪事業の最終目標≫
　数値を分析し、改善を図ることにより、医療サービスの質の向上を図る。
　情報を公開することで患者さんの信頼の獲得が図られ、より一層の改善活動につながる。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 54

具体的な取組項目（小項目） 2　病院事業の経営改革の取組強化

担当課 市民病院経営企画課

計画 実績

・医療の質を客観
的に知ることがで
きる指標を公開し
ている
※以下は26年度
見込値

項目の選定と評
価、公開

・公開する指標を
追加した。
・前年の指標デー
タを継続して把握
し、全国との比較
の他、自院の前年
との比較も公開し
た。

項目の選定と評
価、公開

・指標の項目選定
と公開する指標の
追加を行った。
・継続して指標
データを把握し、
全国との比較、自
院の前年との比較
を公開した。

取組の内容

・クオリティインディケータの項目選定と、評価・公開を行う。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

引き続き項目の選
定と評価・公開を
行う

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

C B

B

・クオリティインディ
ケータのデータ収集

16項目 35項目 25項目 40項目 49項目 45項目
指
標

導入数 57項目 35項目 57項目 40項目 60項目 45項目

公開数

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　項目の選定、データ収集を継続して行うことにより、全国と
の比較の他、自院データの前年との比較も可能となり、計画ど
おり進捗している。患者さんにとってわかりやすく有用な情報
を公開した。

　項目の選定と
評価やデータ収
集･分析を継続し
て行い、医療の
質の向上を図
り、患者さんに
とってよりわか
りやすい情報の
公開を行う。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

データが前年比較可能な
量になり、分かりやすい
指標の公開に努めたが、
公開数が目標に達せず。

継続して指標データの収
集を行い、全国との比較
の他、自院の経年変化が
比較可能になった。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き継続してデータ収集･分析を行い、医療の質の向上を図る。
また、新たな項目の選定や評価を行い、患者さんに有用な情報をよりわ
かりやすく公開していく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・クオリティインディ
ケータのデータ収集

引き続き継続してデータ収集と数
値分析を行い、患者さんにとって
より有用な情報をよりわかりやす
く公開していく。

引き続きデータ収集･分析を行い、
患者さんにとってより有用な情報
をよりわかりやすく公開してい
く。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価
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改革実施項目名称（細項目） クオリティインディケータの導入による、医療の質の可視化

現状と課題
（これまでの取組み）

　クオリティインディケータとは、病院で行われている医療の質を客観的に評価するための指標である。継
続的にこれらの数値を把握して分析・改善を行い、医療の質の向上を図っていくことが重要になっている。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　医療の質を可視化し、患者さんに有効な情報とより質の高い医療を提供する。

≪事業の最終目標≫
　数値を分析し、改善を図ることにより、医療サービスの質の向上を図る。
　情報を公開することで患者さんの信頼の獲得が図られ、より一層の改善活動につながる。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 54

具体的な取組項目（小項目） 2　病院事業の経営改革の取組強化

担当課 市民病院経営企画課

取組の内容

・クオリティインディケータの項目選定と、評価・公開を行う。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・医療の質を客観
的に知ることがで
きる指標を公開し
ている
※以下は26年度
見込値

項目の選定と評
価、公開

指標データの収
集、把握を継続し
て行い、全国平均
との比較や自院の
経年変化の結果
を公開した。

項目の選定と評
価、公開

指標データの収集
を継続し結果を公
開した。新規デー
タを収集し公開す
る項目を追加し
た。

引き続き項目の選
定と評価・公開を
行う改

革
実
施
概
要

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B A

B

16項目 45項目 56 45項目 65 45項目
指
標

導入数 57項目 45項目 65 45項目 75 45項目

公開数

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

データ収集を継続して行
い、患者さんにとってよ
り有用で分かりやすい指
標公開を準備している。

データ収集を継続して行
い、よりわかりやすい指
標の公表に向けて様式等
を含めて検討している。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

データ収集を継続し、全
国との比較や自院経年変
化を比較できるように
なった。

継続項目と新規項目を合
わせ、分かり易い説明と
なるよう工夫して公表し
た。

課題、今後の方針、改善事項など

患者さんにとって、必要な情報を
より分かり易く公開する。また、
指標ﾃﾞｰﾀ分析による院内での有効
活用を検討していく。

データ収集の継続とデータ精度の
向上。患者さんが必要とする公表
項目、院内での活用方法の検討を
継続していく。

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　データ収集の継続とデータの精度向上を図った。公表する項
目の追加、見やすい図表や説明コメントの追加などで、患者さ
んにとって分かり易い情報となるよう工夫した。

　データ収集、
評価･分析を継
続。

課題、今後の方針、改善事項など

　データ収集・分析結果を医療の質の改善・向上につなげていく。患者
さんが必要とする情報の検討、分かり易い公表の仕方を検討する。

118



No.

計画 実績

・ベッドコントロー
ルを適切に行い、
計画上の病床利
用率を維持する
・医療材料費に係
る価格交渉により
適正な費用を維持
する

・病院全体での収
益改善に向けた取
組みの実施（救急
搬送患者の積極
的な受け入れな
ど）
・薬品費の値引き
などによる適正な
予算の執行
※計画と比較する
ため 税込数値

・ベッドコントロー
ルを適切に行い、
計画上の病床利
用率を維持する
・医療材料費に係
る価格交渉により
適正な費用を維持
する

・前年度に引き続
き患者の確保に努
めた。
・事務局の経営部
門も協同し、価格
交渉にあたり、良
好な成果を得た。
※計画比較のた
め、税込数値

引き続き収益の確
保と費用の効率化
に努める

計画 実績

・病床利用率は高
く推移しており、こ
れ以上の向上は
患者受入体制に
影響を及ぼす
・医療材料費等は
収入の増加に伴っ
て増え、施設や機
器の点検増等で
他の経費も増加傾
向

≪事業の最終目標≫
　安定した経営基盤を築くことで、救急・専門・重症を中心とした質の高い医療を将来にわたって提供す
る。

改革実施項目名称（細項目） 収益の確保と適正な費用による経営の健全化

現状と課題
（これまでの取組み）

　近年は決算で黒字を継続しているが、人員増や精神科病棟などの投資的事業により各種経費の増加が見込まれる
中、急性期医療を担う基幹病院としての役割を果たしながら、収益確保と費用の効率化により、より一層の健全経営に
取り組んでいく必要がある。

取組の内容

・適正なベッドコントロールによる高い病床利用率の維持
・医療材料を主とした運用と交渉などによる適正な費用の維持

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降

≪計画期間の目標≫
　収益の確保と費用の効率化による健全経営の推進

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 55

具体的な取組項目（小項目） 2　病院事業の経営改革の取組強化

担当課 市民病院経営企画課

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C C

C

ため、税込数値

指
標
材料費対入外収益比率 31.9% 31.1% 32.8% 30.7% 33.2% 30.7%

進
捗
管
理

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　患者の確保に努め、収益上も評価できるレベルにあるが、
平均在院日数の短縮などもあり、病床利用率は、実態と指標
にかい離がある。材料費も、当院の役割上、高額医薬品や価
格の高い診療材料の使用が多いため、実態と指標がかい離し
つつある。

　新・中期計画
で設定した新規
入院患者数の確
保を目指しなが
ら、収益の確保
を図りつつ、引
き続き費用の抑
制に努めたい。課題、今後の方針、改善事項など

　平成28年度に策定した新・中期計画で、現状に則した指標に改めて
いる。今後は、その指標の達成に努めていく。また、喫緊の課題は費
用の抑制である。うち、材料費は、価格交渉成果が出ている医薬品に
代わり、診療材料費が材料費増の主要因となりつつある。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

改善の努力で上期より改
善したが、目標が高い利
用率はもとより、材料費
も計画をクリアせず。

改善の努力で上期より改
善したが、目標が高い利
用率はもとより、材料費
も計画をクリアせず。

課題、今後の方針、改善事項など

材料費のうち薬品費が抗がん剤な
ど高額医薬品の増による収益比率
の上昇と収支への悪影響が課題。
値引き等の対策強化をする。

特に費用が収支悪化の要因となっ
ており、材料費については薬品は
価格交渉成果が出ているが、診療
材料費に課題がある。

93.5%病床利用率 90.9% 93.5% 92.9% 93.5% 92.3%

上半期
（4～9月）

（各9/30時点）
・病床利用率93.0％　※一
般
・材料費対入外収益比
32.9％

（各9/30時点）
・病床利用率91.6％　※一
般
・材料費対入外収益比
33.3％

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

経常収支比率

向
※以下は26年度
見込値

99.1% 100.4% 101.5% 101.1% 101.0% 101.5%
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≪事業の最終目標≫
　安定した経営基盤を築くことで、救急・専門・重症を中心とした質の高い医療を将来にわたって提供す
る。

改革実施項目名称（細項目） 収益の確保と適正な費用による経営の健全化

現状と課題
（これまでの取組み）

　近年は決算で黒字を継続しているが、人員増や精神科病棟などの投資的事業により各種経費の増加が見込まれる
中、急性期医療を担う基幹病院としての役割を果たしながら、収益確保と費用の効率化により、より一層の健全経営に
取り組んでいく必要がある。

取組の内容

・適正なベッドコントロールによる高い病床利用率の維持
・医療材料を主とした運用と交渉などによる適正な費用の維持

≪計画期間の目標≫
　収益の確保と費用の効率化による健全経営の推進

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 55

具体的な取組項目（小項目） 2　病院事業の経営改革の取組強化

担当課 市民病院経営企画課

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・病床利用率は高
く推移しており、こ
れ以上の向上は
患者受入体制に
影響を及ぼす
・医療材料費等は
収入の増加に伴っ
て増え、施設や機
器の点検増等で
他の経費も増加傾
向

・ベッドコントロー
ルを適切に行い、
計画上の病床利
用率を維持する
・医療材料費に係
る価格交渉により
適正な費用を維持
する

・29年6月の労基
署からの長時間労
働等に係る是正勧
告を受けて緊急対
応した結果、病床
利用率は低下して
いる。
・材料費に係る価
格交渉は難航した
ものの成果はあっ
たが 上記に伴う

平成29年度計画
による取組を継続
するとともに、必要
に応じた対策の見
直しを図る

緊急対応以降の
患者の減少が経
営に影響している
ほか、30年度は多
額な特別損失の
計上など特殊要因
が重なり、収支で
悪化要因があった
ため、いずれの指
標も達成しなかっ
た

引き続き収益の確
保と費用の効率化
に努める

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C C

C

計
画
期
間
の
評
価

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

平成29年6月の緊急対応宣言
以降、病床利用状況が減少
傾向にあるが、費用の抑制
等に努め収支指標の達成を
目指す

計画期間の評価

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

経営環境の大きな変化で
29年度の指標を達成しな
いことは想定された。

進
捗
管
理

取組の状況

34.4%（税込） 30.7%

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

経常収支、利用率は中期経
営計画見直し前の指標であ
るため、実現が難しかっ
た。

中期経営計画を見直した
ことから指標に対する適
正な評価は難しい。

現在の経営環境を踏まえ、新・中
期計画について、病床利用率は
89.5％、経常収支比率は計画期末
に100％となるよう見直した。今後
は引き続き経費の抑制などに努め
ながら、その達成を目指す。

平成31年度以降

　平成29年6月の緊急対応以降、患者数の大幅減とそれに伴う
収益減は想定できたが、こうした状況に見合うまでの急激な
費用の抑制は難しく、収支が悪化傾向にある。

97.6%（税込） 101.5%

病床利用率 90.9% 93.5% 89.7% 93.5% 88.0% 93.5%

　まず、収益の
回復が重要であ
る。単価の増な
どによる収益確
保に努めてい
く。

　経営環境は厳しいが、中期経営計画の実現を目指し、収益確保と費
用の適正化に努め、収支を改善していきたい。

課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

緊急対応などの経営環境の変化に
より収支は悪化傾向にあることか
ら、引き続き収益確保と費用の適
正化に努め、中期経営計画の目標
である単年度収支黒字化に努めて
いく。

指
標

経常収支比率 99.1% 101.5% 100.1%（税込） 101.5%

材料費対入外収益比率 31.9% 30.7% 34.3%（税込） 30.7%

向
※以下は26年度
見込値

たが、上記に伴う
収益の減も影響
し、収益比率は増
加した。

た。
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予定通り
進捗

進捗に
遅れあり

C C

C

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　西蒲区の2自治会を新たに「公設浄化槽整備対象区域」に定め、越
前浜自治会の一部地域において対象区域を追加承認するなど、区域拡
大は図ることができている。
　一方、公設浄化槽の設置基数については、平成28年度目標値200基
に対し平成28年度実績は171基であり、目標達成率は86%（実績171基
／目標値200基）であった。

　設置の促進に向
けて、引き続き公
設浄化槽の役割及
び必要性を対象区
域の市民に積極的
にPRしていく必要
がある。また、地
元との合意形成を
図りさらに「公設
浄化槽整備対象区
域」を拡大してい
く。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　分担金や使用料等の個人負担が発生することが、公設浄化槽の設置基数が伸
びていない一因と考えられる。
　設置の促進に向けて、引き続き公設浄化槽の役割及び必要性（公衆衛生の向
上・水質保全を図ることで住みよい環境を目指すこと等）を対象区域の市民に
積極的にPRしていく必要がある。また、地元との合意形成を図りさらに「公設
浄化槽整備対象区域」を拡大していく。

「公設浄化槽整備対象区域」
の拡大は図ることができた。
一方、公設浄化槽の設置基数
については、目標達成には至
らなかった。

分担金や使用料等の個人負担が発生す
ることが、設置基数が伸びていない一
因とも考えられるが、引き続き公設浄
化槽の役割・必要性を積極的にPRして
いく必要がある。

「公設浄化槽整備対象区域」
の拡大は図ることができた。
　一方、公設浄化槽の設置基
数については、目標値200基
に対し実績171基であり達成
率86%となり目標指標の達成
には至らなかった。よってC
評価とした。

分担金や使用料等の個人負担が発生す
ることが、設置基数が伸びていない一
因とも考えられるが、引き続き公設浄
化槽の役割・必要性を積極的にPRして
いく必要がある。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

公設浄化槽の設置申請：
24件

公設浄化槽の設置申請：
19件
合計基数：161基（9月末
時点）

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

指標
200 171市営浄化槽設置基数 118 157 142

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

56
具体的な取組項目（小項目） 3　下水道事業の経営改革の取組強化

担当課
改革実施項目名称（細項目） 市浄化槽整備事業の推進

下水道計画課

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまで市街地の下水道整備を進めてきたが、今後の主たる汚水整備の対象は周辺地域となっている中、汚水処理事業
が円滑に進むよう、平成23年度より市浄化槽整備事業を導入した。また国の施策としても未普及対策の早期概成を目標とし
ており、厳しい財政状況や人口減少など時間軸を踏まえた柔軟な対策の実施が求められている。これらのことから、下水道と
比較して合併処理浄化槽による整備が効率的な周辺地域においては、市浄化槽整備事業による対象区域の拡大を図ること
で、より一層の市営浄化槽の設置促進が必要である。

≪事業の最終目標≫
　汚水処理未普及対策地域の早期解消が図られる。

　市営浄化槽の役割・必要性を積極的にPRし、地元との合意形成を図ることにより、市浄化槽整備事業区域
の拡大を進めていく。
また、市浄化槽整備事業区域内については、市営浄化槽の設置を促進する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　市浄化槽整備事業区域の拡大を図るとともに、市営浄化槽の設置を促進する。

改
革
実
施
概
要

取組の内容

地元との合意形成
が図れていない地
区において、市営
浄化槽の役割・必
要性を理解してもら
い、区域拡大を進
める。
既に公設浄化槽整
備対象区域に定め
た地区内におい
て、一層の設置促
進を図る。

公設浄化槽につい
ては、３３基整備を
実施。
西蒲区内の２自治
会が、新たに公設
浄化槽整備対象区
域を承認。

地元との合意形成
が図れていない地
区において、市営
浄化槽の役割・必
要性を理解してもら
い、区域拡大を進
める。
既に公設浄化槽整
備対象区域に定め
た地区内におい
て、一層の設置促
進を図る。

公設浄化槽につい
ては、29基整備を
実施。
越前浜自治会の一
部地域において公
設浄化槽整備対象
区域を追加承認。

引き続き、地元との
合意形成が図れて
いない地区におい
て、市営浄化槽の
役割・必要性を理
解してもらい、区域
拡大を進める。
既に公設浄化槽整
備対象区域に定め
た地区内におい
て、一層の設置促
進を図る。

中間目標／
29年度以降

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度

計画 実績 計画 実績

合併浄化槽による
整備が効率的な地
区のうち、地元との
合意形成が図れた
地区を「公設浄化
槽整備対象区域」
と定め、浄化槽の
設置を促進。
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No.取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

56
具体的な取組項目（小項目） 3　下水道事業の経営改革の取組強化

担当課
改革実施項目名称（細項目） 市浄化槽整備事業の推進

下水道計画課

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまで市街地の下水道整備を進めてきたが、今後の主たる汚水整備の対象は周辺地域となっている中、汚水処理事業
が円滑に進むよう、平成23年度より市浄化槽整備事業を導入した。また国の施策としても未普及対策の早期概成を目標とし
ており、厳しい財政状況や人口減少など時間軸を踏まえた柔軟な対策の実施が求められている。これらのことから、下水道と
比較して合併処理浄化槽による整備が効率的な周辺地域においては、市浄化槽整備事業による対象区域の拡大を図ること
で、より一層の市営浄化槽の設置促進が必要である。

≪事業の最終目標≫
　汚水処理未普及対策地域の早期解消が図られる。

　市営浄化槽の役割・必要性を積極的にPRし、地元との合意形成を図ることにより、市浄化槽整備事業区域
の拡大を進めていく。
また、市浄化槽整備事業区域内については、市営浄化槽の設置を促進する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　市浄化槽整備事業区域の拡大を図るとともに、市営浄化槽の設置を促進する。

取組の内容

進捗に
遅れあり

進捗に
遅れあり

C C

C

地元との合意形成
が図れていない地
区において、市営
浄化槽の役割・必
要性を理解してもら
い、区域拡大を進
める。
既に公設浄化槽整
備対象区域に定め
た地区内におい
て、一層の設置促
進を図る。

公設浄化槽につい
ては、16基整備を
実施。

地元との合意形成
が図れていない地
区において、市営
浄化槽の役割・必
要性を理解してもら
い、区域拡大を進
める。
既に公設浄化槽整
備対象区域に定め
た地区内におい
て、一層の設置促
進を図る。

公設浄化槽につい
ては、22基整備を
実施。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降

引き続き、地元との
合意形成が図れて
いない地区におい
て、市営浄化槽の
役割・必要性を理
解してもらい、区域
拡大を進める。
既に公設浄化槽整
備対象区域に定め
た地区内におい
て、一層の設置促
進を図る。

指
標

浄化槽設置基数 118 248 187 300 209 5,300

改
革
実
施
概
要

計画 実績 計画 実績
合併浄化槽による
整備が効率的な地
区のうち、地元との
合意形成が図れた
地区を「公設浄化
槽整備対象区域」
と定め、浄化槽の
設置を促進。

平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

公設浄化槽の設置申請：
11件
合計基数：182基（9月末
時点）

公設浄化槽の設置申請：
10件
合計基数：197基（9月末
時点）

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価

公設浄化槽の設置基数に
ついては、目標値248基に
対し実績187基であり達成
率75%となり目標指標の達
成には至らなかった。
よってC評価とした。

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　4年間の計画期間において、公設浄化槽を100基設置できたこ
とから、汚水処理人口普及率が一定程度向上した。ただし、公
設浄化槽の設置基数については、目標値300基に対し実績209基
であり達成率70%となり目標指標の達成には至らなかった。
よってC評価とした。

　市全体の汚水
処理人口普及率
向上のため、環
境部所管事業の
浄化槽補助制度
と下水道部所管
の公設浄化槽制
度の課題を整理
し、新たな汚水
処理施設整備の
進め方・あり方
の検討を行う。

課題、今後の方針、改善事項など

　浄化槽転換が個人の都合に任されていることや、トイレの水洗化（単
独浄化槽）が進んでおり、浄化槽転換の必要性を感じていないこと、ま
た、一定程度自己負担が必要なことから、設置基数が伸びず、汚水処理
施設の普及が進んでいないと考えられる。今後は、市全体の汚水処理人
口普及率向上のため、浄化槽設置については、環境部所管事業の浄化槽
補助制度と下水道部所管の公設浄化槽制度の課題を整理し、新たな汚水
処理施設整備の進め方・あり方を検討していく。

公設浄化槽の設置基数に
ついては、目標値300基に
対し実績209基であり達成
率70%となり目標指標の達
成には至らなかった。
よってC評価とした。

課題、今後の方針、改善事項など

　分担金や使用料等の個人負担が発
生することが、公設浄化槽の設置基
数が伸びていない一因と考えられ
る。
　設置の促進に向けて、引き続き公
設浄化槽の役割及び必要性（公衆衛
生の向上・水質保全を図ることで住
みよい環境を目指すこと等）を対象
区域の市民に積極的にPRしていく必
要がある。また、地元との合意形成
を図りさらに「公設浄化槽整備対象
区域」を拡大していく。

　浄化槽転換が個人の都合に任され
ていることや、トイレの水洗化（単
独浄化槽）が進んでおり、浄化槽転
換の必要性を感じていないこと、ま
た、一定程度自己負担が必要なこと
から、設置基数が伸びず、汚水処理
施設の普及が進んでいないと考えら
れる。
　今後は、市全体の汚水処理人口普
及率向上のため、浄化槽設置につい
ては、環境部所管事業の浄化槽補助
制度と下水道部所管の公設浄化槽制
度の課題を整理し、新たな汚水処理
施設整備の進め方・あり方を検討し
ていく。

平成31年度以降

進
捗
管
理

（各年度10月に実施）
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C B

C

現状と課題
（これまでの取組み）

【現状】　・下水道接続率　88.7%　（政令市平均　98.0%）
　　　　　　　　　　南区　　　52.7%　　　　西蒲区41.2%
【課題】　・早期接続に向けた周知の不足
　　　　　 ・未接続の理由や接続促進制度の効果についての検証不足

≪事業の最終目標≫
 使用料を公平に負担いただくことで、下水道事業の経営基盤の強化が図られる。

　接続率の低い地域は特に重点的に接続勧奨を実施するなど接続勧奨を強化する。
　未接続理由の詳細な分析や各種助成制度の効果検証などから、効果的な接続促進制度を検討し、実施する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
 早期接続への理解醸成及び接続促進制度の充実を図り、下水道への接続を促進する。

　積極的な接続勧
奨の実施など、接
続率の低い地域は
重点的に接続勧奨
を実施。
　未接続理由の分
析、各種助成制度
の効果検証、大口
使用者への対策な
ど効果的な接続促
進制度の検討・実
施

5,535世帯

H27年度増加数
3,647世帯
（H27末接続率
89.4%）

　南・西蒲区では区
職員と合同の訪問接
続勧奨実施。
　市民意識調査結果
を検証し、助成制度
拡充に向けた見直し
案作成。配管延長助
成は1年間制度延
長。
　大口事業所対象の
アンケートを実施し、
各事業所の状況を把
握。

改
革
実
施
概
要

取組の内容

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

57

具体的な取組項目（小項目） 3　下水道事業の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目） 下水道への接続推進

経営企画課

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

　接続率の低い地
域を対象とした特に
重点的な接続勧奨
の実施、下水道事
業全般に関するア
ンケート実施による
未接続理由の把
握。
　助成制度の見直
し検討。

　積極的な接続勧
奨の実施など、接
続率の低い地域は
重点的に接続勧奨
を実施。
　未接続理由の分
析、各種助成制度
の効果検証、大口
使用者への対策な
ど効果的な接続促
進制度の検討・実
施

　助成金制度の効
果検証及び検証結
果に基づく制度の
改善を実施。
　大口事業所アン
ケートに基づく、意
見交換及び接続促
進の強化を実施。

　引き続き、下水道
事業の経営基盤の
強化を図るため、接
続勧奨の強化及び
効果的な接続促進
制度の検討・実施
を行い、下水道へ
の接続を促進する。

25,000世帯
(H25～H30)
（H30末接続率
93.3％)

4,522世帯

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

・今年度終了予定の配管延長助成金
　制度の効果検証及び水洗化助成金
　制度全体の制度拡充、改善の検討
・接続世帯増加数3,690世帯（9月末
　現在）

・助成制度見直し、市有施設下水道
　接続促進など、下水道接続促進総
　合対策事業を重点事業として提案
・接続世帯増加数3,871世帯（9月末
　現在）

　普及率が一定の水準に達し
処理開始世帯数が減少し、新
規接続世帯数も伸び悩む中、
戸別訪問勧奨活動等の地道な
活動により年度目標を達成。

　助成金制度の効果検証及び制度の
改善を実施した。改善後の助成金制
度を活用し、早期接続を促進してい
く。

　助成金制度の見直しを含め、平成
29年度以降の総合的な接続促進施策
を検討し、重点事業への提案を予定
している。

取組の状況

指
標
新規接続増加数

6,639世帯
（H25末接続率
88.7％)

H28年度増加数
4,658世帯
（H28末接続率
89.7%）

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　戸別訪問勧奨活動をはじめ、総合的に接続促進施策を進め、年々接続
世帯数及び接続率は向上しており、概ね計画通りに進捗している。しか
しながら、新たに下水道整備が進んでいる郊外、農村部などでは、市民
意識の多様化等により接続が伸び悩んでおり、目標達成が難しくなって
きている。
（H25末～H28末）
　新規接続世帯増加数　13,519世帯　接続率　89.7％

　引き続き、下水
道事業の経営基盤
の強化を図るた
め、接続勧奨の強
化及び効果的な接
続促進制度の検
討・実施を行い、
下水道への接続を
促進する。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　平成28年度に改善を行った助成金制度を活用し、戸別訪問勧奨活動を強
化していく。また、下水道の役割や必要性等これまで以上に懇切丁寧な説
明を行い、市民の理解醸成に取り組んでいく。

　普及率が一定の水準に達し
処理開始世帯数が減少する中
で、近年は、新規接続世帯数
も伸び悩んでいる状況。

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。
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No.

現状と課題
（これまでの取組み）

【現状】　・下水道接続率　88.7%　（政令市平均　98.0%）
　　　　　　　　　　南区　　　52.7%　　　　西蒲区41.2%
【課題】　・早期接続に向けた周知の不足
　　　　　 ・未接続の理由や接続促進制度の効果についての検証不足

≪事業の最終目標≫
 使用料を公平に負担いただくことで、下水道事業の経営基盤の強化が図られる。

　接続率の低い地域は特に重点的に接続勧奨を実施するなど接続勧奨を強化する。
　未接続理由の詳細な分析や各種助成制度の効果検証などから、効果的な接続促進制度を検討し、実施する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
 早期接続への理解醸成及び接続促進制度の充実を図り、下水道への接続を促進する。

取組の内容

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

57

具体的な取組項目（小項目） 3　下水道事業の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目） 下水道への接続推進

経営企画課

予定通り
進捗

予定通り
進捗

A A

C

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　様々な取組みの実施により、年々接続世帯数は増加し、単年度では計
画を上回っていたが、わずかに最終目標は達成できなかった。
（H25末～H30末）
　新規接続世帯増加数　23,972世帯　接続率　90.6％

取組工程、指標に対する評価

　新規接続増加数は計画を上
回る実績となり、接続率につ
いても90%台に達した。

　戸別訪問やPR活
動は継続しつつ、
重点的な予算配分
を行うなど、効率
的かつ効果的な助
成制度とする。課題、今後の方針、改善事項など

　戸別訪問勧奨活動を引き続き実施するとともに、マンホールを活用した
新たなＰＲ活動を実施し、市民の理解醸成に取り組む。
　また、即効性の高い助成金制度の検討が必要である。

　接続率の伸びは鈍化してい
るものの、新規接続世帯の増
加数は計画を上回った。

課題、今後の方針、改善事項など

　新規接続増加数はある程度順調に
伸びているものの、接続率の伸びは
鈍化傾向にあるため、効果的な助成
金制度の改正を検討する。

　効果的な助成金制度の分析は進ん
でいるが、限られた予算の中で効率
的に配分する必要があるため、試行
的な改正を検討する。

平成31年度以降

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・H28助成金制度効果検証結果に基
　づき、対象範囲を改善。経過措置
　期間(～9月)のPR活動の強化（市
　報，チラシ郵送等による周知）
・接続世帯増加数4,556世帯（9月末
　現在）

・接続勧奨の継続実施、勧奨業務の
　委託化に向けた検討を開始
・助成金制度改正に伴う効果を検証
　し、今後の制度改正を検討
・接続世帯増加数4,350世帯（9月末
　現在）

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

指
標
新規接続増加数 6,639世帯 4,601世帯

H29年度増加数
5,263世帯
（H29末接続率
90.0%）

3,403世帯

H30年度増加数
5,190世帯
（H30末接続率
90.6%）

25,000世帯
(H25～H30)
（H30末接続率
93.3％)

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

　接続率の低い地
域を対象とした特に
重点的な接続勧奨
の実施、下水道事
業全般に関するア
ンケート実施による
未接続理由の把
握。
　助成制度の見直
し検討。

　積極的な接続勧
奨の実施など、接
続率の低い地域は
重点的に接続勧奨
を実施。
　未接続理由の分
析、各種助成制度
の効果検証、大口
使用者への対策な
ど効果的な接続促
進制度の検討・実
施

　水洗化普及相談
員による活動強化
及び休日訪問によ
る勧奨活動を実
施。
　大口事業所の接
続状況を把握する
とともに、効率的か
つ効果的な対策を
検討。

　引き続き、下水道
事業の経営基盤の
強化を図るため、接
続勧奨の強化及び
効果的な接続促進
制度の検討・実施
を行い、下水道へ
の接続を促進する。

　積極的な接続勧
奨の実施など、接
続率の低い地域は
重点的に接続勧奨
を実施。
　未接続理由の分
析、各種助成制度
の効果検証、大口
使用者への対策な
ど効果的な接続促
進制度の検討・実
施

　引き続き、水洗化
普及相談員による
活動強化及び休日
訪問による勧奨活
動を実施。
　各種助成制度の
予算配分方針を見
直し、新年度予算
へ反映。

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

A A

A

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

指
標

97.00% 98.00% 101.3% 99.00% 106.1 100%使用料回収率の向上

取組の内容

・接続世帯数の増加への取組強化、使用料・賃借料収入など下水道資産の利活用による収益獲得の検討
・建設事業の集中と選択による起債残高削減と支払利息の軽減
・農業集落排水施設の公共下水道への早期編入による維持管理費の節減
・再生可能エネルギーの利活用による光熱水費等の削減

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・接続世帯数の増
加への取組強化
・企業債残高の削
減
・農業集落排水施
設の公共下水道へ
の早期編入の検討

・接続世帯数の増
加への取組強化、
新規事業の検討
・企業債残高の削
減
・農業集落排水施
設の公共下水道へ
の早期編入の検討

・南・西蒲区において
区職員と合同の訪問
接続勧奨を実施。
・企業債未償還残高
43億円削減
・横戸地区農業集落
排水施設の財産処分
手続き完了
・両川・大淵・西野地
区農業集落排水施設
の最適整備構想策定

・接続世帯数の増
加への取組強化、
新規事業の実施
・企業債残高の削
減
・農業集落排水施
設の公共下水道へ
の一部編入実施

・接続率の低い区にお
いて引き続き接続勧奨
を実施。
・企業債未償還残高45
億円削減
（企業債残高
　 H27末 3,330.6億

　 → H28末 3,285.1億）
・横戸地区農業集落排
水施設の公共下水道へ
の編入手続き完了
（参考）使用料回収率
政令市平均
・H27末　111.9%

・接続世帯数の増
加への取組強化
・企業債残高の削
減
・農業集落排水施
設の公共下水道へ
の早期編入の検討
・下水道資産の利
活用による収益獲
得の検討

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

上半期
（4～9月）

・接続促進の取組強化
・企業債残高約31億削減見込
・農集施設の公共編入検討
　（横戸地区）

・接続世帯数の増(3,871世帯増)
　による下水道使用料収入の確保
・企業債残高約36億削減見込
・農集施設の公共編入関係機関協
　議終了（横戸地区）

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

接続促進活動により使用料収
入を確保する一方、選択と集
中による建設事業費抑制によ
り企業債未償還残高の計画的
な削減を行った。

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　新規処理区域の拡大・接続促進活動の実施により使用料収入の
確保に努める一方、効率的な維持管理や選択と集中による投資効
果の高い施設整備を実施することにより企業債未償還残高の削減
を図り、目標を達成した。

　引き続き、収入
の確保、経費の効
率化を図り、他政
令市平均より低い
使用料回収率の更
なる向上に努め
る。課題、今後の方針、改善事項など

　使用料回収率はこれまでの取組みにより年々向上しており、引き続き、
収入を確保に努める一方、今後増大する老朽化施設の改築・更新や維持管
理経費について、計画的に対応するため、検討をしていく必要がある。

新規処理区域の拡大、接続件
数増により使用料収入を確保
する一方、選択と集中による
効率的な施設整備により引続
き企業債未償還残高の計画的
な削減を行った。

課題、今後の方針、改善事項など

接続促進による下水道使用料の確保
と施設の老朽化に伴う維持管理・更
新経費の増加に対する検討が必要

引き続き、処理区域の拡大・接続促進により
使用料収入を確保する一方、施設の老朽化に
伴う維持管理・更新経費の増加に対応するた
め、より一層経費の効率化を図る必要があ
る。

進
捗
管
理

≪事業の最終目標≫
　将来にわたって安定した事業運営を行っていくために、経営の効率化に努め、経営基盤の強化を図る。

改革実施項目名称（細項目） 自立した経営の確立

現状と課題
（これまでの取組み）

【現状】　一般会計繰入金　H26当初予算　14,529,610千円　　（H25決算 14,442,268千円）
　　　　　使用料回収率 96.3％　（H25）　　　　企業債未償還残高　339,123,599千円　（H25末）
【課題】　元金償還金の増加　平成30年代前半に元金償還金のピーク
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H25　23,523百万円　→　H31　27,200百万円

≪計画期間の目標≫
　経営基盤強化のための収入確保と、経営の効率化による支出削減を図る。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 58

具体的な取組項目（小項目） 3　下水道事業の経営改革の取組強化

担当課 経営企画課
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No.

取組の内容

・接続世帯数の増加への取組強化、使用料・賃借料収入など下水道資産の利活用による収益獲得の検討
・建設事業の集中と選択による起債残高削減と支払利息の軽減
・農業集落排水施設の公共下水道への早期編入による維持管理費の節減
・再生可能エネルギーの利活用による光熱水費等の削減

≪事業の最終目標≫
　将来にわたって安定した事業運営を行っていくために、経営の効率化に努め、経営基盤の強化を図る。

改革実施項目名称（細項目） 自立した経営の確立

現状と課題
（これまでの取組み）

【現状】　一般会計繰入金　H26当初予算　14,529,610千円　　（H25決算 14,442,268千円）
　　　　　使用料回収率 96.3％　（H25）　　　　企業債未償還残高　339,123,599千円　（H25末）
【課題】　元金償還金の増加　平成30年代前半に元金償還金のピーク
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H25　23,523百万円　→　H31　27,200百万円

≪計画期間の目標≫
　経営基盤強化のための収入確保と、経営の効率化による支出削減を図る。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 58

具体的な取組項目（小項目） 3　下水道事業の経営改革の取組強化

担当課 経営企画課

予定通り
進捗

予定通り
進捗

A C

B

計
画
期
間
の
評
価

・接続世帯数の増(4,350世帯
　増)による下水道使用料収
　入の確保
・企業債残高約19億円削減見
　込

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

・接続世帯数の増(4,556世帯増)に
　よる下水道使用料収入の確保
・企業債残高約32億円削減見込
・農集施設の公共編入関係機関協議
　終了（曽野木地区）

進
捗
管
理

取組の状況

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

・選択と集中による効率的
な施設整備により引続き企
業債未償還残高の計画的な
削減を行った。

･一般会計繰入金の算出方法見直しに
より資本費充当額が減少し、指標目標
の達成に至らなかった。
･企業債未償還残高の削減について
は、引き続き、選択と集中による施設
整備により計画的に削減を行った。

引き続き、接続促進により使用料収入を確保する一
方、施設の老朽化に伴う維持管理・更新経費の増加
に対応するためなど、的確な経営分析を行うことに
より、将来見通しを見える化し、事業の効率化を図
る必要がある。

今後、人口減少に伴い使用料収入の減少
が見込まれる中、使用料回収率の向上の
ため、的確な経営分析を行い、将来見通
しの見える化、事業の効率化を図ってい
く必要がある。

指
標

使用料回収率の向上

平成31年度以降

　使用料回収率について、計画期間最終年においては一般会計繰入金の
算定方法見直しによる影響があったものの、計画期間を通して、未普及
対策･接続促進により使用料収入を確保する一方、経費の効率化などの取
組みにより、概ね目標を達成した。
　企業債未償還残高の削減について、選択と集中による効率的な施設整
備を進めてきたことにより、計画的な削減を行った。

　新たに作成した第二次
新潟市下水道中期ビジョ
ンに基づき、引き続き、
接続促進による下水道使
用料の確保、予防保全型
維持管理などによる効率
化、建設事業の選択と集
中による新規発行額を最
小限にとどめ、企業債残
高を削減するなど経営の
効率化を図っていく。

　持続可能な下水道事業のため、的確な経営分析を行い、事業運営の見え
る化を図りながら、引き続き、未接続世帯の接続促進により使用料収入を
確保する一方、経費の効率化のための取組みの検討を進めていく必要があ
る。

課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

計画期間の評価

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

95.5% 100%超97.00% 100.00% 105.3% 100%超

・接続世帯数の増
加への取組強化
・企業債残高の削
減
・農業集落排水施
設の公共下水道へ
の早期編入の検討

・接続世帯数の増
加への取組強化、
新規事業の実施
・企業債残高の削
減
・農業集落排水施
設の公共下水道へ
の一部編入実施

・接続率の低い区にお
いて引き続き接続勧奨
を実施。
・企業債未償還残高47
億円削減
（企業債残高
　 H28末 3,285.1億

　 → H29末 3,237.8億）
・曽野木地区農業集落
排水施設の公共下水道
への編入手続き完了
（参考）使用料回収率
政令市平均
・H28末　108.0%

・接続世帯数の増
加への取組強化、
新規事業の実施
・企業債残高の削
減
・下水道資産の利
活用による収益獲
得の一部実施

・未接続世帯への接続
勧奨を引き続き実施
・企業債未償還残高38
億円削減
（企業債残高
　H29末 3,237.8億円

　→ H30末 3,199.8億円）
・下水道資産の利活用
に向けた検討を実施

（参考）使用料回収率
　政令市平均
　　・H29末　112.0%

・接続世帯数の増
加への取組強化
・企業債残高の削
減
・農業集落排水施
設の公共下水道へ
の早期編入の検討
・下水道資産の利
活用による収益獲
得の検討・実施

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C C

C

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　保険料収納率は、平成27年度に行った新たな取組みにより目標を達
成した。特定健診受診率は様々な取組みをしたものの、目標達成には
至らなかった。

　引き続き歳入の
確保に努め、特定
健診の受診率向上
対策をはじめ、各
種保健事業の実施
により、医療費の
適正化を図ってい
く。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き歳入の確保に努め、特定健診の受診率向上対策をはじめ、各種保健
事業の実施により、医療費の適正化を図っていく。

保険料収納率は目標を達成し
た。特定健診受診率は様々な取
組みをしたものの、目標達成に
は至らなかった。

引き続き歳入の確保に努め、特定健診の受
診率向上対策をはじめ、各種保健事業の実
施により、医療費の適正化を図っていく。

保険料収納率は新規事業の実施
等により目標を達成した。特定
健診受診率は様々な取組みをし
たものの、目標達成には至らな
かった。

引き続き歳入の確保に努め、特定健診の受
診率向上対策をはじめ、各種保健事業の実
施により、医療費の適正化を図っていく。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

計画通りの取組みを行ってお
り、改革指標について、前年同
期を超えている。
〇保険料収納率：44.9％（9月末
時点） 前年同期44.3％
〇特定健診受診率：11.8％（8月
末時点） 前年同期11.7％

計画通りの取組みを行ってお
り、保険料収納率については前
年同期を超えた実績となってい
る。
〇保険料収納率：45.1％（9月末
時点） 前年同期44.9％
〇特定健診受診率：11.6％（8月
末時点） 前年同期11.8％

課題、今後の方針、改善事項など

92.8%

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

前年度以上

特定健康診査実施率 33.2%（見込） 36% 34.7% 45% 35.4% 60%

91.5%以上

【保険料】
・ペイジー口座振替受
付サービスを導入し口
座振替を促進するととも
に、保険料納付お知ら
せセンターの設置等に
より、保険料収納率の向
上を図った
【特定健診関係】
・実施計画に基づき実
施した
【ジェネリック関係】
・ジェネリック医薬品差
額通知を発送した

【保険料】
・口座振替の推進や、滞
納者の状況に応じた的
確な滞納整理の推進な
どにより、保険料収納率
の向上を図る
【特定健診関係】
・実施計画に基づき実
施
【ジェネリック関係】
・普及率向上に努める

【保険料】
・口座振替の促進や、滞
納整理の推進などによ
り、保険料収納率の向
上を図った
【特定健診関係】
・実施計画に基づき実
施した
【ジェネリック関係】
・ジェネリック医薬品差
額通知を発送した

・引き続き、歳入の確
保、歳出の抑制に努め
る

指
標

保険料収納率(医療一般現年分) 91.2%（見込） 91.5%以上 92.2%

改
革
実
施
概
要

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

59①

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
国民健康保険事業
・国民健康保険事業の安定的運営を図る

保険年金課

現状と課題
（これまでの取組み）

　国民健康保健事業の安定的運営を図るための取組みとして、保険料率の見直し（平成18年度、22年度、24年度）、保険料
収納率向上の取組み、健康づくりによる医療費抑制の観点から特定健康診査・特定保健指導を実施している。
　高齢化の進展や低所得者の加入割合が高いことなどの構造的な問題を抱え、厳しい財政運営が予想されるため、今後も
歳入の確保、歳出の抑制のために更なる取組みを進めていく。

≪事業の最終目標≫
・国保会計の収支均衡を図り、国保事業の安定的運営を目的とする。

・歳入の確保として、口座振替の推進や、滞納者の状況に応じた的確な滞納整理の推進などにより、保険料
収納率の向上を図る。
・歳出の抑制として、特定健康診査・特定保健指導の実施率向上や、ジェネリック医薬品の利用促進等を図
る。
・また平成28・29年度の保険料率について検討を行う。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・国保会計の収支均衡のため、歳入の確保、歳出の抑制に努める。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

【保険料】
・口座振替の推進や、滞
納者の状況に応じた的
確な滞納整理の推進な
どにより、保険料収納率
の向上を図っている
【特定健診関係】
・実施計画に基づき実
施
【ジェネリック関係】
・ジェネリック医薬品差
額通知の発送

【保険料】
・口座振替の推進や、滞
納者の状況に応じた的
確な滞納整理の推進な
どにより、保険料収納率
の向上を図る
・保険料率の検討
【特定健診関係】
・実施計画に基づき実
施
・計画の中間見直しを行
う
【ジェネリック関係】
・普及率向上に努める

取組の内容
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No.取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

59①

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
国民健康保険事業
・国民健康保険事業の安定的運営を図る

保険年金課

現状と課題
（これまでの取組み）

　国民健康保健事業の安定的運営を図るための取組みとして、保険料率の見直し（平成18年度、22年度、24年度）、保険料
収納率向上の取組み、健康づくりによる医療費抑制の観点から特定健康診査・特定保健指導を実施している。
　高齢化の進展や低所得者の加入割合が高いことなどの構造的な問題を抱え、厳しい財政運営が予想されるため、今後も
歳入の確保、歳出の抑制のために更なる取組みを進めていく。

≪事業の最終目標≫
・国保会計の収支均衡を図り、国保事業の安定的運営を目的とする。

・歳入の確保として、口座振替の推進や、滞納者の状況に応じた的確な滞納整理の推進などにより、保険料
収納率の向上を図る。
・歳出の抑制として、特定健康診査・特定保健指導の実施率向上や、ジェネリック医薬品の利用促進等を図
る。
・また平成28・29年度の保険料率について検討を行う。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・国保会計の収支均衡のため、歳入の確保、歳出の抑制に努める。

取組の内容

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C C

C

【保険料】
・口座振替の推進やお
知らせセンターによる早
期催告、徴収支援員に
よる財産調査及びその
結果に基づいた差押の
実施などの滞納者の状
況に応じた的確な滞納
整理の推進などにより、
保険料の収納を図った。
【特定健診関係】
・実施計画に基づき実
施した
【ジェネリック関係】
・ジェネリック医薬品差
額通知を発送した

【保険料】
・口座振替の推進
や、滞納者の状況に
応じた的確な滞納整
理の推進などにより、
保険料収納率の向上
を図る
【特定健診関係】
・第三次実施計画に
基づき実施
【ジェネリック関係】
・普及率向上に努め
る

【保険料】
・口座振替の推進やお
知らせセンターによる早
期催告、徴収支援員に
よる財産調査や窓口で
の納付相談等により、滞
納者の状況を把握し、
的確な滞納整理を推進
することにより、保険料
の収納を図った。
【特定健診関係】
・第三次実施計画に基
づき実施
【ジェネリック関係】
・普及率向上に努めた。

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

33.6% 60% 36.7% 50% 37.7%(見込み） 60%

【保険料】
・口座振替の推進
や、滞納者の状況に
応じた的確な滞納整
理の推進などにより、
保険料収納率の向上
を図る
【特定健診関係】
・第三次実施計画に
基づき実施
【ジェネリック関係】
・普及率向上に努め
る

指
標

保険料収納率(医療一般現年分) 91.6% 91.5%以上 93.8% 91.5%以上 94.10% 91.5%以上

特定健康診査実施率

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

【保険料】
・口座振替の推進
や、滞納者の状況に
応じた的確な滞納整
理の推進などにより、
保険料収納率の向上
を図っている
【特定健診関係】
・実施計画に基づき
実施
【ジェネリック関係】
・ジェネリック医薬品
差額通知の発送

【保険料】
・口座振替の推進
や、滞納者の状況に
応じた的確な滞納整
理の推進などにより、
保険料収納率の向上
を図る
【特定健診関係】
・実施計画に基づき
実施
【ジェネリック関係】
・普及率向上に努め
る

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

計画通りの取組みを行ってお
り、改革指標は前年同期を超え
ている。
○保険料収納率：45.2％（9月末
時点）前年同期45.1％
○特定健診受診率：11.8％（8月
末時点）前年同期11.6％

暫定賦課廃止による納付回数変
更により単純な収納率比較はで
きないが、納付月別の収納率は
前年同期を超えている。
○7～9月納期収納率:63.64%（9
月末時点）前年同期:63.27%　＋
0.37%
○特定健診受診率：11.3％（8月
末時点）前年同期11.8％

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降
計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　保険料収納率は新規事業の実施等により目標を達成した。特
定健診受診率は様々な取組みをしたものの、目標達成には至ら
なかった。

　引き続き取組
みを継続し、収
納率の向上及び
特定健診の受診
率の向上を目指
していく。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き歳入の確保に努め、特定健診の受診率向上対策をはじめ、各
種保健事業の実施により、医療費の適正化を図っていく。

保険料収納率は、目標を達成し
た。特定健診受診率は様々な取
組みをしたものの、目標達成に
は至らなかった。

課題、今後の方針、改善事項など

引き続き歳入の確保に努め、特定健診
の受診率向上対策をはじめ、各種保健
事業の実施により、医療費の適正化を
図っていく。

引き続き歳入の確保に努め、特定健診
の受診率向上対策をはじめ、各種保健
事業の実施により、医療費の適正化を
図っていく。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

保険料収納率は新規事業の実施
等により目標を達成した。特定
健診受診率は様々な取組みをし
たものの、目標達成には至らな
かった。
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C C

C

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・ケアプラン点検の実施と、点検結果のフィードバックにより、ケアマ
ネジャーの意識が向上してきたと感じている。
・国保連合会への委託業務の検証ができていないため、今後の課題とす
る。

・引き続きケアプラン
点検を実施するととも
に、ケアプランの自己
点検を推奨していく。
・国保連合会への委託
業務の検証を行う。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

・未実施の事業所を中心に、引き続きケアプラン点検を実施し、ケアマネジャーの意識の向
上と、給付費の適正化に努める。
・国保連合会への委託業務の検証については、職員の異動等により、担当職員の知識不足も
ある。職員のスキルアップに努めながら、委託業務の検証も実施できるようにしたい。

ケアプラン点検数　147件

・国保連合会への給付適正化業務委託内
容の検証と、ケアプラン点検の実施結果
のフィードバックができなかったため、
今後の課題とする。
・ケアプラン点検の実施により、事業所
が積極的に自己点検を行うようになっ
た。

ケアプラン点検数　142件

・国保連合会への給付適正化業務委託の検証
ができなかったため、今後の課題とする。
・居宅介護支援事業所等から、ケアプラン点
検に関する講師依頼が増えた。ケアマネ
ジャーの意識の向上が見られる。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

ケアプラン点検数　56件 ケアプラン点検数　65件
※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

指
標

7878 142ケアプラン点検件数 72 78 147

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

59②

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
介護保険事業
・介護給付の適正化（国保連合会への給付適正化事業の委託内容見直しや、ケ
アプランチェック体制の強化等により、給付適正化の取り組みを進める）

介護保険課

現状と課題
（これまでの取組み）

　介護保険制度の定着と高齢者の増加により、介護給付費が大幅に伸びる中で、一般会計からの介護給付費に係る法定
負担分も大きく伸びている。このため、介護給付費の抑制を図る観点から、介護予防の推進を積極的に取り組むこととして、
介護支援ボランティア制度の導入や地域包括支援センターの機能強化の取組みを進めてきた。また、介護給付の適正化を
図ることとして、介護給付等費用適正化事業として、新たにケアプラン点検を実施するなどの取組みを進めてきたが、今後
は、給付適正化の取組みをさらに強化する必要がある。

≪事業の最終目標≫
　高齢者等が可能な限り、有する能力に応じて自立した生活を営むことができるための適切なサービスの確保
と、その結果としての費用の効率化を通じ、持続可能な介護保険制度を構築する。

　介護給付費の支払いを委託している新潟県国民健康保険団体連合会で蓄積しているデータの活用により、医療
費情報の突合や縦覧点検を強化する。
　必要な方に適切な介護サービスの提供がなされるようケアマネジャーが立てたケアプランの点検を実施し、給
付適正化の取組みをさらに強化する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　介護サービス利用者に必要かつ自立支援に繋がる介護サービスを提供することにより、介護給付費の抑制が図
られる。

改
革
実
施
概
要

取組の内容

・国保連合会への
給付適正化業務委
託内容の検証と見
直し
・ケアプラン点検に
係る担当職員のス
キルアップ
・対象事業所以外
へのケアプラン点
検結果のフィード
バック

・ケアプラン点検に
係る専任職員の増
員。
・ケアプラン点検に
係る担当職員のス
キルアップ（研修参
加）。
・指標を大きく上回
るケアプラン点検を
実施。

・国保連合会への
給付適正化業務委
託内容の検証と見
直し
・ケアプラン点検に
係る担当職員のス
キルアップ
・対象事業所以外
へのケアプラン点
検結果のフィード
バック

・ケアプラン点検に
係る担当職員のス
キルアップ（研修参
加）
・市内の居宅介護
支援事業所へ、ケ
アプラン点検結果
を実施状況として
フィードバックした。

・引き続き、国保連
合会へ給付適正化
業務の委託を行う
・ケアプラン点検に
係る担当職員の体
制強化
・点検対象事業所
以外へのケアプラ
ン点検結果の
フィードバック

中間目標／
29年度以降

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度

計画 実績 計画 実績

・医療費情報の突
合や縦覧点検業務
を国保連合会へ委
託
・ケアプラン点検に
係る専任職員の増
員
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No.取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

59②

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
介護保険事業
・介護給付の適正化（国保連合会への給付適正化事業の委託内容見直しや、ケ
アプランチェック体制の強化等により、給付適正化の取り組みを進める）

介護保険課

現状と課題
（これまでの取組み）

　介護保険制度の定着と高齢者の増加により、介護給付費が大幅に伸びる中で、一般会計からの介護給付費に係る法定
負担分も大きく伸びている。このため、介護給付費の抑制を図る観点から、介護予防の推進を積極的に取り組むこととして、
介護支援ボランティア制度の導入や地域包括支援センターの機能強化の取組みを進めてきた。また、介護給付の適正化を
図ることとして、介護給付等費用適正化事業として、新たにケアプラン点検を実施するなどの取組みを進めてきたが、今後
は、給付適正化の取組みをさらに強化する必要がある。

≪事業の最終目標≫
　高齢者等が可能な限り、有する能力に応じて自立した生活を営むことができるための適切なサービスの確保
と、その結果としての費用の効率化を通じ、持続可能な介護保険制度を構築する。

　介護給付費の支払いを委託している新潟県国民健康保険団体連合会で蓄積しているデータの活用により、医療
費情報の突合や縦覧点検を強化する。
　必要な方に適切な介護サービスの提供がなされるようケアマネジャーが立てたケアプランの点検を実施し、給
付適正化の取組みをさらに強化する。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　介護サービス利用者に必要かつ自立支援に繋がる介護サービスを提供することにより、介護給付費の抑制が図
られる。

取組の内容

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C C

C

・国保連合会への
給付適正化業務委
託内容の検証と見
直し
・監査部署との連携
による、ケアプラン
点検体制の強化
・事業所に対するケ
アプランの自己点
検の推奨

・ケアプラン点検担
当職員の体制強化
（研修参加）
・点検事業所に対
するケアプランの自
己点検の推奨
・目標を上回るケア
プラン点検を実施

・国保連合会への
給付適正化業務委
託内容の検証と見
直し
・監査部署との連携
による、ケアプラン
点検体制の強化
・事業所に対するケ
アプランの自己点
検の推奨

・ケアプラン点検担
当職員の体制強化
（研修参加）
・点検事業所に対
するケアプランの自
己点検の推奨
・目標を上回るケア
プラン点検を実施
・介護支援専門員
協会研修会でケア
プラン点検結果を
報告

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降

・国保連合会への
給付適正化業務委
託内容の検証と見
直し
・監査部署との連携
による、ケアプラン
点検体制の強化
・事業所に対するケ
アプランの自己点
検の推奨

指
標

ケアプラン点検件数 72 78 156 78 115 78

改
革
実
施
概
要

計画 実績 計画 実績

・医療費情報の突
合や縦覧点検業務
を国保連合会へ委
託
・ケアプラン点検に
係る専任職員の増
員

平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・事業所に対するケアプラ
ン点検の実施及び自己点検
の推奨

・事業所に対するケアプラ
ン点検の実施及び自己点検
の推奨

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価

ケアプラン点検数　156件

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

・ケアプラン点検は期間を通じて目標を上回る件数を実施した。
点検及び結果のフィードバックにより、ケアマネジャーの意識が
向上してきたと感じている。

　引き続き国保連
合会への給付適正
化業務の委託とケ
アプラン点検を実
施して、給付適正
化の取組みを進め
る。課題、今後の方針、改善事項など

・国保連合会への給付適正化業務委託内容の検証はできなかったが、委託
することにより給付費の点検ができるため継続する必要がある。
・ケアプラン点検と結果のフィードバックを引き続き行う必要がある。

ケアプラン点検数　115件

課題、今後の方針、改善事項など

国保連合会への給付適正化業務委託内容
の検証ができなかったため今後の課題と
する。未実施事業所のケアプラン点検終
了後に対象事業所以外へ点検結果の
フィードバックを行う。

国保連合会への給付適正化業務委託内容
の検証はできなかったが、委託したこと
により給付費の点検ができるため継続す
る。ケアプラン点検は今後も継続し、点
検結果のフィードバックも継続する。

平成31年度以降

進
捗
管
理

（各年度10月に実施）
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No.

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

財政目標達成に向けて、引き続き
市債発行の抑制と公債費の縮減を
図る。

財政目標達成に向けて、引き続き
市債発行の抑制と公債費の縮減を
図る。

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価 平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　適切な金利での資金調達を行い、市債発行を抑制した結果、
将来の公債費の縮減が図られた。

　引き続き金利
動向を注視し、
最適な借入方
法・時期・期間
での借入を実施
するほか、市債
発行を抑制す
る。

課題、今後の方針、改善事項など

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

・適切な金利での資金調
達を行い、市債発行を抑
制した結果、将来の公債
費の縮減が図られた。

・適切な金利での資金調
達を行い、市債発行を抑
制した結果、将来の公債
費の縮減が図られた。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き金利動向を注視し、最適な借入方法・時期・期間での借入を
行うことで償還利子の縮減を図るほか、臨時財政対策債を除いたプライ
マリーバランスが収支均衡するよう、市債発行を抑制し、将来の償還元
金を縮減する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・最適な年限、金額を検
討
・見積合わせの結果、低
利での借入を実施

・最適な年限、金額を検
討
・見積合わせの結果、低
利での借入を実施

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施
・臨時財政対策債
を除いたプライマ
リーバランスが収
支均衡するよう、
市債発行を抑制
し、将来の償還元
金を縮減する

指
標

計画 実績

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施
・平成28年度から
の臨時財政対策
債を除いたプライ
マリーバランスの
収支均衡を考慮し
て、市債発行を抑
制し、将来の償還
元金を縮減する

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施し
た。
・市債発行額は、
財政予測計画の
範囲内に抑制し
た。

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施
・臨時財政対策債
を除いたプライマ
リーバランスが収
支均衡するよう、
市債発行を抑制
し、将来の償還元
金を縮減する

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施し
た。
・市債発行額は、
財政予測計画の
範囲内に抑制し
た。

取組の内容

・金利動向を注視し、最適な借入方法・時期・期間での借入を行うことで償還利子の縮減を図る。
・臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスについて、平成28年度から収支均衡するよう、市債発行を
抑制し、将来の償還元金を縮減する。

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

改革実施項目名称（細項目）
公債管理事業
・効率的な運営による収支の均衡回復

現状と課題
（これまでの取組み）

　借入時期の見直しや見積合わせの競争性を高める取組みなどにより、低利での借入に努めているが、臨時財政対
策債や合併特例債が増加し、今後もしばらくの間、公債費の増加が見込まれる。そのため、より低利での借入を行い、
償還利子の縮減に努めるとともに、臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスが収支均衡するよう、市債発行を抑
制し、将来の償還元金を縮減することで、公債費の縮減を図る必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・適切な金利での資金調達を行い、償還利子を縮減する。
・臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスについて、平成28年度から収支均衡するよう、市債発行を
抑制し、将来の償還元金を縮減する。

≪事業の最終目標≫
　償還利子の縮減や市債発行の抑制により、一般会計からの繰入額の縮減を図る。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 59③

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課 財務課
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No.

改革実施項目名称（細項目）
公債管理事業
・効率的な運営による収支の均衡回復

現状と課題
（これまでの取組み）

　借入時期の見直しや見積合わせの競争性を高める取組みなどにより、低利での借入に努めているが、臨時財政対
策債や合併特例債が増加し、今後もしばらくの間、公債費の増加が見込まれる。そのため、より低利での借入を行い、
償還利子の縮減に努めるとともに、臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスが収支均衡するよう、市債発行を抑
制し、将来の償還元金を縮減することで、公債費の縮減を図る必要がある。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・適切な金利での資金調達を行い、償還利子を縮減する。
・臨時財政対策債を除いたプライマリーバランスについて、平成28年度から収支均衡するよう、市債発行を
抑制し、将来の償還元金を縮減する。

≪事業の最終目標≫
　償還利子の縮減や市債発行の抑制により、一般会計からの繰入額の縮減を図る。

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 59③

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課 財務課

予定通
り
進捗

予定通
り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価 平成31年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　適切な金利での資金調達を行い、償還利子の縮減が図られ
た。
　社会情勢の変化に機動的に対応しながら、有利な起債を活用
するなど将来の公債費負担縮減を図った。

　引き続き金利
動向を注視し、
最適な借入方
法・時期・期間
での借入を実施
するほか、市債
発行を抑制す
る。

課題、今後の方針、改善事項など

　引き続き金利動向を注視し、最適な借入方法・時期・期間での借入を
行うことで償還利子の縮減を図るほか、臨時財政対策債を除いたプライ
マリーバランスが収支均衡するよう、市債発行を抑制し、将来の償還元
金を縮減する。

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

・適切な金利での資金調達を行っ
たほか、H30予算編成では決算見込
においてもﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽが黒字と
なるよう市債発行を抑制し、将来
の公債費の縮減が図られた。

・適切な金利での資金調達を行っ
たほか、H31予算編成では前年度か
ら多額の繰越が見込まれることか
ら、市債発行を抑制した。（H31決
算見込のﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽでは赤字）

課題、今後の方針、改善事項など

財政目標達成に向けて、引き続き
市債発行の抑制と公債費の縮減を
図る。

学校のエアコン設置など、社会情
勢の変化に機動的に対応しながら
も、引き続き市債発行の抑制と公
債費の縮減を図る。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・最適な年限、金額を検討
・見積合わせの結果、低利での
借入を実施
・予算編成に向けて、費目毎に
ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽを検証

・最適な年限、金額を検討
・見積合わせの結果、低利での
借入を実施
・予算編成に向けて、費目毎に
ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽを検証

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施
・臨時財政対策債
を除いたプライマ
リーバランスが収
支均衡するよう、
市債発行を抑制
し、将来の償還元
金を縮減する

指
標

改
革
実
施
概
要

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施
・臨時財政対策債
を除いたプライマ
リーバランスが収
支均衡するよう、
市債発行を抑制
し、将来の償還元
金を縮減する

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施し
た。
・H30予算編成で
は、前年度からの
繰越を含んだ決算
見込を踏まえ、市
債発行の抑制に
努めた。

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施
・臨時財政対策債
を除いたプライマ
リーバランスが収
支均衡するよう、
市債発行を抑制
し、将来の償還元
金を縮減する

・金利動向を注視
し、最適な借入方
法・時期・期間で
の借入を実施し
た。
・H31予算編成で
は、前年度から多
額の繰越が見込ま
れることから、市債
発行の抑制に努
めた。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度
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No.

予定通り
進捗

進捗に
遅れあり

B B

B

≪計画期間の目標≫
　現年分の収納率を確保することで、安定した保険料収入の維持に努める。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 59④

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
後期高齢者医療事業
・後期高齢者医療保険料収納率の向上

現状と課題
（これまでの取組み）

　後期高齢者医療制度は、新潟県下の全市町村で構成する新潟県後期高齢者医療広域連合を運営主体とし、平成２０年に制度がス
タートした。広域連合と市町村の役割分担については、広域連合規約や市後期高齢者医療に関する条例などに明記され、広域連合が
保険料率の決定や保険料の賦課決定を行い、市町村が保険料の徴収を行うこととされており、市町村は収納した保険料を全額広域連
合に納付する仕組みとなっている。
　広域連合における財政基盤の強化に各市町村の収納率向上は欠かせないものであり、安定した保険料収納率の維持が課題である。

保険年金課

≪事業の最終目標≫
　広域連合の財政基盤を強化し、後期高齢者の医療を適正かつ安定的に確保する。

前年度以上

取組の内容

　被保険者が高齢者であり、複雑な制度の周知が収納率の向上には欠かせない。そのため、チラシ等による制度
周知の強化及び口座振替の推進などきめ細やかな収納対策による収納率向上を図る。

改
革
実
施
概
要

口座振替の推進
や、制度の啓発な
どにより、保険料収
納率の向上を図っ
た。

引き続き、歳入の確
保に努める

指
標

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績

口座振替の推進
や、制度の啓発な
どにより、保険料収
納率の向上を図る

口座振替の推進
や、制度の啓発な
どにより、保険料収
納率の向上を図っ
た。

口座振替の推進
や、制度の啓発な
どにより、保険料収
納率の向上を図る

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

上半期
（4～9月）

計画通りの取組みを行ってお
り、改革指標について、前年
同期を超えている。
保険料収納率：37.4％（9月末
時点） 前年同期36.4％

概ね計画通りに取り組むこと
ができているが、改革指標に
ついては前年同期を0.1％下
回っている。
保険料収納率：37.3％（9月末
時点） 前年同期37.4％

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

計画通りの取組みを行って
おり、改革指標を達成し
た。

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画通りの取組みを行っており、改革指標を達成した。 　引き続き、取組
みを継続し、現状
の収納率の維持に
努める。

課題、今後の方針、改善事項など

　今後も取組みを継続し、現状の収納率の維持に努める。

計画通りの取組みを行って
おり、改革指標を達成し
た。

課題、今後の方針、改善事項など

今後も取組みを継続し、現状の収納
率の維持に努める。

今後も取組みを継続し、現状の収納
率の維持に努める。

進
捗
管
理

98.2%以上 98.8%保険料収納率（現年普徴分）

計画 実績

口座振替の推進
や、制度の啓発な
どにより、保険料収
納率の向上を図っ
ている

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

98.2%(見込) 98.2%以上 98.6%
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No.

≪計画期間の目標≫
　現年分の収納率を確保することで、安定した保険料収入の維持に努める。

事業の目標・目的
（考えられる効果）

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革 59④

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
後期高齢者医療事業
・後期高齢者医療保険料収納率の向上

現状と課題
（これまでの取組み）

　後期高齢者医療制度は、新潟県下の全市町村で構成する新潟県後期高齢者医療広域連合を運営主体とし、平成２０年に制度がス
タートした。広域連合と市町村の役割分担については、広域連合規約や市後期高齢者医療に関する条例などに明記され、広域連合が
保険料率の決定や保険料の賦課決定を行い、市町村が保険料の徴収を行うこととされており、市町村は収納した保険料を全額広域連
合に納付する仕組みとなっている。
　広域連合における財政基盤の強化に各市町村の収納率向上は欠かせないものであり、安定した保険料収納率の維持が課題である。

保険年金課

≪事業の最終目標≫
　広域連合の財政基盤を強化し、後期高齢者の医療を適正かつ安定的に確保する。

予定通り
進捗

進捗に
遅れあり

B B

B

口座振替の推進
や、制度の啓発な
どにより、保険料収
納率の向上を図っ
ている

口座振替の推進
や、制度の啓発な
どにより、保険料収
納率の向上を図る

お知らせセンター
による早期催告の
実施や口座振替の
推進、制度の啓発
などにより、保険料
収納率の向上を
図っている。

口座振替の推進
や、制度の啓発な
どにより、保険料収
納率の向上を図る

お知らせセンター
による早期催告の
実施や口座振替の
推進、制度の啓発
などにより、保険料
収納率の向上を
図った。

引き続き、歳入の確
保に努める

改
革
実
施
概
要

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

指
標

保険料収納率（現年普徴分） 98.4% 98.2%以上 98.7% 98.2%以上

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

上半期
（4～9月）

計画通りの取組を行ってお
り、改革指標は前年同期を超
えている。
保険料収納率：38.1％（9月末
時点）　前年同期37.3％

計画期間の評価

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

平成31年度以降

98.82% 前年度以上

　計画通りの取組みを行っており、改革指標を達成した。 　引き続き、取組
みを継続し、現状
の収納率の維持に
努める。

　今後も取組みを継続し、現状の収納率の維持に努める。

課題、今後の方針、改善事項など

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

計
画
期
間
の
評
価

計画通りの取組を行っている
が、改革指標は前年同期を若
干下回っている。
保険料収納率：37.21％（9月
末時点）　前年同期38.1％

進
捗
管
理

取組の状況

年
度
評
価

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

計画通りの取組みを行って
おり、改革指標を達成し
た。

計画通りの取組みを行って
おり、改革指標を達成し
た。

今後も取組みを継続し、現状の収納
率の維持に努める。

今後も取組みを継続し、現状の収納
率の維持に努める。
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C A

A

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　貸付条件の見直しなどにより、平成28年度は貸付用地の空き4区画すべてを
新規貸付することができ、歳入確保につながっている。
　また、旧市場跡地は一部を除いて売却を終了し、その売却益の一部を起債
の繰上償還のほか、後年見込まれる基準外繰入相当額分を基金に積み立て、
今後の基準外超過分に充てるなど、基準外繰入金を解消した。

　総合食品センター
棟の空き状態を解消
するための取組みを
進めるとともに、旧
市場跡地の残りの区
画を売却すること
で、市場歳入を確保
し、市場特別会計の
健全な運営に努め
る。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　総合食品センター棟の空き状態が解消されないため、条件等の見直しを含め検
討していく必要がある。
　また、旧市場跡地の一部が売却できていないことから、関係課と連携しながら
売却を確実に進めていく。

空区画（室）の広報を継続実施
したが、場内業者からの応募が
なく目標を達成できなかった。
一方、旧市場跡地一部を予定ど
おり売却したことで、売却益を
公債費の繰上償還に充て、繰入
金も削減できた。

空区画（室）の解消に向けて貸付方法や条
件の見直しを図るとともに、関係課と連携
して旧市場跡地本体の早期売却を着実に推
進し、繰入金の縮減を図る。

上半期で3、下半期で1の計4区画
の貸付用地を新規貸付すること
ができた。
また、旧市場跡地本体も予定通
り売却し、今年度及び後年見込
まれる基準外繰入金の解消を図
ることができた。

空き室がまだあることから、利用条件
や募集方法等、解消に向けた取組みに
ついて検討していく必要がある。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・HPでの広報継続、空室に
募集告知の掲示
・旧市場跡地一部を年度内
売却で調整

・3区画の新規貸付契約を
締結
・旧市場跡地本体の公募型
プロポーザル方式による売
却業務

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

46 3

指
標

空区画（室）数 7 7 7

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度

計画 実績 計画 実績

・貸付用地の空区
画数：全19区画のう
ち4区画

・総合食品センター
棟空室数：全13室
のうち3室

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

59⑤

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
中央卸売市場事業
・歳入の確保に向け、空地・空室の貸付に取り組む。
・歳出においては、旧市場跡地が売却された場合は、公債費の繰上償還を行い繰入金の縮減を図る。

中央卸売市場

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまでも貸付用地の新規貸付による歳入確保を図りつつ、歳出面でも人件費・管理経費の縮減に努めてきた。しかし、新
市場建設に係る公債費の償還がピークを迎え、繰入金が増加している。
　今後も市場の活性化を通じ、空地・空室の新規貸付などの歳入確保に取り組むとともに、旧市場跡地が売却された場合は、
早期に公債費の繰上償還を行い、繰入金を削減する必要がある。

≪事業の最終目標≫
　新規貸付を行うことにより、歳入が増加し繰入金が削減され、基準外繰入の解消を図る。

・空地・空室の新規貸付
（・公債費の繰上償還（旧市場跡地が売却された場合））

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　空地・空室の広報活動を強化することで、空地・空室の新規貸付を推進する。

改
革
実
施
概
要

取組の内容

新規貸付に向けた
広報活動の強化

・広報の継続及び
募集告知の掲示
・旧市場跡地一部
の売却

新規貸付に向けた
広報活動の強化及
び調整

・貸付方法の検討
・場内募集の広報
・市報による場外広
報
・貸付希望者からの
相談受付
・貸付用地の4つの
空き区画を新規貸
付

新規貸付に向けた
広報活動の強化及
び調整

中間目標／
29年度以降
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No.取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

59⑤

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
中央卸売市場事業
・歳入の確保に向け、空地・空室の貸付に取り組む。
・歳出においては、旧市場跡地が売却された場合は、公債費の繰上償還を行い繰入金の縮減を図る。

中央卸売市場

現状と課題
（これまでの取組み）

　これまでも貸付用地の新規貸付による歳入確保を図りつつ、歳出面でも人件費・管理経費の縮減に努めてきた。しかし、新
市場建設に係る公債費の償還がピークを迎え、繰入金が増加している。
　今後も市場の活性化を通じ、空地・空室の新規貸付などの歳入確保に取り組むとともに、旧市場跡地が売却された場合は、
早期に公債費の繰上償還を行い、繰入金を削減する必要がある。

≪事業の最終目標≫
　新規貸付を行うことにより、歳入が増加し繰入金が削減され、基準外繰入の解消を図る。

・空地・空室の新規貸付
（・公債費の繰上償還（旧市場跡地が売却された場合））

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　空地・空室の広報活動を強化することで、空地・空室の新規貸付を推進する。

取組の内容

予定通り
進捗

予定通り
進捗

A B

B

新規貸付に向けた
広報活動の強化及
び調整

総合食品センター棟
・他都市の状況を調査
しながら、利用条件を
緩和し、貸付促進を
図った結果、2区画
（室）新規に貸し付け
た。
・図面や写真を掲載す
るなど見る人にとってわ
かりやすい募集チラシ
を作成し、場内業者向
けに広報を行った。
・貸付希望者からの相
談に対応した。

新規貸付に向けた
広報活動の強化及
び調整

総合食品センター棟
・1区画（室）新規に貸
し付けた。
・図面や写真を掲載す
るなど見る人にとってわ
かりやすい募集チラシ
を作成し、場内業者向
けに広報を行った。
・貸付希望者からの相
談に対応した。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度 最終目標／
31年度以降

新規貸付に向けた
広報活動の強化及
び調整

指
標

空区画（室）数 7 4 1 2 0 0

改
革
実
施
概
要

計画 実績 計画 実績

・貸付用地の空区
画数：全19区画のう
ち4区画

・総合食品センター
棟空室数：全13室
のうち3室

平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・他市場の状況調査
・暫定利用の検討
・課題の整理・解消
・暫定利用の方針決定

空室1区画解消に向けて1社と協
議中(当該業者の現事務所に係る
土地所有者との契約期間が10月
末までのため下半期入居予定)

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価

総合食品センター棟について、
他都市を調査しながら、利用条
件を緩和した結果、2区画の空区
画(室)を新規貸付することがで
きた。

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　他市場の空き区画解消に向けた方策の調査結果をもとに、利
用条件を緩和したこと、また図面や写真を掲載した案内チラシ
による募集やホームページによる広報などにより、当初の計画
どおり7区画（室）の解消を達成することができた。

　今後も空き区画の
解消に向けて、引き
続き効果的な募集方
法を検討しながら、
空き区画の出店募集
を行い、空き区画の
解消に向けた取組み
を進めていく。

課題、今後の方針、改善事項など

　当初の計画どおり貸付用地の空区画4区画及び総合食品センター棟空室
3室を貸し付けることはできたが、他に空き区画があるため、引き続き効
果的な募集方法を検討しながら、空き区画の出店募集を行い空き区画の
解消に取り組む必要がある。

総合食品センター棟につい
て、1区画の空区画(室)を
新規貸付することができ
た。

課題、今後の方針、改善事項など

空区画（室）がまだあることから、
利用条件や募集方法等、解消に向け
た取組みについて、引き続き検討し
ていく必要がある。

他にも空区画（室）があることから、
利用条件や募集方法等、解消に向けた
取組みについて、引き続き検討してい
く必要がある。

平成31年度以降

進
捗
管
理

（各年度10月に実施）
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　指定管理者と協議し、光熱費の節減や保守点検の見直し等、
実施可能なものを実施し、経費の削減を行うことができてい
る。また、設備の一覧表の作成に着手する等計画的・効果的な
修繕計画を検討している。

　指定管理者と協
議し、実施可能な
ものを実施してい
くとともに、計画
的・効果的な修繕
計画の策定を行
う。

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　指定管理に関する経費を削減するため、指定管理者と協議し、実施可能
なものを実施していくともに、計画的・効果的な修繕計画の策定を行って
いくが施設の老朽化に伴う経費・修繕費の増が課題となる。

計画通り、事務の見直しに
より、所要経費や光熱費等
の節減を図った。

指定管理料は前年比減と
なった。

指定管理運営の見直しを継続すると
ともに、修繕計画の策定を行う。

事務の見直しを引き続き行い、所要
経費及び光熱費の削減を図るととも
に、計画的・効果的な修繕計画の策
定を行う。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・事務の見直しにより、所
要経費や光熱費等の節減
・修繕計画の検討

・事務の見直しにより、所
要経費や光熱費等の節減
・修繕計画の検討

指
標
修繕計画の策定 検討 検討 検討 検討 検討 検討

実施施設管理経費の削減 実施 実施 実施

・指定管理者と協
議し、光熱費等の
経費節減を行うこと
により、前年度より
経費の削減を行う
ことができた。
・修繕計画につて
も協議を行っている
が、さらなる検討が
必要。

・経費節減策を検
討し、所要経費や
光熱費等の節減を
実施する
・施設設備及び機
器の改修、更新を
計画的に行うた
め、修繕計画を策
定する

・指定管理者が適
正な経費処理等に
努めた結果、指定
管理料が前年比減
となった。
・指定管理者と修
繕計画の骨格の作
成に着手した。

・経費節減策を検
討し、所要経費や
光熱費等の節減を
実施する
・施設設備及び機
器の改修、更新を
計画的に行うた
め、修繕計画を策
定する

実施

※平成29年度上半
期に計画期間の中
間評価を実施する。

実施

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

59⑥

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
と畜事業
・施設管理経費の圧縮、修繕計画の策定による修繕経費の平準化及び効率化

農林政策課

現状と課題
（これまでの取組み）

　指定管理に関する経費を削減するため、指定管理者と協議し、光熱費の節減や保守点検の見直し等、実施可能なもの
を実施した。
　しかしながら、施設老朽化に伴う設備及び機器の改修、更新による修繕費が増加していることから、計画的、効果的に
改修を行うため、早急に修繕計画を策定する必要がある。

≪事業の最終目標≫
・財政収支の均衡回復
・食肉センターの運営が持続可能となることで、市民へ安心安全な食肉の供給をすることができる。

・引き続き経費節減策を検討し、施設管理経費を圧縮
・修繕計画の策定による、修繕経費の平準化及び効率化

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・経費節減策を実施し、所要経費や光熱費等の節減を図る。
・施設設備及び機器の改修、更新を計画的に行うため、修繕計画を策定する。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・経費節減策を検
討し、所要経費や
光熱費等の節減を
実施する
・施設設備及び機
器の改修、更新を
計画的に行うた
め、修繕計画を策
定する

・経費節減策を検
討し、所要経費や
光熱費等の節減を
実施する
・施設設備及び機
器の改修、更新を
計画的に行うた
め、修繕計画を策
定する

改
革
実
施
概
要

取組の内容
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No.取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

59⑥

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
と畜事業
・施設管理経費の圧縮、修繕計画の策定による修繕経費の平準化及び効率化

農林政策課

現状と課題
（これまでの取組み）

　指定管理に関する経費を削減するため、指定管理者と協議し、光熱費の節減や保守点検の見直し等、実施可能なもの
を実施した。
　しかしながら、施設老朽化に伴う設備及び機器の改修、更新による修繕費が増加していることから、計画的、効果的に
改修を行うため、早急に修繕計画を策定する必要がある。

≪事業の最終目標≫
・財政収支の均衡回復
・食肉センターの運営が持続可能となることで、市民へ安心安全な食肉の供給をすることができる。

・引き続き経費節減策を検討し、施設管理経費を圧縮
・修繕計画の策定による、修繕経費の平準化及び効率化

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
・経費節減策を実施し、所要経費や光熱費等の節減を図る。
・施設設備及び機器の改修、更新を計画的に行うため、修繕計画を策定する。

取組の内容

予定通り
進捗

予定通り
進捗

B B

B

・指定管理者と協
議し、電力契約の
入札を行い光熱費
の経費節減に取り
組んだ。
・指定管理者と修
繕計画の骨格の作
成に着手した。

・経費節減策を検
討し、所要経費や
光熱費等の節減を
実施する
・施設設備及び機
器の改修、更新を
計画的に行うた
め、修繕計画を策
定する

・経費削減のため、
光熱水費及び廃棄
物処理の運用見直
しを行った。
・施設長寿命化の
ため冷凍機設備の
調査・設計を実施
し、施設修繕計画
の策定に活用す
る。

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

検討 検討 検討 検討 検討 策定

・経費節減策を検
討し、所要経費や
光熱費等の節減を
実施する
・施設設備及び機
器の改修、更新を
計画的に行うた
め、修繕計画を策
定する

指
標

施設管理経費の削減 実施 実施 実施 実施 実施 実施

修繕計画の策定

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・経費節減策を検
討し、所要経費や
光熱費等の節減を
実施する
・施設設備及び機
器の改修、更新を
計画的に行うた
め、修繕計画を策
定する

・経費節減策を検
討し、所要経費や
光熱費等の節減を
実施する
・施設設備及び機
器の改修、更新を
計画的に行うた
め、修繕計画を策
定する

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・経費削減のため、電力契
約の入札を行い、1月より
実施。
・指定管理者が施設保全研
修を受講し、修繕計画策定
に向け、準備を進めた。

・経費削減のため、光熱水
費及び廃棄物処理の運用見
直しを行っている。
・施設長寿命化のため冷凍
機設備の調査・設計を実施
し、施設修繕計画策定に活
用する。

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　計画通り指定管理に関する経費を削減するため、指定管理者
と協議し、光熱費や廃棄物処理費の節減、保守点検の見直し等
を実施し、経費の削減を行うことができた。
　また、修繕計画については施設の老朽化も鑑みながら年度ご
とに策定しており、施設の機能維持に努めている。

　今後も指定管理
に関する経費を削
減するため、指定
管理者と協議し、
実施可能なものを
実施していく。

課題、今後の方針、改善事項など

　今後も指定管理に関する経費を削減するため、指定管理者と協議し、実
施可能なものを実施していく。

事務の見直しにより、光熱水
費及び廃棄物処理の運用見直
しによる光熱費等の節減を実
施した。
また、措置される予算が追い
付いていない現状があるもの
の、修繕計画は年度ごとに策
定している。

課題、今後の方針、改善事項など

引き続き指定管理経費のさらなる見
直し検討を継続するとともに、修繕
計画の策定も進めていく。

引き続き指定管理経費のさらなる見
直し検討を継続するとともに、修繕
計画の策定も進めていく。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

事務の見直しにより、所要経
費や電力契約の入札による光
熱費等の節減を実施した。
また、修繕計画の策定に向け
準備が進められている。
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No.

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C C

C

計
画
期
間
の
中
間
評
価

（平成29年度に実施） 中間評価

年
度
評
価

平成27年度 平成28年度

取組工程、指標に対する評価

課題、今後の方針、改善事項など

平成29年度以降

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　貸付申請時点で償還口座の登録を行うことにより、今後の償
還については現年度償還率の上昇が期待されるが、過年度分を
滞納しているものに関して口座振替登録を行うことができない
ため、予定よりも口座振替登録件数を伸ばすことができなかっ
た。

・これまでの取
組みの継続と強
化

（年度終了後に実施）

課題、今後の方針、改善事項など

　現在は申請時に償還時の口座振替は必須としているが、過年度分は滞
納が解消されないと口振に変更することができず、償還時の口座振替率
は上昇しないため、今後も過年度分催告強化を継続して実施し、債権管
理課非常勤職員を活用し訪問指導等を実施することで過年度分の滞納を
解消する。

口振推奨のため、貸付申請時点で償
還口座の登録を行う運用に変更し、
当初納付書発送時に口座振替推奨チ
ラシと申込書を同封し発送した事で
口振率は上がったが、過去からの滞
納者については口振への移行ができ
ないことから、償還指導強化を行っ
ているものの、滞納解消まで至ら
ず、目標値まで達成できなかった。

口振推奨のため、貸付申請時点で償
還口座の登録を行い、当初納付書発
送時に口座振替推奨チラシと申込書
を同封し発送した事で口振率は上
がったが、過去からの滞納者につい
ては口振への移行ができないことか
ら、償還指導強化を行っているもの
の、滞納解消まで至らず、目標値ま
で達成できなかった。

過年度分の滞納が解消されないと口振
に変更することができないため、今後
も過年度分催告強化を継続して実施
し、債権管理課非常勤職員を活用し訪
問指導等を実施することで過年度分の
滞納を解消する。

過年度分の滞納が解消されないと口振
に変更することができないため、今後
は過年度分催告強化を実施し、債権管
理課非常勤職員を活用し訪問指導等を
実施することで過年度分の滞納を解消
する。

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成27年度 平成28年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

・今年度償還開始し既に滞納
となっている者を対象に訪問
指導実施。（11月）
・口座振替率72.5％（11/17
時点）

・現在貸付中の者に対し、償
還時の口振申込書を送付し登
録を推進。（4月）
・口座振替率73.29％

指
標

77.0%
償還方法を口座振替にし
ている割合

75.0% 76.0% 73.5%

・口振推奨のため、貸
付申請時点で償還口
座の登録を行う運用
に変更した。
また、当初納付書発
送時に口座振替推奨
チラシと申込書を同
封し発送した。
・債権管理課の非常
勤職員を活用し、電
話催告、納付相談を
行った。

・口座振替の推進、
債権管理部門との
連携強化
・上記以外の取組
みの検討と可能な
ものから実施

・当初納付書発送時
に口座振替推奨チラ
シと申込書を同封し
発送した。
・債権管理課の非常
勤職員を活用し、電
話催告、納付相談を
行った。
・償還が開始したば
かりで口座振替でな
く、滞納が生じた方に
母子父子自立支援員
による電話催告を実
施した。

・これまでの取組み
の継続と強化

73.8%

※平成29年度上半期
に計画期間の中間評
価を実施する。

78.0%

取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

59⑦

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
母子父子寡婦福祉資金貸付事業
・効率的な運営による収支の均衡回復

こども家庭課

現状と課題
（これまでの取組み）

　母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計の収支均衡を図るため、これまで方向性等の検討を行ってきた。収支均衡を図るた
めには、現年の貸付償還率を上げることが第一であるとの検討結果を受け、口座振替の推進や債権管理部門との連携強化
を図ることで償還率を向上させ、繰入金の縮減を図っている。今後は更に、 より適正な審査、承認を行うことも併せて効率的
な運営を行い、収支の均衡回復を図っていく。

≪事業の最終目標≫
　現年度償還率を上げ、一般会計からの繰入金を削減し、収支の均衡回復を図ることで、効率的な運営を行
う。

・口座振替の推進
・債権管理部門との連携強化

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　貸付申請時の償還口座登録や年１回の納付書発送時に口座振替推奨チラシの同封等により、口座振替利用
率を上げ、確実に現年度償還率を上げていくことで、繰入金の縮減を図る。

取組工程
（具体的な内容）

現状
（平成26年度）

平成27年度 平成28年度 中間目標／
29年度以降計画 実績 計画 実績

・口座振替の推進、
債権管理部門との
連携強化
・上記以外の取組
みの検討と可能な
ものから実施

・口座振替の推進、
債権管理部門との
連携強化
・上記以外の取組
みの検討と可能な
ものから実施

改
革
実
施
概
要

取組の内容
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No.取組項目（中項目） 3　地方公営企業などの経営改革

重点改革項目Ⅲ　持続可能な財政運営の確立

59⑦

具体的な取組項目（小項目） 4　その他特別会計の経営改革の取組強化

担当課

改革実施項目名称（細項目）
母子父子寡婦福祉資金貸付事業
・効率的な運営による収支の均衡回復

こども家庭課

現状と課題
（これまでの取組み）

　母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計の収支均衡を図るため、これまで方向性等の検討を行ってきた。収支均衡を図るた
めには、現年の貸付償還率を上げることが第一であるとの検討結果を受け、口座振替の推進や債権管理部門との連携強化
を図ることで償還率を向上させ、繰入金の縮減を図っている。今後は更に、 より適正な審査、承認を行うことも併せて効率的
な運営を行い、収支の均衡回復を図っていく。

≪事業の最終目標≫
　現年度償還率を上げ、一般会計からの繰入金を削減し、収支の均衡回復を図ることで、効率的な運営を行
う。

・口座振替の推進
・債権管理部門との連携強化

事業の目標・目的
（考えられる効果）

≪計画期間の目標≫
　貸付申請時の償還口座登録や年１回の納付書発送時に口座振替推奨チラシの同封等により、口座振替利用
率を上げ、確実に現年度償還率を上げていくことで、繰入金の縮減を図る。

取組の内容

予定通り
進捗

予定通り
進捗

C B

B

・口座振替の推進、
債権管理部門との
連携強化
・上記以外の取組
みの検討と可能な
ものから実施

・口座振替の推進、
債権管理部門との
連携強化
・上記以外の取組
みの検討と可能な
ものから実施

・口座振替の推進、
債権管理部門との
連携強化
・上記以外の取組
みの検討と可能な
ものから実施

現状
（平成26年度）

平成29年度 平成30年度

・これまでの取組み
の継続と強化

指
標

償還方法を口座振替
にしている割合

75.0% 78.0% 76.9% 79.0% 80.0% 80.0%

取組工程
（具体的な内容）

最終目標／
31年度以降計画 実績 計画 実績

・口座振替の推進、
債権管理部門との
連携強化
・上記以外の取組
みの検討と可能な
ものから実施

・口座振替の推進、
債権管理部門との
連携強化
・上記以外の取組
みの検討と可能な
ものから実施

進
捗
管
理

（各年度10月に実施） 平成29年度 平成30年度

取組の状況
上半期
（4～9月）

償還開始の2ヵ月前、及
び、当初納付書発送時口
座振替推奨チラシと申込
書を同封し発送した。

償還開始の2ヵ月前、及
び、当初納付書発送時口
座振替推奨チラシと申込
書を同封し発送した。

改
革
実
施
概
要

平成31年度以降

計
画
期
間
の
評
価

計画期間の評価

年
度
評
価

取組工程、指標に対する評価
（指標の適正性等）

　口座振替の推奨を随時行ったことで、口座振替利用率は年々
向上しており、現年度償還率も徐々に向上している。
　繰入金については、現年度償還率の向上のみならず、繰越金
を貸付けの財源とすることで削減することができたが、今後更
に現年度分の償還率を向上させることは難しくなってきてい
る。

　引き続き口座
振替の推進や債
権管理部門との
連携強化により
現年度償還率を
上げ、一般会計
からの繰入金を
削減し、収支の
均衡回復を図る
ことで、効率的
な運営を行う。

課題、今後の方針、改善事項など

口座振替利用率は年々向上しており、現年度償還率の向上へ繋がってい
るため、引き続き口座振替の推奨に取り組んでいく。一方で、未だ多額
の滞納を抱えている方が多くみられる。現年度償還のみならず、過年度
分についても債権管理部門との連携強化を行い、収支の均衡回復を図る
必要がある。

口振推奨のため、貸付申請時点で償
還口座の登録を行い、当初納付書発
送時に口座振替推奨チラシと申込書
を同封し発送した事で目標を達成す
ることができた。未だ多くの過去か
らの滞納者がいるため、引き続き催
告の実施等により滞納解消を図る必
要がある。

課題、今後の方針、改善事項など

過年度分の滞納が解消されないと口振
に変更することができないため、今後
も過年度分催告強化を継続して実施
し、訪問指導等を実施することで滞納
を解消する。

今後も過年度分催告強化を継続して
実施し、訪問指導等を実施すること
で滞納を解消する。

（年度終了後に実施） 平成29年度 平成30年度

取組工程、指標に対する評価

口振推奨のため、貸付申請時点で償
還口座の登録を行い、当初納付書発
送時に口座振替推奨チラシと申込書
を同封し発送した事で口振率は上
がったが、過去からの滞納者につい
ては口振への移行ができないことか
ら、償還指導強化を行っているもの
の滞納解消まで至らず、目標値まで
達成できなかった。
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